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１．総論 

１－１ 概要  
法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム「ビジネススクール教育の質保証

システム開発」は、筑波大学大学院ビジネス科学研究科国際経営プロフェッショ

ナル専攻、青山学院大学大学院国際マネジメント研究科、同志社大学大学院ビジ

ネス研究科の経営系専門職大学院３校が中心となって、国内経営系専門職大学院

をメンバーとする検討グループを設立し、ビジネススクールの教育とその修了生

の専門職としての質を保証する新たなシステムの制度設計を平成17年度、18年度
の2年間にわたり検討したものである。３大学院はそれぞれ、  

 
① 「経営専門職の理念と専門職に必要な力量」  
② 「経営専門職を系統育成する教育制度設計」  
③ 「経営系専門職大学院の評価の仕組み」 

を、検討する研究会を組織し、我が国ビジネススクールの教育活動に広く活用可

能な「ビジネススクール教育の質保証指針」を作成した。  
 

１－２ はじめに 

専門職大学院制度の発足以来、我が国に国際的水準のビジネススクールを目指

した数多くの専門職大学院が開設されている。にもかかわらず、その制度設計に

ついては各大学院に任されており、ビジネススクール関係者による統一的な議論

がなされていない。これでは、専門職大学院設置基準に明記された第３者評価機

関の設立も運営も不可能である。この混沌とした状況を専門職大学院制度立ち上

げ期に早急に解決しない限り、国内ビジネススクールは、国際的にも通用する専

門職養成機関として産業界から認知される可能性はないという危惧があった。 
 このような背景の中で平成１７年５月筑波大学、青山学院大学、同志社大学の

３大学の専門職大学院の研究科長が協力して、その教育の質を保証するシステム

を共同開発し、第３者評価や相互研鑽を通じて教育の質を継続的に改善し、国内

ビジネススクール修了生の専門職としての地歩を築く教育プロジェクトを申請

することに合意した。そこで、平成１７年度に経営系専門職大学院国際経営プロ

フェッショナル専攻を設置した筑波大学を事務局として法科大学院等専門職大学

院形成支援プログラム「ビジネススクール教育の質保証システム開発」の申請を行

うこととなった。幸いにして、本プログラムは採択され、平成１７年度後半より約２年

間の活動を開始するに至った。 
本プロジェクトの狙いは、経営系専門職大学院の理念と教育制度について、我が国ビ

ジネススクール関係者全体でのコンセンサスを形成することを通じて、その教育の質保

証システムの確立に資することであった。本プロジェクトの成果は、専門職としての「経
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営プロフェッショナル」の我が国産業界における認知・確立と、その地位向上促進にも

繋がるものと自負している。また、一連の活動を通じて専門職大学院制度の中で早急に

整備しなければならない第３者評価システムのあるべき姿も明確になり、今後、全国の

ビジネススクール関係者のコンセンサスを基にこれらのシステムが具現化することを

強く期待したい。 
 各経営系専門職大学院は独自の切磋琢磨で発展を遂げるべき、良き意味でのライバル

であることは言うまでもない。しかし、我が国経営系専門職大学院は、その総意で教育

の質を一定の水準に保証すると共に、欧米ビジネススクールに遅れをとっているとの産

業界からの批判に応え、今後も協調して国際競争力確立のための組織的取り組みを目指

すべきなのである。  
 本プロジェクトは、このように我が国経営系専門職大学院全般に波及する質向

上を狙いとしてきた。すなわち、本プロジェクトの実践を通じて、ビジネススク

ールでの育成人材（教育目的）、その育成システム（教育方法）、質評価システ

ムが明確となること、結果として質保証を担保する仕組みの構築が加速すること

で、わが国ビジネススクール教育のＰＤＣＡサイクルが完成し、我が国ビジネス

スクール全体としての水準向上が目指してきた。  
 現状では、例えばビジネススクールの第３者評価に関しても、米国認証機関（A
ACSB）などからの認証取得活動が質保証のグローバル・スタンダードとして確
立している。この海外からの認証による質保証は、教育制度設計のあり方、その

評価も含めて、我が国のビジネス関係者の実践に基づく議論の中で成立したもの

ではない。むしろ、本プロジェクトのように、国内外の専門家と共に、日本の経

営系専門職大学院関係者が参照すべき教育の質保証システム指針を独自に形成

することで、全国経営系専門職大学院の教育プログラム持続的改善活動ひいては

教育の質改善の加速が実現できるのである。 
 
１－２ 教育プロジェクトについて  
 我が国のビジネススクール（MBAまたはそれに準ずる学位を授与する専門職
大学院または大学院）は、育成すべき人材、教育理念を各校個別に掲げ、立ち上

げられてきた。このため、専門職大学院制度で必要な教育の質保証システム、特に第

３者評価のあり方を統一的に議論する機会がこれまでなかった。本プロジェクトは、

国際化の進んだビジネス環境の中で、ビジネススクールの教育の質保証に必要な、 
 
① Plan（教育目標設定） : 必要な経営専門職とは、どのようなコンピテンシ
ーを有する人材か  

② Do（教育実施方法） : それを系統的に育成する専門職大学院〔ビジネスス
クール〕教育プログラムには、どのような要件が求められているのか  

2



③ Check（教育評価方法）: ビジネススクールにおける教育の質を保証するシ
ステムとは、どのようなものであるか  

 
の3つの要素について、我が国ビジネススクール全体のコンセンサスに基づく指
針を形成し、我が国ビジネススクール教育の質の総合的保証を目指し、将来のA
ction(質保証システムの構築と運営)につながる「ビジネススクール教育の質保証
指針」をとりまとめた。この指針は、上記３要素に関係した次の３指針を合成し

たものである。  
 
①ビジネススクール育成人材の指針  
②ビジネススクール教育システムの指針  
③ビジネススクール教育システムの評価指針 
 

これら指針作成とそれに基づくビジネススクール教育の質保証の運用を目指し

て、経営プロフェッショナルを系統的な教育システムで育成するという目的を共

有する、筑波大学大学院ビジネス科学研究科、青山学院大学国際マネジメント研

究科、同志社大学ビジネス研究科の経営系３専門職大学院が中核となって、国内

のビジネススクール代表者をメンバーとするＱＡＳ (Quality Assurance  
System)検討グループを立ち上げ、運営してきた。ＱＡＳ検討グループは、検討
を進めた３指針が、我が国のビジネススクール関係者並びにその評価に関係する

専門家が広く活用可能なものとなることを目指してきた。  
このような我が国ビジネススクールの組織的活動を通じて、我が国におけるビ

ジネススクール教育の意義と教育の質保証を確実とする評価組織のグランドデ

ザインとが明確になった。また、間接的には、我が国ビジネススクール修了生の

経営専門職としての地歩の確立にも資するものであったと考える。 
 QAS検討グループのコアとなる３大学院は充分な連携を保ちつつ、各々が上記3
つの要素指針を起案する下記３つの研究会の運営責任を分担してきた。各研究会

は、ＱＡＳ検討グループメンバー校のビジネススクール教員・職員・修了生・産

業界の実務家などの参画を求め、各テーマ毎の指針を完成させた。 
 

１）育成人材像研究会（幹事校：筑波大学大学院ビジネス科学研究科） 
    グローバル化したビジネスを実践する我が国経営系専門職のコンピテン

シーを明確にし、我が国ビジネススクールが全体として輩出すべき人材

像について指針を示した。特に、会計、税務、ファイナンスなどの専門

技能に特化した専門職大学院と所謂ビジネススクールで開発すべき総合

的経営能力との差異を明確にした。このため、国内外の産業界のニーズ
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並びに国内外のビジネススクールカリキュラムから導かれる人材像、ビ

ジネス界で活躍するビジネススクール出身経営者の技能分析などを行っ

た。  
 
  ２）制度設計研究会（幹事校：青山学院大学大学院国際マネジメント研究科） 
    我が国ビジネススクールが共有すべき仕組み、総合的な教育体系、制度

設計について指針を示した。ビジネススクール育成人材の明確化を前提

に、その技能を系統的に育成するために必要なカリキュラム体系と教育

体制運用のために我が国ビジネススクールが備えてなければならない要

件を明らかにした。更に、この要件を満たすために必要な教員の専門性・

実務経験の水準、必要な技能獲得に適した教材・教育方法をも含めて、

国内ビジネススクールの要件指針として取りまとめた。 
 
  ３）質保証システム研究会（幹事校：同志社大学） 
    ビジネススクールにおける教育の質保証システムについて、評価（自己

評価・第３者評価）の基準とプロセス、並びに「ビジネススクール教育

システムの指針」の要求事項への適合性を第3者の立場で評価する組織
の制度設計についても指針を示した。  
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図１ 本プロジェクト推進組織（QAS検討グループの概要）  
 
これら一連の活動を支える組織は図１のようにまとめられた。 
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助言と活動評価 
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国内ビジネススクール 指針案有効性の

実証研究 
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１－３ 平成１７年度プロジェクトの概要 
平成１７年度は、次のような研究行事を実施した。  

 
１） 第１回ビジネススクール責任者会合（ＱＡＳ検討グループ総会）を平成１８年

１月１３日同志社大学で開催し今後のプロジェクトの方針を３大学が発表し、

これを基に議論した。 
２） 第１回全体ワークショップ（第1回育成人材研究会）を平成１８年１月２

８日、筑波大学大学院ビジネス科学研究科で開催し、育成人材像研究会か

らの「ビジネススクール育成人材の指針」案取りまとめ方針を発表すると

共に、海外経営者の見解を聴取し、わが国経営系専門職に求められる資質

を議論した。  
３） 第２回全体ワークショップ（第2回育成人材研究会）を平成１８年３月４

日、文京シビックホールで開催し、海外のビジネススクール関係者２名、

経営者などを招いてわが国経営系専門職に求められる資質を議論した。  
４） 第３回全体ワークショップ（第1回制度設計研究会）を青山学院大学国際

マネジメント研究科で開催し、「ビジネススクール教育システムの指針」

とりまとめのために、国内外のビジネススクール関係者によって、わが国

ビジネススクール教育・教材のあり方について集中的に議論するとともに、

制度設計研究会からのビジネススクール制度設計指針の方向性に関する

発表も行った。  
 
１－４ 平成１８年度プロジェクトの概要 
１） 第４回全体ワークショップ（第1回質保証システム研究会）を平成１８年
９月１４日同志社大学で実施し、国内のQuality Assuranceシステムから専
門家を招いて、海外ビジネススクール認証機関の活動についての報告や質保

証システム研究会からの「ビジネススクール教育システムの評価指針」とり

まとめ方針について議論した。  
２） 第５回全体ワークショップ（第2回制度設計研究会）を平成１８年１０月
１６日青山学院大学国際マネジメント研究科で行い、ビジネススクールの制

度設計に関するあり方についての議論を深め、指針案の方向性を確定した。 
３） 第６回全体ワークショップ（第3回育成人材研究会）を平成１８年１０月
１７日筑波大学大学院ビジネス科学研究科で行い、「ビジネススクールで育

成する人材の力量に関する指針」の逐条審議を行い、ほぼ指針案のとりまと

めを終了した。  
４） 第７－８回全体ワークショップ（第2回質保証システム研究会、第4回育
成人材研究会）を平成１８年１２月１４-１５日の２日間にわたり、筑波大学
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大学院ビジネス科学研究科で行い、同志社大学が実施したビジネススクール

の教育システムの評価方法に関するアンケート調査結果を分析すると共に、

在日海外経営者の我が国ビジネススクールに対するコメントを聴取し、「ビ

ジネススクール教育システムの評価指針」、「ビジネススクールで育成する

人材の力量に関する指針」のとりまとめを行った。１５日夜には、第１回評

価委員会を開催し、活動に対する意見を聴取すると共に、筑波大学大学院ビ

ジネス科学研究科国際経営プロフェッショナル専攻の講義を公開した。  
５） 第９回全体ワークショップ（合同研究会）を平成１９年１月２９日青山

学院大学研究棟特別会議室で実施し、３大学の指針案について議論し、最終

案のとりまとめを行うと共に、第２回評価委員会を行い、評価委員からこの

活動成果が日本のビジネススクールの国際評価向上に繋がるか、その阻害要件

や加速要件は何かについて、産業界トップ・経済界に関わるマスコミトップな

どを招いて集中討論を行った。最終指針案作成と指針を具現化する組織を立ち上げ

る際の留意点なども一部議論された。 
６） 第２回ＱＡＳ検討グループ総会を平成１９年２月１９日に開催し、今後の我が

国ビジネススクールの教育質評価のあり方について議論した。 
 

このなかで、特記すべきは４）、５）で記したように、本プロジェクトの成果に

対して経営ニーズから見た第３者的助言・評価を行うために、評価委員会を設置

し、その研究成果について平成18年12月から1月にかけてコメントを頂戴したこ

とである。 

 

１－５ 今後の展開  
 本プロジェクトによる研究活動を通じて、経営系専門職大学院の理念と教育制

度について、我が国ビジネススクール関係者全体でのコンセンサスを形成するこ

とができた。また、専門職大学院制度の中で早急に整備しなければならない第３者評

価システムのあるべき姿も明確になった。 
 特に、第３者評価活動に代表される教育の質保証システムを全国のビジネスス

クール教員の集中的な研究・議論・相互研鑽活動の中で確立したことを通じて、

全国ビジネススクール関係者が質保証システムの構築に向かうことが期待され

る。将来的には、我が国経営系大学院教育のコア部分のコンセンサスが形成され、

修了生の備えるべき経営技能が明確に保証されることになると予想する。 更に、

本プロジェクトはその研究の進捗にあわせ、プロジェクトの主旨に賛同する全国

経営系専門職大学院の本研究目的に則った連携組織を形成する反射的効果を期

待することもできよう。  
本プロジェクトで作成した３つの指針は、このように近い将来我が国において
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何らかの実効的な経営系専門職大学院評価活動が開始された際に、ぜひとも活用

されることを希望する。  
 また、本プロジェクトの成果がビジネススクールのみならず、我が国専門職大学院制

度全般において、特定の専門職育成を目的とした教育の質保証システム構築プロセスを

どのように行なうかに関するモデルとして活用されることも期待したい。 
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２．ビジネススクール教育の質保証指針概要 
 
２－１ ビジネススクールの教育目的とその達成のためのシステム 
ビジネススクールは，現在または想定される将来のビジネスの人材ニーズを支える深い

学識と卓越した能力をもつ高度専門職業人としての経営専門職を育成する．すなわち，マ

ネジャーとしての行動に必要な力量を系統的に育成することで，強いリーダーシップと創

造力を持ち，グローバルな視野で国際経営事象を認知し，論理的かつ構想的な能力並びに

統合能力を有し，高度な職業倫理を有する経営専門職候補を社会に提供することがビジネ

ススクールの目的である．各ビジネススクールは，その目的を達成するために教育の質を

保証するためのシステムを構築しなければならない．すなわち，スクールの目的・使命，

育成すべき人材像に基づき，学位に応じた教育課程ごと（専攻により教育課程に相当の差

異がある場合は専攻ごと）の教育目標が定め，教育目標の達成度を把握し，評価するシス

テムを開発し，実際に運用しなければならない． 
 ビジネススクールの目的を達成するために必要な取り組みとしては，次のようなことが
あげられる． 

 
① 各ビジネススクールの活動全般について，財務情報を含め適切な情報公開がなされ

ることが望ましい．特にビジネススクールの目的，使命や育成する人材像，教育研

究活動の実態，経済社会との連携プログラム等について説明責任を果たしていなけ

ればならず，これらを実施するための組織的な取組みを行わなければならない． 
② 各ビジネススクールは，どのような独自性（他のビジネススクールと異なる特色）

を有するかを明らかにすることが望ましい．またその独自性は，学内で共通価値と

して認識されており，その独自性を発展させるための具体的な取組を示すことがで

きることが望ましい． 
③ 各ビジネススクールは，ビジネスの目的やビジネスモデル，ビジネス人材の多様性

とこれらの背後にある文化・価値観などの多様性を認め，受容することの重要性に

ついて十分に認識し，授業や学生の交流事業等に反映することが望ましい． 
④ 各ビジネススクールは，教育研究の国際化について，ビジネススクール内で方向性

を明らかにし，国際化を進めるための具体的なプログラムを定め，具体的取組みの

実現を目指すことが望ましい． 
⑤ 各ビジネススクールは，経済界や地域社会など学外との連携について，方向性を明

らかにすることが望ましい．このため，経済界，各種団体，地域社会，行政，学内

他研究科・学部，他大学等との協働について具体的なプログラムを定め，具体的取

組みの実現を目指すことが望ましい． 
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各ビジネススクールは，上記の取り組みを含め，その課程の目的（ミッション）を文書

により明確に規定し，学内外に周知しなければならない． 
特に，ビジネススクールの目的・使命を実現するための中長期のビジョンを策定してい

なければならない．また，ビジョンの見直しの周期や手続が文書で明らかにされている必

要がある．更にビジョンを実現するために必要な人材，資金等の調達・配分を含むアクシ

ョン・プランが定められ，実行されていなければならない．ビジョンの策定には，主要な

ステークホルダー（経済界などの学外関係者，学生，教職員等をいう．以下同じ．）が参加

していることが望ましい．さらに，教育研究や各種事業の成果について，国内外に積極的

に情報発信することが望ましい．このため各ビジネススクールは，適切な情報発信を推進

し，支援する制度を整備することが望ましい．  
 
２－２ ビジネススクールで育成する人材の力量 
ビジネススクールが開発しなければならない経営専門職の力量とは，高度な経営倫理に

支えられた経営専門職のマネジャーとしての行動を支える力量であり，知識のみならず技

能，資質も含む．ここで，経営専門職のマネジャーとしての業務行動とは，組織の発展に

資する価値を適切に選択し，組織の抱える問題点を発見し，適切な意思決定を行い，具体

的な適用方策を実施することである．現状では，経営専門職に必要な力量として，多様性

受容，達成指向，先見性，情報収集力，創造性志向，分析思考，戦略立案，リスクマネジ

メント，組織マネジメント，コミュニケーションを挙げることができる． 
各ビジネススクールは，育成すべき人材像およびその力量を文書により明確に示し，学

内外に周知しなければならない．この育成すべき人材の力量は，ビジネススクールの目的，

使命に応じて育成する力量（知識，技能，資質）を適切な形で示さなければならない． 
また，企業倫理の重要性や個人としての高い倫理性，誠実さ，優れた識見など学生の人

格形成の必要性について，適切に示されていなければならない． 
 
２－３ ビジネススクールの教育制度 
２－３－１ 標準修業年限 
 ビジネススクールの標準修業年限は 2年とする．ただし，学生の履修コース等として 1 年
の短期履修コースや長期在学コースの設定することができる．また，専攻分野の特性によ

り特に必要があると認められる場合に限り，1 年以上 2 年未満の標準修業年限を設定する
ことができる． 
２－３－２ 修了要件 
 ビジネススクールの修了要件は，2 年以上在学し，当該専門職大学院が定める 30 単位以
上の修得その他の教育課程を修了することとする．これら修了要件は，修了生のビジネス

における能力を総合的に実証するため適切な設定となっていなければならない．また，修

了認定について，明確な基準を設定し，実施しなければならない． 
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２－３－３ 入学者選抜 
各ビジネススクールは，教育課程の具体的な目標に基づく入学者受入方針（アドミッシ

ョン・ポリシー）を明確にし，公表しなければならない．この際，将来の中核的・指導的

な管理者に相応しい資質能力を適確に判断し得るよう入学者選抜を工夫することが望まし

い． 
 
２－３－４ 教育課程 
各ビジネススクールは，教育上の目的を達成するために専攻分野に応じ必要な授業科目

を開設し，体系的に教育課程を編成しなければならない． 
教育課程が理論的教育と実務的教育の架橋に留意しつつ，各ビジネススクールの目的に

照らして体系的に編成されており，その目的や授与される学位に照らして，授業科目が適

切に配置され，教育課程が体系的に編成されていることが必要である．また，教育課程を

展開するにふさわしい授業形態，学習指導法等が整備されていること，成績評価や単位認

定，修了認定が適切であり，有効なものとなっていることも必要である． 
特に，教育課程が，企業経営又は技術経営の実務に必要な専門的な知識，思考力，分析

力，表現力等の経営専門職候補としての力量を修得させるとともに高い倫理観及び国際的

視野を持つ経営専門職候補を養成する観点から適切に編成されていることが必要であり，

組織行動，企業戦略，技術・生産管理，マーケティング，会計，企業財務などに関する内

容を扱う科目が，各専門職大学院の目的に応じて適切に教育課程に盛り込まれていること

が求められる． 
このように，各ビジネススクールは，育成すべき人材像に必要な力量の獲得を可能とす

る授業科目を設定しなければならない．その学習内容には，企業倫理の確立や学生の人格

形成に資する内容が含まれていることが望ましい．また，時間割や履修条件は，学生の就

学実態やキャリア形成上の意欲に配慮したものとなっていることが望ましい．更に，年間

授業計画，授業内容，評価方法等を記載した適切なシラバスが配布されていなければなら

ない． 
各ビジネススクールはこのような教育課程の編成，運営，学習効果測定，改善などのプ

ロセスを合理的・統一的に制度化し，文書で明らかにしなければならない．特に，経営専

門職に必要な力量の全部または一部の水準向上を目的とした教育課程を編成していること

を文書で明確に規定し，学内外に周知しなければならない．この際，教育上主要と認めら

れる科目については，どのような力量の育成を目的としているかを明確にしなければなら

ない．可能ならば，開設している全ての科目（授業科目，演習科目，実習科目）について，

どのような力量の育成を目的としているかを明確にすることが望ましい． 
また，各ビジネススクールは，教育課程の編成や教育水準の設定のプロセスにおいて，

教職員や学生のみならず，ビジネス界その他の外部の意見・要望が適切に反映するために，

11



その手続を文書により制度化していなければならない． 
 
２－３－５ 教育方法・授業形態・成績評価 
ビジネススクールの教育方法については，講義，事例研究，現地調査，双方向・多方向

に行われる討論若しくは質疑応答，演習，グループ学習，ケーススタディ，ゲーム・シミ

ュレーション，フィールド･スタディ，インターンシップ等を組み合わせ，適切な教育手法

や授業形態が採用されていることが必要である．また，学生に対し，授業の方法，内容，

年間授業計画，学修評価・修了認定基準をあらかじめ明示するとともに，学生が１年間又

は１学期に科目登録できる単位数の上限を定める必要がある．さらに，授業を行う学生数

は，授業の方法，施設設備等諸条件を考慮して，教育効果を十分にあげられるような適当

な人数としなければならない．また，理論と実務を架橋する取組みや，授業の水準を適切

に把握し，向上させていくための取組みが行われている必要がある． 
各科目の成績評価は，明確な基準を設け，統一的な方法で行われている必要がある（Ｇ

ＰＡの採用など）．また，成績評価に関する学生からのクレームに対し，適切な対応措置が

制度的に整備されている必要がある． 
授業は合理的な方法により評価されていなければならない．特に，学生による授業評価

は適切に実施し，公表されていなければならない．さらに評価結果は，適切に授業の改善

に結びつける必要があり，これらを実施するための制度が整備されていなければならない． 
 
２－３－６ 履修形態 
ビジネススクールの履修形態については，一般の大学院と同様に，昼夜開講制，夜間大

学院，長期休業期間中の集中コース，サテライト教室の利用，科目等履修制度等の弾力的

な履修形態をとることができる． 
 
２－３－７ 教職員組織管理 
各ビジネススクールは，質の高い教育を提供し，またその基礎となる研究活動が適切に

行われるよう，スクールの運営に必要な教職員の組織と人員が確保しなければならない．

また，研究者教員と実務家教員，専任と非常勤などのバランスがとれているか．スクール

の目的・使命を達成するために必要な教員の資質について適正な要件を設定しなければな

らない． 
また，ビジネススクールは，その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があ

ると認められる専任教員を，少なくとも大学院設置基準で定められた数置かなければなら

ない．ここで高度の教育上の指導能力があると認められる専任教員とは，専攻分野につい

て，教育上又は研究上の業績を有する者，あるいは，専攻分野について，高度の技術・技

能を有する者，あるいは，専攻分野について，特に優れた知識及び経験を有する者である． 
各ビジネススクールにおいて教育上主要と認められる授業科目については，原則として，
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専任の教授又は准教授が配置されていなければならない．また，専門職大学院設置基準で

は，必要専任教員のうち３割以上は，専攻分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を

有し，かつ，高度の実務の能力を有する者とされている． 
ビジネススクールの重要事項について適正かつ迅速に意思決定するために，学内の権限

配分が合理的になされ，文書により周知されている必要がある．また，教員会議や各種委

員会など意思形成のための合理的なシステムが構築され，機能，責任・権限や運営ルール

が文書により周知されている必要がある．とくに，国際化や企業その他の外部機関との連

携・協働を進めるための協定，契約等の決定・承認や資金の授受・管理に関し，迅速，か

つ，適正に対応することの出来るシステムが形成されている必要がある． 
ビジネススクールにおける教育研究や学生の受入れ・支援などを含む全ての業務，事業

について，教職員間の適切な分担と協働・協力の下に，効率的に業務を処理する体制が確

保されている必要がある．また，主要な業務の内容，発生する時期，分担や処理権限など

について文書により明確にされ，情報が共有されていなければならない．これら業務を適

切に処理するために必要な職員数が確保されていることが望ましい．また，教員が担当す

る業務について，各教員間でバランスが保たれるように割り当てられていることが望まし

い．さらにこれらのルールが文書により周知されている必要がある． 
教職員の採用，昇任その他の処遇に関し，つぎに挙げるようなことを配慮した合理的な

任用システムが確立していなければならない． 
 
① 国籍，年齢，学位その他に関する学内規定 
② 任期制の適用や特定分野について高度の知見を有する内外の専門家の処遇など，教育

研究の必要性に応じた弾力的な配慮が可能な制度 
③ 実績および今後の見通し 
 
教職員の教育研究などの業績に関して合理的な評価システムが確立され，処遇に反映さ

れていなければならない．このため，教員の教育研究活動およびスクール運営への貢献に

ついて，適切な評価システムが整備されていることが望ましい．また，教員の授業担当科

目について，教育指導能力が実証され，情報提供されていることが望ましい． 
 
２－３－８ 施設設備および学生などの支援システム 
ビジネススクールの目的・使命に沿った優れた人材を育成するために必要な施設・設備

並びに図書，学術雑誌等の教育研究上必要な資料が整備され，有効に活用される状態にな

ければならない．特に，自主的学習環境（例えば，自習室，グループ討論室，情報機器室

等が考えられる．）が十分に整備され，効果的に利用される学習環境が整備されていること

が必要である．教育研究環境の整備はハードな側面だけでなく，図書，学術雑誌，視聴覚

資料その他の教育研究上必要な資料等，学生相談・助言体制等の教育研究支援スタッフ及
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び学生の経済支援等，各ビジネススクールの目的を達成するために必要な管理運営のため

の組織及び事務組織，学生の進路選択に関する必要な情報の収集・管理・提供，ガイダン

ス・指導等の助言体制などのソフトの面での整備ができていることが望ましい．特に，個々

の学生に対して適切な履修指導を行い，試験やレポート評価の結果について適切なフィー

ドバックを行う組織的な取組みが行われていなければならない．また，生活面，キャリア

形成面等における学生の要望，支援ニーズを適切に把握し，要望やクレームについて適切

に対応する体制が整備されていることが望ましい．このため，個々の学生のニーズにあわ

せ，相談，助言を適切に行うことができるよう，学生支援センター，健康相談窓口，キャ

リアカウンセラーの設置，オフィス・アワーの開設など，組織的な方針の策定ならびに取

組みが行われていることが望ましい．さらに，奨学金支給や授業料免除など学生の通学負

担を軽減する支援措置が整備されていることが望ましい．特に，障害のある学生や留学生，

社会人学生に対する配慮がなされていることが必要である． 
更に，学外者のための学習機会の提供について，基本的な取組方針や具体的なプログラ

ムが定められていることが望ましい．特に，エグゼクティブ・プログラムなどビジネス人

材育成のための具体的な学習機会を設定している，あるいは．今後の取組みの方針を定め

ていることが望ましい． 
また，各ビジネススクールは，最新の情報システムの活用に積極的・計画的に取り組む

とが望ましい．また，教育研究および企業その他の機関との交流・提携・協働にあたって，

個人情報や著作権をはじめとする知的財産権を保護するためのシステムが文書化され，周

知されていなければならない． 
異常の教育研究環境についての取り組みに当たっては，学生や教職員の意見要望を把握

し，施設の改善等に結び付けていくシステムが設けられていることが望ましい．また，こ

れらを総合的に管理する事業計画を策定し実施することが必要である．各ビジネススクー

ルは，これらの教育研究環境の整備を実現しうる財政的基礎を確保しなければならない． 
 
２－３－９ 社会的責任に関する取組み 
ビジネススクールにおいて行なう教育研究や学生への対応，企業その他の関係者との接

触その他スクールにおけるあらゆる業務，事業において，法令を遵守し，社会規範に反す

る行動を規制する制度が構築されていなければならない．また，その制度が教職員，学生

その他の関係者に十分周知徹底されていなければならない．万一問題が生じたときに適正

に処置するためのシステムが設けられている必要がある． 
ビジネススクールの教職員，学生その他関係者が，ビジネススクールに求められる社会

的責任を自覚し，これを的確に果たしていくために必要な組織的な対応がなされることが

望ましい．このため，社会貢献を積極的に行なうための具体的なプログラムを設定し，取

組みを向上させるための工夫をすることが必要である． 
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２－４ 教育の質の継続的改善システム 
２－４－１ 改善システムの導入 
各ビジネススクールは，教育研究の質を継続的に高めていくための合理的なシステムを

構築し， 教育研究の質向上システムの目的，手順，実施方式等を文書化し，制度 
化しなければならない．質向上システムのあり方については，広く関係者の意見，要望 
を反映する場を設置し，また，意見，要望は適切にフィードバックされている必要がある． 
このため，教育研究の質向上のための改善措置の実施に必要な組織，予算，マニュアル

等を整備する必要がある．また，教育研究の質向上のため，法的評価および質保証評価を

適切な時期にうけ，必要なフォローアップを行うことが文書により制度化されていなけれ

ばならない．また，これらの評価をうけるための体制を整備しなければならない． 
 
２－４－２ 自己点検システム 
各ビジネススクールは，学生の受入，教育課程，研究体制やこれを支える組織，施設等

スクールの運営全般について計画的に点検・評価を行い，必要な改善策を速やかに策定・

実施する体制を整備しなければならない．また，改善措置の実施状況と効果について適正

に把握するとともに，改善努力が継続的に行われ，成果が定着するように組織的な対応が

なされていなければならない．更に，自己点検・評価の結果は，学内および社会に対して

広く情報公開しなければならない． 
 
２－４－３ ファカルティ・ディベロプメント 
各ビジネススクールは，教員の資質の向上を図るため，組織として体系的なファカルテ

ィ・ディベロプメントへの取組みをしなければならない．この際，ファカルティ・ディベ

ロプメントに学生や教職員の意見・要望が反映されていることが望ましい．また，ファカ

ルティ・ディベロプメントや自己点検，学生による授業評価の結果等が，個々の教員の教

育内容，授業運営方法，教材などに適切に反映されている必要がある．このため，その反

映の状況を把握する措置が必要である． 
 
２－４－４ 情報の共有 
教育研究の質向上のための自主的取組みの実施状況，成果，問題点などはビジネススク

ール内，学内，関係者間で適切に情報共有され，更なる改善に結びつける必要がある． 
 
２－５ ビジネススクールの教育研究の質を保証する評価制度 
２－５－１ ビジネススクールの認証評価システム 
ビジネススクールの評価制度は，次の３層の評価システムからなる． 
第 1 層は学校教育法第第６９条の３の規定に基づき実施される評価（以下「法定評価」
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という．），第２層は第 1 層の評価に適合したものに対して実施されるより高度の教育研究
の質の確保を目指す評価（以下「質保証評価」という．），第３層は海外のビジネススクー

ルとの相互認証のために必要な評価（以下「相互認証評価」という．）とする． 
本指針では，第 2層の質保証評価の手続きを規定する． 
ビジネススクールは，大学院改革を推進していく機会として，概ね 5 年から７年に１度
評価組織による質保証評価を受けることが望ましい．ただし，専門職大学院は５年以内ご

とに文部科学大臣から認証を受けた機関（認証評価機関）による法定評価を受けなければ

ならない． 
このため，各ビジネススクールは，毎年必要な自己点検評価をおこなうことが望ましい． 

 
２－５－２ 評価制度の基本的視点 
ビジネススクールにおける教育研究の質を保証する適正な評価機関は，次のような基本

的視点の下に構築されていなければならない． 
 
１） ビジネススクールの実態を正確に把握し，教育研究の質を着実に向上させていくこ
とを保証するものであること． 
２） 我が国の大学に関する法令，基準その他のルールと整合性があり，かつ，透明性お
よび公平性が確保されているものであること． 
３） 産業界その他経済社会の人材育成に関する要請に応え，教育効果等について信頼感
を醸成するものであること． 
４） ビジネススクールの多様性，独自性を尊重するものであること． 
５） 教育研究に関するグローバル化の動向を踏まえ，海外諸国の基準認証システムと 
連携することのできるものであること． 
６） 人材育成や組織マネジメントに関する最新の知見を積極的に取り入れること． 
７） 評価手続は可能な限り簡素なものとし，評価を受ける者の資料作成等の事務的負担
及び評価者側の実施コストがともに必要最小限のものとなること． 

 
２－５－３ 評価制度の枠組み 
評価組織（評価の主体）については，次の組織のうち，制度の適正な運営が確保され，

かつ，実現可能性と長期的な安定性があると認められるものを選択する． 
 
なお，①又は②の組織の場合には，３－２ ７）の観点から，評価の実施に伴う業務を教

育評価機関，民間調査研究機関などに委託して実施する． 
 
① 全国のビジネススクールにより設置される自主的な組織 
② ビジネススクールと経済界が協力して設置する自主的な組織 
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③ 法律に基づき文部科学省の認証を受けた認証評価機関 
④ 上記以外の組織であって，ビジネススクールの評価を適切に行うことが可能と認めら
れるもの 
 
２－５－４ 質保証評価手続 
ビジネススクールに対する質保証評価の評価手続は，次の通りとする． 
① 評価申請者は，評価申請書その他必要な資料を評価組織へ提出する． 
② 評価組織は，評価を適性に実施するため，評価委員会を設置する．評価委員会の委員
は，評価組織の執行機関（理事会等）により選任されるものとするが，執行機関から質保

証評価に関する業務について授権された独立性を有する組織とする．評価委員会は，１０

～２０名程度で構成し，うち概ね半数は大学教職員から，半数は大学関係者以外の有識者

から選任することが望ましい． 
③ 評価委員会は，評価申請ごとに評価チームを設置する．評価チームのメンバーは， 
評価申請者の専門性，独自性に配慮して適切な者を指名する．評価チームは５～６名程

度により構成し，うち半数は申請者以外の大学教員から，また半数は実務家の有識者から

選任することが望ましい． 
④ 評価チームのメンバーは，評価の統一性，公平性を確保する観点から，原則として一
定の評価者研修を受講する． 
⑤ 評価組織は，必要に応じて，評価の実施に関する業務を教育評価機関等へ委託する．
委託を受けた機関は，評価申請者に関する資料の収集・整理，評価チームの支援，アンケ

ート調査に関する調査票の作成，発送，回収等の業務，評価に関する日程調整，経費処理

その他の事務処理等の業務を行う． 
⑥ 評価チームは，評価項目について，評価申請書の書面審査，教職員及び学生からのヒ
アリング，学生及び修了生の就職先企業・団体等へのアンケート調査等を実施し，評価基

準に従って評価を行なう． 
⑦ 評価申請者は，⑤および⑥の評価関連業務について，全面的に協力するものとする． 
⑧ 評価チームは，評価報告書をとりまとめ，評価委員会へ提出する． 
⑨ 評価委員会は，評価報告書について審議し，評価を定める．評価結果は評価組織の執
行機関の承認を得て，評価申請者へ提示する． 
⑩ 評価申請者は，評価結果について異議がある場合は，評価組織に対し異議申立てを行
うことが出来る． 
⑪ 異議申立てがあったときは，評価委員会において審議し結論を得る．評価委員会が特
に必要と認めるときは，別に裁定委員会を設置し審議することが出来る． 
⑫ 異議申立てが無い場合または異議申立てについて結論を得た場合には，評価結果を公
開する． 
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２－５－５ 評価の時期，評価の準備とフォローアップ 
① 評価組織は，評価を希望するスクールが評価の準備を円滑に進めることができるよう，
評価システムに関する説明会の開催，メンターの派遣など必要な支援を行なう． 
② 評価を受けたビジネススクールは，適切な時期（概ね評価の３年後）に評価結果を自
主的にフォローしその結果を公開するものとする． 
③評価結果のフォローは，教育研究の質向上システムの一環として実施するものとし，

評価において明らかになった課題や改善の方向が示された項目を中心に進める． 
④ 評価組織は，必要に応じてメンターや専門家によるチームを派遣する等により，ビジ
ネススクールの自主的な改善への取組みが円滑に進められるよう，支援を行う． 
⑤ 評価組織は，自主的フォローが適正に実施されない場合，フォローの結果に問題があ
る場合その他必要と認められる場合には，スクールに対し指導，助言，勧告等の措置を講

ずることができる． 
⑥ 改善措置の実施状況や課題，効果等についてスクール間で情報共有を進めるとともに，
教育研究の質向上を進めるための効果的な手法等について，共同で研究する場を設ける． 

 
２－５－６ 評価項目と評価基準 
① 評価項目及び評価基準は，２－１から２－３に示したビジネススクールが満たすべき
要件との適合性を保証するものとする． 
② 評価項目のうち，法定評価において適切である旨評価された評価項目・評価基準と同
一または類似の評価項目・評価基準については，評価チームの判断により評価を省略する

ことができる． 
③ 評価項目については，「教育研究の自律性」，「教育目的と教育内容の整合性」，「教育
効果の把握」，「継続的な自主改善」の４点を重視する． 
④ 評価項目，評価基準，評価手法等については，評価組織に評価システム委員会を設置
し，毎年改善措置を講ずる． 

 
２－５－７ 評価の経費 
① 評価システムに関する共通経費については，評価組織の一般財源から支出し，個々の
評価に係る経費については，評価申請者による実費負担を原則とする． 
② 評価に係る経費については，公平性を旨とした合理的な算定基準により定める． 
相互認証評価 

 
２－５－８ 相互認証評価 
① 評価組織は，北米，欧州，アジア太平洋地域等のビジネススクールとの教育研究の交
流を活発化させるため，評価システムのハーモナイゼーションを進めなければならない．

このため，評価組織間で評価対象，評価項目・基準，評価手法，評価手続等について同一
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または同水準と認定できる場合は，相手方評価組織の評価を自らの評価と同等に取扱い（相

互認証），独自項目についてのみ評価するという方式について海外の評価組織と協議を進め，

所要の協定（相互認証協定）を締結することを目指さなければならない．さらに，独自項

目についても評価組織間で相互に評価を代行する等の措置を協議し，包括的な相互認証協

定への発展を図る．最終的には，統一性・普遍性と多様性・独自性のバランスの取れたグ

ローバルな評価ネットワークの形成を目指すことが必要である． 
②以上の調整の進捗を前提に，相互認証評価（第３層評価）においては，評価申請があ

った場合に評価組織として相互認証項目および独自項目の確認，独自項目の代行評価等を

行い，その結果について評価申請に係る海外の評価組織へ通報する．海外の評価組織は，

通報の内容を審査して所要の認証を行う．海外の評価組織から同様の通報があった場合に

は，上記と同様の審査をして評価結果を示す． 
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３． 育成人材像研究会報告 

３－１ ビジネススクール育成人材の指針 

この指針は、2005年度から 2年間文部科学省専門職大学院形成支援費「ビジネススクー
ル教育の質保証」の支援をうけた筑波大学大学院ビジネス科学研究科、青山学院大学国際

マネジメント研究科、同志社大学大学院ビジネス研究科の 3 ビジネススクールが中心にな
って起案し，2007年 3月に発行したものである。 
国内外のビジネススクールは、それぞれ独自のビジョンや教育目標を掲げている。しか

し、修了生としてのＭＢＡ取得者については、どのようなビジネススクールで教育を受け

ても、ある程度共通の力量が育成される必要がある。我が国のビジネススクールは、この

指針に示した、経営にとって有効な力量を獲得するために、その教育システムを設計し，

その有効性を検証することが望ましい。 
 もちろん，経営専門職のマネジャー行動は、高度の経営倫理に支えられていなければな

いことは言うまでもない。たとえ、必要な力量で実施された行動であっても、その行動が

違法であることや、遵法であっても所属する組織の社会的名声を卑しめること、あるいは

特定の個人の人格や当然の権利を侵害することがあってはならない。 
この指針で示した力量の有効性については，ビジネス社会の変革に応じて定期的に検証

し，力量の追加，削除を含め，指針自体を見直す必要がある． 
 
３－１－１ 適用範囲 
 この指針は、ビジネススクールを設置している、あるいはこれから設置しようとしてい

る大学の関係者を対象にしており、ビジネススクールが育成すべき人材，すなわち経営専

門職候補者の力量について規定している。 
 
この指針で取り上げた経営専門職に要求される力量については、国際的に経営専門職に必

要な力量として認められている 18の力量の中で、国際的にあるいは国内的に経営パフォー
マンス改善に資することが実証された 10の力量を規定した。 
この指針の目的は次の通りである。 

 
 ビジネススクールを修了することで獲得されていることが望ましい、経営専門職候補者

としての力量の要素を示すことで、 
 
ａ）各ビジネススクールの教育システム設計に資する共通基盤を与える． 
 
ｂ）各ビジネススクールが自律的に設計する教育システムの妥当性を検証可能なものに

する。 
 
備考 1 本指針は、各ビジネススクール独自の教育目標並びに教育システムを束縛するこ
とは意図していない。 
備考 2 本指針は、ビジネススクールで習得すべき具体的経営分野の知識・技能並びにそ
の水準を規定することを意図していない。 
 備考３ この指針は、ビジネススクールでMBAを取得した修了生の採用ないしは昇進に
関わる決定を行う組織のマネジャーに対して、ビジネススクール修了生の力量を理解する

参考資料としても利用できる。 
 
３－１－２ 用語の定義 
1． ビジネススクール(MBA-Program) MBA またはそれに相当する学位を授与する経営
系大学院 
備考 ビジネススクールは，マネジメントスクール(School of Management)と呼ばれる
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こともある． 
2． 力量(Competency) 個人が有するものと実証された知識、技能並びに資質 
3． 専門職(Professional) 定められた業務上の目的を達成するために、適切な行動を起こ
すことが可能となる力量をもった個人 

4． マネジャーとしての行動(Managerial behavior) 組織の発展に資する価値を適切に選
択し，組織の抱える問題点を発見し、意思決定を行い、かつ、具体的な適用を実施する

一連の業務行動 
5． 専門職候補者(Candidate for a professional) 専門職に必要な力量の一部又は全部を有
する個人 
備考 専門職候補者は、必ずしも組織のマネジャーとは限らない 

6． 経営専門職(Business Professional) 組織の経営目的を達成するために配置される専門
職 
備考 この場合の組織には、営利目的のものもあれば、非営利目的のものもある 

7． 経営専門職候補者(Candidate for a Business Professional) 組織の経営目的を達成す
るために育成されている、あるいは育成された専門職候補者 

備考 経営専門職候補者は、専門職育成のために設置された教育機関で育成され

る場合もあれば、所属する組織内部で育成される場合もある。 
 

３－１－３ 基本的考え方 
 経営専門職のマネジャーとしての行動を適正化するためには、経営専門職に必要な力量

を明確にする必要がある。 
 
ここで、力量とは一定の経営専門知識を有することのみならず、職務遂行に必要な技能や

マネジャーに要求される高い倫理性などの資質も含まれる。従って、ビジネススクールの

学生に対して育成すべき力量とは、経営専門職に必要な力量の全体であることが望ましい。 
 
更に，各ビジネススクールは、経営専門職に必要な力量の全部又は一部のレベルアップを

目指したカリキュラムを編成していることを明確にし、公表しなければならない。特に開

設されている必修科目など主要な科目については，どのような力量の育成を目的としてい

るかを明確にしなければならない． 
 
可能ならば，開設している全ての科目（授業科目，演習科目，実習科目）について、どの

ような力量の育成を目的としているかを明確にすることが望ましい。 
 
備考 1 経営専門職に必要な力量の中には、学校教育だけでは十分なレベルになりにくいも
のもある。 
備考 2 各科目の目的は必ずしも単一の力量のレベルアップとは限らない。 
備考 3 各ビジネススクールにおいて、経営専門職に必要な力量の向上以外の目的、例えば
特定の経営知識あるいは技能の深化を目的とした科目を配置することも可能である。 
 
３－１－４ 経営専門職の力量 
 経営専門職が経営上の課題を解決するための行動は、「価値と問題の発見」、「意思決定」、

「適用」の 3 段階であるので、この指針では、これら 3 段階の行動毎に必要な並びに経営
専門職の資質として必要な力量を規定する。 
備考 下記に示す力量の中で，我が国では、特に，先見性、分析思考、コミュニケーシ

ョンの 3つの力量が全体的なパフォーマンスに大きな影響を与えることが実証されており，
ビジネススクールにおいて，何らかの教育システムを構築する必要がある． 
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３－１－４－１ 価値と問題の発見に必要な力量 
 経営専門職がその価値と問題の発見行動で要求される力量は、次の３つである。 
 ａ）多様性受容（Accept change） 

多様性受容とは、多様な価値観を理解し，共有し，異なる視点を検討し、異なる意

見を傾聴することにより、様々な可能性を考慮する力量である． 
備考 1 多様性受容は，国内外共に付加価値形成、品質改善に有効であることが実証
されている。 

 ｂ）達成指向（Commitment to success） 
達成指向とは、不確実性が高く、解決が困難な状況において、課題達成の手段を探

索する力量である． 
備考 2 達成志向は，国内外共に付加価値形成に有効であることが実証されている。 

 ｃ）先見性（Anticipate problems） 
先見性とは、解決すべき課題に影響を与える現在および、将来の諸要因を見通す力

量である． 
備考 3 先見性は，国内外共に後継者育成に、国内では付加価値形成、品質改善に有
効であることが実証されている。 

  
更に、経営専門職がその問題発見行動のために保有することが望ましい力量は、経験から

の学習と不確実性のマネジメントである。経験から学習する資質は、国内外共に付加価値

形成や平均的達成度向上に、国内では利益獲得に有効であることが実証されている。また、

不確実性をマネジメントできる力量は、国内外共に付加価値形成に有効と考えられている。 
    
３－１－４－２ 意思決定に必要な力量 
経営専門職がその意思決定行動で要求される力量は、次の 5つである。 

 ａ）情報収集力（Gather information） 
情報収集力とは、意思決定に必要な質的に高い情報を効率的に収集する力量である． 
備考 1 情報収集力は，国内外共に、新ビジネスの創造、上級管理職に進む可能性に
寄与することが実証されている。 

 
 ｂ）創造性志向（Creative thinking） 

創造性志向とは、既存の概念を組合わせたり、新たな発想にもとづいて課題に取り

組んだりできる力量である． 
備考 2 創造性志向は，国内外共にコスト削減に有効であることが実証されている。 

 
 ｃ）分析思考（Analytical orientation） 

分析思考とは、課題解決に適合的な情報と手法を選択して分析する力量である． 
備考 3 分析思考は，国内外共に，付加価値形成に有効であることが実証されており、
更に国内では、上級管理職に進む可能性に寄与することが実証されている。 

 
 ｄ）戦略立案（Strategic planning） 
   戦略立案とは，複数の評価尺度の検討から、高い成果が期待される施策を作成する

力量である． 
備考４．戦略立案は，国内ではコスト削減に有効であることが実証されている。 

 
 ｅ）リスクマネジメント（Risk management） 
   リスクマネジメントとは、客観的にリスク発生の確度およびその影響を把握し、発

生した場合の対処における役割が担当できる力量である． 
備考 5．リスクマネジメントは、国内では品質改善に有効であることが実証されてい
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る。 
 

３－１－４－３ 適用に必要な力量 
経営専門職が適用行動で要求される力量は、次の 2つである。 

 
 ａ）組織マネジメント（Organization management） 

組織マネジメントとは、与えられた経営資源の配分やメンバーの意識に配慮し、統

括部門の目標を達成する力量である． 
備考１．組織マネジメントは、国内外共に信頼関係の構築に寄与することが実証さ

れている。 
 
 ｂ）コミュニケーション（Communication） 

コミュニケーションとは、意思疎通における曖昧な状況を排除するとともに、メン

バーのコンセンサスやモラールを形成することに資する力量である． 
備考２． 国内外共に利益の獲得、付加価値の形成、信頼関係の構築に寄与するこ

とが実証されている．更に国内では上級管理職に進む可能性に寄与することも実証

されている。 
備考３．コミュニケーションデザイン，情報流通の仕組みの構築も重要な力量であ

るが，これは組織マネジメントとの境界的な力量である． 
 
この他にも、結果とプロセスのマネジメントに関する力量、変化対応力、対立の調整能

力なども，経営専門職に望まれる適用行動望まれる力量と考えられている。この中で、我

が国では、対立の調整能力は付加価値形成、変化対応力は質改善に寄与することが実証さ

れている。 
 
３－１－４－４ 特定の技能育成に特化したビジネススクールを修了した経営専門職に要

求される力量 
 本指針は、既に３－１－１で述べたように各ビジネススクールが独自に開発しようとし

ている力量を制限するものではない。しかし、それらの力量は特定のビジネス分野で有効

ないしは専門職にとって必要なものでなければならない。また、これら各ビジネススクー

ルが独自に開発しようとしている力量については、その意義を明示することが望ましい。 
 以下では、参考として特定の力量育成を目的とするビジネススクールについて追加的に

必要な力量を例示する。金融・会計などに関わる技能開発を強化しているビジネススクー

ルにおいても同様の追加的技能を明示することが望ましい。 
 
３－１－４－４－１ 技術経営に関わる専門職 
技術経営に関わる経営専門職にとっては、技術開発・生産管理・質マネジメントや信頼

性・安全性マネジメントなどビジネス全般の技術的側面に関する知識と技能並びに当該専

門職が従事する開発に必要となる可能性のある技術に関わる俯瞰的な知識が、ビジネスの

目的達成に必要な技能となる場合が多い。 
 
３－１－４－４－２ 国際経営に関わる専門職 
特定地域のビジネスに関わる経営専門職にとっては，当該地域のビジネスで使用されて

いる言語並びにビジネスコミュニケーション技法に関する力量が，ビジネスの目的達成に

必要な力量となる． 
 
３－１－４－５ その他推奨される経営専門職の資質 
 その他、経営専門職はつぎのような資質を有していることが望ましい。 
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ａ）誠実さ 
誠実さは，国内外共に平均的達成度向上に寄与する資質とされている。 
備考 誠実さは，短期で育成することが困難な資質であるが，経営専門職が有すべき

資質である．この点に関しては，例えば，各ビジネススクールが適切なアドミッショ

ンポリシーを持つことも考えられる． 
 
 ｂ）ネットワーク形成能力 
   ネットワーク形成能力は、国内外共に付加価値形成に寄与する力量とされている。 

備考 ネットワーク形成の成否については，専門職の力量のみならず種々のビジネ

ス環境要因が絡み，偶発的要素の影響も無視できない．また，その資質の系統育成

も短期的に容易なものではない． 
 ｃ）プレゼンテーション能力 

プレゼンテーション能力は，国内外共に品質改善に、更に国内では新ビジネス創生

に寄与する力量とされている。 
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付属書３－１－A（参考）． マネジャー行動に必要な力量育成に有効な教育方法 
 
本指針に挙げた力量育成については、通常の講義形態による知識の伝達のみならず，実践

的技能の育成に適した多様な教育方法について配慮するのがよい．この付属書では，本指

針に示した力量の育成に有効とされている教育方法を参考として紹介する． 
 
 

a) ディベート（Debate） 
ディベートは、異なる視点や立場から合理的に相手を説得する方法を体験学習するこ

とを通じて、多様な視点から問題発見に結びつく論理思考を促進する教育方法である。 
 

b)フィールドスタディ（Field study） 
フィールドスタディは、予め設定した課題項目に従い、現場観察を通して客観的情報

を収集することを通じて、問題発見行動に関わる力量の開発を促進する教育方法であ

る。 
 

c) ディスカッション（Discussion） 
ディスカッションは、得られた客観的情報について、議論を通して分析枠組を構築する

ことを通じて、多くの力量の開発を促進する教育方法である。 
 
d)ケースメソッド（Case method） 
実際のビジネスに関わるケースメソッドは、価値と問題の発見行動のみならず,意思決定
行動の境界領域の行動に関する力量育成にも効果的とされており、過去の事例に照合して、

問題の発見、分析に役立つ情報を抽出する方法として有効な教育方法である。 
 

e) モデリングとシミュレーション（Modeling and Simulation） 
ビジネスのプロセスや意思決定などをモデリングしシミュレーションすることは、意思

決定行動のみならず，適用行動に係る力量育成にも有効であり、分析結果を再検証し、複

数の選択肢の中から最適な解決方法を決定する力量の開発に適した教育方法である。 
 

f）ロールプレイング（Role playing） 
ロールプレイングは、解決策の策定にともない、実行すべき行動の手順を確認し、予

行演習を行うために有効な教育方法である。 
 

g) ビジネスプログラミング（Business Programming） 
ビジネスプログラミングは、反復性の高い経営課題に対して、基準となるモデルを作成

するために必要な知識を修得するために適した教育方法である。 
 
これら多様な教育方法を組み合わせることも有効である。適切なシナリオの下でのビジネ

スゲームをグループワークとして実践することは、様々な力量の開発に有用であり、その

典型と考えられる。 
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付属書３－１－B（参考） 授業科目シラバスにおける力量育成目標・教育方法の明示例 
 

組織行動 
 
XXX教授  研究室:YYY 
Email:AAA@BBB.ac.jp オフイスアワー: 火曜 18:00-21:00 
教室: zzz室 1学期金曜１時限 
本授業科目で育成を目標とする力量 

多様性受容  
達成指向  

価値・問題

の発見 

先見性 ○ 
情報収集力  
創造性志向 ○ 
分析思考 ○ 
戦略立案  

意思決定 

リスクマネジメント  
組織マネジメント ○ 適用 
コミュニケーション ○ 

 
Teaching methods 

 
利用言語(English/Japanese) E 

ディベート  

フィールドスタディ ○

ディスカッション ○

ケースメソッド ○

モデリング ○

ロールプレイング ○

ビジネスプログラミング  

本科目の目的 
This course is designed to provide 
balanced coverage of all the key 
elements comprising the discipline 
of OB, in a style that students will 
find methods to solve problems 
associated with organizational 
dynamics. Students are expected to 
study the ways of decision making 
in each topic as a manager through 
lecture as well as action learning, 
such as group presentation, case 
discussion and role playing. 
 
講義のトピックス 
  …….. 
教科書・教材 
 ………. 
評価方法 
 授業への参加: 30% 
 グループ報告: 30% 
 個人別レポート: 40% 
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付属書３－１－C（参考） あるビジネススクールにおける 
10コア科目で育成されると考えられる力量の明示例 
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３－２． 第 1回人材育成像研究会資料 
 
日時：平成 18年 1月 28日 
場所：筑波大学大学院東京キャンパス第 1会議室 
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1

MBA Competency Project
Competencies required of Future Business Professionals 

January 28, 2006

Hirohisa Nagai, Ph.D.  
Professor, Graduate School of Business Sciences

University of Tsukuba

2

Introduction
• Each B-school around the world has a different 

vision and goal for developing their MBA 
graduates.

• However, there will be communality in the 
fundamental competency required to MBA 
graduates.

• An Alliance of Japanese MBA schools could 
provide an original competency model which 
reflects strength of Japanese management with 
global mindsets.
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2

3

Objectives of the Competency Project
• Step 1: Clarify/define the competencies of business 

professionals. (set up framework) <April, 2006>
• Step 2: Develop measurable competency anchors. 

(development of anchors from pre-existing surveys)
<May, 2006>

• Step 3: Modify anchors to differentiate between highly 
professional / general management skills, as well as 
domestic / global business skills.   <June, 2006>
(qualitative analysis-Member schools, HR professional)

• Step 4: Compare competency profiles among B-schools 
in different nationalities (quantitative analysis-B-school / 
MBA graduates)                         <September, 2006>

4

Implementation

Step 1: Set up framework
-Construct of a Global Manager’s Competency-

Character

Search

Decision 
Making
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5

Manager’s behavior

• From cognitive psychological point of view,       
a manager will take an action to achieve a goal 
by the following three stages.

SEARCH  DECISION IMPLEMENTATION

Clearly 
identify 
problems 
and collect 
information

Make decision 
based on 
collected 
information 

Take actions to achieve 
goal by using proper 
knowledge and skills 

6

CHARACTER

• It consists of emotional and ethical parts of 
human nature which form a critical 
dimension of a manager’s attitude and 
behavior.

• It could be innate, however, the knowledge 
part of it could be acquired through learning 
and interaction among people.  
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7

Step 2: Develop measurable 
competency anchors

• Tripartite Research Group (Tsukuba U. Inst. 
Int’l Business Communication & Fuji Xerox 
Learning Inst.) conducted an empirical research 
to develop GLC (Global Leadership 
Competency) anchors for global leaders in 
2002-2004.

• Targets were 2,000 global managers and their 
supervisors in Japanese, American. British. 
Chinese and other parts of Asian companies.

8

Research Process

①Setting constructs of Global Leadership Competencies

②List competency anchors through meta-analysis of surveys 

③Interview survey to 30 Hi-P global managers (validity test)

⑥Web-based Questionnaire survey to 2,000 global managers

④Short-Questionnaire to 100 senior HR managers (reliability test)

⑤Analyses to add/modify/delete competency anchors
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9

Decision Making
D1:Ability to gather information
D2:Creative thinking
D3:Analytical orientation
D4:Strategic planning
D5:Risk Management

Competency Scale for 
Global Leadership Competency

Search
S1:Ability to accept diversity
S2:Ability to learn from experience
S3:Commitment to success
S4:Managing uncertainty
S5:Ability to anticipate problems

Implementation
I1:Organization management
I2:Result Process management
I3:Change agency
I4:Communication skills
I5:Conflict management

Character
C1:Integrity
C2:Networking
C3:Presentation

10

Competencies of High-Performers
P1 P2 P3 P4 P5 P6

Profit Gain Cost Reduction Value-Addition Trust Building Quality
Improvement

Process
Improvement

Ability to Accept
Diversity

Organization
Management

Ability to Accept
Diversity

Ability to Learn
from Experience
Commitment to
Success
Managing
Uncertainty
Analytical
Orientation
Networking
Communication
Skills

U.S.A. Commitment to
Success

Change Agentry

Ability to Learn
from Experience
Commitment to
Success
Creative Thinking
Integrity

Ability to Gather
Information
Integrity

Ability to Learn
from Experience
Change Agentry

Ability to Learn
from Experience

Ability to
Anticipate
Problems

Ability to
Anticipate
Problems

Ability to
Anticipate
Problems

Risk Management

Strategic Planning Change Agentry

UNIVERSAL Communication
Skills

Creative Thinking

EUROPE

Communication
Skills

Presentation

ASIA

CHINA Ability to Gather
Information

Managing
Uncertainty

JAPAN

Conflict
Management
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Competencies of High-Performers (Cont.)
P7 P8 P9 P10 P11 P12

New Business
Creation

Successors
Development

Organizational
Know-how

Upper
Manager

Potentiality

Possible
Promotion

Average
Achievement

Level
Ability to Anticipate
Problems

Ability to Learn
from Experience

U.S.A.
Ability to Learn
from Experience
Ability to Gather
Information

Commitment to
Success

Ability to Accept
Diversity

Integrity Managing
Uncertainty

Managing
Uncertainty

Commitment to
Success

Change Agentry Result Process
Management

Analytical
Orientation

Communication
Skills

Communication
Skills

JAPAN Presentation

Commitment to
Success

CHINA Organization
Management

Change Agentry

Managing
Uncertainty

ASIA

Ability to Gather
Information

Analytical
Orientation

Analytical
Orientation

Ability to Gather
Information

EUROPE

Ability to Gather
Information

Integrity

UNIVERSAL Ability to Anticipate
Problems

Ability to Gather
Information

12

Results from research
1. 75% universal and 25% regionally 

idiosyncratic GLC were identified.
2. GLC exercised relatively lower in Japan 

and exercised higher in Europe region.
3. “Anticipate problems”, “Analytical 

orientation” and “Communication” are 
major competencies significantly related 
to performance in Japan

4．10 universal GLC are significantly related 
to performances across five regions
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Ten Competencies Comprising the International Business Management Professionals

The ability to objectively grasp the probability and impact of materialization of 
risks and fulfill the assigned role in the event of such materialization 

10)Risk management

The ability to eliminate ambiguities in communication and receive support and 
understanding from the relevant personnel 

9)Communication (J)

The ability to achieve the goal of the supervising department by giving 
consideration to the allocation of available resources and opinions of the members.  

8)Organizational management

Implement

The ability to examine multiple evaluation yardsticks in order to create measures 
that will yield effective results

7)Strategic planning

The ability to select and analyze appropriate information and methods in the 
process of solving the issue 

6)Analytical thinking (J)

The ability to grapple with the issue at hand by combining novel theories or 
incorporating new ideas 

5)Creative orientation

The ability to efficiently collect quality information required for decision making4)Information-collection  
capabilities

Decision
Making

The ability to see through present and future factors that will affect the issue to be 
solved 

3)Anticipate Problems (J)

The ability to find solutions in a situation of great uncertainty where resolution of 
the issue is difficult

2)Commitment to success

The ability to consider various possibilities by examining different viewpoints and 
listening to different opinions 

1)Acceptance of diversity

Search

Major Behavioral AptitudeCompetencyAction

*J: Significantly related to performance in Japan region

14

Step 3 Modify Anchors
Conduct interview surveys to member 
schools and HR professionals 

i. Review GLC anchors whether any other 
items should be included or deleted from list 
as a future MBA graduates competency.

ii.   Evaluate data to classify anchors 
professional/general management skills, 
domestic/global skills 
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Next Step

Conduct Int’l MBA Competency Symposium at 
SKY Hall of Bukyo-Civic Center on March 4,  
to test framework and  to collect information 
about Academic and Business perspectives of 
competency anchors from U.S. and U.K.

See you all again on March 4!
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３―３ 第 2 回育成人材像研究会資料 

 

日時 平成 18 年 3 月 4 日 

場所 文京シビックセンター・スカイホール 
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「ＭＢＡ教育とビジネススクールに関する国際シンポジウム」議論の日本語要約 

International Symposium on MBA Education & Business Schools 

日時 2006 年３月４日（土） 12:50～17:00 

場所 文京シビックセンター・スカイホール（26 階） 

 

（ベンソン） 皆さん、こんにちは。今日はセミナーへようこそいらっしゃいました。こ

のセミナーは「ＭＢＡ教育とビジネススクールに関する国際シンポジウム」です。この細

かい目的に関しては後ほど細かく説明させていただきたいと思います。私は筑波大学国際

経営プロフェッショナル専攻長をしておりますジョン・ベンソンと申します。今日はよう

こそいらっしゃいました。細かい点に関して後でお話ししますが、その前に、この筑波大

学国際経営プロフェッショナル専攻からですが、ビジネス科学研究科の鈴木先生をご紹介

したいと思います。 

 

Welcome Address 

 

（鈴木） 日本語であいさつさせていただきます。筑波大学のビジネス科学研究科長をし

ております鈴木と申します。今日は筑波大学主催の「ＭＢＡ教育とビジネススクールに関

する国際シンポジウム」においでくださいまして、大変ありがとうございます。内外から

たくさんのお客様に来ていただきまして、主催者側を代表し、厚くお礼申し上げます。 

 もともとこのような催しを企画いたしましたいきさつを少しご説明しておこうかと思い

ます。30 年ほど前に日本では慶応大学がビジネススクールを立ち上げ、その後 17 年前に

筑波大学、あるいは神戸大学などがビジネススクールを立ち上げて、現在かなりの数のビ

ジネススクールが日本国内で動いております。ただ、これらのビジネススクールの間で実

はあまり交流がなく、それぞれ群雄割拠の状態というのが現状かと思います。 

 一方で、この国内のＭＢＡを出た修了生たちが企業等に戻っていったときに、必ずしも

十分評価されていない。というのは、国内のビジネススクールでどんな教育をしているの

かということが、十分社会に伝わっていないという問題点があろうかと思っております。

そのような問題を解決していくのには、やはり大学関係者、特にビジネススクールで教鞭

を執っている教員たちが、自分たちが主体になって、自分たちが育てている国内のＭＢＡ

スクールの修了生はどういう能力を持っていて、どういう教育をしているのか、しかも、
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その質を社会に対して保証していこうという活動をする必要があるだろうというのが、私

どもがもともと感じていたところです。 

 そのような意識を持っておりましたところに、たまたま今回筑波大学で、昨年４月に国

際経営プロフェッショナル専攻という専門職大学院を立ち上げました。この専門職大学院

に対しては、いい企画を出せば文部科学省が資金的な援助をしてくれるという仕組みがあ

りますので、筑波大学が中心になり、青山学院大学、同志社大学に呼びかけまして、３大

学共同で文部科学省の専門職大学院形成支援経費というものを要求し、めでたくその資金

を獲得できました。その資金を基に、国内のビジネススクール全部に呼びかけるという形

で、これからビジネススクール関係者どうしで日本のビジネス教育はどうあるべきかとい

うことを議論していきたい、そういう研究会を立ち上げたところです。 

 今日はその中で、筑波大学が責任を負っておりますＭＢＡ教育の、どんな人材を育成す

るかという育成人材像の研究会、いわゆる人材が持っているコンピテンシーはどんなもの

であるべきか、そういうところを中心に議論をしようというワークショップの一つとして

企画した国際シンポジウムです。また、今月の 17 日には今度はカリキュラム上どんな教育

をすべきかということを、青山学院大が中心になって、同じようにワークショップを開き

ますので、そちらのほうにもご関心のあるかたはぜひおいでいただければと思います。 

 このような形の活動をあと１年間続けていって、最終的には日本のビジネススクールが

どんな教育をしているか、どんな人材を育てるためにどんな教育をするのか、そのための

質の保証システムをどのように作っていくのかというガイドラインをアウトプットとして

出そうと思っております。ぜひ皆さんのご協力を得て、素晴らしいガイドラインを作りた

いと思いますので、今日は活発にご議論を進めていただければと思います。 

 以上、簡単でございますが、主催者側を代表いたしまして、ごあいさつさせていただき

ました。どうもありがとうございます。 

 

Introduction of Speakers 

 

（ベンソン） 鈴木先生ありがとうございました。鈴木先生はこの国際ＭＢＡのプログラ

ムの推進力であります。また、このプロジェクト、つまりビジネススクールがどんなこと

をすべきかというプロジェクトの推進力でもあります。簡単な宣伝となりますが、皆様の

フォルダの中に我々のＭＢＡの国際経営プロフェッショナル専攻のパンフがありまして、
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その中に１枚の紙でアプリケーションに関する資料があります。もしこのコースに応募し

てみようというかたがいらっしゃいましたら、今年の５月 31 日が締め切りとなりますので、

この要領でご応募ください。パンフレットを見まして、もしほかにもどなたかご関心があ

りそうなかたがいらっしゃいましたら、ご紹介ください。 

 先に進みます。ちょっとプロジェクトについてお話をさせていただきたいと思います。

鈴木先生のおっしゃったことについて少し追加させていただければ、このプロジェクトは

筑波大学のみのプロジェクトではありません。三つのイシューにフォーカスをしておりま

す。一つは、ビジネススクールでどんなコア・コンピテンシーを教えるべきか、それから、

ビジネス世界として、卒業生からどのようなコンピテンシーを求めているかということ、

それが筑波大学の担当している分野です。そして、二つめの要素がティーチング・アンド・

ラーニングということで、ビジネススクールのカリキュラムがどのような形になるべきか

ということで、これは青山学院大学が担当しているところです。最後のものも同様に非常

に重要なもので、どのように品質保証をするかということでありまして、我々がビジネス

教育として行うことの内容に対して、どのように品質保証するかということですが、これ

が同志社大学の担当となっております。そういうことで、三つの主な大学がそれぞれビジ

ネススクール教育の違った面を担当しています。 

 「コア・コンピテンシーとは？」ということで、それは筑波大学の担当となっておりま

すが、今日は３人の先生がたから、このトピックについてお話を頂きます。コア・コンピ

テンシーとカリキュラムというのは分けることができません。どこからどこまでがコア・

コンピテンシーで、どこからどこまでがカリキュラムかというのは難しいと思います。ど

のようなカリキュラム、どのようなことを教えるかということは、コア・コンピテンシー

の中にも含まれますし、カリキュラムの中にも含まれます。 

 三つの目的があります。まず、ビジネスプロフェッショナルの人々に求められるコンピ

テンシーの明確化と定義です。どんなコンピテンシーが必要なのか、そして、それを定義

するということです。それが今日の１部となりますが、皆様からご意見を募りたいと思い

ます。それぞれのプレゼンテーションの中で、どんどん質問をしてください。そして、今

日の最後のところでも質疑応答の時間がありますので、もう少し細かく質問をする時間が

あります。皆様のご意見をぜひ頂きたいと思います。二つめの目的ですが、ＭＢＡの中で

どんなことをすべきかということです。つまり、ほかの専門的なコースとの違いは何か。

例えば会計、税務、財務です。そして三つめですが、我々の頭の中で、ビジネスプロフェ
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ッショナル、日本において、どのような人々を養成すべきかということです。ということ

で、私のお話はこのようなプロジェクトの内容となっております。カントリーレベルでと

いうことです。ほとんどの大学で、いろいろなプログラムを提供しておりますが、それに

関して、日本じゅうで一貫性を持とうというものです。ＱＡに関してもです。 

 そして、今日の内容ですが、これはフォルダの中に入っておりますが、３人の先生から

お話を頂きます。それぞれ一人ずつお話を紹介しまして、パネルディスカッションをしま

す。ディベートとか、そういったことではありません。最終的に一人についてかなりの質

問が出てしまうということであれば、最後のＱ＆Ａに回したいと思います。一人めの先生

はスティーブン・マーブル先生で、ハワイ大学教育学部助教授です。それから、クリス・

ブリュースター教授、そして、マイケル・ベキンズ氏からお話を伺います。私がディスカ

ッションのチェアマンをします。 

 最初の先生が来る前に３人の先生のご紹介をさせていただきたいと思います。まずステ

ィーブン・マーブル先生です。ハワイ大学教育学部助教授でありまして、テキサス大学の

博士号を持っていらっしゃいます。それから、マスター・オブ・エデュケーション・イン・

ティーチング（Master of Education in Teaching）のディレクターでもあります。必要な

コンピテンシーとか、カリキュラム、ティーチング、それから・・・。すみません、少し

速く話しすぎているようです。どのようなコンピテンシーがアカデミック・プログラムの

提供によって必要なのかという話になります。また、サウスウェスト・エデュケーショナ

ル・ディベロップメント・ラボラトリー（Southwest Educational Development Laboratory）

でもお仕事をされていました。特に研究分野となっておりますのは、カリキュラムの前提

となる条件についてということです。最近非常に関心を持っていらっしゃるのはそういっ

た前提条件、それから、ティーチングを改善するためのカリキュラム、それからツール、

戦略に関心を持っていらっしゃいます。スティーブンさん、東京へよくいらっしゃいまし

た。それでは、プレゼンテーションをこれから後ほどしていただきます。 

 二人めの先生はクリス・ブリュースター先生です。イギリスのヘンリー・マネジメント・

カレッジ（Henley Management College）で、インターナショナル・ＨＲＭの教授をされて

おります。ＭＢＡの卒業生のクオリティーがいいということで評判なＭＢＡの大学です。

ロンドン・スクール・オブ・エコノミクスで博士号を取られまして、またクランフィール

ド大学も出られました。クランフィールド大学もマネジメント教育で有名なところです。

先生の研究分野としては、国際比較人材管理ということです。クリスさんに関しましては、
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オーストラリアでもインダストリアル・リレーションとかＨＲＭ、非常に注目しておりま

して、クリスさんの研究はよく目にします。そして、クリスさんは国際ビジネス分野での

トップ 60 の著者の１名となっております。多くの国際企業、国連のコンサルを現在行って

いらっしゃいます。クリスさんにも東京へようこそと申し上げたいと思います。 

 そして、３人めのスピーカーの先生ですが、このかたは学術界のかたではなく、産業界

のかたです。マイケル・ベキンズ先生です。そこに座っていらっしゃいます。マイケルさ

んはエグゼクティブ・リクルーターということで、多くの企業での就労経験があります。

ボードにありますが、日本、イギリス、シンガポール、マレーシア、韓国、オーストラリ

ア、アメリカでの経験をお持ちのかたです。以前はコーン・フェリー（Korn/Ferry）のア

ジア太平洋地域のプレジデントをされていました。コーン・フェリーは世界最大のエグゼ

クティブ・サーチ会社です。その成長に大きな貢献を遂げられました。世界のトップ 200

のエグゼクティブ・リクルーターのお一人でもあります。また、コンピテンシーとかビジ

ネスニーズというものを知るためには、その企業と毎日接点を持たなければいけないとい

うことを非常に重視されています。最近ベキンズ・コンサルティング・グループ（Bekins 

Consulting Group）を設立されました。アジア専門のエグゼクティブ・サーチ人材コンサ

ル会社です。特にご経験をお持ちなのは、企業がエグゼクティブ採用において抱える戦略

的、日常的課題です。 

 これらが３人のかたがたです。３人の先生を温かくご歓迎ください。それでは、最初の

スピーカーの先生からお願いしたいと思います。スティーブン・マーブル先生です。彼の

プレゼンテーションを出したいと思います。高齢化しておりますので、少し視力が弱まっ

ておりまして、プレゼンテーションを探すのに手間取っております。こちらにありました。

特に年取った教授にとって、これらハイテクは苦手なのですが、筑波大学の皆さんに手助

けいただけるということです。もちろん眼鏡を持ってくれば見えるのですよ。それでは、

マーブル先生お願いいたします。 

（以下スライド併用） 

 

Mapping learners’competencies: 

implications for curriculum, instruction, and assessment 

スティーブン・マーブル氏（ハワイ大学教育学部助教授） 
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（マーブル） どうもありがとうございます。皆様おはようございますというか、こんに

ちは。本日こちらに参れて、非常にうれしく思っております。どのような形で今回この問

題を取り上げるべきかと随分考えたわけです。皆様がたはやはりこの課題にこたえて、コ

ンピタントなシステム、有能な能力のあるシステムを構築するという意味では、勇気のあ

ることだと思います。皆様がたは先駆者、パイオニアだと思います。となると、そこにお

いて地図を作って、地図を頼りに行くということですので、能力のマッピング、またカリ

キュラム、指示、そして評価にとっての意味合いがあります。 

 ある意味において、この三つは、３人のスピーカーが取り上げることと一緒だというこ

とです。今日はカリキュラムを含めて話してみたいと思いますが、この三つに関して、一

般的な感触をつかんでいただけるようにしていきたいと思います。特に筑波大学の皆様が

たのおかげで今回招聘していただいたことに対して感謝いたします。ホノルルで幾つかの

グループで一緒に共同研究したことがあり、それはホノルルでやったこととある意味で似

ていますが、目的は違うということが言えると思います。また、随時質問していただけれ

ばありがたいと思います。できれば、参加型、やはり積極的に、アクティブ・ラーニング

を重視しておりますので、皆様がたも随時質問したり、参加していただければ幸いです。 

 今日これを考えるにあたって、家内のほうからあまり話を複雑にしたりしないようにと

注意されたのです。テキサスから参っておりますので、例えば私どものテキサスなまりで、

言っていることが分からないと言われることもありますので、今日はなるべくシンプルに

発表させていただきたいと思います。 

 

○最初に三つのＢ、まず誠実であるべし。何を言おうとしても、それは建設的な意見であ

って、善意ばかりであって、意見の不一致があってもかまわないと思っております。能力

といっても、それぞれ意見が違うのが、逆に生産的だと思います。二つめは簡単に。可能

な限り手短にやっていきたいと思います。そうすることによって、皆様がたの質問ができ

るように。最後には、Be seated、私が延々と話さないで自分の席に戻るようにということ

で、三つのＢです。 

 

○また、五つのポイントということで話したいと思いますが、それも極めて簡単なことで

す。そして、最後に二つ注意すべきことがあります。能力、また能力に基づいたプログラ

ムをやる際、何に気をつけるべきかということです。 
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○最初のポイントですが、学ぶことというのは私どもの過去と将来が交差するところです。

知っていることが、これから先の一つの指針になっていくのです。孔子が言ったように、

「１年のためには米を植え、10 年のためには木を植え、そして、生涯のためには子供たち

を育てよ」ということです。長年分かっていたことですが、将来を形作るのは大変です。

というのは、将来はどうなるか、だれも分からないことです。 

 

○そこで大事なことは何かというと、唯一確かなことは、将来は過去とは違うということ

だけです。どんなことがこれから先起きたとしても、驚くことであって、そして、喜んで

驚くべきだと思います。それによって、人生が実りのあるものになり、不確かさも少し減

るということです。しかし、その際、将来にあまり慌てて突入すべきではないと思います。

トッフラーいわく、「21 世紀の非識字者というのは、読んだり書いたりできない人ではな

く、例えば学んで、学んだことを忘れて、再び学ぶことができない人たちだ」ということ

です。これは継続的なプロセスが、極めて大事なことであると言えましょう。 

 

○それでは、二つめのポイントに参ります。１点めはさっさと片づけられたので、それほ

ど苦痛がなかったと思います。二つめのポイントのほうが少し厳しいと思います。未知の

将来に備えるにあたって、学ぶ人たちは、過去からの確実性に基づくのではなく、将来の、

あしたの可能性をマッピングすべきだと。つまり将来を見るにあたって、ただ単に振り返

っていたならば、そこで転んだり、つまずいたり、過ちを犯したり、また過去の実績ばか

りにとらわれるということもありましょう。 

 ここ２週間前にホノルルのある教授いわく、多くの企業が自らの成功ゆえに衰退したと

言われたわけです。将来の成功というのは、やはり過去の成功とは全く違っています。ま

た、新しい課題に対して成功裏に行うということは、学ぶ人が例えばいろいろな可能性に

わたって、現在の能力を一つのくくり方をしたり、あるいはまた別のくくり方をすること

が必要です。 

 

○それでは、ちょっとこのことを考えていただきたいと思います。新たなる課題に対する

成功裏な実施というのは、いろいろな可能性に関して、現在の能力をくくり方として一つ

にしたり、また別にしていくことです。ここでのかぎとなる言葉は「コンピテンシー（能
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力）」です。ここ数日間、いろいろなかたと話したのですが、「コンピテンシー（能力）」と

は一体何ぞや、どのように捉えるべきかということです。 

 それでは、皆様がた、お手元の紙がございましょうか。「コンピテンシー（能力）」をご

自身がどう思われるかを１分で書いていただけませんでしょうか。そして、隣に座ってい

るかたと交換していただけますでしょうか。１分で結構です。ご自身、「コンピテンシー（能

力）」とは何だと思われるか。ちょっと書いてみてください。隣の人としゃべらないでくだ

さい。ご自身がどう思うかを書いていただき、１分差し上げます。１分後に隣のかたとそ

れを交換していただき、その後に、皆様がたはどう思ったのかということを伺いたいと存

じます。ペンでも何でも結構ですので、１分かけて、「コンピテンシー（能力）」とは何か、

どんな定義であると思われるのかを書いてください。 

 

 ここでストップしてください。試験でありますので、もしこれまで何も書けなかったな

らば、答えが分からないということです。それでは、隣のかたに見せていただけますでし

ょうか。そして、そこでは類似点があるのか、違いがあるのかということを見ていただけ

れば幸いです。隣のかたが何と言っているのか、またこの言葉を隣のかたがどのように定

義しているのか、ちょっと隣どうしで交換していただけますか。 

 

 いかがでしょうか。お隣のかたと交換することができましたでしょうか。幾つかマイク

がありますので、聴衆の中で勇気のあるかたに、ご自身がどのようにこの「コンピテンシ

ー（能力）」を定義されたか、ご発言いただければ幸いです。お一方どなたか、勇気を持っ

て一番手になっていただけませんでしょうか。そうでなければ指しますよ。でも、できれ

ば、皆様のほうから自発的にボランティアとして名のりあげていただけるとありがたいの

ですが。いらっしゃいませんか。 

 ということは、私がゲームショーでやるようにマイクを持って回りますので、私があな

たのところで止まったならば、ご発言ください。よろしいでしょうか。 

 はい、どうぞ。どのように書かれたのか教えていただけますか。 

 

（  ） 私の「コンピテンシー（能力）」に対する考え方というのは、ある人間の能力で

あると。人の能力であると。ある人のいいところ、長所だと思います。 
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（マーブル） 何とおっしゃったのですか。もう一度おっしゃっていただけますか。 

 

（  ） 分かりました。コンピテンシーというのは、人の能力であって、その人の長所

であると思います。ある意味で、ほかの人とやり取りするということだと思います。それ

が能力だと思います。 

 

（マーブル） ほかのかたに。今度はあなたにお任せしますので、だれでもいいですから、

どなたかにマイクを渡してください。 

 ご自身が一番手でしたので、ご意見をどうぞ。 

 

（  ） 私自身の考え方ではありますが、コンピテンシーというのは、現在の能力、あ

るいはビジネス状況を明るい未来のために改善することだと思います。それがとても大事

なことだと思います。学習というのは一つのプロセス、過程です。継続的なことです。 

 

（マーブル） はい、素晴らしいです。今の二つのご意見は同じようなものでしたか。違

いますか。少し似ていますが、ちょっと違っております。では、マイクを持って、どなた

でもいいですから、だれに渡していただけますか。次のかたはあなたが選んでください。

お隣さんですね。 

 

（  ） 日本語で話しますが、いわゆる目的を達成する力と考えています。 

 

（マーブル） 素晴らしいし、非常に簡潔でシンプルで、非常にクリーンな定義ですね。

目的を達成する能力ですね。はい。ほかにどなたか。あとお一方だけお時間があるのです

が、もうお三方から聞いて、それぞれ違っております。どうぞ。 

 

（  ） ありがとうございます。ちょっと全体的なことだと思いますが、コンピテンシ

ーというのは、新しい状況、新しい問題に対応する能力だと思います。そこにおいて、成

功したいという気持ちで新たなる状況に対応する能力だと思います。 

 

（マーブル） そういったことをおっしゃっていただきましたが、なぜ皆様のご意見を伺
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いたかったのかと申しますと、この部屋で私どもが例えばコンピテンシーの定義を書こう

と試みたならば、結局午後全部時間を使ってしまうかもしれない。「コンピテンシーとは一

体何ぞや」ということになりますと、皆様お一人お一人の意見も理解も少しずつ異なって

いるので、私は自分なりにそれを一つの定義として提案してみたいと思います。 

 

○私なりのコンピテンシーというのは、例えば知識、姿勢、能力といったものが双方向に

まとめることによって、それぞれ成功したパフォーマンスにおいて、独特な形で展開され

るものである、例えばある課題があったならば、自分たちでそれに対応して、頭を整理し

て、新しい状況に対応していかなくてはいけないということです。絶えず私どもの能力を

組み換えることによって、全く前と同じことをやるわけではないということだと思います。 

 それでは、パフォーマンスの例として、どんなものがあるのか考えてみましょう。シン

プルな例です。すみません。 

 皆様の前にゴム輪があると思います。それをお手元に、そして、手の上に掛けていただ

きたいのです。まず親指に掛けて、大丈夫です、ゴム輪で鉄砲をするわけではないですか

ら。親指に掛けて、そして、手の甲から小指。手の平ではなくて、手の甲から。親指から

手の甲、そして小指です。指輪をしていらしたら、ちょっとやりにくいかもしれませんね。

どうなるか見ていましょう。 

 ここでの課題、皆様のコンピテンシーのテストです。これを外してください。しかし、

こすったり、口を使ったり、もう一つの手を使うことなく、指だけを動かして、このゴム

輪を取っていただけませんか。できたら、すぐ手を挙げてください。 

 はい、成功者。はい、次に。コンピテントなかたが何人かいらっしゃいますね。まだ苦

しんでいる人はいらっしゃいますか。はい、分かりました。 

 では、もう一回やってみましょう。利き手ではないほうの手を使ってください。右利き

のかたは左。左利きのかたは右。そのほうが先ほどよりちょっと複雑になります。同じこ

とをしていただきたいのですが、その前に深呼吸をして、息を止めて、そして次に呼吸を

するまでにゴム輪を取ってください。その中で息継ぎをしたらだめですよ。一回深呼吸し

て、その息を止めたままで、ゴム輪を取ってください。ゴム輪を引っ掛けて、深呼吸して、

息を止めている間に取ってください。 

 いかがですか。息継ぎしないとできなかったかたはいらっしゃいますか。 
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○では、ちょっと考えてみましょう。あまり複雑だとは思いませんが、もし例えばご自身

がくじらであって、ネットに引っ掛かってしまった。そこでは、１回上まで行って、呼吸

して、外さない限り、結局死んでしまいます。つまり、全く新しい状況において、１回し

かチャンスがないということです。ただ単にくじらにとって面白いことだけではなく、能

力もそうです。違った形で対応しなくてはいけない。くじらは頑張らなくてはいけないの

ですが、時には多大なる犠牲があります。地中海において、ネットで引っ掛かってしまっ

たくじらです。ゆくゆくは解放してあげたわけですが、何か月にもわたって、このひもが

かかったまま泳いだわけであり、くじらとしてはそんなことは予想しなかったと思います

が、１回息をして、その間に外せなかったので、このままネットがかかったままになって

しまったのです。これがシンプルな例だと思います。 

それでは、こういったコンピテンシーの要素は何ぞやということで話してみたいと思い

ます。三つあります。一つが記述、説明です。何を測定しようとしているのか。例えば、

くじらがネットに引っ掛かってしまったならば、生き延びられるか。あるいは今回の皆さ

んの例ですと、ゴム輪を手から取れるか。そして、それに対して評価するにあたってのツ

ールがあります。成功するにあたって、自分の失敗との対比です。そして、もう一つが標

準、基準です。成功した場合は分かるし、失敗した場合もご自身で分かると思います。自

分ができるか、できないかということです。結局自分の中にあると。 

 

○実際に人生においてはどうかということで見てみましょう。例えば飛行機のパイロット

は、離陸、着陸、そして天候の変化に関して対応できなくてはなりません。飛行機に乗っ

ているのであれば、パイロットがこういったスキル、能力を持っていることを期待するし、

全く予想しなかった天候でも対応できることを期待されるでしょう。では、どのようにす

るのか。そこでは、例えばまだ生徒であるパイロットに対して、単独飛行をさせて、ある

程度飛ばせて、そして、願わくは成功裏に着陸する。そして、基準は何か。それは毎回成

功裏に離陸し、着陸すると。１回ぽっきりできればいいということでなく、毎回それがで

きなくてはなりません。１回たりとも失敗したならば、それは１回部分的な失敗ではなく、

その１回の失敗は 100％失敗だということです。それを説明し、評価するツールがあって、

そして、基準があるわけです。基準も変わるわけです。最初の 10 回だけ成功したらいいと、

そのあとはロシアン・ルーレットみたいだというようにすることもできますが、必ずしも

そういった意味で、基準を毎回変えたいと思うわけではありません。 
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 コンピテンシーというのは、例えばクレジットを集めるということではなく、過去にお

いては、そういった単位を取って、成績をつけてもらったわけです。52 時間飛行の授業を

受けて、それであったならば、例えばパイロットとしての資格を与える。大学においても

そうだったわけです。何単位取ったならば、それによって学位を授与するということで、

そこでは果たしてある能力があるかということと必ずしも直接的にはかかわっていなかっ

たわけです。しかし、パフォーマンスとのつながりを見ると、全く違うのであり、ある意

味でパラダイムシフトであり、今までのものと全く逆だということがいえるのです。そう

いったコンポーネントを見ていかなくてはなりません。カリキュラム、そして、それがど

のように教えられ、どういう形で評価されるのか。それによって、質の高い学習というこ

とになります。 

 

○それでは、まずカリキュラムについて考えてみましょう。例えば実績ということであっ

たならば、広いところからもっと深く突っ込んでいく必要があります。学生としては、も

っと大事なことに対しての理解を深めてもらう必要があります。浅く広くということでは

いけないわけです。ただ単に情報を知っているかということではなく、結果を出せるかと

いうことで、試練に立たされるのです。 

 また、すぐ何か取得して学んだということではなく、実際に学習というのは時とともに

成長するわけです。能力のない、できない、やれないというところから始まって、学習す

るにつれて、もっと能力を高めて、コンピテンシーといったものが獲得できるのです。ま

た、同時にその内容にフォーカスする、つまり何を教えているのかということから、学ん

でいる人に対してフォーカスして、何を学びたいのかといったことでシフトするわけです。

これまた大事な今までとは違うことです。もう一つは、過去を繰り返す、そしてそれを暗

記するということではなく、将来を発明していかなくてはいけないということです。 

 

○では、この意味合い、こういった視点を変えることによって、どんなことが出てくるの

でしょうか。学習というのは、私どもが予想するよりもはるかに長い時間を要するのです。

あるすべての問題に対して解決するにあたって、どんな業界においても、資格を取るとい

うことであったならば、ＭＢＡだろうと、ＰｈＤだろうと、そんな短期間のコースを取っ

たからといって、得られるものではありません。ということで、カリキュラムはただ単に

知識だけではなく、スキルとか、あるいは習性、そして、それを実践する時間も併せて必

 12
50



要です。 

 また、どのようにするのか、より少ないもののほうがより多いということです。つまり、

近代のニューヨークの建築家の動きですが、例えばビルを修飾的でなく、単純なストレー

トなラインを使って、あまりアールデコみたいな飾り物をつけない。レス、つまり少ない

もののほうが美しく、大事だということです。 

 

○それでは、次に教授のしかたとして、インストラクションということで、ポイント４で

す。受動的から能動的に変えていかなくてはならない。つまり、もっと人々が動いて何か

をやらせるということです。何かを教える、何かを伝えるのではなく、みんなにやっても

らうわけです。また、先生がこういった教壇に立ってということではなく、学生さんのほ

うが動くわけです。学生さんのほうがそこで能力を評価して決めていかなくてはなりませ

ん。ご自身がそういった評価を生み出していかなくてはいけないのであり、いちばん専門

家の人たちがこうすればいいということではなく、あくまでもご自身の決定はご自身の決

定であって、それが大事なのです。 

 

○また、どういった形で視点を変えているのかと申しますと、学生さんが以前大事だった

ことを持ち込むわけです。例えば知らないということを想定して、情報もあり、アイデア

もある、信念もある、そして、スキルもある。また、枠組みとして、どのように物事を教

えるのかということも大事です。こういった部屋で教鞭を執るということで、一日講義を

聴いて。ビジネスにおいて仕事をするということであったならば、授業と全く違うことを

教えていかなくてはならない。そうでない限り、その両者がつながらないわけです。何を

教えるのか、そして実社会といった脈絡の中で教えることが大事です。 

 また、インストラクターというのは決して唯一専門知識を有する人ではなく、学生さん

どうしでアイデアや戦略、お互いから学ぶわけです。それは過ちから学ぶこともありまし

ょうし、洞察力から学ぶこともありましょう。能力から、また能力の欠如から、いわば反

面教師ということで学ぶこともありましょう。また、もっと時間も必要です。これがコス

トです。 

 

○そして、最後のポイントです。私どもとしては、評価のビジョンといったものを再発明

していかなくてはなりません。コンピテンシーを評価するので、それぞれ状況によって違
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うのです。そして、まとめるようなところから形成するプロセスに変わっていかなくては

なりません。事前に警告することによって、自分がコンピテンシーに達成しているのか、

そうでなければ、もっと努力していかなくてはなりません。評価されてから、合格ではな

いということであったならば、遅すぎるわけです。それでは、学習する者にとってはあま

りにも大変です。 

 また同時に、一瞬的なものから時間とともに成長するということが大事です。学習する

のは時間がかかることです。それを始めて、そして、ゆっくりじっくり必要なスキルを取

得してもらいたいわけです。また、単一なものから複数の繰り返してできるようなものに

変わっていっていただきたい。こういったものが大事なポイントであって、これをするに

あたっては、考えも必要ですし、エネルギーも必要です。 

 

○パフォーマンスというのは、やはりその脈絡の中で評価しなくてはいけない。脈絡なく

しては、学生さんは、どうやって対応したらいいのか分からないし、皆さんも学生さんが

成功したか否かも分からないでしょう。成功の基準をきちんと明確に定義しなくてはなり

ません。 

 先ほど例えば、一呼吸でゴム輪が取れることを望む。そして、ゴム輪が切れるまで待つ

ということもできません。また、学習する者が完全な形で参加することによって、自らの

進歩の度合いを評価して、査定していくわけです。 

 私の大好きな例としては、学生さんがバスケの練習、あるいは野球の練習をしていると

ころです。どんなスポーツでもいいのですが、何時間も何時間もいちばん簡単な動きを練

習し、自分でだんだんうまくなってきたと感じるわけです。バスケットボールの場合です

と、学生さんは何時間もシュートするわけです。例えば 10 回のうち何回入ったのかと。そ

して、自分の進歩がそれを通じて分かってもらえるわけです。参加すれば。自らをもっと

プッシュすることもできるからです。 

 

○これが簡単な五つのポイントのまとめです。まず最初の点ですが、教育は将来のパフォ

ーマンスのための準備である。これは過去ではなくて、将来のための準備です。先ほど能

力ということに関して、これに関連したコメントを頂きました。効果的なパフォーマンス

というのは、変わりつつある文脈の中で一つの形にまとめられ、また、その組み換えがな

されなければならない。カリキュラムは成功裏なパフォーマンスを可能にする。そういっ
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たものがなければ、本当にコンピタンシーを学生が持っているのかどうか評価することが

できません。インストラクション（教授）というのは、積極的な円滑化のプロセスであり、

それによって、人が話して言うのではなくて、何かをすることによって教育がなされる形

へと移っていかなければなりません。評価というのは学習者が時間の経過とともにその変

化を追跡できるものでなければなりません。コンピテンシーというのは非常に素晴らしい

ツールではありますが、それには幾つかの条件があります。 

 

○ここでちょっとデモンストレーションを見ていただきたいと思います。非常に短いフィ

ルムをごらんいただきます。すでにこのフィルムをごらんになったことがあるかたは、ち

ょっと楽しんでいただきたいと思います。初めてのかたは、ちょっとここで皆様がたにや

っていただきたいことがあります。二つのチームがバスケットボールをバウンスさせてい

ます。そして、皆様がたがやらなければならないことは、カルキュラスを取ったかたはい

らっしゃいますか。ビジネスの専攻のかたは皆さん取っていらっしゃるのではないかと思

いますが、これはそんな高度な数学ではなく、単純なことです。バスケットボールが地面

に何回ついたかということを数えていただきます。実際には二つのチームがバスケットボ

ールをとんとんとついています。白いシャツのチームと黒いシャツのチームがあります。

白いシャツを着ているほうのチームだけのボールがバウンドする数を数えてください。白

いシャツを着ているチームのボールが何度地面につくかということを数えていただきたい

と思います。 

 これを止めるのにはどうしたらよろしいのでしょうか。 

 ごらんいただけますね。二つのチームがここではバスケットボールをバウンドさせてお

ります。白いシャツを着ているチームと黒いシャツを着ているチーム、そして、それぞれ

が一つずつボールを持っております。皆さんには白いシャツを着ているチームが何度ボー

ルをバウンドさせるのか、バウンドした１回というのは、地面にボールがついたときです。

皆様がた、黙ってそれを数えていただきたいと思います。声を出さずに黙って、頭の中で

勘定してください。私がじゃまになっているといけないのですが、皆様がたごらんいただ

けますか。これはもう少し大きくできるでしょうか。いなくなってしまいましたね。 

 

 今、その元の写真が出てくるのを待っているところですが、うまくいくと思われますか。

ここで何を考えていただきたいかといいますと、これは一つのパラダイムシフトの優位な
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ものを示した例であるということです。私の日本語を読む能力、コンピテンシーというの

は全く皆無といっていいために、今こういうことになっております。それでしょうか。ど

こに行ってしまったか分からないということなのでしょうか。 

 もう今にもこれを始めようと思って、画面に出ていたのに、大変に申し訳ございません

でした。ちゃんと準備してあったのですが。いずれにしても、それではその間、先に進み

ましょう。パラダイムシフトということを皆様がたがご存じかどうか分かりませんが、そ

れは何かに対する見方が変わってくる・・・。どこかそこにあるはずなのですが。下のと

ころに行きますと、「バウンセス（bounces）」というタイトルで、今のフィルムが入ってい

るはずなのですが。「ワークショップ」というところを開けていただくと、あるかもしれま

せん。「バウンセス（bounces）」というふうに。 

 残念ながらうまくいかないようです。時間が後で・・・。あ、出た。皆様がた、数えて

ください。もう一回初めからできるでしょうか。やり直せたらやり直したいのですが。 

 

 もう一度できます。白いシャツを着たチームのボールが地面についた回数を数えてくだ

さい。どうぞ。 

 いかがでしょうか。これで終わりました。非常に短いフィルムですが、これを映すため

に一体どれだけの努力が必要だったでしょうか。皆様がた、数えてくださったかた、いら

っしゃいますか。幾つでしたか。８回ですか。10 回。８回と勘定なさったかたは何人でし

ょう。10 回というのはどれぐらいのかた。11 回というのはどなたでしょうか。11 も何人

かいらっしゃいますね。 

 では、これから一緒に数えてみたいと思います。そうしたら、絶対に間違えることはな

いと思います。そして、我々の能力も上がっていくでありましょうから、一緒に数えまし

ょう。１、２、３、４、５、６、７、８、９、10。いかがでしょうか。今回は皆さん 10

回でしたか。 

 もう一回フィルムを見ていただきたいと思います。ただ、今回は数えずに、全体を何と

なく見ていただきたいと思います。そうしますと、何かちょっと奇妙なことが感じられる

かもしれません。数えずに見てください。 

 何か変だと思われることがありますか。奇妙だと思われること。皆様がたの中で笑って

いらっしゃるかたがありますが、なぜ皆様がたは笑われたのですか。何で笑ったかたがい

らっしゃるのでしょうか。なぜ笑われたのですか、今笑ったかた。 
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 だれかほかの人が来た、何かエイプ（ape）、ゴリラみたいな人が入ってきましたね。そ

れがスクリーンの中に入っていましたね。ゴリラでしたか、何でしたっけ。もう一回見て

みましょう。ゴリラに気がつかないかたは、皆様がたの能力を疑わなければなりません。

では、よく見ていてください。非常に大きな黒いゴリラです。今出てきましたね。 

 「ああ」と今おっしゃったかた、３回このフィルムをごらんになりましたけれども、今

までゴリラに気がつきませんでしたね。ただ、それは実際にはあって、毎回あの黒いゴリ

ラは出てきておりました。３回めにして初めて気がつかれた。３回気がつかなかった。こ

ういった中で、ゴリラが横切っているのに全然気がつかれない。というのは、何度ボール

がバウンドしたかということに集中しておられるからです。まるでマジックのようです。

これが一つの単純なパラダイムシフトに対する考え方です。 

 ただ単にフィルムを見ていただきますと、黒いゴリラには必ず気がつきますが、ほかの

形でこれを見ていると、それには気がつきません。ですから、これは記憶ということに関

連した一つのパラダイムシフトを理解していただくための演習です。時間がだいぶかかっ

てしまいましたが、それではもう一度プレゼンテーションに戻りましょう。ちょっと読め

ないので、元に戻るのが難しいのですが、先ほどの続きのところに戻っていただきたいと

思います。閉じてしまっていないと思いますが。 

 

○そうですね。これはバウンシング・ボールを見てくださいというところです。 

これでいちばん最初のスライドになったので、先ほどのスライドのところまで戻してい

ただけますか。ずっと先のところまで。今のバウンシング・ボールというところの次のス

ライドまで動いていただけますか。 

 

○最初の注意事項です。まずは、技術、テクノロジーに注目をせよということです。それ

は冗談といたしまして、過去に生きるということだけでは、将来に対する準備にとっては

十分ではありません。過去うまくいったこと、歴史的にうまくいったことを知っていると

いうことは、必ずしも将来の成功は意味いたしません。パフォーマンスは流動的でなけれ

ばならないし、また、変わりつつある状況の中で、自由に流れるような自由度を持ってい

なければなりません。学術界というのも変わっていきます。流動的で変わることができる

ようなパフォーマンスをこれからは求めていかなければなりません。 
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○ここに二つの例があります。一つはキッチン、お料理に関するものです。例えばロース

ト・ビーフを作ろうとしております。私の友人ですが、お料理を学んだときに、お肉を取

って、その端を取ってオーブンに入れたら、うまくいったと言っております。どうして端

っこを落とすのか、そうするとお肉が無駄になってしまうのではないかと思ったのですが、

お母様に聞きますと、彼女は自分の母親がそれを教えてくれたと。では、おばあさんのと

ころに行って、どうしてそういったことをお母さんに教えたのかと聞くと、彼女もまた自

分のお母さんに習ったということで、ひいおばあさんのところに行った。そして、どうし

てお肉のいちばん端のところを切るのですかと聞くと、自分の家のオーブンには、そのお

肉の長さが長すぎたから、端を切らざるをえなかったということでした。過去においては、

オーブンのサイズが小さかったから端を切らなければならなかったのに、今オーブンが大

きくなった状況の中においても、同じことをやっている。すなわち無駄にしているという

ことです。ですから、ロースト・ビーフはおいしかったかもしれないけれども、無駄が出

ていた。 

 それから、２番めは進化生物学ということで、おばけに対して食事を与えるという考え

方です。マンゴーを食べたことのあるかたはいらっしゃいますか。マンゴーをご存じです

よね。マンゴーの種がどれくらい硬いか。そして、その中の種だけを取ろうとすると、非

常に難しい。しかも、非常に大きい。どうしてあんなに大きな種が中に入っているのか。

このフルーツは非常に大きな種を持っています。例えばいちごの種は小さいから、自然に

食べてしまいますし、そうしますと、鳥だって何だってそれは食べられますが、マンゴー

の種はあまりにも大きい。一体だれがそうしたマンゴーの種を食べられるでしょうか。ど

んな動物ならば、それを食べると思いますか。 

 今日ではなく、6000 万年昔、マンゴーができたころには、巨大な動物が地球上にはおり

ました。まるでぶどうを食べるようにマンゴーを一つずつ食べていた巨大なマンモスとか、

恐竜とか、そういったものがいたわけです。そういった動物たちが果物を食べていた。こ

ういった大きな種があった果物を食べていたのですが、そういった恐竜がいなくなってし

まったということをマンゴーの木は気づかずに、まだ同じようにこんなに種の大きい果物

を作っております。ただ、今までのような形でこの種から新しく生まれてくるということ

があまりありません。我々はマンゴーを食べ、マンゴーの種を取り出して、またマンゴー

を植えます。 

 メガファウナル・ディスパーサル・シンドローム（megafaunal dispersal syndrome）と
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いうのがありまして、このように巨大な動物がいなくなって、今唯一残っている動物とい

うのは、例えば牛ですとか、象ですとか、アフリカにはいますが、アメリカには象はいま

せんね。あるいは馬ですとか、そういったものがありますが、そういった種をまくような

動物がいなくなってしまった。しかし、例えばマンゴーの場合、まだ恐竜や象が来て食べ

てくれて、その種をまいてくれることを待っているということです。過去はマンゴーに対

して、将来に向けて準備をするプロセスを起こさせておりません。これが最初の警告で、

マンゴー・ツリー（Mango Tree）という警告です。 

 

○第２の注意事項ですが、手段が目的であってはなりません。最も効果的であるために、

コンピテンシーというのは道具でなければなりません。目的を達するための必要なツール

かもしれませんが、そのために学校に行くわけではありません。学習の最終的な目的、す

なわち将来のパフォーマンスの代わりになってしまってはいけないわけです。パフォーマ

ンスこそが評価され、測定されるものでありますので、コンピテンシーを見ているのでは

ありません。 

 

○それでは幾つかの例ですが、長いこと先生をしていたので、いろいろなことが考えられ

ますが、長除法ですとか、皆様がたがこういったことをなさるかどうか分かりませんが、

アメリカでは、英語ではやります。あるいは検査報告書というのは、学校でどのようにし

てこのような検査をするかということで、学ぶことです。あるいはいろいろな有名な戦い

の日付を覚えます。王様の時代ですとか、あるいはこのような戦争がいつあったというよ

うな日付をしばしば覚えます。それから、帯分数を掛けたりとか、あるいは世界の首都が

どこであったのか。皆様がたが記憶されたとき、私が覚えたときと今とではちょっと変わ

ってしまっているかもしれません。あるいは対数表というのも、皆様がたはいつ最後に対

数表をごらんになりましたか。カリキュレーターを持っていらっしゃるならば、今はそれ

を使われると思いますが、以前は対数表を使って、それこそがまさに絶対不可欠な一つの

道具でした。これこそが過去のマンゴーであったわけです。 

 

○そして、非常に効果的なパフォーマンスのためには、異なったものの緊張がなければな

りません。違い、異なったものがあるということが非常にクリティカルであります。違い

がなければ、質の高いパフォーマンスとそうでないパフォーマンスの差別化をすることが
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できません。ですから、違いから生まれてくる緊張が必要です。また、パフォーマンスの

標準化をすることはいけません。コンピテンシーのスタンダード、基準を作ることに注力

しなければなりません。そういったことをこれから発見し、作り上げていくことが必要で

す。 

 時間がまだ残っているかどうか分かりません。まだありますか、どうでしょうか。一つ

だけ質問のための時間が残っております。もしかしたら、一つだけではなく、たくさん質

問があるかもしれません。いずれにしてもあまり時間がありません。後でも質疑応答の時

間がありますので、皆様がたのアイデアを覚えておいていただき、また後で質疑応答の時

間のときにお話を続けましょう（拍手）。 

 

（ベンソン） マーブル先生、ありがとうございました。 

 

MBA Competencies: UK (and Europe…) 

クリス・ブリュースター氏（ヘンリー・マネジメント・カレッジ教授） 

 

（ベンソン） 次にお二方めはクリス・ブリュースター先生です。それでは、ブリュース

ター先生お願いいたします。 

 

（ブリュースター） こんにちは。以上が私の話せる唯一の日本語です。私のほうからは、

マーブル先生よりもずっとシンプルなことをしたいと思います。というのは、幾つかＭＢ

Ａプログラムでヨーロッパにあるものの例をご説明したいと思います。私は今日のヨーロ

ッパ側の代表ということになります。こちらに来ることができて、非常にうれしく思いま

す。永井先生、最初に、私が伺ったのは、まず私の大事なお友達に会うことができる機会

を頂いて非常にうれしいということ、それから、このプログラム自体が非常に関心の深い

タスクであるということを申し上げたいと思います。 

 私はヨーロッパの代表としてまいりまして、今日はＭＢＡについてお話をするわけです。

ＭＢＡというのは基本的にアメリカの発明した、アメリカから発祥したプログラムです。

アメリカには 100 年ぐらい前からあります。ヨーロッパにもＭＢＡはありますが、まだ 40

年の歴史といったところです。ということで、ヨーロッパ側の私どもとしては、このプロ

グラムに関しては、私たちも皆様と一緒に学びながらやっているということです。 
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 面白いいろいろな疑問、課題があります。ＥＵの中で大体 600 ぐらいのプログラムがあ

りまして、いろいろな大学、機関が、600 のプログラムを運営しています。そして、資格

としては受け入れられている、重要性の高いプログラムです。しかし、その資格づけが標

準化されているとはいえません。いろいろなタイプの違った種類のＭＢＡがヨーロッパに

は存在してしまっています。中には、アメリカの人から見たら、非常に典型的なＭＢＡの

プログラムももちろんあります。つまり、全く同じような形で運営されているものです。

ハーバードやウォートンといったアメリカの大きな学校と同じような、全く同じ形のＭＢ

Ａもあります。また、もう一方では、ヨーロッパでは全く違ったプログラムもあります。

彼らは全く違ったやり方をしています。ということで、私のほうからはそのようないろい

ろな例をご説明したいと思うわけです。 

 それから、ヘンリー・マネジメント・カレッジという、私の所属する大学からも例を出

したいと思います。ヘンリー・マネジメント・カレッジで行っていることは、いろいろな

幅広いものがあるわけですが、その中でも典型的なものを提供しようとしています。とい

っても、そんなにほかと違っているわけではありません。この点も一つ皆様に強調したい

点です。 

 こういった例をこれからお話しするわけですが、その前に、ＭＢＡについて、ヨーロッ

パでは今どんなことが話題になっているかということをお話しします。なぜかというと、

一つ問題があります。ヨーロッパにおいて、ＭＢＡのマーケットが下降気味だということ

です。多くの大学や機関が生徒を集めるのに非常に苦労をしています。過去と比べて難し

くなっているということです。ということで、今ヨーロッパで議論になっているのは、こ

れは一体、今、雇用市場が悪いからそのせいだろうか。例えばイギリスでは、もう今は雇

用市場が非常にいいということで、かなり完全雇用に近い状態なので、生徒が減っている

のだろうか。イギリスではそうですし、またほかのところでは、必要ないのではないか。

なぜかというと、そういったマネジメントに関して、１年も２年もかけてわざわざ資格を

取る必要もない、どちらにしても仕事はあるのだからといったような考え方もあります。 

 また、もう一方では、学生が減っている理由としては、私たちが提供している内容が、

実際に雇用主、経営側が求めているものと違うからではないかという考え方もあります。

ベキンズ先生のほうから雇用主側が必要としているものについてお話があります。そして、

ＭＢＡから提供しているものが、もし雇用側が求めているものと違えば、学生が来なくて

当然です。 
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 ほかにも理由があります。例えば、資格を取るためのものが非常に高くなっているから

ではないか。ＭＢＡのプログラムの中には非常に高額なものもあります。例えば６万ＵＳ

ドルぐらい払って１年のプログラムに通うというようなところもあります。かなり高いわ

けです。ということは、それをして仕事に就くのだったら、非常に高額のサラリーをもら

わなければ元が取れないということになってしまうわけです。 

 市場で何が起こっているか、はっきりは分からないわけですが、何かが起こっているわ

けです。それに関して、私のお話の最後のところでまた戻ってきたいと思います。しかし、

最初のほうのお話としては、まず私たちが持っているプログラムの内容について、私たち

の大学のプログラムの内容について、まずお話をします。しかし、私たちがするお話とい

うのは、いろいろあるうちの一つの例にしかすぎないということです。問題点は本当にい

ろいろとあります。例えば参入の問題、つまりどんなものが養成されているか。ＭＢＡに

入るためには、入学資格として何が求められているか。それが二つめのお話になります。 

 それから、ティーチングやラーニングの方法にもいろいろ違いがあります。それから、

料金に関してもかなり大きな違いがあります。いちばん高いところは先ほどちょっとお話

ししましたけれども、その一方で非常に安い、数千ドルで入れるようなプログラムもあり

ますので、料金、学費の違いも非常に大きいわけです。また、学生の違いもあります。そ

れについても、また後で話します。 

 また試験の方法もかなり違いがあります。プロジェクトベースのものから、つまりその

中では、クラスルームでの試験は非常に少ないということ。一方では、ほとんど教室に座

って試験を行っているような、時間のプレッシャーの中で試験を行っているような授業も

あります。 

 それから、言語の問題。言語として英語を使うのか、それとも現地の言語を使うのか。

英語圏でなければ、そういった言語で行うのかという問題もあります。 

 ということで、こういった例を使いながら、幾つかいろいろな違いがあるような分野を

ご説明していきたいと思っています。このような違いがまずあります。（以下スライド使用） 

 

○ＭＢＡというのは、研究科、大学院のレベルですので、ＭＢＡに行く前に、まず大学の

何かのディグリーが最初に必要なわけです。なぜかというと大学院レベルだからです。つ

まり、大学院に行く前に最初の学位が必要なわけです。それはどこでも必要です。 

 そのあとは資格条件はいろいろ違ってまいります。恐らくこれはあまりまとまっていな
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い違いの表かもしれませんが、こういったいろいろなプログラムを考える場合に、三つの

タイプのプログラムに分けていいのではないかと思います。 

 まず、大学のあとというものです。それがタイプ１です。大学を出てすぐ、ヨーロッパ

では 21 歳、22 歳、23 歳ぐらいです。大学の学位を取ったあと、そこから大学院レベルに

行くということです。それがタイプ１です。そこでの主な基準となるのは、大学のときの

学術的な成績です。 

 恐らくほとんどのプログラムがタイプ２になるのではないかと思います。これは 26～27

歳になってからプログラムに入るということです。まず大学は出て、そして、まず仕事を

して、商業的な分野や産業的な分野で、必ずしも管理職の仕事はしていないかもしれませ

んが、仕事をしながら、やはり管理職になろうと考え、このようなＭＢＡをやってみよう

というような人たちです。これがタイプ２です。この人たちは入学基準としては、大学の

ときの成績もありますし、また何らかのテストも見るでしょう。例えばアメリカのＧＭＡ

Ｔが典型的なものになっています。スコアができまして、550 とか 600 ぐらいの点数が必

要になるわけです。それから、その人のポテンシャルの評価というのもあるかもしれませ

ん。 

 そして、三つめのタイプのプログラムとしては、キャリア・ジャンプと呼んでおります

が、これはすでにマネージャー、管理職だった人が、でも、何か変わりたいということで、

例えばセールスだったとか、マーケティングだったとか、エンジニアリングだった。そこ

からゼネラル・マネジメントの仕事をしたいと思った人が、ＭＢＡに行くというような形

です。大体 30 歳以上ぐらいの人がこれに当たります。このような人たちの入学資格として

は、恐らく学術的なものを見るためのテストなどがあります。それから、ほかの資格があ

るかどうかによって免除してみたりする。それから、アカウンティングとか、ほかのとこ

ろで行っているようなテストなどの結果も見る。それから、経営の仕事において、どんな

経験があるかを見るわけです。 

 ヨーロッパのシステムの中では、これ以外にもＤＢＡといって、ＭＢＡのドクターレベ

ルのものも増えてきています。ＭＢＡからそちらに進学するということです。それから、

まだ産業界にいるような人たちでも、フルタイムでやっていなくても、こういったフォロ

ーアップのプログラムに参加するというものも増えてきています。 

 

○このような種類があるということで、ヨーロッパではまた、アメリカにもありますけれ

 23
61



ども、幾つか認定機関があります。認定機関というのは、プログラムを運営している人、

内容が適切であるか、それからクオリティー・レベルはどうかということを見るわけです。

多くの学校がこのような認証を受けています。 

 まず一つめが、アソシエーション・オブ・アドバンス・カレジエイト・スクール・オブ・

ビジネス（The Association of Advance Collegiate Schools of Business）、ＡＡＣＳＢ

というものです。ヘンリー・カレッジとしてはどれを持っているかといいますと、まずこ

の三つがあります。ＡＡＣＳＢと、ＥＱＵＩＳ（欧州経営開発基金の欧州品質改善システ

ム）、それから、Association of MBA's、ＡＭＢＡ、これらの認定に関しては、すべてヘン

リーは持っています。世界の中でもこのうちの三つを持っているところは 40～50 校ぐらい

しかないと思います。このような機関は実際にそこの学校に来て、どんなティーチングを

しているか、どんなプログラムを行っているか、どんな生徒のレベルか、それから、どん

な評価システムを持っているか、それが基準に合っているかというようなことを見るわけ

です。そして、認定をするわけです。それ以外にも品質関連の協会もあります。イギリス

のそういった品質関連の機関もあります。 

 また、これら以外にもランキングがあります。例えばファイナンシャルタイムズのラン

キングなどです。そこでは、ＭＢＡに関してすべての側面を評価してランキングをします。

つまり、講師陣のうち何％が女性かとか、生徒のうち何％が外国人か、選択科目はどんな

ものを提供しているか、それから、どのような評価システムを持っているかというところ

を見ます。それから、サラリーも見るわけです。つまり、学生が大学を卒業したあと、ど

んな給料をもらっているか。そのようなものをすべて一緒にして、新聞社だけが知ってい

るようなマジック的な方法を用いて、ランキングに落とし込んでいくわけです。 

 大学側としては、そういったランキングは非常に重要視しています。１か月ぐらい前で

したが、ヘンリー・カレッジはランキングが上がりました。世界で 11 位から９位に上がっ

て、非常に我々としては喜んだわけです。どのようにそのスケーリングがなされているの

かは分かりませんので、どうやって 11 位から９位に上がったか分かりません。しかし、11

位から９位になりました。逆に下がったとしても、どうしてそうなったのかを私たちは知

る由もないわけですが、そのようなランキングや認定は非常に重要です。なぜかというと、

彼らが行っていることは標準化の努力だからです。その大学が提供しているプログラムの

内容の標準化なわけです。できるだけ同じような形で標準化しようとしている内容だから

です。 
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 そういうことで、実際に問題があったとき、何かイノベーティブな、または創造的なこ

とをしようと、マーブル先生のお話にもありましたけれども、違ったような考え方をしよ

うと思う、将来のために違ったコンピテンシーを持とうと思うと、そういったことはでき

るわけですが、その一方で、ファイナンシャルタイムズやほかのランキングの機関を満足

させながら、そういったことをしなければいけないわけです。なぜかというと、生徒の多

くはそういうランキングを見て、その大学に応募しようかどうかを決めたりもするからで

す。ランキングがかなり下がってしまったり、ＥＱＵＩＳの認定を失ってしまったりする

と、よい優秀な生徒がこの大学に行ってもお金の無駄だと思ってしまうかもしれません。

また、ほかの大学教育でも同じですが、プログラムの価値というのはどんな生徒を集めら

れるかに完全に依存しています。ということで、このようなランキングは非常に重要です。 

 しかし、このようなランキングというのは、私たちが何をしなければいけないかに関し

て、ちょっと固定的な形にされてしまいます。マーブル先生からお話があったようなイノ

ベーティブなことをするのは、ちょっと難しくなってしまいます。恐らくこういった認定

機関の一つは、例えば 200 時間のクラスルームのティーチングをしなければいけないとい

う基準があるかもしれません。うちの大学はもっと創造的な面白いことをやっているから

いいのだと言うかもしれませんが、でも、例えばクラスルーム・ティーチングが 120 時間

なければいけないとか、そういった基準も認定機関にはあるわけです。そういった機関、

それからファイナンシャルタイムズなどのランキングはとにかくパワフルだということで

す。 

 

○また、ヘンリーではいろいろな形態で教育を提供しています。かなりティピカルなもの

もあります。例えばフルタイムのＭＢＡプログラム。フルタイムというのは、例えば１年

私たちのところに来る。ヨーロッパではほとんどのプログラムは１年のプログラムになっ

ています。しかし、まだ幾つかの学校では、非常に若い学生を受けているところもありま

す。そして、有名なところ、アシュ・ウ・セ（ＨＥＣ）とか、バルセロナのＩＥＳＥとか、

それからパリの２年間のプログラム、こういったところは２年間ですが、ほとんどのとこ

ろは１年間です。ほとんどの学生は仕事をしていますので、仕事から時間を割かないほう

がいい学生が集められるということで、１年間のわけです。 

 もう一つは、パートタイムとか夜間のプログラムです。これらはエグゼクティブ・プロ

グラムとも呼ばれています。なぜかというと、こういったところでは私たちが集められる
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学生は仕事をしながら来ているという前提だからです。まだ雇用されているということで

すので、雇用を保ちながらもマスターを取ろうという人たちで、両方しようという人の意

思を尊重しようということです。仕事をプレッシャー下で行おうとしている、しかし、同

時にマスターも取ろうとするのは、非常に大変なことです。ということで、このようなプ

ログラムを提供しています。 

 また、もう一つ増えているのは、モジュラー・プログラムというものです。モジュラー・

プログラムにおきましては、プログラムの内容を幾つかに分けまして、数か月ずつ一つ、

また次の数か月で一つというように取っていくもので、プログラムを積み木的に構成して

いこうというものです。また、遠隔教育もあります。 

 それから、7000 人の学生がヘンリーでＭＢＡプログラムを取っております。それはイン

ターネットのコンピューターや電話などを使って、ＭＢＡを取っています。これは遠隔教

育ではなく、ヘンリーでは混合教育（Blended）と呼んでいます。なぜかというと、実際に

一堂に会することもあります。どの国においてもチューターがいまして、そういったとこ

ろでほかの学生とも会って、ディスカッションなどをすることもあるからです。 

 ということで、フルタイムは通常１年、パートタイムの場合、また夜間の場合も通常２

年です。仕事をしながら、モジュール型、遠隔、またブレンド型というのは、学生さんが

修了するまでということですので、時には２年、３年、あるいは４年間学ばれるかたもい

ます。 

 

○それでは、ここで幾つか例を示したいと思いますが、私どもとして、プログラム５とい

うものがあります。今これは作成中です。私どものプログラムは遠隔教育、またブレンド

型教育といったものもありますので、ヘンリーのプログラムを受講している学生さんにと

って、プログラムは英国にあります。しかし住んでいるのは、例えば南アフリカ、あるい

は中米ということもありえるわけです。そして、学生さんはコンピューターを介して学習

するということになりますと、プログラムをアップデートするにあたって、定期的にしか

できないので、毎年毎年という形で改訂することができないわけです。やはり一貫性が必

要であり、あまり頻繁に変えてもらったら困るということで、今、第５番めのプログラム

５を取り上げています。 

 

○これは私が仕事をしているヘンリーです。できれば生活のために仕事をしたくない、も
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し金持ちだったならば、仕事をしたくない。しかし、仕事をしなくてはいけないというこ

とであるならば、テームズ川がこの前のほうに流れておりますので、なかなか職場として

はいい環境で、とてもきれいなところです。魅力的な場所です。 

 私どものプログラムは基本的には国際色のあるものです。世界じゅうに何千人という留

学生のかたがたが勉強しているわけです。いずれのＭＢＡのプログラムだろうと、いわば

学術的な形での厳しさと、つまりＭＢＡということで修士になるわけです。また、同時に

実務的なところで、仕事との関連性が必要です。自らそれを持ち帰り、そして会社を経営

したり、会社を起こしたりということになりますので、私どもが教えていること、また教

材が自分たちが実務家となる際に関連性があることを担保していかなくてはなりません。 

 コアのテーマが幾つかあります。新しい校長のもとに、あるいは学長のもとに、コアの

テーマがあります。コンピテンシーになるかどうかは分かりませんが、こういったことを

はぐくもうと思っています。一つは批判的に考えられるようにということで、多分どんな

大学でも、どんな大学院においても、これはねらっていると思います。 

 二つめがチョイス。例えばいいマネージャーと悪いマネージャーの違いは何か。それは

正しい選択、チョイスができるかということです。マネージャーの行うことは、チョイス、

選択することです。数多くのマネージャーがなかなか見たところよさそうだと。というの

は、ほぼ選択しないということがあります。マネージャーであって、すべての時間をもっ

と情報を欲しいということを要請し、そして、もう一つまとめてくれとか、あるいは別の

人たちと相談すると。そうすることによって、何か選ばなくても済むようにはできますが、

優秀なるマネージャーというのはチョイス、選ぶことのできる人です。そして、ほぼあり

とあらゆる状況においてチョイスをしなくてはいけない。しかし、データは不完全であり

ます。マネージャーとして、絶えずすべての情報を必要なものをそろえて選択するという

ことはできません。ほとんどの場合、選択する場合は不完全なデータに基づいています。

不完全なデータに基づいて選択することこそが、私どもが人に教えようとすることのかぎ

です。 

 また、新しい総長のもとにおいて、価値というものを極めて重視するようになっていま

す。例えば倫理に関してのコースを提供する、あるいは道徳心、道義といったことに対し

て教えることはいたしません。どうもそういったことを教えたからといって、うまくいく

わけではありません。エンロンの人たちも、きっとＭＢＡにおいて、倫理に関して授業を

取ったと思いますが、結局は役に立たなかった。では、何をしようとするのか。そういっ
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た価値観をプログラムのいろいろなところに入れておくわけです。選択する際に、その価

値は何か、なぜそういった選択をしたのか、何の価値に基づいて決めたのかということを

聞いていくわけです。例えば何か選んだと。10 人少なく雇うのがいいと思ったのはなぜか、

どういった価値観に基づいてやったのかといったことを、聞くと同時に議論してもらうわ

けです。 

 また、パフォーマンス、アウトプット、成果物に対しても重視する。これは一般的な原

則です。 

 

○次にどういったものをカバーするのかということです。ちょっと一息ついて、私どもの

優秀な通訳者に読んでもらいたい。そこにおいて、何一つ珍しいものはないと思います。

一つはビジネス環境。企業の統治。組織の名声。人によっては、いろいろな形で、いろい

ろな名称で、このことを指していますが、私どもは組織としての名声。ビジネスの政策と

戦略。研究の方法論というのも、学生は仕事をし、また学術的に勉強するというならば、

リサーチをどのようにするかということを知っていなくてはいけません。また、組織とし

ての行動、ＯＢです。また、人的資源の管理、ＨＲＭです。特に、ＯＢ、ＨＲＭといった

ものを環境が変化する中で捉えるわけです。ＩＴに関しても教えますし、また、一連のそ

れほど時間を割きませんが、イノベーション、創造性、知識の管理、持続可能性といった

ものがあります。こういったものもその他のプログラムの中に織り込んでいくわけです。 

 これをごらんになっていただいても、何か珍しいとか、違うということはないと思いま

す。皆様がたとしても、ほぼどの大学でも、ヨーロッパにおいては同じような科目が取り

上げられています。科目によって、一つのＭＢＡと別のＭＢＡが差別化できるとは思って

おりません。 

 

○また、いろいろなＭＢＡプログラムのように幾つか選択科目があります。短期間のプロ

グラムですと、学生さんとしては望むならば、取ってもいい。取らなくてはいけないとい

うことではなく、あくまでも選択であり、ＭＢＡの資格を取るにあたって、全部取る必要

はない。せいぜい一つか二つか、あるいは三つか四つかということで、いちばん関心のあ

る選択科目を取るわけです。Problem solving（問題解決）、起業家精神、関係のマーケテ

ィング、持続的な長期の関係、イノベーションの管理、ブランド、企業の統治、国際ビジ

ネス環境、知識管理、競争の情報、そして、ＰＭ（プロジェクト・マネジメント）。また、
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それ以外、もし学生さんが集まって、また教えたいという先生が出てきたら、そういった

ものも提供しております。 

 

○その三つの大きなカテゴリーということで、成果物のほうからくくっているわけです。

何をするのかといいますと、その三つをちょっと詳細にもう少し取り上げていきたいと思

います。 

まず知識と理解。極めて基本的な普通のものです。やはり何か知っていなくてはいけな

いということがあります。知るだけではなく、もっと大事なのは理解することです。一連

の科目が提供され、特に選択科目において、学生さんとして、その種の情報を知っていな

くてはいけないというものを教えるわけです。そして、それが私どものプログラムのキー

だと思っておりますし、ほかのプログラムにおいても、そうだと思います。ほかのＭＢＡ

ということを言っているわけではなく、どのような大学のプログラムであっても、知識と、

そして願わくは一定程度の理解をはぐくんでもらえることを期待するわけです。 

 併せて、知識と理解だけにとどまることなく、幾つか認識および知的なスキルを取得し

てもらいたいということです。それは、人として考え方をつかみとり、学ぶということを

奨励していくわけです。この種の、つまり知識と理解というのは、どちらかというと、典

型的な形で教えるわけです。例えば教室で講義を行ったり、あるいは読まなくてはいけな

い本の宿題を渡したり、あるいはプロジェクトをやってもらったり等々です。また、ケー

ススタディを取り上げることもあります。通常のアメリカのＭＢＡのシステムですが、す

べてそういったことをやっていくわけです。 

 しかし、認識と知的スキルということになりますと、今度は違うことをねらうわけです。

人にどのように自分が考えるかを考えてもらうということで、例えば心理測定的なテスト

をすることによって、それによって、どのような形で自分が考えて学ぶのか、どういった

価値観を持っているのかを分かってもらうということで、授業で随分ディスカッションも

いたします。ヘンリーにおいて行うこととして、例えば学生さんに自分の意見、自分の経

験を披露してくれといって、お互いに学んでもらう。いろいろなやり方があります。例え

ば遠足みたいな形で別のところに行って視察するということもあります。そして、違った

やり方、またグループとして、どのように動くのかということも学んでもらうということ

で、一連の異なったやり方で教えているのです。 

 また、同時に行動スキルといったものもかなり重視しています。人によっては、こうい
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ったものは資格を与えるプログラムの一部であるべきでないというかたがたもいらっしゃ

いますが、しかし、産業において、金融界において、管理者となるのであったならば、や

はり行動科学に基づいたスキル、例えばプロジェクトだろうと、一緒にグループでやると

いうことで、行動的なスキルを取得していただく必要があります。そして、ただ単にこう

いったスキルを取得してもらうということではなく、それを三つの異なったばらばらのも

のとしてではなく、一本化できるように学んでもらうわけです。 

 私どもとしては、プログラムを修了した暁には、全く前と違った考え方、また考え方、

学び方のアプローチを変えられたということで卒業してもらいたいと思っております。そ

こにおいては、例えば価値とか選択とかいったことを教えると同時に、リーダーシップの

資質は何かとか、リーダーのさまざまな側面を教えたり、その中で、感情的な知的なもの、

特に感情をどのように管理するのか、自分の感情を管理するだけではなく、自分が一緒に

働く人たちの感情をどういった形でコントロールできるかということを学んでもらうわけ

です。 

 こういうことをやっているということですが、ほとんどのことは普通の当たり前のこと

だと思います。通常どこでもやられることで、そんな時間を費やすものではありません。

今までのところは皆様よく理解されているということで、何か違うとか、分かりにくいと

いった話ではないと思います。また、枠組みとしてどんな要因があるか、影響を見ると同

時に、何がいいマネージャー、悪いマネージャーなのかということで、役割を見ると同時

に、市場と顧客、またコンセプト、プロセス、そして、制度についても学んでもらい、ま

た、企業であろうと、あるいはその他の組織だろうと、それのファイナンスのやり方を学

んでもらうわけです。政府のほうから来ている人もいますし、また慈善団体で働いている

人たちもいます。また、政府間の組織で働いている人たちもいますので、その脈絡に合う

ような形で教え込むことが必要です。以上が知識と理解、少なくとも網羅的ではなく、そ

の一部です。 

 

○では、具体的に何をやるかということを、今見ていただいております。これもいずれも

皆様にとって当たり前のことだと思いますので、さっと取り上げたいと思います。まず、

人の管理と育成です。そして、研究の利用、研究方法、技法の利用と制限です。ただ単に

こういったものを修士プログラムにおいて使えるようになってほしいということだけでは

なく、併せてマネージャーを育てたいわけです。マネージャーとして、もらったデータを
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理解できる。そして、そのうち何が大事なのか、きちんと根拠があって、どれが有益なの

か、あるいはまた、どれが疑心暗鬼であるべきであるがゆえに、もっと気をつけるべきデ

ータは何かというように分かってもらいたいわけです。情報システム、またコミュニケー

ションとＩＴに関しても教えます。もちろん私どもとしては、適切なるビジネス政策と戦

略の作成に関しても教えます。それに関しては結構満足しています。戦略という言葉はよ

く使います。そうでない限り、きちんとしたいいビジネススクールだと思ってもらえない

ので、私どもとして、いろいろなところで戦略という言葉を使いますが、そのとらえ方は

違いましょう。 

 また、企業の統治に関しても随分教えます。また、価値の創出。また、組織の名声を管

理するということです。ＣＳＲ、企業の社会的責任という言い方もあります。企業の社会

的責任というのは、あたかも地域社会において善を行うというように聞こえてしまいます

が、私どものビジネスの大半は結局は営利目的です。だからこそ、組織としての名声とい

う言い方をしております。そのほうがやはり営利の人たちにとっては、説得力のある言葉

ですが、とどのつまり、ＣＳＲと一緒です。 

 また、利害関係者との関係。ヨーロッパのビジネススクールということで、利害関係者

との関係、例えば株主ということですが、ヨーロッパの場合ですと、私どもの法体系の場

合、米国とは違います。米国の場合ですと、法のもとで株主がまず経営陣の責任を問うこ

とができるわけです。そして、もし経営陣が株主の利益にこたえないということであった

ならば、提訴されることもありえるわけです。だからこそ、米国では株主こそが管理者に

とっていちばん大事です。しかし、ヨーロッパの法体系は異なっておりますので、そこで

利害関係者という言葉、例えばその中には、社員、そして地域社会ということで、株主と

いったアメリカみたいな言葉を使わないわけです。もちろん株主も入っております。そこ

において、ビジネスとしては株主に対して責任があって、そこでは相互の関係があります。

ヨーロッパの諸国においては、それが法のもとにおいて施行されるということがあります

ので、株主ではなくて、利害関係者との関係。 

 イノベーション、創造性、知識管理、そしてグローバル化と続くわけです。ここにおい

ても、それほどほかのＭＢＡでないものはほとんどないのではないかと思います。 

 

○次に認識および知的なスキルというところに移りますが、ここにおいては、例えば批判

的な思考、創造性、つまり、ただうのみにするのではなく、新しい物事の見方ができるよ
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うに、例えば先ほどボールをバウンスしているときに、ちゃんとゴリラが歩いたのに気づ

くようにならなくてはなりません。また、分析、解析、合成、つまり異なった視点をまと

めるということです。ただ単に人を管理するということを教えたとしても、また、金融に

関しても教えても、そういった両者を統合化できなくてはならないわけです。それによっ

て、人も、そしてそれを財政的に健全な形で管理し、またファイナンスに関しても、人の

ことを考えて管理できなくてはしょうがないということですので、いろいろなことを合成

することを試みると同時に、彼らが評価できる能力を奨励し、学んだことが実践できるよ

うに奨励していくのです。 

 また問題解決と意志決定。特にすでに申したとおりですが、それはすべての情報がない

環境において行うと。理想的に理念的に、あればすべて情報が欲しい、そして、そこで物

事を決めていきたいのが常です。先ほどのネットに引っ掛かったくじらのように、時間も

ないので、短時間において決めなくてはいけない。正しいか間違っているか。しかし、そ

のとき正しい決断をするだろうということ、また情報の管理、そして知識の管理というこ

とです。もちろんそこでは隠れた暗示的な知識であると同時に、インターネットとか、あ

るいは公表されているもの以外にもということになっていくのです。 

 

○そして、３番めの分野としては行動に関するスキルですが、これまたそんな珍しいもの

ではないのではないかと思っております。ヨーロッパのほかのＭＢＡでもほとんど教えて

いることで、協力的な、特にグループワークと、私ども随分グループワークをさせます。

また、自己認識、評価、そして双方向のコミュニケーション、問題解決、統計、ビジネス・

リサーチのスキル、そして個人としての効果を発揮する。つまり自分の言いたいことをど

うやって伝達するのか。例えば管理職であったならば、ほかの人にやってもらうというこ

とで、全部自分でやってもしょうがないわけです。となると、人にやってもらうのをうま

くするのはどのようにしたらいいのか。学習、倫理と価値管理、リーダーシップ、パフォ

ーマンス管理、自治、つまり自らを律することができること。特に自分が会社を経営する

場合はそうです。また、技術的な専門知識を過小評価することもできませんし、コミュニ

ケーションとＩＴというのも含まれます。 

 

○こういったものを教えるということですが、私どもが評価するにあたって、ちょっとこ

れは普通と違うかもしれません。その中において、かなり宿題を通じてです。学生に対し
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て、しばしばグループに対して、ある課題を与えるわけです。そして、いろいろな人たち

を集めてグループを作って、いろいろな宿題を与えるわけです。その中で、個人としての

成績もつけますが、併せて、宿題をグループとしてやってもらうということを重視してお

ります。なぜかといいますと、管理職がやることは結局プロジェクトを完了させるという

ことですので、プロジェクトを与えて、そして、そういった形で教えていったならば、そ

れを実践できると。習ったものを絵にかいたもちではなく、実践できるようにしていくと

いうことです。 

 また、試験もあります。３時間で、解答用紙に書き込むということで、これは普通の学

校とか大学の学部学生と一緒ですが、しかしそれは全体の評価の 25％にすぎないわけです。

残りはマネジメント・チャレンジと読んでいるものです。それは何かといいますと、学生

に対して、実際に、実社会のケースを取り上げてもらう。それは元の就職先の例だろうと、

あるいはこういったところで働きたかった、あるいはまた、なければ、私どもがそういっ

たものを与えるわけです。そして、そこで無償のコンサルタントとしてやってもらって、

それに関してレポートを書いてもらうということです。その中には、使用者に対するアク

セスを有すると同時に、その社長などとの関係を続けるということも含まれるわけです。

その比率をここで内訳として見ていただいております。 

 また、力点の置き方は、ヨーロッパの大学院によって随分違うと思います。例えばフラ

ンスやドイツの、いわば有名校以外ですと、かなり通常の試験という形で評価するところ

も多いわけです。そして、宿題とかそういった形でやらないというところもあります。 

 ということで、かなりヨーロッパのＭＢＡで、この分野では違いはあります。ヘンリー

ではこういったやり方をしているということです。 

 

○もう少し広げてみましょう。幾つか面白い動きがヨーロッパ全体において見られるとい

うことで、もちろん似通ったパターンもあります。先ほど申しました三つのプログラム、

若い人向け、そして、中途、26 ぐらいの人たち向け、また私どもの学生、ヘンリーの場合

ですと、36 歳ぐらいということで、いろいろなパターン、三つぐらいパターンがあると思

います。しかし、最近までプログラムとしては、各国によって文化も違うがゆえに違って

いました。 

 しかし、今はボローニャ協定というものが生まれたのです。欧州連合の教育担当大臣が、

美しいイタリアの町ボローニャで協定を締結したわけです。そこで何をしようとするのか
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といいますと、大学の教育に関して、ヨーロッパ全体において、同じようなパターンで提

供するということです。幸いにも私ども英国において採用するパターンが英国のパターン

だったので、うちは何をしなくもいいということで、我々にとっては大変結構な話です。 

 一般的に同じパターン、つまり学部が３年、そして、典型的には２年間の修士、３年の

ＰｈＤということで、次々に。もちろんずっと続けなくてもいいのですが、国によっては

これは大きな問題です。例えばドイツで働いている私の友達の場合ですと、博士号の場合、

前は５～６年かかっていたわけです。そして、そのあとに「ハビリタシオン（Habilitation）」

というのがあって、それがまたさらに２年かかる。それによって初めて資格を有するとい

うことで、博士号は少なくとも７年要する、あるいはもっとかかるということです。とな

ると、ドイツにおいてプログラムを変えるのは大変です。そして、以前、異なった形の修

士号のプログラムがあった場合、ＭＢＡを含めて、もっと標準的なパターンにすり合わせ

ていかなくてはならないのです。 

 ヨーロッパにおいて何があるかといいますと、いわば三つのパターンがあるといえるで

しょう。北部においては、多分、例えば北欧諸国やオランダ、英国、アイルランドなどに

おいては、そこでのフォーカスがＢとＣ、認識に基づく学習と行動に関するスキルを重視

するわけです。本を通じて学ぶ、あるいはテーマに関して学ぶという知識に関しては、教

科書を読んで、あるいはまた図書館で勉強することによって取得できると想定し、プログ

ラムを実施する際には、行動スキルとか、あるいはまた、認識できるような認知のところ

を重視するわけです。 

 ほかの諸国、例えばポルトガル、イタリア、スペインなどは、今なおちょっと奇妙な状

況でありまして、そこでは極めてヨーロッパ的な伝統的な形での教授方法、多くの学生さ

んが教室に来て、そして教授が来て、本を開けて、「学生諸君、おはようございます」と言

って、そして学生さんが先生の言われたことを逐一ノートに書きますので、Good morning

から書くというような形であります。一方的に講義して、そして講義修了ということです。

しかし、ＭＢＡのプログラムにおいて、スペイン、イタリア、ギリシャなどにおいても、

典型的には、ちょっと不思議なのですが、どうもアメリカの教科書を使うということがあ

ります。不思議ですね。というのも、そういった教科書を通じて教える、例えば企業の統

治に関して教えたり、あるいは雇用法、労働組合、労働組合の管理、いろいろなことを教

えるのですが、これらの諸国と米国とは全然違っていますし、また同時に学生が卒業後に

おいて遭遇する状況には全くふさわしくないわけです。しかし、米国という国を、これら
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の国が、これこそＭＢＡのやり方だという形で位置づけ、アメリカのＭＢＡの教科書を使

うということです。 

 そういった意味での地域のパターンがありますが、その上に、より高いところで、ＭＢ

Ａ、ビジネススクールが分かれているということがいえると思います。ビジネススクール

の中でも国際的に競争し、特にアメリカのビジネススクールと競合し、自分たちを必ずし

も一国のビジネススクールとして位置づけていないわけです。だからこそ、学生さんはど

んな国でもかまわないと。優秀なＩＥＳＥ、ＩＮＳＥＡＤなど、ヨーロッパにおいて 12

ぐらいそういったところがありましょうか。そして、その地域のパターンに合うのではな

く、そういったビジネススクールは自らユニークな形での教授のしかたと同時に、お互い

に競争する。しかし、その際、必ずしも自分の国のほかのビジネススクールと競争すると

いうことではありません。 

 ということで、今なお興味深い質問が残るわけです。例えば、一般的な標準的なプログ

ラムというものを求めるべきだろうか。認証機関としてはそういったものを求めているわ

けです。そして、国際的に、例えば米国のウォートンなどと競争するということであった

ならば、同じプログラムを実施しなくてはいけないのだろうか、そして標準化されたもの

が必要なのか。標準化されたものが必要だということであったならば、アメリカ式のＭＢ

Ａがヨーロッパにとってふさわしいのか。我々はかなりそれに対しては疑念があります。

日本においては適切ですか。申し訳ありませんが、数回しか来ていないので日本にふさわ

しいかどうかは分かりませんが、日本の皆様がたは議論されることでしょう。米国式のパ

ターンがいいのか、あるいはそうではなく、日本は日本式のビジネススクールがあってし

かるべきなのか。また、こういった中において、何がうちがほかと違いをもたらすことが

できるか。 

 また、どんな言語で教えるべきかということもあります。トップスクールと称されるヨ

ーロッパのビジネススクールは、どこの国にあろうとも、ＭＢＡは英語で教えられており

ます。というのも、英語こそが国際ビジネスマンの言葉であって、ほとんどの教科書も英

語です。アメリカである必要はありません。英国のものでもかまわない、あるいは、英語

圏ならかまわないということですが、そういった形で国際ビジネスマンになると。 

 また、ヨーロッパの中では、素晴らしいビジネススクールで、今なおドイツ語やイタリ

ア語、スペイン語、フランス語などで教えているところもあります。そして、とても優秀

なビジネススクールもありますので、それも選択しなくてはいけない。両方でやるという

 35
73



ところも結構多いです。つまり自国語プラス一部英語と。そうするとことによって、教科

書もいろいろなものを使えるように、また、英語を通じて得られる知識も獲得してほしい

が、併せて、自分の独自の国のカラーを残しておきたい。 

 また、マーケットにおいてどんな動きがあるのか。次の短時間において、それほど長く

ないと思います。せいぜい５年でしょうか。次の５年にわたって、いわば空洞化というも

のがＭＢＡマーケットに関して発生し、中心がなくなってしまうのではないかと。つまり

プログラムにおいて、極めてトップのレベルにおいて、最も優秀なビジネススクールが最

も優秀な学生の獲得戦争があって、そして、安いところでのプログラムのほうも品ぞろえ

が豊富だということで、そこではなるべく多くの学生を集めていくというものもあります。

そういったプログラムは面白いことに、ヨーロッパにおいては、ますますアジアの学生さ

んが参加しています。必ずしも日本ではないのですが、中国やインドといったところの留

学生が多いのです。なぜかといいますと、そういったビジネススクールは、必ずしも自国

において素晴らしいＭＢＡの大学院があるわけでもないし、コースがあるわけではない。

しかし、こういった人たちは国際的な企業において仕事をしたい、国際的な環境で勉強し

たいということです。アメリカのビザの政策が厳しくなって、なかなか学生さんも参入し

にくいということなので、おかげさまでそういった学生さんがたくさんヨーロッパに来る

ようになっているわけです。 

 トップのほうはうちでやっているのと同じようなことをやって、その他の大学はもっと

安い授業料で、もっと若い人たち、より多くの人たちに提供しているわけです。私のカレ

ッジにおいても、私の言っていることは、そうではないということで反論する人もいます

ので、あくまでもそれは私の考えにすぎません。願わくは、こういった例とか、質問とか、

情報といったものが少しでもご参考になれば幸いです。ほかに何らかの形で私が役立てる

ことがあれば、ぜひともやらせていただきたいと思っております。ありがとうございます

（拍手）。 

 

（ベンソン） ブリュースター先生ありがとうございました。これで３時となりましたの

で、コーヒーブレークとします。15 分間です。そして、最後に質疑応答の時間があります

ので、この休憩の時間はゆっくりしていただきまして、３時 15 分に再開したいと思います。

ごゆっくりお休みください。ありがとうございました。 
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＊＊＊休憩＊＊＊ 

 

（ベンソン） 始めたいと思いますので、皆様がた、着席いただけますか。 

 長いセッションですが、もう一人スピーカーがおられます。そのあとで質疑応答の時間

を持ちたいと思います。 

 なるべくたくさんの質問をしていただきたいと思います。必ずしも答えは出てこないか

もしれませんが、いろいろと質問をしていただく、懸念を出していただく、あるいは、課

題と感じられるものを言っていただくということは、我々のプログラムのためになります。 

 それでは、ベキンズさん、３番目のスピーカーのかたにＭＢＡのコンピテンシーズにつ

いて発表していただきたいと思います。 

 

Success Competencies in Global Companies 

マイケル・ベキンズ氏（ベキンズ・コンサルティング・グループ） 

 

（ベキンズ） どうもご紹介ありがとうございました。今日ここに来られましたことを、

大変うれしく思っております。日本にはしばしば帰ってきます。何年か前 90 年代の初期で

すが、数年、日本に暮らしていたこともあります。そのあとでシンガポールに行き、その

あとも１か月に１度くらいは日本に戻り、それ以降も少なくとも数百回は日本に戻ってき

ているのではないかと思います。第二の故郷です。（以下スライド使用） 

 

○このコンピテンシーについて見てみたいと思います。学術的な観点からこれを考えると

いうわけではございません。私は学会の人間ではございませんので、カリキュラムあるい

は、何を教える、どのように教えるということについて、お話する立場にはないと思いま

す。しかしながら、このグループのかたがたにとってコンピテンシーということを、ＣＥ

Ｏとしてどのように考えるのか。あるいは、トップマネジメントとしては、組織の中でこ

れをどのように捉えているのか、コンピテンシー、能力、あるいは成功ということをどの

ように捉えているのかということについて、私から少しお話をしてみたいと思います。 

 まず、最初に皆様がたに伺いたいのは、このような能力コンピテンシーというのは、組

織の中で本当に真剣に捉えられているのか、学術的な観点から話せば簡単ですが、そうで

ないところでは、どうなのでしょうか。今、世界はあまりにも目覚しく変わっていて、し
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かも、非常に大きな傾向、変化が経済、ビジネスのしかた、技術の分野で起こっています。

そのために、こういった勢力がどんどん動いていることによって、トップの人たちは自分

たちの仕事、あるいは行動等を今までと 10 年前とは全然違う形で行っていかなければなり

ません。ですから、ここでコンピテンシーとは、そういった中において、どのようなこと

を意味するのか、どのように捉えられているのかということをお話しすれば、少し意味が

あるのではないかと思っております。 

 ＭＢＡについても同じことが言えます。ＭＢＡから何を学んだのかということですが、

私の経験から申し上げますと、ＭＢＡはお金をもうけるためのトップ、役員を作り上げる

のであったならば、そして、それがすべてであったならば、エンロンを作るような環境文

化を作るにすぎません。成功のための質ということに対して、今まで例えば私はビジネス

スクールで学んだようなこととは、ちょっと違ったそれ以上のものが、今は求められてい

るのではないかと思います。それで、私のほうからコンピテンシーということを考えるに

あたって、２つのことに目を向けてみたいと思います。 

 本日、今日のコンピテンシー、例えば行動、スキル、あるいはこういったトップの人た

ちが持っている特質ですとか、そういったものは、技術それから経済の、あるいはビジネ

スのやり方が変わってきた中において、求められてくるコンピテンシー、あるいは成功の

ための能力というのも変わってきたということであります。それについてまずお話をいた

します。それから、今日ＣＥＯとしてはどのうようなことが関心時なのか、何について考

えているのか、彼らの戦略は何なのか、組織の中でどういった人たちが上に上がっていく

のか、また、企業に対する世界の変化がどのような影響を及ぼすか、また、その中で必要

な能力というのは一体何なのか、また、ＣＥＯの世界、ＣＥＯの頭の中、考え方に影響を

及ぼすような力、動きというのは、一体何なのか、ということについて見てみたいと思い

ます。また、伝統的な能力と新しいキャリア、あるいは現在の能力というものを比較して

みたいと思います。こういった変化が起こったがゆえに出てきた、こういった新しいもの

と昔の伝統的なものと比較してみようと思っています。 

 ２番目に申し上げたい私のポイントですが、現在、例えば環境の中において、幾つかの

成功を導いてくれるような能力というのがありますけれども、組織の中で必要とされるよ

うな能力というのは、状況あるいはその立場、どのようなレベルにいるのかキャリアのう

ちのどの段階に今の時点でいるのかということによっても変わってまいります。自分のキ

ャリアのいろいろな段階で必要とされている能力も変わります。 
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○私はウォールストリートジャーナルの記事を 12 月に読んでおりましたときに、この記事

は小さすぎてお読みいただけないかと思いますが、そこのヘッドラインのところを見てみ

ますと、２つ並んでそこに出ております。右と左に２つあるのですが、右のものはＧＭの

株価が 23 年間で一番低くなっている、ではなくて、シェアが低くなっているということで

しょうか。そして、その左にはトヨタの非常に強気の、新しい工場を開く計画ですとか、

新しい市場へどのように適用しているかといったようなことが書いてある記事がありまし

た。ちょうどそのお隣に並んでＧＭとトヨタのことが出ておりました。同じ業界の２つの

大手がこういうふうに並んで出ていたわけです。ビジネススクールの教授であれば、一体

どうしてそうなんでしょうか、どうしてこんな記事が出るのでしょうかというふうに聞か

れるかもしれません。私もこれを読んで、あなたなら一体どちらの会社で働きたいか、も

し、そうならばなぜなのですか、ということを聞きます。日本の場合、多分皆様同じ答え

をしてくださると思います。どちらで働くことを好みますかと言ったならば、日本の場合

は答えは１つなのではないかと思います。ミシガン州に行ったならば、もしかしたら違う

答えが出てくるかもしれません。あるいは、中国の上海で上海のトップの人に聞いたなら

ば、全然答えは返ってこないかもしれません。ですから、何かの変化、あるいはこれから

10 年間これから起こるかもしれない変革の力をみたら、それは、非常に劇的なものとなる

でしょう。それが、上向きなのか下方なのかは分かりませんが、いずれにしても、ＧＭで

起こってくるこれから 10 年の変化というのは非常に大きなものでしょう。ですからこうい

った２つの組織がどのように捉えられているのかを見るのは大変に興味深いことではない

でしょうか。 

 

○また、このプレゼンテーションを考えるにあたって、世界はどのように変わったのか、

10 年間にどのように変わってきたのかを見てみました。これは非常に単純なフォーチュン

500 の企業のリストです。2005 年とその 10 年前の 1995 年とのリストを比較しています。

同じ企業がまだこのトップにいるのかどうかを見てみました。このトップ８社の内のどれ

だけが同じかを見てみました。100 社を見たのであれば、似たような比率がやはりそこで

も得られるのではないかと思います。1995 年に中国の会社が３社ありました。2005 年にな

りますと、中国の会社は 16 社、フォーチュン 500 には載っておりました。そして日本の会

社が 95 年には 149 社、2005 年には 82 社となっております。ここでコンピテンシーという
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のがどれくらい意味を持っていたかどうかは分かりませんが、ここで働いている劇的な力、

それは例えば経済の規制緩和、あるいは技術、そういったものでしょうか。そういった中

で企業は自分たちの組織を変えて、その中で仕事をしていくわけですが、それによってこ

のリストの中でとどまれるか否かということが決まってくるのでありましょう。 

 

○そこで私は、このようなＣＥＯが今日考えております最も大切な懸念事項はどのような

ものであるか、その順序はそれぞれ違うかもしれませんが、まず第一は、内部成長を何ら

かの形で見つけていく。また、適切な組織のモデル、あるいは経済のモデルを見つけ、そ

してそれを新しい環境の中ではめていく。見つけ、そして開発し、適切な人材に対しての

モチベーションを行うということです。フォーチュン 500 のＣＥＯの場合ですと、例えば、

300 億の売り上げがある、そういった中におきまして毎年 20 億の新しい収入を得ることに

よって６％の成長を得ることになるのです。これが最低、ウォールストリートが期待して

いることです。ですから、毎年 300 億ドルの売り上げの会社としては、20 億の新しい会社

を１つづつ作り上げていくということに等しいわけです。例えば、大きな会社ですと、こ

ういった伸びというのは大体社内、内部から出てこなければならないわけです。もちろん、

外部で企業を買収することもできますが、やはり内部成長を何らかの形で図っていかなけ

ればならない、革新を図り、そして新しい環境に対応できるような変化を社内で行ってい

くということが、ビジネスの主たる成功の駆動力となっていくわけですし、経営の主たる

駆動力になっていくわけです。 

 そして適切な経済のモデルを見つけるということは非常に重要です。例えば、ＩＢＭの

例ですが、10 年前はサービスをただで与えておりました。製品を売るとそれに対してサー

ビス、例えばインテグレーションのサービス等が提供されておりました。今日では、500

億のサービスを売ることによって収益を上げております。これは 10 年前それを無料であげ

ていた時期と比べて全然違うわけです。またＩＢＭの 40％の従業員はオフィスには行きま

せん。ホテリングを行っています。すなわち、自分のデスクを持たずにいろんなところを

動き回りながら会社でも仕事をする、モバイル社員となっております。新しい技術、ビジ

ネスのやり方というのがあるので、それが可能になっているのです。 

 またそういった状況があるために、その境界を超えて、マーケットを超えてＣＥＯが自

分たちの仕事、あるいは決定をするやり方というのをどんどん変えていかなければなりま

せんでした。トップの人たちがどのように自分たちのビジネスをマネージしていくかとい
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う面でのソフトな側面がどんどん変わってきました。ＣＥＯの場合、適切な人たち、適切

な人材を見つけ、開発し、そして動機付けをするということが非常に重要です。この正し

い、適切な人材、タレントを見つけなければなりません。今日いちばん適正な人たちを見

つけていかなければなりません。自分たちの持てる時間の 30％をこの人材ということに使

わなければなりません。ＨＲのトップの人は、ほとんどではないまでも、多くの組織の中

で、この変化を起こしていく人たちでありますし、ＣＥＯは自分たちのことをＨＲのトッ

プであるというふうに、多くの場合考えております。 

 日本の会社がどうなのか、私は必ずしもよく知りませんが、これは私が少なくともアメ

リカの会社で、そして多くの多国籍企業の中において、見てきたことであります。ウォー

ルストリートの期待もそうでありますし、こういった、変化の力、動きというのがそこに

見られると考えられます。 

 

○ちょっと、ここで一瞬休んで、成功に導いてくれる要因とはグローバルな枠組みの中で

何であるかということについて考えてみたいと思います。 

 個人としての成功というのは、価値を作り出すことによって得られ、伸びるということ

です。10 年ほど前ですが、自分たちの責任、自分たちの価値ということについて、人々は

自分の経営下に何人の人を抱えているのか、あるいは自分の役職は何であるか、自分の売

り上げの規模はどれくらいなのかということで、評価しておりましたが、もはやそういっ

たことを言う人はありません。トップの人たちというのは、組織の中で異なった形で価値

を作り出すようになってきております。この価値ということについて、一体どういった思

考のもとに変わって来たのかということを私は時々考えます。付加価値を考えているので

しょうか、自分たちの役職あるいは企業の中における自分の地位に基づいて考えているの

か、一体どうなっているのかしばしば考えます。 

 ２番目の点ですが、ビジネスの成功というのは、ただ単にそれを実行するだけにとどま

りません。流れにうまく乗っていく会社が成功します。いろいろな流れというのが、今日

の世界にはあります。最も成長率の早い企業、これはマッケンジーの調査から出てきたも

のでありますが、最も成長率の高い企業の 80％までが、94 年から 2003 年までの間に４つ

の分野から出てまいりました。ハイテク、医療、金融サービス、それから小売卸でした。

こういった分野において最も大きな変化が起こりましたし、世界的に見てもこの４つの業

種でそういった変化が見られました。ですからこういった中で成功してきた会社というの
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は、このような機会の流れをうまく捉えて、自分たちの組織を成長させてきたといえます。

個人また組織としての能力、コンピテンシーは、長期の世界の変化の方向と整合性がとれ

ていなければなりません。これについてこれから幾つかのスライドでもう少し詳しくお話

をいたします。そういった意味でＣＥＯとしては、一体どのようなことを考えているのか、

自分たちの組織に対して影響を及ぼす、世界の変化についてどのように考えているのか、

先に進んでいく上での能力あるいは自分たちの能力をあるいは組織の戦略を、あるいは自

分たちが作ろうとしている文化をどのように世界的な変化と整合性を取れるようにしてい

こうとしているのか。私が前の会社でアセスメントのためのツールを使っておりましたと

きは、トップマネジメントは自分のもとにいる人たちの質を評価し、それによってそこに

ある人材が将来のために適切な人材であるどうかを評価しようとしました。そのためのツ

ールは 360 度のツールで、その直属の上司によってあるいは同僚によって、どのように評

価されているのかということも見ましたし、また、一連の成功要因と照らし合わせてその

人それぞれの機能、ファンクションとの関係で評価をいたしました。例えば、１万人くら

いの人を捉えて、その中で成功している役員、トップはだれなのか、その業界の中で成功

している人はだれなのか、そして、また、具体的な会社のあるエグゼクティブと比較をし

てみる。その業種であろうと、そのファンクションであろうと、似たような人たちと比較

をして、そのように評価をできるか。それからまた、心理測定のようなものも行い、意思

決定のための資質、あるいは思考パターンがどうなっているのか、そういったことから、

その個人が組織の中でどれくらい成功しうるかといったような、中の形のかぎといったよ

うなものが提供されるのです。 

 私が、やった別のところでも似たようなことをやっておりますが、これは世界の中でも、

トップというか、second tier のＦＭＣＧ、ちょっと下のレベルの会社でした。そういっ

た意味で、５または 10 くらいのベストマネジメントのもとでの会社と自分の会社を比較し

てみた、その結果として自分たちの会社の中で必要とされている能力がどういったもので

あるかということを見いだすことができたといった例もありました。 

 もう一つのポイントは、変化に対して、あるいは個人として、エグゼクティブとしてど

のように対応していくのか、どのように適応していくのか、どのように個人として、エグ

ゼクティブとして成長していくのかということです。それによって昇進が起こってくるの

ですが、個人が適応し、変化をしていくというのも必要です。その個人がだんだんと上に

上がっていくにあたって、自分を変えていかなければならないし、求められているものも
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違います。まず最初のレベルのマネージャーが成功をするために必要な資質と、もっとず

っと上のトップになったときに必要とされるような能力とは全然逆と言えるくらい違うも

のです。それについてはまたあとでお話をいたします。これが４番めのブレット・ポイン

トです。 

 マネージャーがミドルマネージャーの中でも上のほうの役員になると、多くの人はそこ

から抜けなければなりません。なぜかというと、適合する能力がないから、それ以上成長

できないからです。つまり、新しいクオリティーをマスターすることができないというこ

とで、成功するために必要なものがないということで出されてしまうのです。 

 それでは、あまりにも時間をこの世界的なトレンドについてお話をするのに使いたくは

ないのですが、このＣＥＯの観点をこれを言わずして説明することは出来ませんので、こ

れと能力というものの関連づけをするにあたって、エグゼクティブとしてはどのようなも

のが必要とされて、どのようなものに基づいて行動をとっていくのかということについて

お話をしたいと思います。 

 

○このブレット・ポイントを幾つかごらんいただきたいと思いますが、まず最初の点です

が、非常に巨大な市場の再編成が、現在起こっております。これは人口増大的な変化によ

っても起こっております。これはすべての文献に書いてあることですし、あるいは経済の

自由化のために、あるいは技術の進歩によってそういった変化が起こっております。これ

から 20 年の間に日本を除いたアジアは、ＧＤＰ、あるいはＧＮＰの規模としてヨーロッパ

とほとんど同じくらいになるでしょう。両方ともがこれからも成長していくのですが、ア

ジアの成長が目覚ましいためにヨーロッパのそれに追いつくわけです。 

 3300 万人の若い大学のプロフェッショナルが雇用市場へと新興市場から入ってきます。

これは先進国の倍の数字です。それをどのように企業がマネージしどのようにその利点を

生かしていくことができるか、このような新興市場の人材をどのように活用できるかとい

うことについては、まだ、それほど多くの企業が取り上げている課題ではありませんが、

これは非常に膨大なものですし、これは非常に大きなチャレンジとも言えるのです。その

ような数字があるということによって、非常に多くの人材が流入してくる、そんな中にお

いてもすべての層で、まだ十分なこれから進んでいこうとしている会社にとっての人材は、

不足している状況があるわけです。数があるにもかかわらず、正しい適切な能力がある人

たちというのは、そこに常にいるわけではありません。特に中国等におきましては、この
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ような問題が現在感じられております。ですから、非常に膨大な需給関係のミスマッチと

いうのが起こっています。こういった新しいプロフェッショナルが流入してきているにも

かかわらず、そして人材が入って来ているにもかかわらず、かなりの時間がかかって初め

て、需給がバランスのとれたものになっていくでしょう。 

 技術ですけれども、新婚の 12％の人たちまでが、オンラインでお互いと会ったというこ

とです。日本においてもかなり高いのでしょうか、オンラインのデーティング・サービス

と言いますか、お見合いですとか、そういったところですが。また、今日では、世界で 10

億のグーグルのサーチが毎日起こっております。また 20 億の人たちが、携帯電話を使って

おります。ですから、技術の接続性というのが、人を変えています。組織の中で人々がど

のように相互作用するのか、あるいは情報の流れをどのように企業がレベレッジできるか

といったことも 10 年前とは全然違って、今日では非常に多くのものが可能になってきてお

ります。水平の情報の流れ、あるいはマネジメントというのが非常に重要になってきてお

ります。知識を広める、普及する、ということも組織の中で今まで以上に重要になってき

ておりますが、伝統的には組織が今までのような形で組織されているがゆえに、今必要と

されている、水平方向の情報の流れを促していくということが、今のところは非常に困難

になってきております。 

 そして最後の点ですが、これも当然のことですが、天然資本に対する需要というのが、

新しい逼迫要因になっていくでしょう。それが今の現実であります。 

 

○あともう幾つかありますが、新しい構造が現在生まれつつあります、新しい構造という

のは常にでてくるものですが。大きな世界規模の会社は、非常に大きなものでありますし、

もっともっと大きくなっていくでしょうし、何人かのグローバルなプレーヤーへともっと

もっと統合していくでしょう。また、中くらいの会社が少しずつなくなっていき、そして

その下のところにあるたくさんの会社が出てくるでしょう。技術を使うという能力がある

がゆえに、２～３人の会社であろうとも、自分の会社がまるで巨大な会社であるようなウ

ェブサイトを作ることすらできます。そして情報が普及し、非常に迅速なる対応が世界ど

こでも国境を越えてできるようになりますと、人々が何らかの形で企業家のルートをフォ

ローしたいと考えるようになります。そうしますと、企業としては人々を採用したい。し

かも優秀な人材を採用したいとするときに、非常にそれが困難になってくるわけです。伝

統的な会社に勤めるのではなくて、その他にもいろいろな可能性が若い人たち、有能な人
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たちにはあるのです。そのために知識労働者は、自分たちの持っているツールをどこにで

も持っていくことができる、使うことができる、大企業で働かなくても十分にそれを活用

できる、これは米国の中で特にそうなのですが、世界各地で見られる傾向なのではないか

と思います。 

 このような技術が広まったことによって、大企業は適切な人材を環境に合った形で採用

していくのが、なかなか難しいと考えられます。人材確保のための戦争という言葉すらあ

ります。新興市場の若い人たち、非常に多くの人たちが出てきておりますが、そういった

人たちの取り合いというのは非常に激しいものですし、人口の動きを見てみますと、こう

いった動きというのは組織の中においても、もっともっと激しくなっていくでしょう。人

材のための戦略、すなわち人々を確保し、それを育成していく、若い人たちをそのように

動機付けるといったようなことは、今日のほとんどのＣＥＯが真剣に考えていることです。

昨日も私は友達のところに行きました。彼は非常に大手の会計事務所で働いているのです

が、非常にハイテクな、まるでスペース・エージの宇宙時代のオフィスのようでした。そ

して私はそれに非常に感銘を受けたのですが、なぜそうなのかというと、「若い新しく採用

する人たちに対して、我々はハイテクな会社だということを印象づけなければならないか

ら、オフィスもこうなっているのだ」というふうに言っておりました。ですから、人材を

集めるための戦略というのは、アウトソーシングや、グローバルな展開とともに非常に重

要な要素であります。 

 もちろん、これはビジネススクールに対しても大きな意味を持つものです。ビジネスス

クールは一体どれぐらいまでマネージャーにとって、組織を上がっていく上で重要なもの

なのでしょうか。初期に学んだスキルというのが、もはやあまり有効でなくなって来てし

まったようなときにはどうなのでしょうか。 

 

○そこで非常にシンプルな形でこういった変革をマッピングしてみました。私たちが見て

いるコンピテンシーと、大きな経済的技術の変革によってどういうコンピテンシーに影響

があるかということをマッピングしたのです。そして、このようなポイントが出てきまし

た。もちろん他にもありますけれど。文化的な柔軟さということ、こういった変革に対し

て対応するための柔軟さというのが、一つあります。それからグローバル市場を理解する

という知識、能力が必要ですし、その影響を理解する、それから経済的なモデルを編み出

すということが必要です。 
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 数年前ＬＧのためにある仕事をしました。韓国の財閥です。会長のオフィスに行きまし

たら、全会社の戦略がこれに基づいていました。つまりＬＧでは英語を話さなければいけ

ないということなのです。チームメンバーすべてです。みんな若いスタンフォードやハー

バードのＭＢＡをとったとても優秀な人たちです。その人たちだけではなく、全員が話さ

なければいけないということなのです。これは文化的な考え方の変化を促すためのもので

した。つまり、これまでの財閥での韓国の考え方から変えるということです。同じような

ことがサムソンでも起こっていました。どのようなヨーロッパの他国籍企業に行こうとも、

例えばスイスや、北ヨーロッパそれからフランスどのような多国籍企業に行っても、本社

ではみんな英語を話しています。なぜかというと、それは強制的にされているからです。

考え方も行動もグローバルにする、つまり、自分たちの伝統的な国のやり方から変えなけ

ればいけないということを強制的にやっているのです。 

 それから、技術的な接続性、これによって、コラボレーションのためのプロセスとツー

ルが必要になっています。人々の仕事のしかた、これは市場を超えて、地域的な壁を越え

て、それから国境を越えて、シームレスに働かなければいけません。オフィスにさえ行か

ない時代になっています。 

 環境的なニーズ、新しいグローバル構造についてお話をしました。マネージャーたちは、

もしコラボレーションということができなければ、つまり、チームで仕事ができなければ、

そして、いちばん良い知識をできるだけ早く組織の中で動かすことができなければ、その

組織の中で生き残って行くことができません。 

 生涯学習という問題、生涯教育の問題というのは、ちょっと考えたことで、このセッシ

ョンに招かれたころにちょうど考えていたころにちょうど考えていたことなのです。生涯

学習の必要性、つまり、マネージャーで生き残ろうとしたら、何らかの形で制度化された

形、メンタリングとかプロセスといったものを使った学習、といったものを考えていたわ

けですが、ビジネススクールのことを考えていた人もいるかもしれません。そういった制

度化が必要だと思ったのです。 

 また組織を考えますと、まずいちばん下から入っていくわけです。そして、どんどん昇

進して、縦にステップバイステップで昇進していきます。最初に始めるときは、その機能

の分野での知識、スキルを得てテキストブックからも勉強します。プロセスをおぼえます。

例えば会計分析スキル、ディスカウンテッドキャッシュフローとか、そういったことを勉

強します。また、マーケティング分析、マーケティング調査、そういったいろいろな調査
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のスキルというのは、非常にいちばん低いレベルにいるときは重要です。 

 しかし全部変わってきます。これは伝統的なモデルです。組織の中でどんどん成長して

いくにつれて、もっとアドミニストレータとか管理者としてのスキルを学ばなければいけ

ません。例えば、意思決定、組織の中での意思決定を学ばなければなりません。どうやっ

て人材を獲得するのか、人材をどうトレーニングするのか、それからマーケティング調査

もしてきます。そしてさらに昇進していきますと、今度は自分が意志決定者となって、目

標設定をしたり、予算編成をしたり、コントロールシステムをしたりするのです。そして

トップに行きますと自分が最終決定者となるわけです。各社としてどちらの方向性に進む

のか、それから、モチベーションを部下に与える。こうやって組織を成長させていくので

す。レジメを見ると、履歴書を見るとこういうことが書いてあります。マネージャーの履

歴書、「これが私のやっていることです」ということで、まさにこの表のようなことが出て

きます。ハウというところは出てきません。何をやるかホワットが出てくるのです。とい

うことでマネージャーの履歴書は成功するために必要なものが書いてないのです。こちら

が成功のための履歴書です。例えば原動力があるとか、野心的、決断力がある、結果志向、

数字志向、フォーカスがある、指針を持ったこういったことが成功のために必要な要素な

のです。こういったものは、これから将来、履歴書に出てこなければいけないようなこと

かと思います。 

 

○ちょっとここでトライしてみたいと思いました。つまりもっと深く考えてみよう、マネ

ージャー、エグゼクティブとして本当に成功のために必要な要素は何だろうか。ＣＥＯが

必要なものは何か、組織の中でどのようなサポートが必要なのであろうか、このピラミッ

ドでまたボトム、いちばん下から、何をしなければいけないか考えてみました。まず、実

践志向というものがあります。こういったニーズはまだまだあるのです。実践いちばん下

のレイヤーです。しかし、もっと上に上がるとチームマネジメントになる、チームの指揮

者になる。どうやってチームに参加するかというのが分からなければいけない。それから、

自分のチームでの役割、それから、チームメンバーの役割とリーダーの役割は違う、それ

を分からなければいけない。それから自己意識というものも出てきます。組織の中での自

己は何か。そして、自分の心の中で試行錯誤を重ねながら、そのビジネスが自分たちにど

のように向いていくかということが分かってくるのです。 

 そして、次にメンタリングのスキル、これも重要になってきます。そうしないとチーム
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がうまくいきません。メンタリングのスキルも必要になってきます。しかし、メンタリン

グというのはどうやったらいいのか、良いメンターになるにはどういう資質が必要なのか、

メンタリングをしてチームに価値を提供するには何が必要か。それから傾聴、リスニング

も必要です。情報も必要です。リスニング、傾聴というのは、ディレクティング、指示よ

りも重要だということに気づいてきます。そして多くの第一線のマネージャーが次のレベ

ルの人から何かを言われるのは恐いものです。伝統的な指揮系統の構造の中では、そうい

ったことは上のひとは上でずっと楽なのです。そして次に、実験と変化、変更ということ

です。次にパートナリング、これは組織内、外、両方のことです。つまり、競合ともパー

トナリングしますし、サプライヤーともパートナリングをしますし、それから、契約の人

たちとも契約をします。別に社員になるわけではないけれども、スキルを提供してくれる

人たちです。それから、ナレッジブローカーも知識を動かすのが上手な人、人を紹介した

り知識を組織の中で動かすのが、上手な人、この資質も多くのマネージャーに必要な資質

になります。知識のブローカーということです。それから正しい組織のモデルを見つける

こと、経験によって、それから直感によって、産業界での経験によって、そういったもの

を通して、戦力的に考える思考、それからグローバルに考える思考、こういったものがど

んどん組織の上に行けば行くほど重要になってきます。 

 それから、人に対する情熱を持つこと、謙遜の気持ちを持つこと、これは一つのものと

しています。特にマーケットに関係する組織、こういったところでは、いい人というもの

を常に分かっていなければいけません。ベストのマネージャーというものは、情熱を持っ

ていなければいけません。同時に、謙遜の気持ちを持つということ、そういった人たちを

成功させるためにということです。ＣＥＯはコマンドコントロールというタイプでは、も

はやありません。ＣＥＯはアルケミストつまり錬金術師ということです。つまり、いろい

ろな人材を錬金術師のようにブレンドして、正しいビジネスを築いていくということです。

これはもっとホリスティックな見方を持たなければいけないということです。こういった

ことがＣＥＯなどの役割となってきます。 

 これは完全に顧客社会志向とならなければいけません。なぜこれをいちばん上に入れた

か。しかし、私にはある直感がありまして、その会社、そのエグゼクティブは完全にカス

タマーフォーカスであろうと思うのです。そうでなければ成功できない、大きな組織の中

で成功するにはそれは必ず必要だと思います。しかし、その話はあまり出てきません。つ

まり多くの人は、もうその言葉は使わなくなってきています。自分たちを表現するときに
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自分たちはそうふうだとは言いませんが、しかし、彼らの行動を見るとこうなっています。

つまり顧客志向、社会志向だということです。彼らは社会の中でのその組織の位置づけを

良く分かっている、社会の中での組織の役割をよく分かっているのです。 

 エンロンの場合ですが、エンロンは失敗しました。なぜなら、実際に彼らは顧客を破壊

しようとしてしまったからです。カリフォルニア州ではエネルギー危機がありましたが、

いちばん良い顧客をそのようなめにあわせてしまうというのは、一体どんなＣＥＯでしょ

うか。ということで、ベストＣＥＯというのは、社会志向であり、顧客志向であること、

そしてこれはコントロールということではなく、自分の強い意志を持ってそうするという

ことです。 

 この表を使ってお見せしようとしたのは、若いマネージャーというのはまた違ってくる

のです。もしかしたら、この逆かもしれません。つまり、シニアのこれまでのトラディシ

ョナルなマネージャーとはかなり違っているということです。グローバライゼーションの

いろいろな力、コンピテンシーとか、組織の中での行動というのが、どういうふうに影響

しているかということですが、コンピテンシーとかスタイルというのは、エグゼクティブ

がどんどん昇進するにしたがって、進化するものです。またエグゼクティブの機能も、進

化します。非常にクリエイティブなマーケティングのエグゼクティブというのは、クリエ

イティブであってほしいと思うのですが、でも、アカウンティングであれば、別にそうで

もない、機能によっても違います。そのマネージャーというのは、シニアマネジメントの

役割にどんどん昇進していって、そういった新しいテクノロジーを学びながら上に上がっ

ていきます。ミドルマネジメントのポイントというのは、その人のキャリアの中でクリテ

ィカルなところです。だからこそそのエグゼクティブが下から上へと昇進していくにあた

って中間管理職のときの教育、メンタリングが重要なのです。また、地域や文化、例えば

日本とか中国とかアジアでの良いマネージャーというのは、イギリス、アメリカでの良い

マネージャーとは違うでしょう。成功要因とか、成功しているマネージャーの意思決定方

法というのは、同じところもありますが、違うところのほうが多いでしょう。習慣も違い

ますし、自分たちを自己紹介する方法も、ミーティングなどの行動のしかたも違います。

違うところも同じところもあります。機能的な役割、それからマネージャーとアントレプ

レーナーは違います。またコンサルタントとも違います。私は、スタンフォードのＭＢＡ

と話をしていまして、スタンフォードはこういうふうに唱っているかは分かりませんが、

アントレプレーナーを育てている。彼らがやりたいのはこれではないでしょうか。シリコ
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ンバレーもその良い例です。スタンフォードがやろうとしているのは。そういう学生たち

というのは、すごく惹かれます。ビル・ゲイツとか、そういうふうになりたいのです。学

生に対してスタンフォードではどういふうに教え方をしているのかと聞くと、「ゼネラルマ

ネージャーになるにはどうしたらいいかということを教わっています。」といいます。そう

いうふうにカリキュラムに書いてあるからです。しかし、ゼネラルマネージャーというの

は組織の中でどういう形かというと、アントレプレーナーとはかなり違っています。また

はコンサルタントともかなり違っています。コンサルタントというのは非常に個人で、個

人で貢献する人たちです。コンサルタントというのはそういう資質というか思考になって

います。意思決定も早いし、分析も早いし、彼らコンサルタントはそんなにプロセスに時

間をかけません。しかし、ゼネラルマネージャーは大企業では特に時間をかけます。とい

うことで、ちょっと切り離して考えなければいけません。スタンフォードが教えようとし

ていることと、実際生徒がそこから得ているものというのは、スタンフォードではギャッ

プがあるような気がします。 

 エグゼクティブの資質、ＩＢＭのクオリティーはマイクロソフトのエグゼクティブの資

質とはかなり違います。またゼネラルモータースとトヨタが違うのと同じです。こういっ

た文化の違いは何なのか。それから、サービスやメーカーによっても違いますが、コンピ

テンシーがどうなのか、その組織ではどんなコンピテンシーが必要なのか、それを理解す

ることも必要です。そしてそれをどんどん育てて、養っていかなければいけないのです。 

 

○最初の質問に戻りたいと思います。私が聞いた最初の質問です。つまり、ビジネススク

ール教育はいかに、どれくらい重要なのか。ほとんどのビジネススクールというのは、27、

28 歳に教えているわけです。ということは、世界でこんなに今変化が起こっている、グロ

ーバルないろいろなダイナミックス、力によって企業は人々に対して何年か前とは全く違

った行動のしかたを求めています。それから、人材がどんどん年を取っていくときに、ラ

ーニングをストップしないでほしいということを求めています。スタイルとか意思決定の

スタイル、リーダーシップのスタイル、そういったものも時間とともに変わらなければい

けないのです。そうすると、そのような環境の中で、ビジネススクールの役割はあるので

しょうか、どうでしょうか。 

 アイビーリーグの教育、これは今日のＣＥＯには必要とされていません。昔はアメリカ

では必要とされていました。昔は、多国籍企業のリーダーになるには、適切な教育、家柄
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が必要でした。しかし、今日では違います。先ほどいろいろな新しいコンピテンシーを出

しましたが、ああいったものが必要なのです。ですからＣＥＯのバックグラウンドという

ことで、私たちの業界では少なくとも家柄が何か、教育がどうか、会社がどうか、今は求

められているものが 10 年前とは非常に違っています。家柄は全然関係ありません。血統は

関係ありません。これまで、どこまでの功績があったか、組織の変革にいかに貢献したか、

組織の中でいかに指揮をして変革を乗り超えてきたか、そういったことが今日のＣＥＯの

能力というものを決定する要素となっているのです。 

 また、これは何度も何度も申し上げているかもしれませんが、企業は従業員を採用する

際、動機付けとか対人スキル、それから文化的適合性を見て採用します。ＭＢＡのテキス

トブックに書いてあるスキル、そのコースに書いてあること、そういったものが、マネジ

メントが持っているだろうと仮定します。例えば、マーケティングであれば、基本的なマ

ーケティングのテキストブックに解説してあることが、分かっているだろうと、財務であ

れば財務のそういったものは知っているであろうと。しかし、そういったものを持ってい

るから、採用するというわけではないのです。中間管理職であってもそうです。モチベー

ションを持っているから、対人スキルがあるから、文化的適合性があるから採用している

のです。こういったことをコンピテンシーと呼んでいます。 

 そして、だんだん昇進していくにつれて、彼らのソフトスキルとかスタイルというもの

が、これからの企業の新しいニーズに一致していなければいけません。大きな変化にもか

かわらずです。私も皆様も感じていらっしゃると思いますが、多くの人たちが実際、私た

ちのビジネスにおいて、私は完全にアジアに特化したビジネスを行っていますが、ミドル

またはシニアの人材というのは、非常に数が多いのです。私はよく電話を受けて、「首にな

ったのだけれど」と言われます。そして、「コーチングをしてくれ」と言われます。そして

それによって、そういった人たち、シニアマネージャーを助けてほしいと言われるのです。

そして、「もっと上に上がりたい」と言われるのです。「文化的な変革に適合したい」と相

談を受けます。そして社会的な問題を、世界のほとんどの地域でそうだと思うのですが、

伝統的な考え方ではだめだと。どうできるか、特に 50 年代初め 50 年代は・・・。どうな

るのかと。彼らのスキルとかコンピテンシー、そういった時代に獲得したものが、もうい

らなくなってしまったらどうしたらいいのかというような質問をよく受けます。 

 私の話の中では、質問ばかりだして、結局あまり答えていなかったかもしれません。ご

清聴ありがとうございました。この機会を頂いたことを感謝しております。プレゼンテー
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ションは短かったですが、午後のこの時間ですので皆様それを期待していたかと思います。

とにかくお招きいただきましてありがとうございました。 

 

Panel Discussion 

 

（ベンソン） ベキンズさんありがとうございました。それでは３人のスピーカーのかた

がたに前に来ていただいて、皆様がたの能力を発揮していただきたいと思います。椅子も、

通訳装置も持ってきていただきたいと思います。ご自分でプラットホームにパネルの席の

ようなものを作っていただきたいと思います。 

 今伺ったお話の中で共通のテーマがあったのではないかと思っております。マーブルの

質問のどうやって輪ゴムを取り除くことができるのか、私はどうしてもできなかったので、

助けを求めたのですが、それを除いて、私が伺ってきた共通のテーマは変化でした。カリ

キュラムもただ単に、知識、分析、必要なスキル、評価、またヨーロッパのＭＢＡのモデ

ルの中におきましては、特にブリュースター氏の学校では、英国の中で、限られたところ

かもしれませんが、まだ、学生が十分たくさんの数で応募してくるようですが、やはり、

そういった中でのカリキュラムというのは、似たような資質を持っているかもしれません

が、環境や文化など、そういったものを捉えていかなければならない、それはまた、ＣＥ

Ｏに関しても言えることで、今までのＣＥＯと今日のＣＥＯ、あるいはＣＥＯがまだ中間

管理職であったときに必要とされていたものとは違うということでした。 

 アメリカの非常に大きな会社はメンタリングの制度をシニアエグゼクティブに導入し始

めました。すなわち、トップの役員の人たちが、他の人たちと自分たちの抱えている問題

について、話し合う機会を作りました。これはシニアエグゼクティブですが、その唯一の

ルールは組織のだれとでも 25 歳以下の人であれば、メンターとして使うことができます。

25 歳以上はいけません。社長のメンタリングをもっと年をとった人から得るのではなく、

若い人からメンタリングをしてもらうということです。若い人材、将来の労働者、将来の

社会あるいは将来のお客様からメンタリングをしてもらう、あるいは、そのようなメンタ

リティーを持った人たちから、メンタリングをしてもらうということです。会社の社長が

毎週１回 22 歳の若い人と一緒に食事をする、しかも、髪の毛があっちこっちに飛んでいる

ようなすごいような若い人たちとこういった話をする、というようなことです。 

 そういったことについて、３人のスピーカーは、やはり、いかに変化が必要なのか、そ
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の環境に合った形で生きていくためにはそれが必要なのかということについて、お話して

くださったのではないかと思います。もちろん日本のビジネススクールにとってのかぎと

なるようなコンピテンシーが何であるかといったようなことについても、これからお話を

頂きます。 

 どなたか発言を求められる方はいらっしゃいますか。はいどうぞ。マイクを必ず使って

ください。マイクはどこにいってしまったんでしょうか。 

 

（Ｑ） ありがとうございます。なかなか面白い３つの視点で、いずれも堪能させていた

だきました。関西学院のビジネススクールの中野と申します。 

 ブリュースター先生に特に伺いたいことがございます。ヨーロッパでの認定制度という

ことですが、まず、最初に明確にしたいのは、先生のＡＡＣＳＢとＥＱＵＩＳ、ＡＭＢＡ

とあるのですね。では、ＥＱＵＩＳを取得するのは、どの程度難しいのでしょうか。日本

の大学院でＥＱＵＩＳを取得済のところはあるでしょうか。 

 

（ベンソン） マイクを使っていただけますか。 

 

（ブリュースター） はい、ＥＱＵＩＳはヨーロッパの認定制度であり、果たして国際化

する気持ちがあるかは存じません。ということで、ご質問に対して答えられない、少なく

とも具体的には答えられません。プロセスとしてはどちらかといえば単純明快です。どう

なるかといいますと、例えばこういった認定を取得しようとする際、極めて膨大なる書類

を作成します。プリントアウトしたものは分厚いものです。そしてかなり詳しく、細かく、

どういったコースがあるのか、どういった教授陣がいるのか、その経歴は何なのか、また

学生の背景は何なのか、同窓会はこの５年間どういったところに就職したのか、試験方法

はどんなものなのか、そしてプロジェクトの事例など、ありとあらゆるものを文書に落と

さなくてはいけないのです。 

 そういった書類がチームに送られるのですから、ＥＱＵＩＳの場合ですと、３人でチー

ムを構成いたします。通常は主要な学校の総長、学長、また２人ほど何かの分野の専門家

と関連性のある分野の専門家をもってして構成され、これらの書類に目を通し、そして大

学を３日間にわたって訪問するのです。３日間、かなり神経質にならざるをえない日々だ

ということで、厳しいスケジュールにもなるのです。いわば議会の委員会のごとく、英国
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の議会においては、人が送られたならば彼らを拒否できないということで、もし学生に話

したいとか、あるいは特定の講師に話したいとか、あるいは、管理部門の人と話したいと

か、あるいは学部長と話したいということであれば、勝手に話してもいいというふうにな

っているのです。私の経験でこういったことをやっておりました際に、こういった会議は

大体１時間くらいであり、かなり十分に綿密に準備された形ですでに書類がそろっている

わけです。時には知っている人、あるいは少なくとも名前を聞いたこと、全く全然知らな

い人が来ることもあります。そこでの話は通常結構フレンドリー、しかし結構ずばりとい

う感じの質問がされます。そしてプロセスが終わりますと、彼らが去って 1か月あるいは

６週間後に、暫定報告が送付されます。暫定報告の中には、例えばうちのヘンリーの場合

ですと、ＯＫです。合格しています。しかし、例えばこの３～４つの問題点があって、も

う少し精査していただけるとありがたい、また、これとあれをやる約束をしたとか、目的

はこうだと言っていたけれども、その証を書類においても、話をした際には聞き取れなか

ったので、きちんとそれをやってくださいね、というようなことです。ということで、か

なり綿密なるプロセスだと言えるのではないかと思います。 

 かなり大なり小なり透明性があると言ってもいいと思います。一人二人は極めて明確な

る基準を設定しており、そういった意味で、その書類を何を聞くかということに応えて答

えることができます。それ以外は皆様がたの教授のしかた、教鞭のとり方の質を見ていく

というようなことを書いてありますが、そんなことに対してはどういうふうにしたら良い

のか、どうしたらそれに答えられるのか、ということもありますが、少なくともプロセス

に見合った形でやっていく必要があります。極めて有益なるプロセスだという気がします。

と申しますのも、組織の全員に対して、やはり質が大事で、どういった質の基準を満たそ

うかということに対するダメ押しになるからです。と同時に制約条件にもなっていくとい

うのも、どの程度自分が認証を受けるリスクにさらされることなくできるかと。例えばい

ろいろなところで認証、認定されるがゆえに大学、大学院として成功しているわけですが、

しかし、その際どこまで、いわば変わったことを逸脱してもいいのかといったことでリス

クがあります。 

ちょっと違う視点から例を申しましょう。私はスペシャリストの修士号を設けようとマ

ーケティングの分野において分けたわけです。そして、プロジェクトを通じてそれを取得

してもらおうということをやったのです。３週間、グループは一緒になりますが、ほとん

どの場合、ほぼ実質的にチームでマーケティングプロジェクトを手がけて、それを評価す
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るといった組み方でした。そしてもっと頻繁に会ってもらう必要があったというような、

そうでない限り十分に対面の教鞭をとらないということで、リスクにさらされるというこ

とで、せっかくの創造的なプログラムであったにもかかわらず、もっと慣れ親しんだクラ

スでの授業に変えざるをえなかった点も若干ありました。 

 よろしいでしょうか。私の理解では間違っているかもしれませんが、アメリカにおいて

もそういったものが生まれていると聞いております。これから先きっとその内の一つ、あ

るいはそれが統合化されるのではないかと思います。いいことなのか、悪いことなのかは

分かりませんが、そういったことが議論されていると聞いております。 

 

（ベンソン） はい、それでは他に何か質問はありますか。どうぞ、こちらのかたですね。 

 

（Ｑ） かなり最近のことですが、新しく英国で会社を起こしたのです。その経験に基づ

いてベキンズさんの言われたことに、全く同感します。新たなるキャリアパスが必要だと

いうことは同感です。特に印象を受けたのは、経営といったところにおいて、果たして会

社を東洋だろうと西洋だろうと関係しているか違いはないのですが、少なくとも環境に適

応しなくてはいけないということが言えます。こういった状況に対して、管理職またＣＥ

Ｏとしてやるにあたって、ＭＢＡのコースがそれにどういった形で応えることができるの

でしょうか。 

 その種の能力を育成するにあたって、ちょっと難しいが少なくともＭＢＡにおいて、そ

ういった能力を高めていただくのは、難しさがあると思いますので、マーブル先生、ブリ

ュースター先生に対して伺いたいのは、そのような能力をどういった形ではぐくむことが

できるのか、特に新しいキャリアに向けての能力をどういった形で育成することができる

のでしょうか。 

 

（マーブル） ありがとうございます。まずスタートするにあたって、教える教育におい

て、米国においても認定機関というものがございます。認定機関またプロセスは、どうも

英国と一緒です。大量の書類、訪問、数多くの質問ということですが、一つ大幅に違うこ

と、かつ革新的でありますが、どこでやったのかという証拠よりも、パフォーマンス、そ

して学生のキャパというものを見るようになったのです。今、例えば学生さんがたくさん

接触しましたが、結果は何だったのですか、どうしてそれが分かるのですか、というやり
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方に変わってきたのです。そういったことで米国としても、自分たちの学生の質の見方が

全然違ってきたと言えます。 

 質問に戻りますが、こういった能力をどういうふうに育成するのか、特に昔の何時間と

かという形で測定しえないものに関して、例えば教授陣の場合ですと、どういった形で学

生中心なものに転換できるのか、先ほど企業風土として顧客中心ということを言われまし

たが、大学の場合は学生中心、それはどういうふうにするのか。まず、最初に学生さんに

対して、例えばこれをやるにあたって何をしたのか、そしてそれで十分か、といったこと

を聞いていくわけです。私どもは、逆に質問を学生に投げ返しました。「能力はこうだとい

うことで提起した。じゃあ君は何をしたのかね。」と。そして「君としてそれが十分なされ

たといった証拠は何か」と。確かにそう言ったのは育てるにあたって、少し難しいわけで

すが、その中において他の学生が何をしたかを見る機会になると同時に、それがどんどん

良くなっていくわけです。それぞれのグループが前のグループと比較するというチャンス

がありますので、結果的にそれを示すにあたって、もっと長けてくるのです。前において

はどうなのか、さっぱり分からなかったということもあります。 

 もしご質問をきちんと理解したならば、ＭＢＡプログラムは、そういったスキルが何か

ということを規定し、定義したのちに、例えば、やった宿題や研究において、ではそのス

キルはどこにおいて実証されているのか、また自身のためにどのように定量化するのか、

また期待感に対してどういった形で定量化するのか、もちろん教えるにあたって明確なる

期待感がありますが、学生さんに対してＨＯＷは教えないのです。どういうふうにやるか

と、それを達成してくれということを頼みますが、どこでやるのかということを聞いてい

くわけです。学生のそれぞれの脈絡が違うからです。質問に答えたかどうか分かりません

が。 

 

（Ｑ） ということは、もし正しく理解できたということであれば、学生を訓練、教育す

るやり方というのは、一言で言うならば練習すれば完璧になると、そして練習するのも自

ら練習するというか、他の学生の練習したのを見ていくということで、その練習がどの程

度だったかということで、評価されるということでよろしいでしょうか。 

 

（マーブル） イエスですね。ほとんどはイエスです。始めるにあたって、その仕事にお

いての学習、仕事を通じての学習ということです。しかし私どもが何を望むのかというこ
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というのは、引き続き先生としては学生に対して成長をし続けてほしいわけです。プログ

ラムだけにおいて、その間だけクリエイティブ、イノベーティブでは失敗したというふう

に思います。早かれ遅かれ私どもが予測できないような状況、また学生に対してリマイン

ドできないような環境で学生は卒業後は仕事をしていかなくてはならないのです。だから

大学院で学んだことを、いろいろ持ち替えて、新たなる形で実践できる、そういった意味

で実践を通じての学習ということになっていくのです。また、私どもとして何をやったら

十分なのか、どんなことをやればいいのか、私どもに対して実証するわけです。 

 では、私どもが要求したことを応えるにあたって、どういうふうにしたのか、また、認

定機関はそれに対して非常に支援してくれているのです。学生はこういったことができま

す。こういうふうにします。いつやったのか、このときです。ということで、学生に直接

話して結構ですよ、ということですので、書類の量はあの膨大なものから 35 ページになっ

たわけです。彼らが大学に来ますと、学生と話して、そしてもちろん確かに授業科目を見

ますけれども、それは透明性がありますので、何を達成しようか一目瞭然という形になっ

ているからです。以上です。 

 

（ブリュースター） 具体的に言われた点に対して答えて見たいと思います。また同時に

それが能力、コンピテンシーにかかわってくることだと思います。私は、文化に対する理

解、文化の違いを認識して尊重するといったことを教えております。そこではっきりさせ

ているのは、個々の国に関して、十分に制度的に文化的に知り尽くすということはできま

せんので、すべての諸国でうまくできるということはできないのです。 

 制度というものは複雑で、労働力市場であろうと、法律であろうと、労組の要件だろう

と、税制だろうと、いずれもどの国においてもそれぞれ複雑であるがゆえに、すべての諸

国のすべてのそれらを知り尽くすというのは、どだい無理であります。また文化的な差異

ということでも、非常に日本のことを知っているような人は別ですが、ベキンズさんはご

存じですが、私自身が 20 年もし暮らしたならば少しは分かるようになります。しかし、十

二分に日本の文化に精通するということは、ありえないと思います。ある文化を知り尽く

すには、その国で生まれその文化で育つ必要があります。だからこそ人々に対して、他の

国の制度、他の国の文化を理解して分かるようにということを教えることは、無理です。 

 しかし、できることは別途ございます。学生の能力をはぐくむことによって、そういっ

たものが重要になったときはいつなのかということは把握できるように、また同時にそこ
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での情報源は何かということを見極めてどうした形でそれを裏付けられるかということを

知りえる能力を育てることです。例えば管理職になって、別の国で仕事をするということ

であったならば、両方の意味において危険なことがありえるわけです。かたやその国にお

いて仕事をするのが、あたかも別の国で仕事をするのと同じだと想定してしまうことがあ

ります。例えばアメリカ人が英国といった極めて異なった文化で仕事をするといった中に

おいて、多大なる問題を抱えるわけです。例えば、オフィスの中で人との話し方は、アメ

リカと英国とは全然違うのです。アメリカにとって明確で、そしてはっきりした指示とい

っても、英国人にとってはなんと無礼で失礼だというふうに思うということで、全く違っ

た反応が返って来るのです。ということで、全く違う文化ということになりますと、問題

であります。かたや一つの危険というのは、自分の普通のやり方でどこの国でもうまくい

くだろうと想定するのです。 

 もう一つのものは、多くの管理職が、これもしてはいけない法律が複雑でそんなことは

この国ではできないよ、これもできない、あれもできないよ、労働組合との関係でそれは

できないとか、あれこれ言われるわけです。あれこれたくさんできないということで、物

事を変えられないということを説明され、それによって外人が変えようと思っても変えら

れないと。しかし、そのとき、いつ、さらなる情報を得て、いつ何ができるかを知ってい

く必要があります。また自信を持って自分の価値、自分のアイデアに基づいてやるという

ことも必要です。そういった能力こそ、私どもＭＢＡの学生にはぐくもうとしているので

あり、具体的に他の国に対する個別の知識とか、文化を教えようとするのではありません。

認識、意識高揚とでも申しましょうか、そういった意識高揚といった意味での、能力育成

であって、ただ単に知識をどんどんある国なり文化に対して伝達しようということではあ

りません。理解、特に文化の違いを理解することは一つです。しかしそうはいっても、そ

の環境において仕事をして、その環境において経営するということは、話は違いますが、

にもかかわらず全く違った能力ですが、多くの人がそれを成功裏に行っております。 

 

（Ｑ） そうしますと、それは実際の宿題やアサインメントあるいはケーススタディでそ

ういったことを教えていくわけですか。 

 

（ブリュースター） 私どもの学生は非常に国際的です。ですから、例えば異なった文化

の中におけるマネジメントということを話しても、すでに 10 の異なった文化がそこにある
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わけです。そういった学生たちはいろいろと宿題等をし、楽しみながらお互いから学ぶこ

とができるわけです。何が難しく、何が難しくないのか、これは経験を通じて、そして、

実際的な基礎をもって、今の議論のようなことをやっていくわけです。もっと一つの文化

から構成されるような学生の集団に対して教えようとしますと、このメッセージを伝える

のは、より難しいのではないかと思います。会社の中でこういうことをやったというのを、

私は見てきたことがございます。これは我々とその他の世界といったような感じに、そう

いった場合にはなってしまうのです。どの文化に対しても、それ以外というのはあるわけ

ですから、我々対それ以外というふうになってしまいますと、こういった一つの文化のグ

ループを扱っている場合には、これを乗り越えた概念を教えていくというのは、なかなか

難しいことかもしれません。 

 

（マーブル） 私どもの能力の一つは、リフレクションというものでありまして、教授に

対して自分たちの経験に基づいて、何がうまくいったか、何がうまくいかなかったのか、

次のような瞬間には、あるいはその経験に基づいてどのようにしていくのか、そういった

ことを考えていくということが重要なのではないかと思います。ただやるだけではなく、

考えながらやっていく、いろいろな対話を通じて学生と先生だけではなく、生徒間の間に

おいてもいろいろと理解を深めていくことができます。こういった人たちの間で、何がク

リティカルなのか、何がクリティカルではないのかといったような形で、形成的な形でス

キルを作ることを助けることができます。もともとそういったものを持っていないような

人たちは、そのスキルが欲しい、答えは何なのか、次に何をやったら良いのかと聞いてき

ますが、やはり、そうではなくて、もっと形成的な形で少し時間を書けながら、難しいか

もしれませんが、応えられるようにしなければなりません。さらにご質問はありますか。 

 

（ベンソン） まず、それでは質問のほうを伺いましょうか。後ろのほうにありますので。 

 

（Ｑ） ベキンズさんに質問ですが、ＨＲのマネージャー、そして、ＣＥＯとしてキャリ

アを見た場合、その会社あるいはその産業がビジネススクールで、もしその批判をされる

としたならば、将来にわたってグローバルな傾向や、あるいはその領域が変わる中におい

て、いろいろと変化をしていかなければならないということですが、どのようなことをビ

ジネススクールとしてはやっていかなければならないでしょうか。 
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（ベキンズ） ビジネススクールとしては、この中間あるいはトップのレベルで一体何が

必要なのか、クリティカルなのかということを理解していかなければならないと思います。

その若い働き始めのころのスキルに関しては、非常にビジネススクールはよく分かってい

ると思います。 

 新たにＭＢＡとして出てきたような人たちは良いのですが、だんだんそういった人たち

が、会社で上に上がっていくにあたってソフトスキルがない、あるいは謙遜といったよう

なものもない。そのミドル、あるいは、トップのレベルにいったときに必要なものが、必

ずしもないわけです。人間としてあの人は話し過ぎる、あるいは我々みんな個人としてい

ろいろな性格や資質を持っているわけですが、それと同じようなことがＭＢＡに関しても

言えるわけです。ですから、何が必要かと言いますと、ソフトスキルが必要であると思い

ます。先ほど、ブリュースターさんがおっしゃったことですが、まさにそういったことに

対して今大学では焦点を合わせているようです。その大学が、中間のキャリアのちょうど

中ごろにいるような人たちを対象にしているような場合、そういった資質に対してのいろ

いろなプラクティスをやるということが必要だと思います。26、27、25 歳くらいの人たち

の場合は違うと思いますが、30 歳代の中ごろの学生の場合ですと、そういったＭＢＡの人

たちに対して、本当に新しいキャリア、あるいはその段階で必要なものに対して、それを

植えつけるようなことをやっていかなければならないと思います。そういう意味で批判が

出ているのではないかと思います。 

 

（  ） ちょっとマイクに入っていないのですが、私はチョコレートを持ってまいりま

したので、皆様がたお一人に一つぐらいいきわたるぐらいの数は入っているのではないか

と思います。マイクに入っていないので、聞こえにくいのですが。 

 いずれにしても、チョコレートは一つ取って回してください。 

 

（ベンソン） 他に何かご質問はありますか。後ろのかたどうぞ。 

 

（Ｑ） まず最初にお三方に対して感謝を申し上げたいと思います。私は皆さんがたのプ

レゼンテーションを伺っておりまして、新しいアイデアを得ることができました。ＭＢＡ

には英国の中において減っている、またその人材ヒューマンリソーセス等に関してのいろ
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いろな状況を伺いました。私の質問ですが、マイケル・ベキンズさんはヒューマンリソー

セスそしてコンサルティングの会社をしていらっしゃるのですが、日本で仕事をするにあ

たってどのようにＭＢＡが意味を持つのでしょうか。日本の会社は他の国でＭＢＡを取っ

た人を歓迎するのでしょうか。それに関してご意見を伺いたいと思います。 

 

（ベキンズ） 私はそれに対しての答えを知らないと思います。私自身、日本の会社の中

で働き、それを理解するにはいたっておりません。このＭＢＡのかたがたがどのように捉

えられているのかということは、もちろん何人かいらっしゃいますが、私は知りませんし、

ＭＢＡのかたが本当にキャリアにとって、それを取ったことがどのように作用しているの

かということは分かりません。いちばんトップのビジネススクールに行ってＭＢＡを持っ

ていらっしゃる日本人のかたもたくさんいらっしゃいます。 

 私はＭＢＡを取った経験を持っておりますが、これはどちらかといえば人間対人間のあ

るいは、クロスカルチュラルな英語を学ぶということだけではなく、いろいろな人間的な

スキル、どうやって他の文化、複数の文化と楽に緊張せずに、相互作用ができるかといっ

たようなことが、実際のファイナンシングですが、そういったことの知識以上にもっと日

本のような均質の文化においては、重要なのではないかと思います。そういった意味で、

韓国あるいは中国のかたがたも大量に、そういった経験を得るために海外に出て行ってお

られます。 

 どのようにそこで得た経験を日本の組織の中で実際に応用していらっしゃるのかという

ことに関しては、私自身は知りません。しかし、パターンは変わってきているのではない

か、というふうに思います。日本の企業も今まで以上に成功している人たちが、優秀な人

材をどんどん上に上げていく、あるいはフラットのような構造になっていく、日本のやり

方で変わってきていると思いますが、日本でそれがどのように活用されているかというこ

とに関しては私自身はお答えすることができません。 

 韓国においての経験は少しあります。韓国人のかたたちは、財閥を解体し、いろいろな

規則を変えてこられました。伝統的な上昇のルートというのは、もっともっと早い時期で

それが実現できるようになっております。伝統的なものよりももっと若い人たちがどんど

ん上に上がっていく。そういった意味でこういった組織の中で、例えばそれがサムソンや、

ＬＧでありますが、そういった会社の中においては、非常に変革に対して迅速に対応して

きております。過去 10 年の間もどんどん変わってきております。そういった企業の中で新
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たにＭＢＡを取って帰ってきた人たちは非常に大きな機会を持っております。もちろんそ

ういった人たちは、良い韓国の文化的なスキルとまた、国際的な環境の中で自由に動き回

れる能力と両方を備え持っている人たちです。 

 

（Ｑ） ただ、それによって給料の額が上がるということは期待してはいけないのではな

いかと思います。サラリーのことについては分かります。日本の会社がいかにこういった

高い資格を、経験を持っている人を受け入れるかということが、私の質問でした。 

 

（ブリュースター） 私も、一言申し上げたいのですが、日本の企業がどのようにそれを

扱うかということについて、お答えをすることはできませんけれども、それは非常に面白

い質問ではないかと思います。というのは、ヨーロッパの会社に関しても我々は、同じ問

いかけをしているからです。非常に多くの証拠があります。いろいろな産業で成功してい

る人たちの非常に多くがＭＢＡを持っていないという事実があります。しばしば、全然違

う思考の持ち主、全然違う環境から出てきた人たちが、成功しております。ヨーロッパの

トップのリーダーの人たちは、ＭＢＡを持っていない人たちです。ＭＢＡそのものが組織

にとって本当にためになるのか、あるいは個人のためになるのかということに対しては、

新たなる問いかけをしていかなければならないと思います。ＭＢＡの人たちの中で、組織

の中で必ずしもそれを持っているからといって、それでいいと感じていない人たちがいる

のです。もしかしたらそれは、ＭＢＡを持っている人たちは非常に傲慢な人たちであるか

もしれませんし、あるいは、そういったものを持っているから、入社して５年で会社を乗

っ取れると、個人的に思っている人がいるからかもしれませんけれど、そういった問いか

けがなされているのも事実です。 

 一つ個人の観点から申し上げたいのですが、これはサラリーという意味では非常に大幅

にそれが上がるということではないかもしれません。しかし、一つそこでまだ取り上げて

いないことが、ＭＢＡを持っている学生は、非常に素晴らしいネットワークの機会が提供

されているのです。一般的に言いまして、一緒にクラスを取った人たちというのは、自分

たちの仕事をする生涯の上で非常に親しい友人として、ずっとネットワーキングが続けら

れます。また、そのほかの同窓生のネットワークへとそういった人たちも加わることがで

きるわけです。ですから、私どもとしてはよく見ることなのですが、同窓会の事務所に電

話をかけてきて、「今、日本に我々は動くことになったのですが、できれば同じ年の人、あ
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るいはそうでなければ、別の数年前にＭＢＡを取った人でもいいのですが、日本にすでに

住んでいる人を知っていますか」ということを問いかけてきます。そうしますと、日本に

行ったときにお互いにヘンリーの同窓生として、同じ言語を使って同じ環境の中で同じよ

うなバックグラウンドを持って、新たなる環境に適応できるために助けてもらうことがで

きるではないかという考え方です。ですから、ＭＢＡのネットワーキングとしての効果、

ベネフィットというのは多大なものであると思います。本当に素晴らしいネットワークが

形成されております。アイビーリーグのこと、あるいは英国のオールド・スクール・タイ

といったようなことをよく言いますが、こういった同じ学校に行ったことから得られるコ

ネクションと同じようなことが、このＭＢＡを同時期に同じ学校で取ったということから

得られるというふうに思います。 

 

（ベンソン） あと一つだけ質問の時間があります。どなたか、ご質問ありますでしょう

か。 

 長い午後の時間でしたので、もうないかもしれません。 

 それでは、セミナーをまとめたいと思います。まず、皆様にお礼を申し上げたいと思い

ます。お越しいただいてありがとうございました。このプロジェクトは長く続くといいな

と思っております。来年にもこれから続いていきます。これからも継続的にインプットを

頂きたいと思います。どの段階でも結構ですので、何か文句があるとか、意見があるとい

うときは、いつでもいらっしゃってください。政府のほうに関しましても、レポートバッ

クをしておりますので、レポートですとか、筑波だけではなく、全体の学術的な枠組みで

取り組んでおります。それから、ＧＳＢＳのディーンの鈴木先生にもお礼を申し上げたい

と思います。素晴らしいサポートを頂きまして、この過去長年の間ビジネススクールをサ

ポートしてくださいました。筑波大学はその意味で非常アクティブです。ということで、

鈴木先生に、この新しいプログラム、ビジネス、それから教育での貢献に対してお礼を申

し上げたいと思います。それから、この会にかかわってくださった皆様、今日の準備をし

てくださいまして、ありがとうございました。それから永井教授ありがとうございました。

スピーカーのみなさんありがとうございました。それから、我々のスタッフにも感謝申し

上げたいと思います。３人のスピーカーの皆さん、遠くから来てくださいましてありがと

うございました。東京やハワイ、それからロスアンジェルス、イギリスのロンドンから来

てくださいました。長旅だったと思います。遠いところを来てくださいまして、素晴らし
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いプレゼンテーションをありがとうございました。戻られてからも、マーブル先生は木曜

日の夜に着かれまして昨日のセミナーにも出てくださいまして私たちのティーチングの能

力を向上することに貢献してくださいました。筑波全体で感謝しております。またお目に

かかりたいと思います。どうもありがとうございました。 

 64
102



103



104



105



106



107



108



109



110



111



112



113



114



115



116



117



118



119



120



121



122



123



124



125



126



127



128



129



130



131



132



133



134



135



136



137



３－４ 第３回育成人材像研究会資料 

 

日時：平成 18 年 10 月 17 日 

場所：筑波大学大学院東京キャンパス第一会議室 

 

 

力量指針案の論点メモ 
2006/10/17 

筑波大学国際経営プロフェッショナル専攻 椿 広計 
 
１） 指針の目的・適用範囲は妥当か 

 
２） 力量という汎用的な考え方を採用するか、会計能力、マーケッティング

能力といった従来型の科目構成に近い具体的知識を採用するか 
 

３） 指針で示した力量、並びにマネジメント行動に過不足はないか、その考

え方は妥当か 
 

４） 他の２つのガイドラインから参照するのに適した内容となっているか 
 
５） 国内の多くの専門職大学院で活用可能な内容となっているか、その観点

で追加・削除すべき内容はないか 
 

６） 国内の評価機関の指針と不整合はないか 
 

７） 国際的な指針、特に ABEST,AACSBの指針との整合性はとれるか 
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ビジネススクールで育成すべき人材の力量に関する指針(案) 
2006/09/14 第 0次案 
2006/10/17 第一次案 

序文 
この指針は、2005年度から 2年間文部科学省専門職大学院形成支援費「ビジネススクー
ル教育の質保証」の支援をうけた筑波大学大学院ビジネス科学研究科、青山学院大学国際

マネジメント研究科、同志社大学大学院ビジネス研究科の３ビジネススクールが中心にな

って起案し，2007年 X月に発行したものである。 
国内外のビジネススクールは、それぞれ独自のビジョンや教育目標を掲げている。しか

し、修了生としてのＭＢＡ取得者については、どのようなビジネススクールで教育を受け

ても、ある程度共通の力量が育成される必要がある。我が国のビジネススクールは、この

指針に示した、経営にとって有効な力量を獲得するために、その教育システムを設計する

ことが望ましい。 
 
１．適用範囲 
 この指針は、ビジネススクール又は経営系専門職大学院を設置している、あるいはこれ

から設置しようとしている大学の関係者を対象にしており、ビジネススクールが育成すべ

き人材，すなわち経営専門職候補者の力量について規定している。この指針で取り上げた

経営専門職に要求される力量については、国際的に経営専門職に必要な力量として認めら

れている 18の力量の中で、国際的にあるいは国内的に経営パフォーマンス改善に資するこ
とが実証された 10の力量を規定した。 
この指針の目的は次の通りである。 

 
 ビジネススクールを修了しすることで獲得されていることが望ましい、経営専門職候補

者としての力量の要素を示すことで、 
 
ａ）各ビジネススクールの教育目標に一定の方向性を与える、 
ｂ）教育目標を達成するために、各ビジネススクールが自律的に設計する教育システム

の妥当性を検証可能なものにする。 
 
備考１ 本指針は、各ビジネススクール独自の教育目標並びに教育システムを束縛する

ことは意図していない。 
備考２ 本指針は、ビジネススクールで習得すべき具体的経営科学分野の知識・技能並

びにその水準を規定することを意図していない。 
 備考３ この指針は、ビジネススクールでMBAないしは修士専門職(経営)を取得した修
了生の採用ないしは昇進に関わる決定を行う組織のマネジャーに対して、ビジネススクー
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ル修了生の力量を理解する参考資料としても利用できる。 
 
２．用語の定義 
２．１ 力量 個人が有するものと実証された知識、技能並びに資質 
２．２ 専門職 定められた業務上の目的を達成するために、適切なマネジャーとしての

行動が可能な力量をもった個人 
２．３ マネジャーとしての行動 組織の発展に資する価値を適切に選択し，組織の抱え

る問題点を発見し、意思決定を行い、かつ、具体的な適用を実施する一連の業務

行動 
２．４ 専門職候補者 専門職に必要な力量の一部又は全部を有する個人 

備考 専門職候補者は、必ずしも組織のマネジャーとは限らない 
２．５ 経営専門職 組織の経営目的を達成するために配置される専門職 

備考 この場合の組織には、営利目的のものもあれば、非営利目的のものもある。 
２．６ 経営専門職候補者 組織の経営目的を達成するために育成されている、あるいは

育成された専門職候補者 
備考 経営専門職候補者は、専門職育成のために設置された教育機関で育成され

る場合もあれば、所属する組織内部で育成される場合もある。 
 

３．基本的考え方 
 経営専門職のマネジャーとしての行動を適正化するためには、経営専門職に必要な力量

を明確にする必要がある。ここで、力量とは一定の経営専門知識を有することのみならず、

職務遂行に必要な技能やマネジャーに要求される高い倫理性などの資質も含まれる。従っ

て、ビジネススクールの学生に対して育成すべき力量とは、経営専門職に必要な力量の全

体であることが望ましい。各ビジネススクールは、これらの力量の全部又は一部のレベル

アップを目指したカリキュラムを編成していることを明確にし、公表しなければならない。

すなわち、教育システム，特に開設されている全ての科目（授業科目，演習科目，実習科

目）について、どのような力量の育成を目的としているかを明確にしなければならない。 
 
 備考１ 経営専門職に必要な力量の中には、学校教育だけでは十分なレベルになりにく

いものもある。 
 備考２ 各科目の目的は必ずしも単一の力量のレベルアップとは限らない。 
 備考３ 各ビジネススクールにおいて、経営専門職に必要な力量の向上以外の目的、例

えば特定の経営知識あるいは技能の深化を目的とした科目を配置することも可能である。 
 
４．経営専門職の力量 
 経営専門職が経営上の課題を解決するための行動は、「価値と問題の発見」、「意思決定」、
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「適用」の 3 段階であるので、この指針では、これら３段階の行動毎に必要な並びに経営
専門職の資質として必要な力量を規定する。 
備考 下記に示す力量の中で，我が国では、特に，先見性、分析思考、コミュニケーシ

ョンの３つの力量が全体的なパフォーマンスに大きな影響を与えることが実証されており，

ビジネススクールにおいて，何らかの教育システムを構築する必要がある． 
 
４．１ 価値と問題の発見に必要な力量 
 経営専門職がその価値と問題の発見行動で要求される力量は、次の３つである。 
 ａ）多様性受容 

多様性受容とは、異なる視点を検討し、異なる意見を傾聴することにより、様々な

可能性を考慮する力量である． 
備考１．多様性受容は，国内外共に付加価値形成、品質改善に有効であることが実

証されている。 
 ｂ）達成指向 

達成指向とは、不確実性が高く、解決が困難な状況において、課題達成の手段を探

索する力量である． 
備考２．達成志向は，国内外共に付加価値形成に有効であることが実証されている。 

 ｃ）先見性 
先見性とは、解決すべき課題に影響を与える現在および、将来の諸要因を見通す力

量である． 
備考３．先見性は，国内外共に後継者育成に、国内では付加価値形成、品質改善に

有効であることが実証されている。 
  
更に、経営専門職がその問題発見行動のために保有することが望ましい力量は、経験から

の学習と不確実性のマネジメントである。経験から学習する資質は、国内外共に付加価値

形成や平均的達成度向上に、国内では利益獲得に有効であることが実証されている。また、

不確実性をマネジメントできる力量は、国内外共に付加価値形成に有効と考えられている。 
    
４．２ 意思決定に必要な力量 
経営専門職がその意思決定行動で要求される力量は、次の 5つである。 

 ａ）情報収集力 
情報収集力とは、意思決定に必要な質的に高い情報を効率的に収集する力量である．

備考１．情報収集力は，国内外共に、新ビジネスの創造、上級管理職に進む可能性

に寄与することが実証されている。 
 ｂ）創造性志向 

創造性志向とは、既存の概念を組合わせたり、新たな発想にもとづいて課題に取り

141



組む力量である． 
備考２．創造性志向は，国内外共にコスト削減に有効であることが実証されている。 

 ｃ）分析思考 
分析思考とは、課題解決に適合的な情報と手法を選択して分析する力量である． 
備考３．分析思考は，国内外共に，付加価値形成に有効であることが実証されてお

り、更に国内では、上級管理職に進む可能性に寄与することが実証されている。 
 ｄ）戦略立案 
   戦略立案とは，複数の評価尺度の検討から、高い成果が期待される施策を作成す 
る力量である． 

備考４．戦略立案は，国内ではコスト削減に有効であることが実証されている。 
 ｅ）リスクマネジメント 
   リスクマネジメントとは、客観的にリスク発生の確度およびその影響を把握し、発

生した場合の対処における役割が担当できる力量である． 
備考 5．リスクマネジメントは、国内では品質改善に有効であることが実証されてい

る。 
 

４．３ 適用に必要な力量 
経営専門職が適用行動で要求される力量は、次の 2つである。 

 ａ）組織マネジメント 
組織マネジメントとは、与えられた経営資源の配分やメンバーの意識に配慮し、統

括部門の目標を達成する力量である． 
備考１．組織マネジメントは、国内外共に信頼関係の構築に寄与することが実証さ

れている。 
 ｂ）コミュニケーション 

コミュニケーションとは、意思疎通における曖昧な状況を排除するとともに、関係

者から支持や理解を得る力量である． 
備考２． 国内外共に利益の獲得、付加価値の形成、信頼関係の構築に寄与するこ

とが実証されている．更に国内では上級管理職に進む可能性に寄与することも実証

されている。 
  
この他にも、結果とプロセスのマネジメントに関する力量、変化対応力、対立の調整能

力なども，経営専門職に望まれる適用行動望まれる力量と考えられている。この中で、我

が国では、対立の調整能力は付加価値形成、変化対応力は品質改善に寄与することが実証

されている。 
 
４．４ その他推奨される経営専門職の力量 
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 その他、経営専門職はつぎのような力量を有していることが望ましい。 
 ａ）誠実さ 

誠実さは，国内外共に平均的達成度向上に寄与する資質とされている。 
 ｂ）ネットワーク形成能力 
   ネットワーク形成能力は、国内外共に付加価値形成に寄与する力量とされている。 
 ｃ）プレゼンテーション能力 

プレゼンテーション能力は，国内外共に品質改善に、更に国内では新ビジネス創生

に寄与する力量とされている。 
 
５．経営専門職の倫理 
 経営専門職のマネジャー行動は、高度の経営倫理に支えられていなければない。たとえ、

必要な力量で実施された行動であっても、その行動が、違法であったり、遵法であっても

所属する組織の社会的名声を卑しめることや、特定の個人の人格や当然の権利を侵害して

はならない。 
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付属書 A（参考）． マネジャー行動に必要な力量育成に有効な教育方法 
 
本指針に挙げた力量育成については,通常の講義形態による知識の伝達のみならず，実践的
技能の育成に適した多様な教育方法について配慮するのがよい．この付属書では，本指針

に示した力量の育成に有効とされている教育方法を参考として紹介する． 
 
A．１ 価値と問題の発見段階に関する３つ力量の育成に有効な教育方法 
価値と問題の発見段階に関する３つ力量の育成に有効な教育方法として、次の４つがあ

る． 
 

a) ディベート 
ディベートは、異なる視点や立場から合理的に相手を説得する方法を体験学習するこ

とを通して、多様な視点から問題発見に結びつく論理思考を促進する。 
 

b)フィールドスタディ 
フィールドスタディは、予め設定した課題項目に従い、現場観察を通して客観的情報

を収集する方法を習得する。 
 

c)「ディスカッション」、 
ディスカッションは、得られた客観的情報について、議論を通して分析枠組を構築する

手順について学習する。 
 
d)「ケースメソッド」 
ケースメソッドは、価値と問題の発見行動のみならず,意思決定行動の境界領域の行動に
関する力量育成にも効果的とされており、過去の事例に照合して、問題の発見、分析に役

立つ情報を抽出する方法として有効である。 
 
A．２ 意思決定行動に関する５つ力量の育成に有効な教育方法 
意思決定行動に関わるに５つの力量ついては、次の３つが有効な教育方法がある． 

 
e) 論理思考 
論理思考は、収集された情報間の概念や因果関係を推論するのに有効な思考方法で

ある。 
 
f) 数量分析 
数量分析は、様々な定量的な解析手法を駆使することにより、仮説を検証し、探索

144



的に事実関係を分析するのに役立つ手段である。 
 
g) シミュレーション 
シミュレーションは、意思決定行動のみならず，適用行動に係る力量育成にも有効

であり、分析結果を再検証し、複数の選択肢の中から最適な解決方法を決定するのに適し

た解析技法である。 
 
A.3 適用行動関する３つの力量の育成に有効な教育方法 
適用行動に関する２つ力量の育成に有効な教育方法として、次の２つがある． 

 
h）ロールプレイング 
ロールプレイングは、解決策の策定にともない、実行すべき行動の手順を確認し、予

行演習を行うために有効な教育方法である。 
 
i) プログラミング 

プログラミングは、反復性の高い経営課題に対して、基準となるモデルを作成するため

に必要な知識を修得するために適した教育方法である。 
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付属書 B（参考） 授業科目シラバスにおける力量育成目標・教育方法の明示例 
Organizational Behavior 

 
Instructor:XXX  
Office:YYY 
Email:AAA@BBB.ac.jp 
Office hour: Tue. 18:00-21:00 
Class meetings: room zzz 
Types of competencies expected to be gained               Teaching methods 
after taking this course 

Language(English/Japanese) E 
Debate  
Field study ○

Discussion ○

Case method ○

Creative thinking  
Quantitative analysis  
Simulation ○

Role playing ○

Programming  

Accept change  
Commitment to success  

Problem 
Finding 

Anticipate problems ○

Gather information  
Analytical orientation ○

Creative thinking ○

Decision 
Making 

Strategic planning  
Organization management ○

Communication ○

Implication 

Risk management  
 
Course Objectives 
This course is designed to provide balanced coverage of all the key elements comprising 
the discipline of OB, in a style that students will find methods to solve problems 
associated with organizational dynamics. Students are expected to study the ways of 
decision making in each topic as a manager through lecture as well as action learning, 
such as group presentation, case discussion and role playing. 
 
Class Topic 
  …….. 
Text book, cases, reading materials 
 ………. 
Grading 
 Classroom participation: 30% 
 Group presentation: 30% 
 Individual term paper: 40% 
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３－５ 第４回育成人材像研究会資料 

 

日時：平成 18 年 12 月 15 日 

場所：筑波大学大学院国際経営プロフェッショナル専攻第一教室 

 

 

  Dr. Greg Story 

  General Manager,  

  Platinum Banking Division 

  Retail Banking Group, Shinsei Bank 

 

In the course of his career Dr. Greg Story has moved from the 

academic world, to consulting, investments, trade representation, 

international diplomacy and recently to banking. 

 

A Ph.D. in Japanese decision-making, and a 21 year veteran of Japan, 

he has broad experience, having launched a “start up” in Nagoya, 

and completed “turn-arounds” in both Osaka and Tokyo for Austrade.   

 

In November 2003, Dr. Story joined Shinsei’s Retail Bank, which interestingly is a special 

combination of “start-up” and “turn-around”. He has been applying his long experience in change 

management to the task of revitalising the 7th largest bank in Japan. He established the Shinsei 

Business School and the Career Excitement Center in early 2004 and has seen per head sales results 

double over the last two years.  In November 2005, he began leading Shinsei’s Retail Branch 

national network.  He has 550 staff in his Division and is currently responsible for two-thirds of the 

revenue of the Retail Bank. He has been the leader of cultural change within Shinsei Retail. 

  

A 5th Dan in Shitoryu Karate, he applies martial art’s philosophies and strategies to business issues. 
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Dr. Greg Story 
 

Birthplace: Brisbane (QLD), Australia 

 
Employment History 
 
2006 (Oct) -            General Manager, Platinum Banking Division, Retail 

Group, 
                                Shinsei Bank Limited 
 
2005  (Nov) -   General Manager, Excellence in Banking Division & Platinum 

Banking Division, Retail Group, 
        Dean, Shinsei Business School, Shinsei Bank Limited 
 
2004 (Apr) -     General Manager, Excellence in Banking Division, Retail 
Group, 
       Dean, Shinsei Business School, Shinsei Bank Limited 
 
2003 (Nov) - General Manager, Change Management, Retail Group,  
 Shinsei Bank Limited 
   
2001 (Aug) -  Japan Country Manager, Senior Trade Commissioner, Austrade 
Tokyo 
- 2003 (Nov)  
  
1996 (Dec) Senior Trade Commissioner, Austrade Osaka 
- 2001 (Aug)  

 
1992 - 1996 Trade Commissioner, Austrade Nagoya 
 
1989 – 1992  Manager, Japan Desk, Jones Lang Wootton 
 International Real Estate Consultants 
 
1988 Established Japan Business Consultancy 
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Academic History 

 
1985 – 1988 Ph.D. - Griffith University 
  
1983 – 1984  Doctoral Research – Japan Foundation Fellow – Jochi University 
 (Tokyo) and Griffith University 
 
1981 – 1983 Master’s Degree – Jochi University 
  
1979 – 1981 Japanese Education Ministry Scholar – Jochi University 
 
1975 – 1978 Honours Degree – Modern Asian Studies – Griffith University 
 
Professional Associations 

 
2004 Advisory Board Member, Waseda University Marketing Forum 
 
1991 – 1992  6th President of Queensland – Japan Chamber of Commerce and 
Industry 
 
Interests:  Began the study of Japanese Karate at 17 years old, achieving rank 

of 5th Dan,  National Coach and International Referee 
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Tsukuba University Presentation 

10 Negative Perceptions 

1. There is a perception that they are not as good as 

the foreign MBAs. 

2. There is a perception that the teachers of the 

courses are not as good as the foreign teachers 

3. There is a perception that the coursework itself is 

a lot less intense than the foreign MBA courses. 

4. There is a perception that higher degree education 

in general is much more advanced than in Japan. 

Research in Japan is not as advanced in this 

business area associated with MBA studies 

5. There is a perception that Japan does not have the 

depth of experience in running MBA courses at 

an international standard, the development of case 

studies for example, is not as advanced. 

6. There is a perception that Japanese students don’t 

have to study as hard. None of them did any 
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2 

study at undergraduate level, so they don’t know 

what real study is beyond rote memorisation of 

vast amounts of data which these days you can 

find on the Internet yourself without having to 

remember it all. 

7. There is a perception that Japanese students are 

marked more leniently. Hardly anyone fails at 

Japanese universities – type of academic nenko 

joretsu system 

8. There is a perception that Japan is 30 – 40 years 

behind the rest of the world in higher education, 

particularly MBA style education 

9. There is a perception that the Japanese education 

favours memorisation rather than the fostering of 

analytical skills 

10. There is a perception that Japanese culture does 

not allow the vigorous debating that goes in 
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foreign universities, so the students are never 

really stretched. 

 

10 ideas 

1. Build the best understanding of Japan’s business 

environment. 

2. Produce graduates who are the most 

knowledgeable about doing business in the Japan 

context. 

3. Do the research that produces the insights into 

doing business here. 

4. Create the case studies that are cutting edge for 

Japan’s situation. 

5. Make your students really work hard on things 

that make a difference. 

6. Be more creative. 

7. Look for niches and dominate them. 

8. Take the strong maths base here and drive that 
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harder 

9. Do better marketing 

10. Have more sessions like today 
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３－６ 合同研究会資料 

日時 平成 19 年 1 月 29 日 

場所 青山学院大学研究棟特別会議室 
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1

育成人材力量指針

筑波大学大学院
ビジネス科学研究科

国際経営プロフェッショナル専攻
椿 広計

最終報告に向けて

• 指針の構成
• 指針の活用
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2

指針案の構成
（通常の国際規格構成に準拠）

• タイトル
– ビジネススクールで育成すべき人材の力量に関する指針

• 序文(Introduction)
• 本体(Body)

– 1.適用範囲(Scope)
– 2.用語の定義(Terms and Definitions)
– 3.基本的考え方(Principle)
– 4.経営専門職の力量(Competency of Management Professional)

• 付属書(Informative Annex)
– マネジャー行動に必要な力量育成に有効な教育方法
– 授業科目シラバスにおける力量育成目標・教育方法の明示例
– あるビジネススクールにおける10コア科目で育成されると考えられる
力量の明示例

指針のScope
• 規定内容

– ビジネススクールが育成すべき人材，すなわち経営専門職候補者の力量に
ついて規定

• 対象
– ビジネススクールを設置している、あるいはこれから設置しようとしている大
学の関係者

• 狙い（Purpose)
– ビジネススクールの教育システム設計に資する共通基盤を与える
– ビジネススクールが自律的に設計する教育システムの妥当性を検証可能な
ものにする

• 備考 （Note)
– 各ビジネススクール独自の教育目標並びに教育システムを束縛することは
意図していない

– ビジネススクールで習得すべき具体的経営分野の知識・技能並びにその水
準を規定することを意図していない。
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3

指針案の基本的要求事項
Shall要件

• ビジネススクールは、経営専門職に必要な力
量の全部又は一部のレベルアップを目指した
カリキュラムを編成していることを明確にし、
公表しなければならない

• 開設されている必修科目など主要な科目に
ついては，どのような力量の育成を目的とし
ているかを明確にしなければならない

指針案の基本的推奨事項
Should要件

• ビジネススクールの学生に対して育成すべき力量と
は、経営専門職に必要な力量の全体であることが
望ましい。

• 可能ならば，開設している全ての科目（授業科目，
演習科目，実習科目）について、どのような力量の
育成を目的としているかを明確にすることが望まし
い。

• 各ビジネススクールが独自に開発しようとしている
力量については、その意義を明示することが望まし
い
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4

主要な概念

• ビジネススクール
• 力量

– 知識・技能・資質
• 専門職

– 業務上の目的達成のための行動を起こせる力量
• マネジャーとしての行動

– 価値の選択・問題点の発見
– 意思決定
– 具体的な適用を実施

• 経営専門職

経営専門職の力量
ビジネススクールで育成すべき

• 経営専門職のマネジャー行動を支える力量
• 3段階のマネジャー行動

–価値と問題の発見
–意思決定
–適用
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価値と問題の発見に必要な力量

• 多様性受容
– 多様な価値観を理解し，共有し，異なる視点を検討し、異
なる意見を傾聴することにより、様々な可能性を考慮する
力量

• 達成指向
– 不確実性が高く、解決が困難な状況において、課題達成
の手段を探索する力量

• 先見性
– 解決すべき課題に影響を与える現在および、将来の諸要
因を見通す力量

意思決定に必要な力量

• 情報収集力
– 意思決定に必要な質的に高い情報を効率的に収集する力量

• 創造性志向
– 既存の概念を組合わせたり、新たな発想にもとづいて課題に取り組
んだりできる力量

• 分析思考
– 課題解決に適合的な情報と手法を選択して分析する力量

• 戦略立案
– 複数の評価尺度の検討から、高い成果が期待される施策を作成する
力量

• リスクマネジメント
– 客観的にリスク発生の確度およびその影響を把握し、発生した場合
の対処における役割が担当できる力量
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6

適用に必要な力量

• 組織マネジメント
–与えられた経営資源の配分やメンバーの意識に
配慮し、統括部門の目標を達成する力量

• コミュニケーション
–意思疎通における曖昧な状況を排除するととも
に、メンバーのコンセンサスやモラールを形成す
ることに資する力量

• コミュニケーションデザイン，情報流通の仕組みの構
築も重要な力量であるが，これは組織マネジメントとの
境界的な力量

特定の技能育成に特化した
ビジネススクールで育成する力量

• 例示
–技術経営専門職

• 技術分野での力量
–国際経営専門職

• 言語・ビジネスコミュニケーション技能

• 多様な経営専門職並びに経営専門職大学院
が存在すべきことを前提とした記述
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その他の推奨される資質

• 誠実さ
– 誠実さは，短期で育成することが困難な資質であるが，
経営専門職が有すべき資質である．この点に関しては，
例えば，各ビジネススクールが適切なアドミッションポリ
シーを持つことも考えられる．

• ネットワーク形成能力
– ネットワーク形成の成否については，専門職の力量のみ
ならず種々のビジネス環境要因が絡み，偶発的要素の影
響も無視できない．また，その資質の系統育成も短期的
に容易なものではない．

• プレゼンテーション能力

付属書A：多様な教育方法

• 従前の力量との対応を断念
• 数理分析、論理的思考などを削除
• ビジネスゲームなどの記述を追加

– これら多様な教育方法を組み合わせることも有
効である。適切なシナリオの下でのビジネスゲー
ムをグループワークとして実践することは、様々
な力量の開発に有用であり、その典型と考えられ
る。
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指針の利用
付属書B:シラバス

• This course is designed to 
provide balanced coverage of 
all the key elements 
comprising the discipline of OB, 
in a style that students will find 
methods to solve problems 
associated with organizational 
dynamics. Students are 
expected to study the ways of 
decision making in each topic 
as a manager through lecture 
as well as action learning, 
such as group presentation, 
case discussion and role 
playing.

 本授業科目で育成を目標とする力量 
多様性受容  
達成指向  

価値・問題

の発見 

先見性 ○ 
情報収集力  
創造性志向 ○ 
分析思考 ○ 
戦略立案  

意思決定 

リスクマネジメント  
組織マネジメント ○ 適用 
コミュニケーション ○ 

 
Teaching methods 

 
利用言語(English/Japanese) E 

ディベート  

フィールドスタディ ○

ディスカッション ○

ケースメソッド ○

モデリング ○

ロールプレイング ○

ビジネスプログラミング  

指針の活用
コアカリキュラムの妥当性検証

 

マネジメント基礎 

ミクロ経済学 

ファイナンス基礎 

アカウンティング

基礎 

マーケティング基

礎 

企業倫理とガバナ

ンス 

オペレーションズ

マネジメント基礎 

組織行動 

統計分析 

情報システム基礎 

多様性受

容 

○
 

 
 

 
◎

 
○

 
 

◎
 

 
○

 

達成指向 

◎
 

○
 

○
 

○
 

 
 

 
◎

 
 

 

先見性 

 
○

 
◎

 
 

◎
 

 
○

 
 

○
 

○
 

情報収集

力 

 
 

○
 

○
 

○
 

 
 

 
◎

 
◎

 

創造性志

向 

○
 

 
○

 
 

◎
 

 
 

◎
 

 
○

 

分析思考 

 
◎

 
○

 
◎

 
 

 
○

 
 

◎
 

 

戦略立案 

○
 

○
 

○
 

 
◎

 
 

◎
 

 
○

 
 

リス クマ

ネジ メン

 
 

○
 

○
 

 
◎

 
◎

 
○

 
○

 
 

組織マネ

ジメント 

◎
 

 
○

 
○

 
 

○
 

 
◎

 
 

 

コミュニ

ケーショ

○
 

 
 

 
○

 
◎

 
 

○
 

 
◎

 

 

重要度 15     15 8       8       8       8      8     10    10 10

寄与度

12 2      4                1                1                      3       1

5                                       1       2          1       1

11                     2       1        1       1       1   1        3       1

7                     2        1               2          1                1

13              2                          2                 2     1      3                3

9             4       2       2                           1

6                               2       2      1          1

15             2       4       1                          2 3     3

7                                1       1      2         2      1

9                4                                         1     2     1                 1
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9

おわりに
ビジネススクールがトレンドで終わらないために

• 経営系専門職の力量とは何であり
ビジネススクールとは何を狙っているのかを
ビジネススクール関係者のみならず社会に広く認識
していただきたい（指針適用範囲に記載）

• 専門職としてのManagement Professionalを確立
– 全修了生へプロフェッショナル候補としての意識付け

• 我が国だから必要なこと？
• 組織化？？

– Japanese Union of Management Professional？
– 力量の検定？？

• 我が国だから必要なこと？
– より具体的な力量辞書を構築

» XXのときにXXができる
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３－７ 第 2回ビジネススクール長会議資料 
 

第 2回全国ビジネススクール責任者会議 
 
日 時：2007年 2月 19日（月） 13時 30分～19時 30分 
 
場 所：筑波大学東京キャンパスＧ５０１講義室 
 
プログラム 
         総合司会 筑波大学ビジネス科学研究科専攻長 椿広計 

13：30～13：35  開会挨拶 筑波大学理事・副学長 工藤典雄 
13：35～14：05  来賓講演 文部科学省高等教育局専門教育課補佐 徳岡公人 
         「専門職大学院の今後の課題」 
14：05～14：50 「ビジネススクール教育の質保証システムの構築」プロジェクト 

総括報告及び質疑 プロジェクト責任者 鈴木久敏（筑波大学） 
（休憩） 

15：00～17：00  討論：今後の活動について 
(1) パネル討論：ビジネススクール教育質保証システムの動向とあり方 
 大学評価・学位授与機構 木村靖二評価研究部長 

 大学基準協会  澤田進事務局長 
 ABEST21   伊藤文雄代表（青山学院大学） 
 産業界代表   古屋紀人社長（IGBネットワーク） 
 プロジェクト幹事  中田哲雄教授（同志社大学） 
 司会   椿広計教授（筑波大学） 

(2)その他： 
17：00～17：05  閉会挨拶 同志社大学大学院ビジネス研究科教授 中田哲雄 
（休憩） 

17：30～19：30   懇親会 G503教室 （会費 2,000～3,000円程度） 
   司会  筑波大学ビジネス科学研究科教授 T.マーフィ 
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（速報つくば原稿）：第 2回ビジネススクール長会議速報 
 
ビジネススクール教育の質保証システム開発全国ビジネススクール長会議を開催  
ビジネス科学研究科 
 
２月 19日、法科大学院等専門職大学院形成支援プログラムで採択された事業（本学、青山
学院大学、同志社大学の３大学共同事業）の総括報告のため、東京キャンパス（大塚）で

第２全国ビジネススクール長会議が開催され、28大学約 58名の参加がありました。 
会議では、工藤典雄副学長の挨拶後、来賓の徳岡公人文部科学省高等教育局専門教育課課

長補佐による講演がありました。引き続き、鈴木久敏ビジネス科学研究科教授・大学研究

センター長（本プロジェクト責任者）から、総括報告が行われた後、大学評価・学位授与

機構の木村靖二評価研究部長、大学基準協会の澤田進事務局長、産業界からＩＧＰネット

ワーク社古屋紀人社長を招いて、「ビジネススクール教育質保証システムの動向とあり方」

と題して、パネル討論が行われました。閉会後は、親交を深めるため懇親会が行われまし

た。 
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「第 2回全国ビジネススクール長会議」報告 
筑波大学大学院ビジネス科学研究科  
国際経営プロフェッショナル専攻 

領家 美奈 
はじめに 
本稿には、2007年 2月 19日筑波大学東京キャンパスで行われた「第 2回全国ビジネスス
クール長会議」の報告をさせていただく。本会議には昨年度よりの 2 年間文部科学省の支
援を受けて行われた法科大学院専門職大学院形成支援プログラムの「ビジネススクール教

育の質保証システムの開発 (BS-QAS: Business School Quality Assurance System)」の総
括報告が含まれている。筆者は、幹事校のひとつである筑波大学が担当する事務局にて

BS-QAS ウェブ・メールサーバーの構築と運営について、諸先生方の助けを借りながらお
手伝いさせていただいた。よって、本会議に参加する機会があった次第である。 
 
ビジネススクール教育の質保証システム開発 
このプロジェクトは、経営系専門職大学院３校が中心となって、国内経営系専門職大学院

をメンバーとする検討グループを設立し、ビジネススクールの教育とその修了生の専門職

としての質を保証する新たなシステムの制度設計を行うことを狙いとしている。このため

に、経営専門職の理念と専門職に必要な力量、経営専門職を系統育成する教育制度設計、

経営系専門職大学院の評価の仕組みを、検討する研究会を組織し広く活用可能な「ビジネ

ススクール教育の質保証指針」を作成することを目指している。このプロジェクトの幹事

校は、筑波大学、青山学院大学そして同志社大学の３校である。筑波大学は、育成人材像

研究会の幹事校、青山学院大学は制度設計研究会の幹事校、そして同志社大学は質保証シ

ステム研究会の幹事校としてそれぞれの研究会をすすめるスタイルをとっている。各研究

会にはそれぞれの幹事校から構成員が出席し大学間境界を超えた議論を行うこととなって

いる。この取り組みは「社会人・学生のための日経大学・大学院ガイド 2006年春号（日経
BP 2006年 4月 19日発行）」の特集１「プロフェッショナルスクール本格時代が到来」で
取り上げられた。本プロジェクトの活動をお知らせするため、ウェブサイト

http://www.bs-qas.org を立ち上げており、そこにはより詳しく本プロジェクトの内容や特
色が公開されている。またWhat’s Newのページやイベント案内のページでは各研究会によ
る会議のお知らせなどの情報を簡易に更新できるシステムを備えており、これを用いてビ

ジネス科学等支援室の職の員方々にも研究会の情報を掲載していただいた。このサーバー

の構築について、学術情報メディアセンターの方々に大変お世話になっている。あらため

てこの場をかりて深謝いたします。 
 
会議のプログラムと会場の様子 
本会議は、2007 年 2 月 19 日の午後いっぱい予定され、全体を通して総合司会のビジネス
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科学研究科国際経営プロフェッショナル専攻長椿教授のもと、すすめられた。事前登録し

た参加者は 52名で、大塚キャンパス唯一の階段教室である G501号室は、ほどよく席が埋
まり、また、どちらかといえば、教室の前側に参加者はより集まっていて真摯な様子が伺

えた。事前に準備された「ビジネススクール教育の質保証システム開発最終報告書(案)」は
60 部であったが、その残り具合からはもう少し人数が多いという印象を受けた。本会議の
構成は大きく分けて、講演とパネル討論の２つのパートにより構成されていた。講演パー

トでは、工藤副学長から頂いたご挨拶に始まり、文部科学省高等教育局専門教育課課長補

佐の徳岡公人氏による来賓講演「専門職大学院の今後の課題」、そしてプロジェクト責任者

であるビジネス科学研究科の鈴木教授による総括報告講演が行われた。パネル討論のパー

トでは、「ビジネススクール教育質保証システムの動向とあり方」について討論いただいた。

パネラーとして、大学評価・学位授与機構の木村靖二評価研究部長、大学基準協会から澤

田進事務局長、幹事校であるがここでは ABST21 の代表として青山学院大学の伊藤文雄教
授、産業界代表として IGBネットワークの古屋紀人社長、プロジェクト幹事として同志社
の中田哲雄教授が壇上にあがられた。なかでも、古屋紀人氏は、筑波大学大学院ビジネス

科学研究科とゆかりが深く、博士後期課程の企業科学専攻の修了生であり、また 2006年度
は国際経営プロフェッショナル専攻で、「異文化コミュニケーション  Cross Culture 
Communication」「企業革新  Corporative Innovation」「人的資源  Human Resource 
Management」の 3科目について講師をされている。 
 
講演パートについて 
文部科学省の徳岡公人氏による来賓講演「専門職大学院の今後の課題」では、専門職大学

院の設置状況や法科大学院を除いた入学定員の規模、特にビジネス・MOT分野の定員規模
や入学定員・志願者・入学者の推移、年齢構成などが紹介された。現在ビジネス・MOT分
野では来年度設置予定も含めると 29の専攻（国公立 13、私立 13、株式会社３）があり、
分野としては法科大学院（74）の次に数が多い。制度発足後の平成 15年度から見て入学定
員数・志願者数・入学者数ともに毎年増加傾向にあることが示された。しかしながら徳岡

氏は次に、現在の専門職大学院制度全体の懸案事項として、制度発足後の急速な設置数の

増加に対して、他の課程との相違点・質の保証・各界の修了者の評価をあげていた。ビジ

ネススクールへの期待として、大学院教育の改革の牽引役、産業界と大学のパイプ役、優

秀な人材を多く輩出し、社会的評価の確立をあげられた。ビジネス科学研究科の鈴木教授

から総括報告として現在、までの活動による、ビジネススクール教育の質保証指針（案）

が紹介された。この詳細については、本プロジェクトの報告書を参照されたい。 
 
パネル討論パートについて 
はじめに登壇されたパネラーの方々に、それぞれの視点から見た「ビジネススクール教育

質保証システムの動向とあり方」についてお話いただいた。ここでは青山学院大学の伊藤
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先生から「ABST21（The Alliance on Business Education and Scholarship for Tomorrow, 
a 21st century organization）」についてもご紹介いただいた。このパネル討論が進むにつれ、
システムの開発から教育現場での課題について、多岐にわたるコメントと質問が発せられ

た。本パネル討論パートでは、世界における日本のビジネススクールの競争力をあげてい

くために、大学間の競争と協力を両立させた関係を築き、今後もこのような大学の連携の

枠組みやコミュニケーションの場を設けましょうという提言が互いになされた。 
パネル討論の中で特に印象深かったものを以下に示す。 
・ 評価の観点から言うと、まずどのような人材を輩出するのが産業界のニーズにあってい

るのかあまり明確ではないと感じる。産業界のニーズを聞くにしても、今までの経験だ

けで物を言っている方々の話はすぐに陳腐化する。よりよく物を考えて全体が向上する

ようなことを言ってくれる識者が相手でないと互いに益を得るのは困難だ。 
・ カリキュラムが、社会のニーズにあっているかどうかは学生の評価を利用してそれらに

対する教員側のコメントを公開し日々練り上げてきている。しかし、学生の声だけに依

存して編成などを変化させているのはどうか。同様に企業からの声に依存しすぎるのは

いかがか。現在の企業の競争力を底上げすべく人材を教育したいという考え方もある。 
・ 修了生やビジネススクールが受ける評価と産業界のニーズは必ず一致するのだろうか。 
・ ビジネス・MOT分野の修了生を日本の企業はどのように使いこなしていくのだろうか。 
・ カリキュラムについて、国内の志願者が海外のMBAばかりを志願するのではなく、国
内のMBAへも志願してくるような確立した評価を受けたい。教員の経験のみからなる
講義は陳腐化するのが早い。実践と理論のバランスのよい編成が望まれる。 

・ 今の取り組みの効果を評価するにはまだ時間が必要だ。等々が議論された。 
 
おわりに 
本稿では 2007年 2月 19日に行われた「第 2回ビジネススクール長会議」について報告さ
せていただいた。筆者には、いくつかの現場から提示された話題が特に印象深く思われた。

それらは筆者の所属する国際経営プロフェッショナル専攻でも議論が続けられている点で

もあったからである。それらに加えて本専攻では、日本語能力を問わない外国人学生の受

入れ、夜間大学院、などの特色があるが故の取り組まなくてはならない、授業のみならず

運営システム等々に関する多様な課題もある。是非、パネル討論であげられたように、協

調と競争のバランスをとりつつ他のビジネススクールとのコミュニケーションを続けて、

多くの課題に対する打開策を見つけられればと考える。 
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４．制度設計研究会資料 

４－１ ビジネススクール教育システムの指針  

 

はじめに  

平成１５年４月、学校教育法の改正により、高度専門職業人養成に特化し、理論と実務を架橋

した実践的な教育を行う専門職大学院の制度が創設された。また、同法により、その目的に応じ

た教育水準の維持向上を積極的に図るため、各専門職大学院は５年以内ごとに文部科学大臣から

認証を受けた機関（認証評価機関）による評価（認証評価）を受けることとされた。専門職大学

院教育の制度設計が教育の質維持向上を保証する認証評価に繋がる重要性を含んでいる。  

現在、高度専門職業人養成に特化して専門職大学院制度は、経営管理、法律実務、ファイナン

ス、国際開発・協力、公共政策、公衆衛生などの専門分野にわたり、その設置状況は下表の通り

である。 

  

専門職大学院の設置状況  

 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 合計 

ビジネス・MOT  6  7  7  8  1  29  

会計  1  －  9  4  2  16  

公共政策  1  3  2  1  1  8  

公衆衛生  2  －  －  －  1  3  

知的財産  －  －  2  －  －  2  

臨床心理  －  －  1  －  3  4  

法科大学院  －  68  6  －  －  74  

その他  －  5  2  5  1  13  

合計  10  83  29  18  9  149  

その他：助産、デジタルコンテンツ、原子力等 （文部科学省中央教育審議会資料） 

 

経営管理分野の専門職大学院制度設計の留意事項  

高度専門職業人養成の専門大学院の設置背景には、わが国経済のグローバル化の加速度的な進

展によりこれまでの発想や思考の枠組みだけでは認識できない問題や解決不可能な問題が露呈

し、この問題解決には今まで以上に経験の範囲や国際的視野を広げ、さらにはより一層のマネジ

メント能力の向上が求められ、マネジメントに対する創造的な思考力、判断力、批判力の涵養が

不可欠となってきたことである。  

高度専門職業人養成の大学院制度が発足した1990年代は、冷戦構造の崩壊、技術革新の進展、

情報化時代の到来などによって世界市場が一体化され、地球規模の競争が展開され大競争時代
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出現させた時代であった。わが国ではバブル経済が崩壊して長引く不況の泥沼に入り込み、金融

システムの崩壊、中小企業の倒産の増大、株価の下落、不動産価格の低迷、金融機関や企業の破

綻増大などのマイナス経済成長の諸問題を抱え込む結果となった。こうした状況変化のなかで高

度専門職業人養成の大学院教育の必要性が社会の各方面から求められてきたのである。 

第一に、企業経営の再生には、有能な経営幹部候補の育成が不可欠である。わが国はこれまで

産業発展の力であった組織的、集団的創造活動の力のみに頼ってきたきらいがある。これからは

それ以上に、強い個人のリーダーシップと創造力に優れた人材の育成が必要である。 

第二に、「経済のグローバル化」の時代には、異文化圏の価値観を相互に理解していくプロセ

スが必要となる。そのプロセスは世界の個人主義と対峙していくプロセスであり、その個人主義

の背後にある宗教、仏教、イスラム教、キリスト教などの世界宗教について知識として理解して

いくことが必要である。すなわち、激変していく経営環境のなかで高度な専門知識や経営スキル

を習得していくだけでなく、グローバルな視野で国際経営事象を見る認知できる人材の育成が必

要である。 

 第三に、グローバル化による社会経済環境の変化には、企業の業務機能をいかに統合して倍数

的な成果を産出していくかが重要な課題となってくる。統合には不確実な状況設定の下で限られ

た情報を駆使して最適な選択と的確な意思決定を行う訓練が必要である。例えば、装置の故障を

修理するために分解は簡単にできるが、難しいのは分解して修理した部品をどう元通りに組み立

てるかということと同じで、企業経営をどう組み立て再生していくか統合能力の開発が必要であ

る。 

第四に、国際競争環境の変化には、「筋力」だけでなく「知力」を発揮して新しい附加価値を

創造する新事業を開発していく企業家精神の涵養が必要である。企業が激変していく国際競争市

場にサバイバルしていくためには、企業家精神を喚起し急速な技術革新や知識の陳腐化に対して

最新の知識・技術を習得し、実務的な知識・経験を学術の理論として再構築し、総合的な判断力、

新しい視点、将来の変化を見通す洞察力を養っていかなければならない。企業家精神の特性は、

性格の問題ではなく、行動様式の問題である。しかも企業家精神の基礎となるものは、直観的な

能力ではなく、じつは論理的かつ構想的な能力である。シュムペーターが企業家の責務は「創造

的破壊」であるといったように、企業はこの困難を打開していくために、国際競争環境の変化を

探し出し、変化を企業成長の機会に転化しうる資質と能力を持つ人材の養成が必要である。 

第五に、昨今の経済不祥事の問題を一瞥するならば、経営者の職業には専門的に必要な知識や

経営スキルだけを習得するのではなく、戦略計画の実行、リーダーシップ、職業倫理などの「ソ

フトスキル」の教育が必要である。企業経営者の職業としての確立には、その職業の基礎にある

ところの経営者の経営行動の創造性という職業倫理が植え付けられてこなければならない。企業
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経営者が実際の経営に当たる時、無意識のうちにこれを職業倫理として身に付けている人材の育

成が必要である。 

これらの必要性を人材育成の教育課程に反映させていくか、教育システム開発の制度設計につ

いて検討してみる。 

 

制度設計の考慮要因について 

 上記の必要性を考慮して、経営管理分野における専門職大学院の制度設計に必要な事項を検討

してみる。 

１．課程の目的 

各専門職大学院の教育には明確な目的（大学院設置基準第１条の２において定めることとされ

ている目的をいう。）が定められていることが必要である。それは人材育成に求められる教育研

究活動の意思決定の方向に係ってくるからである。学校教育法第 65 条第 2 項に規定されている

「高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培う」ことを目的と

した専門職大学院の教育であるゆえに、育成すべき人材像が鮮明に描き出されてこなければなら

ない。 

事例として、国際マネジメント研究科の場合には、下記のミッションを成文化し、周知を図っ

ている。 

「青山学院大学国際マネジメント研究科は、国際社会のより豊かな未来を切り拓いていくため

に、高い倫理観と国際的視野を身につけた企業家精神に富む人材を育成するとともに、国際マネ

ジメント教育研究に資する研究者の育成を目途とする。この使命を果たしていくためには、われ

われは、 

・先駆的な学術研究の推進による独創的な知見を創造し、 

・高度専門職業人養成のための教育プログラムを開発し、 

・人類共通の知的資産の充実を図り、 

・世界の高等教育機関との連携による Global Knowledge Networkを構築し、世界に開かれた学習

組織を形成していく」。 

このミッション･ステートメントは 3 年ごとの見直しを行い、ミッション実現に下記 4 つの戦

略目標を策定している。 

１）独創的な知見の創造のための私立大学高等教育高度化事業プロジェクトの推進 

２）高度専門職業人養成のための Global Action Learning教育プログラムの推進 

３）人類共通の知的資産の充実のための Global Lecture Data-baseの構築 

４）国際連携による Global Knowledge Networkの構築 
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そして、上記戦略目標の達成のために、下記の事業を実施している。 

第一の“先駆的な学術研究の推進による独創的な知見の創造”のために、国際マネジメント研

究科は専門職大学院附置教育研究施設として「国際マネジメント学術フロンティア・センター」

を設置し、国際マネジメント研究科の専任教員の研究拠点を形成し、文部科学省補助金事業であ

るオープン・リサーチ・センター整備事業「アジアにおけるインターネットビジネス教育システ

ムモデルの国際開発研究」と学術フロンティア推進事業「アジアにおけるファイナンスのグロー

バル化に係る先端的金融テクノロジーの国際共同開発」を推進している。 

第二に、“高度専門職業人養成のための教育プログラムの開発”のために、専門職大学院制度

のスタートと同時に国際マネジメント研究科は専門職学士課程において本格的なMBAプログラ

ムを開設し、さらにわが国専門職大学院で最初の学位授与型の特定企業の役職社員を対象にした

EMBAプログラムを増設した。国際マネジメント研究科は国際マネジメントの教育研究を担う若

手研究者の育成を目的とした「国際マネジメントサイエンス専攻博士課程（5年）を増設し、Ph.D.

プログラム、DBA.プログラムおよびMAプログラムを増設した。 

第三に、“人類共通の知的資産の充実”を図るために、Global Lecture Database事業を推進

し、海外大学より招聘した教授および研究者の特別講座を、例えば、米国コロラド大学の故ケネ

ス・ボールディング教授の 12 回の授業を収録し、国際マネジメント研究科ホームページに掲載

し、共有財産として広く一般に開放している。さらには、「青山マネジメント・レビュー」を出

版し、教員の研究成果を発表しミッションの実現を高めている。 

第四に、“世界の高等教育機関との連携によるGlobal Knowledge Networkの構築”のために、

2005年 7月に、The Alliance on Business Education and Scholarship for Tomorrow, a 21st 

century organization(ABEST21)を組織し、教材の国際共同開発およびマネジメント・シミュレ

ーションソフトの国際共同開発のための国際研究会等の開催により、世界のビジネススクールの

教育研究のコラボレーションの機会を共有している。特に、国際マネジメント研究科は、国際化

の四つの側面に対して、下記のプログラムを展開している。 

・外国人留学生の受け入れと Tokyo Seminarの実施、例えば、毎年 7月下旬に 1週間の予定で

アジア各国のビジネススクールの学生が国際マネジメント研究科に集合し、2006 年度において

は、日本経営についての講義、国際マネジメントゲームの実施、工場見学そして課題テーマの

研究発表等のプログラムにより国際交流を推進している。 

・外国人教員の任用と海外ビジネススクール客員教授招聘プログラムの実施、例えば、外国人教

員を専任教員として任用し、また、寄附企業の寄附講座に国際学術協定を締結しているビジネ

ススクールの第一級の教員を客員教授として招聘しての正規授業の実施である。2006 年度にお

いては、米国、ロシア、シンガポール、中国、韓国から客員教授を招聘した。 
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・国際研究会および国際シンポジウムの実施、例えば、2006 年度においては、10 月に国連大学

との共催により、国際シンポジウム「ビジネスにおけるダイバーシティ・マネジメントとアジ

アの持続的発展」を開催し、国連、オランダ、ロシア、中国、韓国からの講演者を招聘して開

催した。また、2007 年 2 月にはマレーシアのクアルンプールで国際マネジメント研究科、シン

ガポール・マネジメント大学およびマルチメディア大学との共催によりインターネトビジネス

に関する国際研究発表会を予定している。 

・上海ツアーの実施、例えば、2006 年度においては、8 月中旬に 1 週間の計画で中国･上海の復

旦大学管理学院との国際学術協定にもとづき、復旦大学管理学院での中国の政治・経済･経営

についての講義と工場見学の上海研修を実施した。 

２．標準修業年限 

専門職大学院の標準修業年限は、専門職大学院設置基準において 2年とされている。ただし、

学生の履修コース等として 1年の短期履修コースや長期在学コースの設定が可能である。また、

専攻分野の特性により特に必要があると認められる場合に限り、1 年以上 2 年未満の標準修業年

限を設定することができるとされている。 

 事例として、国際マネジメント研究科の場合には、1 年の短期履修コースとして Executive 

MBAを設置している。対象は職業経験 15 年以上の企業の部長職にあり人事部長の推薦する人で

ある。2年標準修業年限コースでは、職業経験 2年以上の Full-timeクラスと職業経験 3年以上

の Flex-timeクラスに分けて教育している。3年の長期在学コースは Flex-timeクラスにおいて

実施している。 

３．修了要件 

専門職大学院の修了要件は、専門職大学院設置基準において、2 年以上在学し、当該専門職大

学院が定める 30 単位以上の修得その他の教育課程を修了することとされており、研究指導を受

けることや、論文審査の合格は必須とされていない。既設の専門職大学院が履修単位を 40 単位

～50 単位以上に規定されている大学院が多い。 

 事例として、国際マネジメント研究科の場合には、職業経験 2年コースの場合、下記の修了要

件を課している。 

１．標準修業年限 2年以上の在学 

２．所定の 60単位以上の取得 

３．TOEIC730以上の取得 

４．入学者選抜 

入学者選抜については、設置基準上は特段の制限規定が定められていない。従って、各大学院

の責任において、課程の具体的な教育目標に基づく入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）
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を明確にし、将来の中核的・指導的な管理者に相応しい資質能力を適確に判断し得るよう入学者

選抜が工夫されている。 

 事例として、国際マネジメント研究科の場合には、例えば、Flex-time クラスの場合、下記の

入試要項を定めている。 

先ず、下記のアドミッション・ポリシーを制定し周知公表を図り、入学者受入方針を明確化して

いる。 

「国際マネジメント研究科では、グローバルな視野をもって、責任ある個人としての自覚のも

とに、自らの課題を探求し、論理的に物事を捉え、自らの意思を的確に表現しつつ行動し、そし

て豊かな創造性と組織をリードしうる素質を有する学生を求める」。 

このアドミッション・ポリシーのもとに、Flex-time クラスの場合、「現在、企業等組織に勤

務し、入学時までに 3年以上の職業実務経験を有し、専ら夜間授業を履修する者で、国内外の大

学学士課程を卒業した者又は卒業見込みの者等」である。審査は志願者全員に「書類審査」と「面

接審査」を実施し、下記の書類の提出を求めている。提出書類には、「必要提出書類」と「随意

提出書類」とに分け、「必要提出書類」のなかに課題レポートの提出が求められている。「随意

提出書類」は、①語学能力証明書、②GMATの成績、③自己 PR書、④推薦書、⑤実務経験活動

報告書、⑥各種資格取得証明書、発表論文等である。 

５．教育課程 

 専門職大学院の教育課程については、専門職大学院設置基準上、「教育上の目的を達成するた

めに専攻分野に応じ必要な授業科目を開設し、体系的に教育課程を編成する」と定められている。

教育課程が理論的教育と実務的教育の架橋に留意しつつ、各専門職大学院の目的に照らして体系

的に編成されており、各専門職大学院の目的や授与される学位に照らして、授業科目が適切に配

置され、教育課程が体系的に編成されていることが必要である。教育課程を展開するにふさわし

い授業形態、学習指導法等が整備されていること、成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、

有効なものとなっていることが必要である。 

特に、教育課程が、企業経営又は技術経営の実務に必要な専門的な知識、思考力、分析力、表

現力等を修得させるとともに高い倫理観及び国際的視野を持つプロフェッショナルの人材を養

成する観点から適切に編成されていることが必要であり、組織行動、企業戦略、技術・生産管理、

マーケティング、会計、企業財務などに関する内容を扱う科目が、各専門職大学院の目的に応じ

て適切に教育課程に盛り込まれていることが求められてくる。 

 事例として、国際マネジメント研究科の場合には、体系的な教育課程の編成として、下記

の 2007 年度 Flex-time カリキュラムを設定している。特に、体系的な教育課程の構成として、

①マネジメントの教育の木の根と幹を成すカリキュラムとして100番台必修基礎科目と200番台
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選択必修科目を配置している。その根と幹の栄養が木の枝に栄養を与えていくべく 300 番台の業

務機能の 5専門分野の選択必修科目を配置し、そして業務機能の統合マネジメントとして 500 番

台の Global Action Learningを配置している。 
１）基礎科目（必修 18 単位） 
101 マネジメント基礎 106 企業倫理とコンプライアンス 
102 ファイナンス基礎 107 企業経営の経済学 
103 マーケティング基礎 108 統計分析Ⅰ 
104 アカウンティング基礎 109 組織行動 
105 ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞ・情報システム基礎   
 
２）基本科目（選択必修 4単位） 
201 マクロ経済学 209 異文化コミュニケーション 

202 制度と市場 210 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 
203 産業組織と市場戦略 211 統計分析Ⅱ 
204 経営史 212 経営数学 
205 異文化マネジメント 213 オペレーションズ・リサーチ 
206 リスク・マネジメント 214 プレゼンテーション・スキル 
207 コーポレート・ガバナンス 215 企業合併・買収 
208 経営倫理と宗教 216 GSIM特別講座 

 

３）専門選択科目（選択必修 14 単位） 
MGT300 
301 グローバル・マネジメント 308 新事業とベンチャー 
302 ゲーム理論とマネジメント 309 アントレプレナーシップ 
303 競争戦略 310 リーダーシップ 
304 企業戦略 311 人材マネジメント 
305 組織の戦略的デザイン 312 マネジメント演習 
306 人事システムの設計 313 マネジメント特別講座 
307 イノベーション・マネジメント   
 
FIN300 
301 コーポレート・ファイナンス 308 デリバティブ 
302 国際ファイナンス 309 ファイナンス数理 
303 インベストメント 310 ｺﾝﾋﾟｭﾃｰｼｮﾅﾙ・ﾌｧｲﾅﾝｽ 
304 応用コーポレート・ファイナンス 311 ファイナンス計量経済学 
305 ポートフォリオ・マネジメント 312 ファイナンス演習 
306 機関投資家と資産運用 313 ファイナンス特別講座 
307 証券市場分析   
 
MKT300 
301 グローバル・マーケティング 308 ブランド戦略 
302 戦略的マーケティング 309 価格戦略 
303 サービス・マーケティング 310 マーケテイング・チャネル 
304 生産財マーケティング 311 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 
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305 消費者購買行動 312 マーケティング演習 
306 マーケティング・リサーチ 313 マーケティング特別講座 
307 新製品開発   
 
ACT300 
301 財務会計 308 企業研究 
302 管理会計 309 非営利組織と公会計 
303 税務会計 310 会計の諸問題 
304 国際税務 311 会計プロフェッション科目 
305 国際会計 312 会計演習 
306 監査 313 会計特別講座 
307 財務分析   
 
OIS300 
301 インターネット・ビジネス 308 データマイニング 
302 ITソリューション 309 情報セキュリティ 
303 経営情報システム 310 ウエッブ戦略 
304 ロジスティクス 311 分散システム設計 
305 クオリティ・マネジメント 312 ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞ・情報システム演習 
306 生産管理 313 ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞ・情報システム特別講座

307 データベース   
 
４）法科大学院科目(選択) 
451 民事法特講Ｂ 455 経済法(1) 

452 消費者法 456 知的財産法(1) 

453 環境法 457 租税法 

454 労働法(1)   

 
５）Global Action Learning 科目（選択必修 10 単位） 
501 マネジメント・ゲームⅠ．Ⅱ. 506 東京セミナー 
502 FASTⅠ．Ⅱ. 507 上海研修 
503 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄⅠ．Ⅱ. 508 寄附講座 
504 ﾌｧﾝﾄﾞ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 509 Macquarie講座 
505 インターンシップ   
 

509Macquarie講座科目 
5091 Financial Risk Management (4) 5095 Modeling Financial Risk (2) 
5092 Legal Risk in Finance (4) 5096 Credit Risk Management (2) 
5093 Derivative Valuation (2) 5097 Hedge Funds (2) 
5094 Applied Portfolio Management (2) 5098 Risk and Portfolio Construction (2) 

 

６．教育方法・授業形態 

専門職大学院の教育方法については、専門職大学院設置基準上、１）専攻分野に応じて、事例

研究、現地調査、双方向・多方向に行われる討論若しくは質疑応答、その他の適切な方法により
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授業を行うこと、2)学生に対し、授業の方法、内容、年間授業計画、学修評価・修了認定基準を

あらかじめ明示すること、3)学生が１年間又は１学期に科目登録できる単位数の上限を定めるこ

と、4)授業を行う学生数は、授業の方法、施設設備等諸条件を考慮して、教育効果を十分にあげ

られるような適当な人数とすることなどが定められている。 

事例として、国際マネジメント研究科の場合には、上記 4項目については下記のとおりの設計

をしている。 

１）授業の方法等については、教授する学術理論的知識と実務的知識・スキルの相対的割合に

よってそれに適した授業の方法がとられるので、すべての配置科目が一律の割合で学術理論的知

識と実務的知識・スキルが教授されるのではない。基礎的な専門科目の授業の場合には、学術理

論的知識の教授が相対的に大きな割合を占めてくるので、必然的に講義形式の授業形態がとられ

てくる。一方、高度の発展的な専門科目の授業の場合には、実務的知識・スキルの教授が相対的

に大きな割合を占めてくるので、必然的に事例研究を主とした授業形態がとられてくる。 

発展的専門科目 
事例研究 

実務的知識・スキル 

学術理論的知識 

基礎的専門科目 
講義形式 

 

従って、国際マネジメント研究科では、相対的に 300 番台科目に事例研究を多く取り入れた授

業が多い。また、マネジメントの統合科目である 500番台科目は事例研究、現地調査、双方向・

多方向に行われる討論等を導入した総合的な授業の方法を取り入れている。 

２）シラバスについては、連絡方法、オフィスアワー、テキスト・教材、授業の方法、当該授

業科目の目的と内容、授業計画、履修資格条件、学修評価等を記載したシラバスを作成し、学期

開始前に事前の履修オリエンテーションを実施し説明している。 

３）国際マネジメント研究科では、学生が１学期に履修登録できる単位数の上限を定めている。

履修科目を放棄すること、また不合格になることが修了要件単位の取得に大きな影響を及ぼすこ
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との認識を高め、履修科目の単位取得に全力を投入させるためである。 

履修制限単位 
 １年次 ２年次 

2006 年度 春学期 秋学期 春学期 秋学期 
Full 18 18 22 18 

Flex 18 18 22 18 

 

４）授業を行う学生数については、必修科目についてクラスを二分し、平均 30 名前後のクラス

で授業が行えるようにしている。選択科目では履修者が集中しないように時間割編成において科

目配置を計画的に行なっている。 

７．履修形態 

専門職大学院の履修形態は、一般の大学院と同様に、昼夜開講制、夜間大学院、長期休業期間

中の集中コース、サテライト教室の利用、科目等履修制度等の弾力的な履修形態が可能となって

いる。 

事例として、国際マネジメント研究科の場合には、履修形態の弾力化を図っている。先ず、基

本的には昼間主授業履修形態を Full-timeクラスとし、夜間主履修形態を Flex-timeクラスとし

て、それぞれ異なる履修形態をとっている。しかし、8月には昼間に夏期ミニセメスターそして

2 月に夜間に冬期ミニセメスターの授業期間を設け、Full-time 学生および Flex-time 学生が履

修できる制度を設定している。さらに、Full-time 学生が一定の要件を満たした場合には第二年

次の秋学期から Flex-timeの授業を履修できる仕組みとしている。 

８．教員組織 

専門職大学院の教員組織については、専門職大学院の担当教員の資格は、文部科学省の大学院

設置基準第 5条において、教員組織について次のように定められている。 

「専門職大学院には、･･･その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認めら

れる専任教員を、専攻ごとに、文部科学大臣が別に定める数置くものとする。 

一 専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者 

二 専攻分野について、高度の技術・技能を有する者 

三 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者」 

各専門職大学院において教育上主要と認められる授業科目については、原則として、専任の教

授又は准教授が配置されていなければならず、また、専門職大学院設置基準では、専門職大学院

の必要専任教員のうち３割以上は、専攻分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、か

つ、高度の実務の能力を有する者とされている。 

 事例として、国際マネジメント研究科の場合には、先ず、専任教員と非専任教員（兼担教員及
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び兼任教員）について、2006年度のMBAプログラムにおける担当単位数に基づいた割合は下表

のとおりである。国際マネジメント研究科専任教員の授業担当単位時間数は、青山学院大学就業

規則に基づく計算で最低年間 10単位としている。500 番台科目は 10 単位であるが、その他の科

目は 1 科目 2 単位である。この計算で専任教員と非専任教員の 2006 年度の担当単位時間数

(Credits hours)を計算したのが下表である。フルタイム専任教員の担当割合を 75％以上に目指し

ている。 

MBAプログラムの専任教員担当割合(2005 年度) 
フルタイム専任教員 パートタイム非専任教員 合計 プログラム 

Credits % Credits % Credits % 
MBA 430 73.9 152 26.1 582 100.0 

 

 次に、実務家教員の割合については必要専任教員のうち３割以上を目安に配置している。専門

職大学院はアカデミック教員と実務家教員とから構成され、アカデミック教員については大学院

修士課程を担当する教員資格に加わるに「専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する

者」とされ、実務家教員については「専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者」

とされている。専門職大学院の教員構成については、「専門職大学院に関し必要な事項について

定める件」の第 1条第 3項において、「専任教員の数の半数以上は、原則として教授でなければ

ならない」と規定され、さらに、第 2条において、「専任教員の数のおおむね三割以上は、専攻

分野におけるおおむね 5年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者とする」

と定められている。 

従って、国際マネジメント研究科の場合には、国際マネジメントの専門分野について、アカデ

ミック教員については「(a)博士の学位を有し、研究上の優れた業績を有する者」および「(b)研

究上業績が(a)の者に準ずると認められる者」を基本的な教員資格としている。一方、実務家教

員については、「国際マネジメントの専門分野について、特に優れた知識及び経験を有する者」

としている。その基準に従って、国際マネジメント研究科専任教員 20 名のアカデミック教員 14

名と実務家教員 6名(30％)との内わけは下表の通りである。 

 アカデミック教員 実務家教員 合計 

学位 博士 修士 学士 博士 修士 学士 博士 修士 学士 

 11 3 0 2 3 1 13 6 1 

 

９．施設設備 

専門職大学院の教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備並びに図書、学術雑誌等の教

育研究上必要な資料が整備され、有効に活用される状態になければならない。特に、自主的学習

環境（例えば、自習室、グループ討論室、情報機器室等が考えられる。）が十分に整備され、効
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果的に利用される学習環境が整備されていることが必要である。教育研究環境の整備はハードな

側面だけでなく、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料等、学生相談・助

言体制等の学習支援及び学生の経済支援等、各専門職大学院の目的を達成するために必要な管理

運営のための組織及び事務組織、学生の進路選択に関する必要な情報の収集・管理・提供、ガイ

ダンス・指導等の助言体制などのソフトの面での整備が同じくできていなければならない。そし

て、重要なことは、これらの教育研究環境の整備を実現しうる財政的基礎が確保されているこ

とが望まれる。 

 事例として、国際マネジメント研究科は、青山キャンパスに国際マネジメント研究科の教育研

究活動の独立棟としての 5号館を専有し、下記の諸施設設備を整備している。 

国際マネジメント研究科教育研究活動諸施設設備 
Bldg.-Fl. Space (m2) Facilities 
5-1 724 Dean’s Office, Meeting Room, Faculty Office,  

Professional Graduate School Academic Affairs Office 
5-2 710 Classrooms x 5, PC Room x 1. 
5-3 710 Classrooms x 5, Internet Business Laboratory 
5-4 710 MBA Study Room x 2, Ph.D. Study Room x 1, Student Lounge, 

Student Copy Room 
5-5 710 International Management Science Frontier Center, 

GSIM Joint Research Office, Faculty Meeting Room 
FAST Laboratory, Management Game Laboratory 

5-6 682 Faculty Offices x 22, Visiting Professor Office x 1, 
Seminar rooms x 4 

Subtotal 4,246 m2  

8-3 129 Global Classroom (Seminar Room) 
9-3 130 Global Classroom (Auditorium) 
W30C 58 Global Classroom Laboratory 
Total 4,491 m2  
 

10．認証評価等 

専門職大学院は、５年以内ごとに文部科学大臣から認証を受けた機関（認証評価機関）による

評価（認証評価）を受けなければならないが、専門職大学院としてはこれを受身的に考えるので

はなく逆に認証評価を目指しての大学院改革を推進していく機会としていく必要があると考え

る。認証評価を受けるには毎年の自己点検評価がしっかりとできないと不可能に近い。専門職大

学院教育の制度設計はその意味でも教育の質維持向上を保証する認証評価に係る重要性を含ん

でいる。認証評価の重要性は、専門職大学院が特定の職業等に従事する高度専門職業人養成に特

化した大学院であるために、特定の学問領域を教育研究の対象として設置された一般大学院とは

大きく異なってくる。 

事例として、国際マネジメント研究科の場合には、自己点検評価のシステムを紹介する。国際

マネジメント研究科は、「専門大学院国際マネジメント専攻修士課程評議委員会規則」を制定し、
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外部評価のための「評議委員会（Advisory Council）」を設置した。委員会委員の構成は、本研究

科の設置の趣旨から三分野構成とした。第一分野はわが国産業界を代表するトップ・マネジメン

ト、第二分野は海外ビジネス・スクールのディーン、そして第三分野は世界のビジネス・スクー

ルの教授等である。定員は 30 名で、毎年 6 月下旬の土曜日に設定している。約 8 割の出席率で

ある。従来、大学は外部評価を拒んできた。それは特定の学問領域を聖域として教育研究の対象

としてきただけにその領域の教育研究活動に対する評価を外部に委ねることは自律能力の欠如

ともみられてきたからである。しかし、専門大学院はその設置目的をわが国産業社会のニーズに

応えての「高度専門職業人養成」に求めているだけに、否応なしに社会から評価されてくる立場

にある。人体の健康診断と同様に、専門大学院の教育研究機能についての診断は不可欠である。

評議委員会では、現在、産業界で求めている人材の能力についての具体的な提言がなされ、その

人材育成の取組が問われた。また、海外の委員からは専門大学院がビジネス・スクールとして機

能していくための教育研究のあり方についての問題提起がなされてくる。また、専門大学院の競

争力の有無、専門大学院の教育特徴としての競争優位をどこに求められているのか、人材育成を

主眼としている専門大学院においては当然の質問である。専門大学院であるからこそ出されてく

る質問であるが、一般大学院ではとても考えられない物議をかもす意見である。大学も組織であ

る。環境の変化に対応できない大学改革では、もはや組織としては存続できないのではない。評

議委員会のプログラムは、研究科長より Annual Report の報告がなされ、次の評議委員会がいく

つかのグループに分かれ学生５～６名と食事を共にしながらインタビューを行い、インタビュー

後に評議委員だけで評価審議を行ない、最後にわれわれを入室させての講評が行われる。評議委

員には評価レポートを後日事務局に提出し、その評価をウエッブ上に公表している。評議委員会

は前年度の講評に対して、研究科がどう改善計画を策定し、実現したかを評価してくる。評議委

員の任期は 2年である。 

外部評価評議委員会委員（MEMBERS OF THE ADVISORY COUNCIL） 
2006年度外部評価評議委員会委員、任期（2005年 4月～2007年 3月） 
Mohd Ismail AHMAD, Vice President, Multimedia University, MALAYSIA 
青木 利晴, 株式会社 NTTデータ相談役 
Ilker BAYBARS, Senior Deputy Dean, Tepper School of Business, Carnegie Mellon 
University, USA 
N. Susie BROWN, Associate Dean, Red McCombs School of Business, University of Texas at 
Austin, USA 
Johnny S. BUTLER, Director, IC2 Institute, University of Texas at Austin, Texas, USA 
Douglas DUNN, Former Dean, Tepper School of Business, Carnegie Mellon University, USA
Kenneth B. DUNN, Dean, Tepper School of Business, Carnegie Mellon University, USA 
古川 享、慶應義塾大学デジタルメディア・コンテンツ統合研究機構教授 
福地 茂雄、アサヒビール株式会社相談役 
浜脇 洋二、国際企業経営者協会名誉会長 
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塙 義一、日産自動車株式会社名誉会長 
羽矢 惇、新日鉄エンジニアリング株式会社代表取締役社長 
井尻 雄士、University Professor, Tepper School of Business, Carnegie Mellon University, 
USA 
Hansung JANG, Dean, School of Business, Korea University, KOREA 
LI Kai, Dean, School of Business Administration, Northeastern University, CHINA 
LIM Kian-Guan, Professor, Business School, Singapore Management University, 
SINGAPORE 
村上 輝康、株式会社野村総合研究所理事長 
中田 宏、神奈川県横浜市長 
野村 哲也、清水建設株式会社社長 
尾原 蓉子、(財)ファッション産業人材育成機構、IFIビジネス・スクール、学長 
大木 充、ソニー株式会社 コーポレート･エグゼクティブ、EVP 
岡村 正 株式会社東芝取締役会長、 社団法人日本経済団体連合会副会長 
Lawrence B. PULLEY, Dean, Mason School of Business, College of William and Mary, USA 
J ulie H. SULLIVAN, Vice President and Provost, University of San Diego, USA 
Robert S. SULLIVAN, Dean, Rady School of Management, University of California, San 
Diego, USA 
内田 和成、早稲田大学商学部教授 
Oleg VIKHANSKI, Dean, Graduate School of Business Administration, Moscow State 
University, RUSSIA 
山下 征雄、キヤノン株式会社顧問 
八城 政基 株式会社新生銀行シニアアドバイザー 
ZHENG Zukang, Vice President and Dean, School of Management, Fudan University, 
CHINA 
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４－２．制度設計研究会資料 

４－２－１ 第 1 回制度設計研究会資料 

日時:2006 年３月 16 日（木） 

場所:青山学院大学（青山キャンパス）9 号館 3 階 932 教室 

 

第３回ビジネススクール教育の質保証システム検討会 

第 1 回制度設計研究会ワークショップ 

“ASIAN MBA CURRICULUM DEVELOPMENT PROJECT” 

 

8:30～8:45 受付 

8:45～9:00 開会挨拶 

伊藤文雄研究科長 

青山学院大学国際マネジメント研究科 

9:00～9:45 教材発表Ⅰ（マーケティング） 

Herb MILLER 教授, 

McCombs School of Business, University of Texas at Austin, USA 

※University of Texas at Austin とのテレビ会議システムによる研究発表 

 

9:45～10:30 教材発表Ⅱ（ファイナンス） 

高橋文郎教授 

青山学院大学国際マネジメント研究科 

10:30～10:45 Coffee Break 

10:45～11:30 教材発表Ⅲ（アカウンティング） 

福井義高助教授 

青山学院大学国際マネジメント研究科 

11:30～12:15 「ビジネススクールの制度設計について」 

伊藤文雄研究科長 

青山学院大学国際マネジメント研究科 

----------------------------------------------------------------------

---------------------------------- 

14:30～15:15 教材発表Ⅳ（アカウンティング） 

Jinbae KIM 教授 

Korea University Business School, KOREA 

15:15～17:00 質疑応答及び教材共有化についてのミーティング 
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４－２－２ 第 2 回制度設計研究会資料 
 
日時 ２００６年１０月１６日（月） １５時～１８時 
場所 青山学院大学（青山キャンパス）8 号館 3 階 
国際マネジメント研究科グローバルクラスルーム・セミナー室 
 
ビジネススクール教育の質保証システム開発プロジェクト 
第２回制度設計研究会ワークショップ 
平成 18 年度大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）による法科大学院等専
門職大学院形成支援プログラム「ビジネススクール教育の質保証システム開発」

プロジェクトの第２回制度設計研究会ワークショップを下記の通り開催いたし

ますので、ご参集いただければ幸いです。 
 
1．名称 第２回制度設計研究会ワークショップ 
２．主催者 青山学院大学国際マネジメント研究科 
３．日時 ２００６年１０月１６日（月） １５時～１８時 
４．場所 青山学院大学（青山キャンパス）8 号館 3 階 
国際マネジメント研究科グローバルクラスルーム・セミナー室 
http://www.aoyama.ac.jp/other/access/aoyama.html （青山キャンパス） 
http://www.aoyama.ac.jp/other/map/aoyama.html （キャンパスマップ） 
５．研究報告 
（1） ビジネススクールの制度設計について 
（2） その他 
６．懇親会 
日時：１０月１６日（月） １８時～２０時 場所：青学会館“アイリス” 
７．参加ご希望の方は下記要領でメールにてお申し込ください。 
件名：第２回制度設計研究ワークショップ 
ご氏名、ご所属の団体名、メールアドレスなどのご連絡先を入れて下記のアド

レスに 10 月 10 日（火）までにお送りください。 
※懇親会をご欠席される場合は、恐れ入りますがその旨をお知らせください。 
request@gsim.aoyama.ac.jp 
何卒よろしくお願い申し上げます。 
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４－２－３ 研究会 PPT資料など 
 
日時 2006年 1月 29日（月） 
場所 青山学院大学（青山キャンパス）特別会議室 
 
制度設計研究会報告 
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Copyright Aoyama Business School 1

ビジネススクール教育課程の制度設計

制度設計研究会
幹事校 青山学院大学大学院
国際マネジメント研究科

-ビジネススクール教育の質保証システムの開発-

Aoyama Business School

©

Copyright Aoyama Business School 2

専門職大学院の設置状況

©

0

10

20

30

40

50

60

70

80

法科
大学院

ビジネス・
MOT

会計 公共政策 臨床心理 公衆衛生 知的財産 その他

出典：文部科学省資料

１４９専門職大学院(平成１９年度含む）：法科大学院は７４大学院
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Copyright Aoyama Business School 3

入学定員規模別設置状況（除法科大学院）

©
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出典：文部科学省資料
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年齢別入学状況

©

２４歳以下
３２％

２５－２９歳
２０％

３０－３４歳
１９％

３５－３９歳
１４％

４０－４４歳８％

４５歳以上９％
専門職学位課程
（法科大学院を除く）

出典：文部科学省資料
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Copyright Aoyama Business School 5

専門職大学院制度設計の必要性

©

第１条、（趣旨）
１ 省略
２ この省令で定める設置基準は、専門職大学院を設置
するに必要な最低の基準とする。

３ 専門職大学院は、この省令で定める設置基準より低
下した状態にならないようにすることはもとより、その
水準の向上を図ることに努めなければならない。

必要最低基準 質維持向上 制度設計

Copyright Aoyama Business School 6

専門職大学院設置基準の概要

©

・「○○修士（専門職）」学位

・各分野毎に継続的な第三者評価を義務付け（５年に１回）第三者評価

・教育研究上必要な講義室、研究室や、機械、器具、また図書等の資料を備
える
・専門職大学院の目的に照らし十分な教育効果をあげることができること

施設設備

・事例研究、現地調査、双方向･多方向に行なわれる討論・質疑応答具体的な授業方法

・教育上必要な教員を配置
・高度の教育上の指導能力があると認められる専任教員を一定数以上 配置
・教員１人当たりの学生収容定員を修士課程の研究指導教員１人当たりの学
生収容定員の４分の３として規定
・必要教員中の３割以上を実務家教員をもって充てる

教員組織

・修業年限以上の在学
・３０単位以上の修得
・研究指導・修士論文審査を必須とせず

修了要件

２年又は１年以上２年未満の期間で各大学が定める標準修業年限
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Copyright Aoyama Business School 7

専門職大学院教育の質保証

©

専門職大学院 学生

金銭的コスト
時間的コスト
エネルギー的コスト
精神的コスト

教育内容

期待の購入満足の提供

Copyright Aoyama Business School 8

制度設計の基本要素

©

教員組織 カリキュラム

ガバナンス 教育研究施設・設備

教育の目的
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Copyright Aoyama Business School 9

ビジネススクールの制度設計モデル

©

１．世界に通用するＭＢＡ学位の確立
２．教育研究上の目的の明確化
３．ビジネス教育に必要な体系的な教育課程の編成
４．教育目的に照らした教育成果の達成
５．必要かつ適切な教員の確保
６．教育課程に対応した施設設備の確保
７．教育の質保証システムの構築

Copyright Aoyama Business School 10

教育目的の明確化

©

高い倫理観・国際的視野

高度専門職業人養成
高度な専門知識

学位授与機構「専門職大学院の評価基準モデル」の基準１
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Copyright Aoyama Business School 11

体系的な教育課程の編成

©

基礎的学問分野の教育
経済学、統計分析、社会学、
心理学、・・・

業務機能の基本的専門分野の教育
マネジメント,組織行動、ビジネスヒス
トリー、・・・

各業務機能の発展的専門分野の教育
マーケティング、ファイナンス、アカウン
ティング、情報システム、・・・

Copyright Aoyama Business School 12

期待された教育の成果

©

教育システム 産出投入

高度専
門職業
人養成

学生 教育目的に適合した修了
要件の認定、単位取得の
認定、学業成績の評価、
学生生活の指導等財政資金

教育研究施設設備
教員
教育支援者
事務職員
教材
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Copyright Aoyama Business School 13

理論的教育と実務的教育の架橋

©

学術的知識

実務的知識

基本的専門科目

発展的専門科目

Copyright Aoyama Business School 14

必要な教員と教員の資質

©

専任教員 非専任教員

学術教員

実務家教員
３割以上の高度の実務家教員

実務家教員の適切な配置

適切な
配置

適切な割合

高度の教育上の指導能力のあ
る教員

基本科目に専任教員の配置

限られた範囲での教員配置

限られた範囲での教員配置
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必要な教育研究環境の整備

©

１．教員の教育研究活動に必要な施設設備
教員個人研究室、講師室、合同研究室、会議室、教
員印刷室等

２．学生の教育研究活動に必要な施設設備
ディスカッションに適した参加型教室、国際合同授業
室、小ミ－ティング室、学生研究室、パソコン室、学生
印刷室、ロッカー室、学生ラウンジ等

３．教育研究活動推進共同施設設備
各種研究センター(Laboratories)、図書･学術雑誌
等資料室、データー検索室等

Copyright Aoyama Business School 16

競争的教育環境の形成と教育の質維持

©

１．学生収容定員数の確保
２．適切な授業クラスサイズの維持
３．多様な基準による客観的な学業成績の評価
４．学業奨励の表彰制度と教育の質維持制度の実施
５．学生による授業評価の実施
６．自己点検評価の実施
７．第三者評価の実施
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５． 質保証システム研究会資料 

５－１ ビジネススクール教育システムの評価指針など総括資料 

 

 

資料１－１ ビジネススクール教育システムの評価指針 

資料１－２ ビジネススクール教育システムの評価指針 参考資料１ 

 資料１－３ ビジネススクール教育システムの評価指針 参考資料２ 

 資料１－４ 質保証システム研究会開催日程 

資料１－５ ビジネススクールの質保証システムに関するアンケート調査（企業編） 

 資料１－６ ビジネススクールの質保証システムに関するアンケート調査（大学編） 

資料１－７ ビジネススクール教育の質保証システム開発 米国調査報告書 

資料１－８ ビジネススクールの質保証プロジェクト 

      ――これまでの取組みと課題―― （外部評価委員会資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1
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資料１－１ 

ビジネススクール教育システムの評価指針 

 

質保証システム研究会 

 

１ 目的 

 

    この評価指針は、平成17年度法科大学院等専門職大学院形成支援プログラムによる助

成をうけ、筑波大学大学院ビジネス科学研究科、青山学院大学大学院国際マネジメント

研究科および同志社大学大学院ビジネス研究科が幹事校となって取組んだ「ビジネスス

クール教育の質保証システム開発」の一環として、ビジネススクールにおける教育研究

の質の向上を図るための評価システムのあり方についてとりまとめたものである。 

 

２ 構成 

 

   この指針の構成は、次の通りである。 

 

             図 1 評価指針の構成 

 

 

３ 基本的視点 

 

ビジネススクールにおけ

に適正な評価制度を構築す

 

（１） ビジネススクールの実

とを保証するものであ

（２） 我が国の大学に関する

 

評価指針 

 

７つのポイント

 

１基本的視点 
 

る教育研究の質を保証するため、次のような基本的視点の下

る。 

態を正確に把握し、教育研究の質を着実に向上させていくこ

ること。 

法令、基準その他のルールと整合性があり、かつ、透明性お

３評価項目 

評価基準 

２枠組み 評価組織、評価の構造 等 

①目的、基本方針、②組織管理 

③教育研究、④自主的取組み 

事前準備⇒申請⇒評価⇒公開 ４手続の流れ 

⇒フォローアップ  

2

195



よび公平性が確保されているものであること。 

（３） 産業界その他経済社会の人材育成に関する要請に応え、教育効果等について信頼感

を醸成するものであること。 

（４） ビジネススクールの多様性、独自性を尊重するものであること。 

（５） 教育研究に関するグローバル化の動向を踏まえ、海外諸国の基準認証システムと連

携することのできるものであること。 

（６） 人材育成や組織マネジメントに関する最新の知見を積極的に取り入れること。 

（７） 評価手続は可能な限り簡素なものとし、評価を受ける者の資料作成等の事務的負担

及び評価者側の実施コストがともに必要最小限のものとなること。 

 

４ 枠組み 

 

（１） 目的 

    ２１世紀の経済社会において活躍することのできる高度のビジネス遂行能力を有す

る人材を育成するため、ビジネススクールにおける教育研究の質を評価し、その向

上を図る。 

 

（２） 評価組織 

評価組織（評価の主体）については、次の組織のうち、制度の適正な運営が確保さ

れ、かつ、実現可能性と長期的な安定性があると認められるものを選択する。    

なお、①又は②の組織の場合には、基本的視点（７）の観点から、評価の実施に伴う

業務を教育評価機関、民間調査研究機関などに委託して実施する。 

    ① 全国のビジネススクールにより設置される自主的な組織 

② ビジネススクールと経済界が協力して設置する自主的な組織 

③ 法律に基づき文部科学省の認証を受けた認証評価機関 

④ 上記以外の組織であって、ビジネススクールの評価を適切に行うことが可能と認め

られるもの 

 

（３） 被評価者 

    評価を希望するビジネススクール（ＭＢＡまたはそれに相当する学位を授与する経

営系の大学院または専門職大学院） 

（注1）「経営系」にはＭＯＴ、地域経営等を含む。 

 

（４） 評価の構造 

３層の評価システムを想定する。第1層は学校教育法第第６９条の３の規定に基づ

き実施される評価（以下「法定評価」という。）、第２層は第1層の評価に適合した

ものに対して実施されるより高度の教育研究の質の確保を目指す評価（以下「質保

証評価」という。）、第３層は海外のビジネススクールとの相互認証のために必要な

評価（以下「相互認証評価」という。）とする。 

（注2）第１層の「法定評価」は、法令に基づき大学、大学院および専門職大学院が

一定の期間ごとに国の認証を受けた評価機関による認証評価をうけることを義

 3
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務付けられているものであり、いわば「必要条件」の評価であるのに対し、第

２層、第３層の「質保証評価」および「相互認証評価」は、大学が自主的に「よ

り望ましい条件」または「海外ビジネススクールとの連携のための条件」につ

いてうける評価と位置づけられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注3）第１層の

区切られるも

学の健全性維

た、その基準

的な裁量の入

このような

る「大学評価

置基準」、「大

ことが求めら

基準の設定・

しているが、

なお、認証

門職大学院に

いるが、大学

であり、「専門

準となってい

として想定さ

る教育研究の

が、これはこ

う性格を前提

 

 

図２ ３層構造の評価システム
「法定評価」と第２層の

のではないが、法定評価

持のための必要最小限の

についても透明性が確保

る余地のないものとする

趣旨をも踏まえ、「法定

基準」（認証機関が定め

学院設置基準」、「専門職

れており、現行の設置基

適用はできないものと理

評価基準上は問題がある

評価機関の申請は、大学

ついてはこれに加え「課

評価基準が適合すべき「

職大学院設置基準」につ

る。これらの点から大学

れているものと考えられ

進展に資する観点からす

の評価項目以外の評価項

として、これに独自性（

層 

層 

層 
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法定評価（学校教育法69条の３） 

認証評価機関が実施 

評価基準は、「大学院設置基準」 

「専門職大学院設置基準」へ適合 

７年、５年周期の義務 
質保証評価（任意） 

自主的努力による教育研究の質 

向上と社会的評価の獲得 
相互認証評価（任意・海外連携） 

国際化（単位互換等）への対応 
第３
第２
第１
「質保証評価」の境界は、必ずしも明確に

は、大学に対する公的な規制であり、大

ものに止めるべきものと考えられる。ま

され、基準への「適合」「不適合」に恣意

ことが求められるであろう。 

評価」における評価項目・評価基準を定め

る）は、法令により、国が定めた「大学設

大学院設置基準」へ適合するものである

準およびその適用実態から乖離した評価

解できる。（そうでないと設置基準は満た

といった矛盾が生ずる。） 

院については「学校の種類」に応じ、専

程に係る分野」ごとに行うこととされて

大学院設置基準」は学問分野共通の基準

いても法科大学院を除き各分野共通の基

評価基準も、「分野共通の基礎的な基準」

る。ちなみに大学評価基準には「特色あ

る評価項目」を定めることとされている

目が共通的・基礎的評価基準であるとい

特色）に関する評価を加味し、バランス



の確保を図ったものと思われる。 

以上の「法定評価」に対して、「質保証評価」はより質の高いビジネススクー

ルの実現を目指し、自主的かつ継続的な努力を引き出そうとするものであり、

その評価項目・評価基準については、必要に応じて設置基準にない評価項目を

設定したり、より高い評価基準を設定することができるものと考えられる。ま

た、スクールの独自性、多様性に応じて評価申請者による評価項目の選択を可

能としたり、スクールの特色に応じた評価基準を適用することができるなどの

制度設計も可能であろう。 

 

    図３ 法定評価と質保証評価の位置づけ（イメージ） 

 

 

（５

 

質保証評価（任意） 

①共通性＋独自性・ 

 多様性の重視 

②教育研究の質 

（内容）中心 

③より高い水準へ 
  大学院    専門職 

  大学院 

法69条の3 

第3項 

法69条の3 

第2項 

 

） 評価手続（質保証評価） 

スクール」という。）に対

① 申請書その他必要な資料を評価組

（

③ 評価 に評価チームを設置する

④ 評価

ビジネススクール（以下「

次の通りとする。 

評価申請者は、評価

② 評価組織は、評価を適性に実施するため、評価委員会
員は、評価組織の執行機関（理事会等）により選任さ

から質保証評価に関する業務について授権された独立

注4）評価委員会は、１０～２０名程度で構成し、う

半数は大学関係者以外の有識者から選任する。い

価の混合形態とする。 

委員会は、評価申請ごと

評価申請者の専門性、独自性に配慮して適切な者を指

（注5）評価チームは５～６名程度により構成し、う

員から、また半数は実務家の有識者から選任する

チームのメンバーは、評価の統一性、公平性を確

一定の評価者研修を受講する。 

5
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法定評価（認証評価） 

①共通的・基盤的 

②組織・管理（健全性）

中心 

③必要最小限（国民 

 へ義務を課す規制） 
 

  大学  短大 
経営系
する質保証評価の評価手続は、

織へ提出する。 

委員会の委

、

。評価チームのメンバーは、

者以外の大学教

る観点から、原則として

を設置する。評価

れるものとするが、執行機関

性を有する組織とする。 

ち概ね半数は大学教職員から

わばピア・レビュ－と外部評

名する。 

ち半数は申請

。 

保す



⑤ 実施に関する業務を教育評価機関等へ委託する。

⑥ 面審査、教職員及び学生からの

⑦ 業務について、全面的に協力するものとする。 

は評価組織の

⑩ 、評価組織に対し異議申立てを

⑪ きは、評価委員会において審議し結論を得る。評価委員会が

⑫ 果を

 

（６） 評価の時期、評価の準備とフォローアップ 

価を受けるものとする。 

ができるよ

③ 

④ ムの一環として実施するものとし、

⑤ 

⑥ 問題が

⑦ 果等についてスクール間で情報共有を進めるととも

 

（７） 評価項目と評価基準 

は、次章において示すところによる。 

価項目・評価基準と

③ の自律性」、「教育目的と教育内容の整合性」、「教育

評価組織は、必要に応じて、評価の

委託を受けた機関は、評価申請者に関する資料の収集・整理、評価チームの支援、

アンケート調査に関する調査票の作成、発送、回収等の業務、評価に関する日程調

整、経費処理その他の事務処理等の業務を行う。 

評価チームは、評価項目について、評価申請書の書

ヒアリング、学生及び修了生の就職先企業・団体等へのアンケート調査等を実施し、

評価基準に従って評価を行なう。 

評価申請者は、⑤および⑥の評価関連

⑧ 評価チームは、評価報告書をとりまとめ、評価委員会へ提出する。 
⑨ 評価委員会は、評価報告書について審議し、評価を定める。評価結果
執行機関の承認を得て、評価申請者へ提示する。 

評価申請者は、評価結果について異議がある場合は

行うことが出来る。 

異議申立てがあったと

特に必要と認めるときは、別に裁定委員会を設置し審議することが出来る。 

異議申立てが無い場合または異議申立てについて結論を得た場合には、評価結

公開する。 

① スクールは、概ね５年～７年に１度質保証評
② 評価組織は、評価を希望するスクールが評価の準備を円滑に進めること
う、評価システムに関する説明会の開催、メンターの派遣など必要な支援を行なう。 

評価を受けたスクールは、適切な時期（概ね評価の３年後）に評価結果を自主的に

フォローしその結果を公開するものとする。 

評価結果のフォローは、教育研究の質向上システ

評価において明らかになった課題や改善の方向が示された項目を中心に進める。 

評価組織は、必要に応じてメンターや専門家によるチームを派遣する等により、ス

クールの自主的な改善への取組みが円滑に進められるよう、支援を行う。 

評価組織は、自主的フォローが適正に実施されない場合、フォローの結果に

ある場合その他必要と認められる場合には、スクールに対し指導、助言、勧告等の

措置を講ずることができる。 

改善措置の実施状況や課題、効

に、教育研究の質向上を進めるための効果的な手法等について、共同で研究する場

を設ける。 

① 評価項目及び評価基準
② 評価項目のうち、法定評価において適切である旨評価された評
同一または類似の評価項目・評価基準については、評価チームの判断により評価を

省略することができる。 

評価項目については、「教育研究
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効果の把握」、「継続的な自主改善」の４点を重視する。 

評価項目、評価基準、評価手法等については、評価組織に④ 評価システム委員会を設

 

（８） 評価の経費 

に関する共通経費については、評価組織の一般財源から支出し、個々

② る。 

（９） 相互認証評価 

ジア太平洋地域等のビジネススクールとの教育研究の交流を活発化

② 評価手続等につい

③ 置を協議し、

④ 自性のバランスの取れたグローバルな評

⑤ 証評価（第３層評価）においては、評価申請が

 

 評価項目、評価基準 

（１）目的、基本方針 

1-1 目的・使命 

目的、使命が現在及び想定される将来のビジネスの人材ニーズに適合し

1-2 育 像 

育成すべき人材像およびその力量（コンピテンシー）が文書によ

する指針」において示さ

置し、毎年改善措置を講ずる。 

① 評価システム
の評価に係る経費については、評価申請者による実費負担を原則とする。 

評価に係る経費については、公平性を旨とした合理的な算定基準により定め

 

① 北米、欧州、ア
させるため、評価システムのハーモナイゼーションを進める。 

このため、評価組織間で評価対象、評価項目・基準、評価手法、

て同一または同水準と認定できる場合は、相手方評価組織の評価を自らの評価と同

等に取扱い（相互認証）、独自項目についてのみ評価するという方式について海外の

評価組織と協議を進め、所要の協定（相互認証協定）を締結する。 

さらに、独自項目についても評価組織間で相互に評価を代行する等の措

包括的な相互認証協定への発展を図る。 

最終的には、統一性・普遍性と多様性・独

価ネットワークの形成を目指す。 

以上の調整の進捗を前提に、相互認

あった場合に評価組織として相互認証項目および独自項目の確認、独自項目の代行

評価等を行い、その結果について評価申請に係る海外の評価組織へ通報する。海外

の評価組織は、通報の内容を審査して所要の認証を行う。海外の評価組織から同様

の通報があった場合には、上記と同様の審査をして評価結果を示す（認証する）。 

３

 

 

 

スクールの

ているか。 

成すべき人材

スクールにおいて

り明確に示され、学内外に周知されているか。育成すべき人材の力量には、スクー

ルの目的、使命に応じて育成する知識、技能、資質が適切な形で示されているか。 

また、企業倫理の重要性や個人としての高い倫理性、誠実さ、優れた識見など学生

の人格形成の必要性について、適切に示されているか。 

（注6）「ビジネススクールで育成すべき人材の力量に関

れている力量は、次の通りである。 
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 A 価値と問題の発見に必要な力量（ⅰ多様性受容、ⅱ達成指向、ⅲ先見性） 

 C 適用  ⅱコミュニケーション） 

力） 

1-3 ビジョンとアク

るための中長期のビジョン（注７）を策定している

セスを明らかに

  1-4 教育目 価 

めのシステムが構築されているか。すなわち、スクールの目

   （

よって判定され、

1-5 独自性

うな独自性（他のビジネススクールと異なる特色）を有するか。その独自性

  1-6 多

やビジネスモデル、ビジネス人材の多様性とこれらの背後にある文

1-7 国

究の国際化について、スクール内で方向性が明らかにされているか。国際化

 B 意思決定に必要な力量（ⅰ情報収集力 ⅱ創造性指向 ⅲ分析指向 ⅳ戦

略立案 ⅴリスクマネジメント） 

に必要な力量（ⅰ組織マネジメント

 D その他（言語、誠実さ、ネットワーク形成能力、プレゼンテーション能

なお、これらの力量発揮の前提として次の力量を加えるべきとの意見がある。 

 X 社会的責任を達成するために必要な力量（ⅰ社会的規範の理解 ⅱ倫理

性・自己抑制力） 

ション・プラン 

スクールの目的・使命を実現す

か。策定には、主要なステークホルダー（経済界などの学外関係者、学生、教職員

等をいう。以下同じ。）が参加しているか。ビジョンの見直しの周期や手続が文書

で明らかにされているか。ビジョンを実現するために必要な人材、資金等の調達・

配分を含むアクション・プランが定められ、実行されているか。 

(注7) スクールとしての発展の方向とそれを実現するためのプロ

した文書  

標と達成度評

     教育の質を保証するた

的・使命、育成すべき人材像に基づき、学位に応じた教育課程ごと（専攻により教

育課程に相当の差異がある場合は専攻ごと）の教育目標が定められているか。教育

目標の達成度を把握し、評価するシステムが開発され、実際に運用されているか。 

注8）教育目標は、一般にそれぞれの学位課程において育成すべき人材に必要とさ

れる力量（コンピテンシー 1-2参照）により示される。 

達成度は、これらの力量を身に付けることができたか否かに

それは力量を習得するために必要な学習経験を得ることができたか否かにより

測定される。学習経験の有無は、当該力量の獲得に関連を有するとみなされる

カリキュラムの全部または一部のシラバス、授業内容（認識、思考、分析、解

決策の提案、発表と討論等）、グループ研究、試験結果や卒業論文の内容など

によって実証することが可能とされる。また、学生による授業評価（3-7参照）

における目標達成度、満足度等の指標も教育目標の達成度評価の一助となる。 

 

どのよ

は、学内で共通価値として認識されているか。独自性を発展させるための具体的な

取組を示すことができるか。  

様性への対応 

     ビジネスの目的

化、価値観などの多様性を認め、受容することの重要性が学内で十分認識され、授

業や学生の交流事業等に反映されているか。 

際化 

教育研

を進めるための具体的なプログラムは定められているか。取組みの実績はあるか。
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今後どのように取り組むか。 

(注9)「国際化」には、外国の大学・研究機関との間の学生および教員の派遣・受

1-8 経済社

など学外との連携について、方向性が明らかにされているか。 経

地域社会との連携」には、ビジネスマンや市民向けの公開講座・

  1-9 情報公

について、財務情報を含め適切な情報公開がなされているか。

 

（２） 組織管理 

1 組織と人員 

育を提供し、またその基礎となる研究活動が適切に行われるよう、スク

2-2 意

項について適正かつ迅速に意思決定するために、学内の権限配分

  2-3 業

ける教育研究や学生の受入れ・支援などを含む全ての業務、事業につ

入れ、国境を越えたインターンシップや教育研究プロジェクトの企画・実施、

学生および教員の外国語能力の向上・国際経験の増加、国際会議への参加、国

際的な研究・出版、世界のビジネス環境に関する科目や外国語によるコースの

設定、外国の大学との提携によるカリキュラムや教材の開発・単位の相互認定

などが含まれる。 

会との連携 

経済界や地域社会

済界、各種団体、地域社会、行政、学内他研究科・学部、他大学等との協働につい

て具体的なプログラムは定められているか、取組みの実績はあるか。今後どのよう

に取り組むか。 

(注10)「経済界や

セミナー・シンポジュウムの開催、産学連携の調査研究プロジェクトの企画実

施、企業や地域団体・行政機関などの研修や経営分析などへの支援・協力、企

業経営者・ビジネス専門家の講師・客員研究員等としての教育研究活動への参

画、教員の社外役員・経営アドバイザー等としての経営への参画、学生および

教員と企業や地域活動の実務家との交流の場の設定などが含まれる。 

開と説明責任 

     スクールの活動全般

スクールの目的、使命や育成する人材像、教育研究活動の実態、経済社会との連携

プログラム等について説明責任を果たしているか。これらを実施するため組織的な

取組みがなされているか。 

 

2-

質の高い教

ールの運営に必要な教職員の組織と人員が確保されているか。研究者教員と実務家

教員、専任と非常勤などのバランスがとれているか。スクールの目的・使命を達成

するために必要な教員の資質について適正な要件が設定されているか。 

思形成システム 

スクールの重要事

が合理的になされ、文書により周知されているか。また、教授会や各種委員会など

意思形成のための合理的なシステムが構築され、機能、責任・権限や運営ルールが

文書により周知されているか。とくに、国際化や企業その他の外部機関との連携・

協働を進めるための協定、契約等の決定・承認や資金の授受・管理に関し、迅速、

かつ、適正に対応することの出来るシステムが形成されているか。 

務実施体制 

     スクールにお

いて、教職員間の適切な分担と協働・協力の下に、効率的に業務を処理する体制が
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確保されているか。主要な業務の内容、発生する時期、分担や処理権限などについ

て文書により明確にされ、情報が共有されているか。業務を適切に処理するために

必要な職員数が確保されているか。教員が担当する業務について、各教員間でバラ

ンスが保たれるように割り当てられているか。このルールが文書により周知されて

いるか。 

報システム2-4 情  

いて最新の情報システムの活用に積極的・計画的に取り組んでいるか。

2-5 情

よび企業その他の機関との交流・提携・協働にあたって、個人情報や著

2-6 教

、昇任その他の処遇に関し、合理的な任用システムが確立しているか。

2-7 教

に関して合理的な評価システムが確立され、処遇に反映されているか。

  2-8 教

的・使命に沿った優れた人材を育成するために必要な教育研究環境は

 2-9 法

いて行なう教育研究や学生への対応、企業その他の関係者との接触そ   

 2-10 社

係者が、スクールに求められる社会的責任を自覚し、

（３） とする。） 

スクールにお

今後どのように取り組んでいくか。 

報の管理 

教育研究お

作権をはじめとする知的財産権を保護するためのシステムが文書化され、周知され

ているか。 

職員の処遇 

教職員の採用

国籍、年齢、学位その他に関する学内規制があるか。任期制の適用や特定分野につ

いて高度の知見を有する内外の専門家の処遇など、教育研究の必要性に応じた弾力

的な配慮が可能な制度となっているか。実績および今後の見通しはどうか。 

職員の評価 

教職員の勤務

教員の教育研究活動およびスクール運営への貢献について、適切な評価システムが

整備されているか。教員の授業担当科目について、教育指導能力が実証され、情報

提供されているか。 

育研究環境 

スクールの目

整備されているか。教育研究環境について学生や教職員の意見要望を把握し、施設

の改善等に結び付けていくシステムが設けられているか。図書、教材、情報環境、

教育研究施設・設備などハード面の整備とともに、教材開発費、研究費、研究休暇、

教育研究支援スタッフ（TA、RA等）の配置などソフト面の整備について取組みがな

されているか。これらを総合的に管理する事業計画は策定・実施されているか。 

令等の遵守 

    スクールにお

の他スクールにおけるあらゆる業務、事業において、法令を遵守し、社会規範に反

する行動を規制する制度が構築されているか。また、その制度が教職員、学生その

他の関係者に十分周知徹底されているか。問題が生じたときに適正に処置するため

のシステムが設けられているか。 

会的責任の遂行と社会貢献 

    教職員、学生その他スクール関

これを的確に果たしていくために必要な組織的な対応がされているか。また、社会

貢献を積極的に行なうための具体的なプログラムは設定されているか。社会貢献の

実績はあるか。取組みを向上させるための工夫がなされているか。 

教育研究（「ビジネススクール教育システムの指針」をガイドライン
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3-1 アドミッション・ポリシー 

成すべき人材に従って適正なアドミッション・ポリシー

3-2 

の編成、運営、学習効果測定、改善などのプロセスが合理的・統一的に制

3-3 教 への外部意見の反映 

セスにおいて、教職員や学生のみならず、

3-4 科

人材像に必要な力量の獲得を可能とする授業科目が設定されているか。

  3-5 教

を充実させるため、講義、討論、演習、グループ学習、ケーススタディ、

  3-6 成

成績評価は、明確な基準を設け、統一的な方法で行われているか（ＧＰＡ

  3-7 授

法により評価されているか。学生による授業評価は適切に実施さ

3-8 学

  め方、学習環境等について適切なガイダンスが実施されているか。個々の

3-9 生

   スクールの目的、使命、育

（入学者受入方針）が定められ、公表されているか。 

教育課程 

教育課程

度化され、文書で明らかにされているか。教育課程の内容が1-2で明らかにされた

育成すべき人材像に適合し、企業経営者や高度の専門的職業人を養成することので

きる体系的なものになっているか。教育課程の体系と授業科目とが適合したものと

なっているか。 

育課程・教育水準

教育課程の編成や教育水準の設定のプロ

ビジネス界その他の外部の意見・要望が適切に反映されているか。意見反映のため

の手続は文書により制度化されているか。 

目の整備 

育成すべき

学習内容に企業倫理の確立や学生の人格形成に資する内容が含まれているか。時間

割や履修条件は、学生の就学実態やキャリア形成上の意欲に配慮したものとなって

いるか。また、年間授業計画、授業内容、評価方法等を記載した適切なシラバスが

配布されているか。 

育手法 

実践教育

ゲーム・シミュレーション、フィールド･スタディ、インターンシップ等を組み合わ

せ、適切な教育手法や授業形態が採用されているか。理論と実務を架橋する取組み

が進められているか。授業の水準を適切に把握し、向上させていくための取組みが

行われているか。 

績評価 

     各科目の

の採用など）。成績評価に関する学生からのクレームに対し、適切な対応措置が制

度的に整備されているか。 

業の評価と改善 

授業は合理的な方

れ、公表されているか。評価結果は、適切に授業の改善に結びついているか。これ

らを実施するための制度が整備されているか。 

習支援 

   学習の進

学生に対して適切な履修指導が行われているか。試験やレポート評価の結果につい

て適切なフィードバックが行われているか。これらについて組織的な取組みが行わ

れているか。学生の自主的な学習（グループ学習を含む）を支援する環境（自習ス

ペースやグループ研究室、外国語学習システム等）が整備されているか。 

活・キャリア形成等の支援 
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   生活面、キャリア形成面等における学生の要望、支援ニーズを適切に把握し、要望

きるよう、学生支

3-10 経

料免除など学生の通学負担を軽減する支援措置が整備されてい

 

3-11 産

いて、基本的な取組方針や具体的なプログラム

 

   

3-12 修了要件

ネスにおける能力を総合的に実証するため適切な修了要件を設定し

  3-13 情

種事業の成果について、広く社会に対して積極的に情報発信している

 

（４） 自主的取組み 

 

 4-1 制度的な対応 

を継続的に高めていくための合理的なシステムが構築されているか。 

4-2 推

上のための改善措置の実施に必要な組織、予算、マニュアル等が整

 4-3 評 ーアップ 

評価および質保証評価を適切な時期にうけ、必要な

  4-4 自

入、教育課程、研究体制やこれを支える組織、施設等スクールの運営全般

やクレームについて適切に対応する体制が整備されているか。 

個々の学生のニーズにあわせ、相談、助言を適切に行うことがで

援センター、健康相談窓口、キャリアカウンセラーの設置、オフィス・アワーの開

設など、組織的な取組みが行われているか。指導、相談の実績および今後の取組み

の方針はどのようなものか。 

済面の援助等 

   奨学金支給や授業

るか。また、障害のある学生や留学生、社会人学生に対する配慮がなされているか。

学連携プログラム等の実施 

   学外者のための学習機会の提供につ

が定められているか。エグゼクティブ・プログラム（注11）などビジネス人材育成

のための具体的な学習機会を設定しているか。今後の取組みの方針を定めているか。

（注11）企業の経営幹部などを対象とする体系的な学習プログラムでノン・ディグ

リーのものをいう。 

 

修了生のビジ

ているか。修了認定について、明確な基準は設定し適切に実施しているか。 

報発信 

     教育研究や各

か。また、これを推進し、支援する制度は整備されているか。特に国際社会や国際

的な学会などに対する情報発信は適切に行なわれているか。 

 

教育研究の質

教育研究の質向上システムの目的、手順、実施方式等が文書により制度化されてい

るか。質向上システムのあり方について、広く関係者の意見、要望を反映する場が

設置されているか。また、意見、要望は適切にフィードバックされているか。 

進体制の整備 

教育研究の質向

備されているか。 

価への参加とフォロ

教育研究の質向上のため、法的

フォローアップを行うことが文書により制度化されているか。評価をうけるための

体制が整備されているか。 

己点検 

     学生の受

について計画的に点検・評価を行い、必要な改善策を速やかに策定・実施する体制

が整備されているか。また、改善措置の実施状況と効果について適正に把握すると
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ともに、改善努力が継続的に行われ、成果が定着するように組織的な対応がなされ

ているか。自己点検・評価の結果は、学内および社会に対して広く情報公開されて

いるか。 

ァカルティ4-5 フ ・ディベロプメント 

織として体系的なファカルティ・ディベロプメン

4-6 情

向上のための自主的取組みの実施状況、成果、問題点などがスクール

 

 手続 

 評価の基本構造および手続の流れは、図４および図５によるものとする。 

図４ 質保証評価の基本構造 

 

   教員の資質の向上を図るため、組

トへの取組みがなされているか。ファカルティ・ディベロプメントに学生や教職員

の意見・要望が反映されているか。ファカルティ・ディベロプメントや自己点検、

学生による授業評価の結果等が、個々の教員の教育内容、授業運営方法、教材など

に適切に反映されているか。また、反映の状況を把握する措置がとられているか。 

報の共有 

教育研究の質

内、学内、関係者間で適切に情報共有され、更なる改善に結びついているか。 

４

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施

実施

実施 

実施 

協力 

協力 

 

自

自
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支援（メンター派遣、 
説明会開催など）

 

 

支援 

（メンター派遣、 

専門家チーム 

派遣など） 
 

 

回評価 次
 

事前準備 
 

第３者 

評  価組織
 

クール内 

 

ス

主改善組織
中間評価 

ー 主的フォロ
     評価 

 申請⇒評価⇒公開



図５ 評価手続の流れ 

 

以 上 

評価申請書の提出

（申請者） 

評価報告書の 

作成（評価ﾁｰﾑ） 

委託業務の実施 

（委託先） 

評価計画の策定 

（評価ﾁｰﾑ） 

申請の受理 

（評価組織） 

委託先の選定 

委託契約締結 

評価委員会の 

設置（理事会） 

資料情報の収集 

ﾋｱﾘﾝｸﾞ・ｱﾝｹｰﾄ実施 

（評価ﾁｰﾑ・委託先 

申請者） 

評価ﾁｰﾑの設置 

（評価委員会） 

評価結果の審議 

（評価委員会） 

異議申立てに係る 

審査（評価委員会） 

評価結果の取りまと

め（評価委員会） 

評価結果の通知 

（評価委員会） 

異議申立て 

（申請者） 

公表 

（評価組織） 

評価結果の決定 

（理事会） 

異議申立てなし 

（申請者） 

フォローアップ 

（大学・評価組織） 
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目  次 

 

 

 

１ 関係法令                          ページ 

 １－１ 学校教育法（抄）                     ３ 

   １－２ 学校教育法施行令（抄）                  ５ 

   １－３ 学校教育法施行規則（抄）                 ５ 

 １－４ 学校教育法第六十九条の四第二項に規定する基準を      ７ 

適用するに際して必要な細目を定める省令（抄） 

１－５ 大学院設置基準                     １０ 

 １－６ 専門職大学院設置基準                  ２０ 

 

２ わが国における基準認証機関の概要 

 ２－１ 大学評価学位授与機構                  ２５ 

 ２－２ 大学基準協会                      ２５ 

 ２－３ 日本高等教育評価機構                  ２６ 

 ２－４ ３機関の評価項目の比較                 ２７ 

 

３ 欧米における基準認証機関の概要 

 ３－１ 米国における認証システム                ２８ 

 ３－２ ＡＡＣＳＢ                       ２８ 

 ３－３ 欧州における認証システム                ３０ 

 ３－４ ＥＦＭＤ                        ３０  

 ３－５ ＥＱＵＩＳ                       ３１ 

 

 （以下 参考資料２） 

４ 基準認証機関の評価基準体系（注） 

４－１ 大学評価・学位授与機構 

４－２ 大学基準協会 

４－３ ＡＡＣＳＢ 

４－４ ＥＦＭＤ 

 

  （注）「基準認証機関の評価基準体系」は、研究会事務局において、各機関の 

    ホームページ等に掲載されている評価項目等について主要点を略述し、比較し 

やすいようにカテゴリー別に整理したものである。 
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参考資料 １ 関係法令 

 

１－１ 学校教育法（昭和２２年３月３１日法律第２６号） 

 

第六十九条の三  大学は、その教育研究水準の向上に資するため、文部科学大臣の定めるところ

により、当該大学の教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備（次項において「教育研究

等」という。）の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。  

２  大学は、前項の措置に加え、当該大学の教育研究等の総合的な状況について、政令で定める

期間ごとに、文部科学大臣の認証を受けた者（以下「認証評価機関」という。）による評価（以下「認

証評価」という。）を受けるものとする。ただし、認証評価機関が存在しない場合その他特別の事由

がある場合であつて、文部科学大臣の定める措置を講じているときは、この限りでない。  

３  専門職大学院を置く大学にあつては、前項に規定するもののほか、当該専門職大学院の設置の

目的に照らし、当該専門職大学院の教育課程、教員組織その他教育研究活動の状況について、

政令で定める期間ごとに、認証評価を受けるものとする。ただし、当該専門職大学院の課程に係る

分野について認証評価を行う認証評価機関が存在しない場合その他特別の事由がある場合であ

つて、文部科学大臣の定める措置を講じているときは、この限りでない。  

４  前二項の認証評価は、大学からの求めにより、大学評価基準（前二項の認証評価を行うために認

証評価機関が定める基準をいう。次条において同じ。）に従つて行うものとする。  

第六十九条の四  認証評価機関になろうとする者は、文部科学大臣の定めるところにより、申請によ

り、文部科学大臣の認証を受けることができる。  

２  文部科学大臣は、前項の規定による認証の申請が次の各号のいずれにも適合すると認めるとき

は、その認証をするものとする。  

一  大学評価基準及び評価方法が認証評価を適確に行うに足りるものであること。  

二  認証評価の公正かつ適確な実施を確保するために必要な体制が整備されていること。  

三  第四項に規定する措置（同項に規定する通知を除く。）の前に認証評価の結果に係る大学

からの意見の申立ての機会を付与していること。  

四  認証評価を適確かつ円滑に行うに必要な経理的基礎を有する法人（人格のない社団又は

財団で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。次号において同じ。）であること。  
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五  次条第二項の規定により認証を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない法人で

ないこと。  

六  その他認証評価の公正かつ適確な実施に支障を及ぼすおそれがないこと。  

３  前項に規定する基準を適用するに際して必要な細目は、文部科学大臣が、これを定める。  

４  認証評価機関は、認証評価を行つたときは、遅滞なく、その結果を大学に通知するとともに、文

部科学大臣の定めるところにより、これを公表し、かつ、文部科学大臣に報告しなければならない。  

５  認証評価機関は、大学評価基準、評価方法その他文部科学大臣の定める事項を変更しようとす

るとき、又は認証評価の業務の全部若しくは一部を休止若しくは廃止しようとするときは、あらかじ

め、文部科学大臣に届け出なければならない。  

６  文部科学大臣は、認証評価機関の認証をしたとき、又は前項の規定による届出があつたときは、

その旨を官報で公示しなければならない。  

第六十九条の五  文部科学大臣は、認証評価の公正かつ適確な実施が確保されないおそれがあ

ると認めるときは、認証評価機関に対し、必要な報告又は資料の提出を求めることができる。  

２  文部科学大臣は、認証評価機関が前項の求めに応じず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提

出をしたとき、又は前条第二項及び第三項の規定に適合しなくなつたと認めるときその他認証評価

の公正かつ適確な実施に著しく支障を及ぼす事由があると認めるときは、当該認証評価機関に対

してこれを改善すべきことを求め、及びその求めによつてもなお改善されないときは、その認証を

取り消すことができる。  

３  文部科学大臣は、前項の規定により認証評価機関の認証を取り消したときは、その旨を官報で公

示しなければならない。  

第六十九条の六  文部科学大臣は、次に掲げる場合には、第六十条の政令で定める審議会等に諮

問しなければならない。  

一  認証評価機関の認証をするとき。  

二  第六十九条の四第三項の細目を定めるとき。  

三  認証評価機関の認証を取り消すとき。  

第七十条  第二十八条第九項及び第五十条第五項の規定は、大学に、これを準用する。  
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１－２ 学校教育法施行令（昭和２８年１０月３１日政令第３４０号） 

 

（認証評価の期間）  

第四十条  法第六十九条の三第二項 （法第七十条の十 において準用する場合を含む。）の政令

で定める期間は七年以内、法第六十九条の三第三項 の政令で定める期間は五年以内とする。  

 

１－３ 学校教育法施行規則（昭和２２年５月２３日文部省令第１１号） 

 

第六十六条  大学（大学院を含み、短期大学を除く。以下この項において同じ。）の設備、編制、学

部及び学科に関する事項、教員の資格に関する事項、通信教育に関する事項その他大学の設置

に関する事項は、大学設置基準 （昭和三十一年文部省令第二十八号）、大学通信教育設置基準 

（昭和五十六年文部省令第三十三号）、大学院設置基準 （昭和四十九年文部省令第二十八号）

及び専門職大学院設置基準 （平成十五年文部科学省令第十六号）の定めるところによる。  

２ 短期大学の設備、編制、学科、教員の資格、通信教育に関する事項その他短期大学の設置に関

する事項は、短期大学設置基準 （昭和五十年文部省令第二十一号）及び短期大学通信教育設置

基準 （昭和五十七年文部省令第三号）の定めるところによる。  

第七十条の四  学校教育法第六十七条第二項 の規定により学生を入学させる大学は、同項 の入

学に関する制度の運用の状況について、同法第六十九条の三第一項 に規定する点検及び評価

を行い、その結果を公表しなければならない。  

第七十一条  公開講座に関する事項は、別にこれを定める。  

第七十一条の二  大学は、学校教育法第六十九条の三第一項 に規定する点検及び評価を行うに

当たつては、同項の趣旨に即し適切な項目を設定するとともに、適当な体制を整えて行うものとす

る。  

第七十一条の三  学校教育法第六十九条の三第三項 ただし書に規定する文部科学大臣の定める

措置は、次の各号に掲げるいずれかの措置とする。  

一  専門職大学院を置く大学が、外国に主たる事務所を有する法人その他の団体であつて、

当該専門職大学院の課程に係る分野について評価を行うもののうち、適正な評価を行うと
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国際的に認められたものとして文部科学大臣が指定した団体から、当該専門職大学院の教

育課程、教員組織その他教育研究活動の状況について定期的に評価を受け、その結果を

公表するとともに、文部科学大臣に報告すること。  

二  専門職大学院を置く大学が、学校教育法第六十九条の三第一項 に規定する点検及び評

価の結果のうち、当該専門職大学院に関するものについて、当該大学の職員以外の者によ

る検証を定期的に行い、その結果を公表するとともに、文部科学大臣に報告すること。  

第七十一条の四  学校教育法第六十九条の三第二項 の認証評価に係る同法第六十九条の四第

一項 の申請は、大学又は短期大学の学校の種類に応じ、それぞれ行うものとする。  

２  学校教育法第六十九条の三第三項 の認証評価に係る同法第六十九条の四第一項 の申請は、

専門職大学院の課程に係る分野ごとに行うものとする。  

第七十一条の五  学校教育法第六十九条の四第一項 の申請は、次に掲げる事項を記載した申請

書を文部科学大臣に提出して行うものとする。  

一  名称及び事務所の所在地  

二  役員（申請者が人格のない社団又は財団で代表者又は管理人の定めのあるものである場

合においては、当該代表者又は管理人）の氏名  

三  評価の対象  

四  大学評価基準及び評価方法  

五  評価の実施体制  

六  評価の結果の公表の方法  

七  評価の周期  

八  評価に係る手数料の額  

九  その他評価の実施に関し参考となる事項  

２  前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。  

一  定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの  

二  申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表（申請の日

の属する事業年度に設立された法人（申請者が人格のない社団又は財団で代表者又は管

理人の定めのあるものを含む。）にあつては、その設立時における財産目録）  
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三  申請の日の属する事業年度の前事業年度における大学の教育研究活動等の状況につい

ての評価の業務の実施状況（当該評価の業務を実施していない場合にあつては、申請の

日の属する事業年度及びその翌事業年度における認証評価の業務に係る実施計画）を記

載した書面  

四  認証評価の業務以外の業務を行つている場合には、その業務の種類及び概要を記載した

書面  

第七十一条の六  学校教育法第六十九条の四第三項 に規定する細目は、学校教育法第六十九条

の四第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令 （平成十六年文部科学

省令第七号）の定めるところによる。  

第七十一条の七  学校教育法第六十九条の四第四項 に規定する公表は、刊行物への掲載、イン

ターネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によつて行うものとする。  

第七十一条の八  学校教育法第六十九条の四第五項 に規定する文部科学大臣の定める事項は、

第七十一条の五第一項第一号から第三号まで及び第五号から第八号までに掲げる事項とする。  

 

１－４ 学校教育法第六十九条の四第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める

省令（平成１６年３月１２日文部科学省令第７号） 

 

（法第六十九条の四第二項各号を適用するに際して必要な細目）  

第一条  学校教育法 （以下「法」という。）第六十九条の四第三項 に規定する細目のうち、同条第二

項第一号 に関するものは、次に掲げるものとする。  

一  大学評価基準が、法並びに大学（大学院を含み、短期大学を除く。）に係るものにあっては

大学設置基準 （昭和三十一年文部省令第二十八号）、大学通信教育設置基準 （昭和五

十六年文部省令第三十三号）、大学院設置基準 （昭和四十九年文部省令第二十八号）及

び専門職大学院設置基準 （平成十五年文部科学省令第十六号）に、短期大学に係るもの

にあっては短期大学設置基準 （昭和五十年文部省令第二十一号）及び短期大学通信教

育設置基準 （昭和五十七年文部省令第三号）に、それぞれ適合していること。  
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二  大学評価基準において、評価の対象となる大学における特色ある教育研究の進展に資す

る観点からする評価に係る項目が定められていること。  

三  大学評価基準を定め、又は変更するに当たっては、その過程の公正性及び透明性を確保

するため、その案の公表その他の必要な措置を講じていること。  

四  評価方法に、大学が自ら行う点検及び評価の結果の分析並びに大学の教育研究活動等

の状況についての実地調査が含まれていること。  

２  前項に定めるもののほか、法第六十九条の三第二項 の認証評価に係る認証評価機関になろう

とする者の認証の基準に係る法第六十九条の四第三項 に規定する細目のうち、同条第二項第一

号 に関するものは、当該認証評価に係る大学評価基準が、次に掲げる事項について認証評価を

行うものとして定められているものとする。  

一  教育研究上の基本となる組織に関すること。  

二  教員組織に関すること。  

三  教育課程に関すること。  

四  施設及び設備に関すること。  

五  事務組織に関すること。  

六  財務に関すること。  

七  前各号に掲げるもののほか、教育研究活動等に関すること。  

３  第一項に定めるもののほか、法第六十九条の三第三項 の認証評価に係る認証評価機関になろ

うとする者の認証の基準に係る法第六十九条の四第三項 に規定する細目のうち、同条第二項第

一号 に関するものは、当該認証評価に係る大学評価基準が、次に掲げる事項について認証評価

を行うものとして定められているものとする。  

一  教員組織に関すること。  

二  教育課程に関すること。  

三  施設及び設備に関すること。  

四  前各号に掲げるもののほか、教育研究活動に関すること。  

第二条  法第六十九条の四第三項 に規定する細目のうち、同条第二項第二号 に関するものは、

次に掲げるものとする。  
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一  大学の教員及びそれ以外の者であって大学の教育研究活動等に関し識見を有するものが

認証評価の業務に従事していること。ただし、法第六十九条の三第三項 の認証評価にあ

っては、これらの者のほか、当該専門職大学院の課程に係る分野に関し実務の経験を有す

る者が認証評価の業務に従事していること。  

二  大学の教員が、その所属する大学を対象とする認証評価の業務に従事しないよう必要な措

置を講じていること。  

三  認証評価の業務に従事する者に対し、研修の実施その他の必要な措置を講じていること。  

四  法第六十九条の三第二項 の認証評価の業務及び同条第三項 の認証評価の業務を併せ

て行う場合においては、それぞれの認証評価の業務の実施体制を整備していること。  

五  認証評価の業務に係る経理については、認証評価の業務以外の業務を行う場合にあって

は、その業務に係る経理と区分して整理し、法第六十九条の三第二項 の認証評価の業務

及び同条第三項 の認証評価の業務を併せて行う場合にあっては、それぞれの認証評価

の業務に係る経理を区分して整理していること。  

第三条  法第六十九条の四第三項 に規定する細目のうち、同条第二項第六号 に関するものは、

次に掲げるものとする。  

一  学校教育法施行規則 （昭和二十二年文部省令第十一号）第七十一条の五第一項第一号 

から第八号 までに規定する事項を公表することとしていること。  

二  大学から認証評価を行うことを求められたときは、正当な理由がある場合を除き、遅滞なく、

当該認証評価を行うこととしていること。  

三  大学の教育研究活動等の評価の実績があることその他により認証評価を公正かつ適確に

実施することが見込まれること。  

２  前項に定めるもののほか、法第六十九条の三第三項 の認証評価に係る認証評価機関になろう

とする者の認証の基準に係る法第六十九条の四第三項 に規定する細目のうち、同条第二項第六

号 に関するものは、認証評価を行った後、当該認証評価の対象となった専門職大学院を置く大学

が次の認証評価を受ける前に、当該専門職大学院の教育課程又は教員組織に重要な変更があっ

たときは、変更に係る事項について把握し、当該大学の意見を聴いた上で、必要に応じ、公表した

評価の結果に当該事項を付記する等の措置を講ずるよう努めることとしていることとする。  
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１－５ 大学院設置基準（昭和４９年６月２０日文部省令第２８号） 

 

学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）第三条 、第八条 、第六十八条第一項 及び第八十

八条 の規定に基づき、大学院設置基準を次のように定める。 

 

  第一章 総則（第一条―第四条）  

  第二章 教育研究上の基本組織（第五条―第七条の三）  

  第三章 教員組織（第八条―第九条の二）  

  第四章 収容定員（第十条）  

  第五章 教育方法等（第十一条―第十五条）  

  第六章 課程の修了要件等（第十六条―第十八条）  

  第七章 施設及び設備等（第十九条―第二十二条の三）  

  第八章 独立大学院（第二十三条・第二十四条）  

  第九章 通信教育を行う課程を置く大学院（第二十五条―第三十条）  

  第十章 雑則（第三十一条―第三十三条）  

   附則  

   第一章 総則  

（趣旨）  

第一条  大学院は、学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）その他の法令の規定によるほか、

この省令の定めるところにより設置するものとする。  

２  この省令で定める設置基準は、大学院を設置するのに必要な最低の基準とする。  

３  大学院は、この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、その

水準の向上を図ることに努めなければならない。  

（大学院の課程）  

第二条  大学院における課程は、修士課程、博士課程及び専門職学位課程（学校教育法第六十五

条第二項 の専門職大学院の課程をいう。以下同じ。）とする。  
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２  大学院には、修士課程、博士課程及び専門職学位課程のうち二以上を併せ置き、又はそのいず

れかを置くものとする。  

（専ら夜間において教育を行う大学院の課程）  

第二条の二  大学院には、専ら夜間において教育を行う修士課程、博士課程及び専門職学位課程

のうち二以上を併せ置き、又はそのいずれかを置くことができる。  

（修士課程）  

第三条  修士課程は、広い視野に立つて精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又はこれ

に加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的とする。  

２  修士課程の標準修業年限は、二年とする。ただし、教育研究上の必要があると認められる場合に

は、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、二年を超えるものとす

ることができる。  

３  前項の規定にかかわらず、修士課程においては、主として実務の経験を有する者に対して教育

を行う場合であつて、教育研究上の必要があり、かつ、昼間と併せて夜間その他特定の時間又は

時期において授業又は研究指導を行う等の適切な方法により教育上支障を生じないときは、研究

科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、標準修業年限を一年以上二年未満の期間とすることが

できる。  

（博士課程）  

第四条  博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高

度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うこと

を目的とする。  

２  博士課程の標準修業年限は、五年とする。ただし、第二条の二の博士課程については、その標

準修業年限は、五年を超えるものとすることができる。  

３  博士課程は、これを前期二年及び後期三年の課程に区分し、又はこの区分を設けないものとす

る。ただし、第二条の二の博士課程において前期及び後期の課程に区分するときは、前期の課程

については二年を、後期の課程については三年を超えるものとすることができる。  

４  前期二年及び後期三年の課程に区分する博士課程においては、その前期二年の課程は、これ

を修士課程として取り扱うものとする。前項ただし書の規定により二年を超えるものとした前期の課 
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程についても、同様とする。  

５  第二項及び第三項の規定にかかわらず、教育研究上必要がある場合においては、同項に規定

する後期三年の課程のみの博士課程を置くことができる。この場合において、当該課程の標準修

業年限は、三年とする。ただし、第二条の二の博士課程については、その標準修業年限は、三年

を超えるものとすることができる。  

   第二章 教育研究上の基本組織  

（研究科）  

第五条  研究科は、専門分野に応じて、教育研究上の目的から組織されるものであつて、専攻の種

類及び数、教員数その他が大学院の基本となる組織として適当な規模内容を有すると認められる

ものとする。  

（専攻）  

第六条  研究科には、それぞれの専攻分野の教育研究を行うため、数個の専攻を置くことを常例と

する。ただし、教育研究上適当と認められる場合には、一個の専攻のみを置くことができる。  

２  前期二年及び後期三年の課程に区分する博士課程においては、教育研究上適当と認められる

場合には、前期の課程と後期の課程で異なる専攻を置くことができるものとする。  

（研究科と学部等の関係）  

第七条  研究科を組織するに当たつては、学部、大学附置の研究所等と適切な連携を図る等の措

置により、当該研究科の組織が、その目的にふさわしいものとなるよう配慮するものとする。  

（複数の大学が協力して教育研究を行う研究科）  

第七条の二  大学院には、二以上の大学が協力して教育研究を行う研究科を置くことができる。  

（研究科以外の基本組織）  

第七条の三  学校教育法第六十六条 ただし書に規定する研究科以外の教育研究上の基本となる

組織（以下「研究科以外の基本組織」という。）は、当該大学の教育研究上の目的を達成するため

有益かつ適切であると認められるものであつて、次の各号に掲げる要件を備えるものとする。  

一  教育研究上適当な規模内容を有すること。  

二  教育研究上必要な相当規模の教員組織その他諸条件を備えること。  
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三  教育研究を適切に遂行するためにふさわしい運営の仕組みを有すること。  

２  研究科以外の基本組織に係る第九条に規定する教員の配置の基準は、当該研究科以外の基本

組織における専攻に相当する組織の教育研究上の分野に相当すると認められる分野の専攻に係

るこれらの基準に準ずるものとする。  

３  この省令において、この章及び第九条を除き、「研究科」には研究科以外の基本組織を、「専攻」

には研究科以外の基本組織を置く場合における相当の組織を含むものとする。  

   第三章 教員組織  

（教員組織）  

第八条  大学院には、研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育研究上必要な教員を置くもの

とする。  

２  大学院の教員は、教育研究上支障を生じない場合には、学部、研究所等の教員等がこれを兼ね

ることができる。  

３  第七条の二に規定する研究科の教員は、教育研究上支障を生じない場合には、当該研究科に

おける教育研究を協力して実施する大学の教員がこれを兼ねることができる。  

４  大学院は、教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため、教員の構成が特定の

範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮するものとする。  

第九条  大学院には、前条第一項に規定する教員のうち次の各号に掲げる資格を有する教員を、専

攻ごとに、文部科学大臣が別に定める数置くものとする。  

一  修士課程を担当する教員にあつては、次の一に該当し、かつ、その担当する専門分野に関し

高度の教育研究上の指導能力があると認められる者  

イ 博士の学位を有し、研究上の業績を有する者 

ロ 研究上の業績がイの者に準ずると認められる者 

ハ 芸術、体育等特定の専門分野について高度の技術・技能を有する者 

ニ 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

二  博士課程を担当する教員にあつては、次の一に該当し、かつ、その担当する専門分野に関し、

極めて高度の教育研究上の指導能力があると認められる者  
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イ 博士の学位を有し、研究上の顕著な業績を有する者 

ロ 研究上の業績がイの者に準ずると認められる者 

ハ 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

（一定規模数以上の入学定員の大学院研究科の教員組織）  

第九条の二  研究科の基礎となる学部の学科の数を当該研究科の専攻の数とみなして算出される

一個の専攻当たりの入学定員が、専門分野ごとに文部科学大臣が別に定める数（以下「一定規模

数」という。）以上の場合には、当該研究科に置かれる前条に規定する教員のうち、一定規模数を

超える部分について当該一定規模数ごとに一人を、大学設置基準第十三条 に定める専任教員の

数に算入できない教員とする。  

   第四章 収容定員  

（収容定員）  

第十条  収容定員は、教員組織及び施設設備その他の教育研究上の諸条件を総合的に考慮し、課

程の区分に応じ専攻を単位として研究科ごとに定めるものとする。  

２  前項の場合において、第三十三条の規定により外国に研究科、専攻その他の組織を設けるとき

は、これに係る収容定員を明示するものとする。  

３  大学院は、教育研究にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基づき適

正に管理するものとする。  

   第五章 教育方法等  

（授業及び研究指導）  

第十一条  大学院の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指

導」という。）によつて行うものとする。  

（授業科目）  

第十二条  大学院には、専攻に応じ、教育上必要な授業科目を開設するものとする。  

（研究指導）  

第十三条  研究指導は、第九条の規定により置かれる教員が行うものとする。  
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２  大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院又は研究所等において必要な研究指

導を受けることを認めることができる。ただし、修士課程の学生について認める場合には、当該研

究指導を受ける期間は、一年を超えないものとする。  

（教育方法の特例）  

第十四条  大学院の課程においては、教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その

他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことが

できる。  

（大学設置基準 の準用）  

第十五条  大学院の各授業科目の単位、授業日数、授業期間、授業の方法及び単位の授与、他の

大学院における授業科目の履修等、入学前の既修得単位等の認定、長期にわたる教育課程の履 

修並びに科目等履修生については、大学設置基準第二十一条 から第二十三条 まで、第二十五

条、第二十七条、第二十八条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）、第三十条第

一項及び第三項、第三十条の二並びに第三十一条の規定を準用する。この場合において、第二

十八条第一項中「六十単位」とあるのは「十単位」と、第三十条第三項中「前二項」とあるのは「第一

項」と、同項中「第二十八条第一項及び第二項並びに前条第一項により当該大学において修得し

たものとみなす単位数と合わせて六十単位」とあるのは「十単位」と、第三十条の二中「修業年限」と

あるのは「標準修業年限」と、同条中「卒業」とあるのは「課程を修了」と読み替えるものとする。  

    第六章 課程の修了要件等  

（修士課程の修了要件）  

第十六条  修士課程の修了の要件は、大学院に二年（二年以外の標準修業年限を定める研究科、

専攻又は学生の履修上の区分にあつては、当該標準修業年限）以上在学し、三十単位以上を修

得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該大学院の行う修士論文の審査及び試験に合格する

こととする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、大学院に一年以上

在学すれば足りるものとする。  

２  前項の場合において、当該修士課程の目的に応じ適当と認められるときは、特定の課題につい

ての研究の成果の審査をもつて修士論文の審査に代えることができる。  
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（博士課程の修了要件）  

第十七条  博士課程の修了の要件は、大学院に五年（修士課程に二年以上在学し、当該課程を修

了した者にあつては、当該課程における二年の在学期間を含む。）以上在学し、三十単位以上を

修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該大学院の行う博士論文の審査及び試験に合格

することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に

三年（修士課程に二年以上在学し、当該課程を修了した者にあつては、当該課程における二年の

在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。  

２  第三条第三項の規定により標準修業年限を一年以上二年未満とした修士課程を修了した者及び

前条第一項ただし書の規定による在学期間をもつて修士課程を修了した者の博士課程の修了の

要件については、前項中「五年（修士課程に二年以上在学し、当該課程を修了した者にあつては、

当該課程における二年の在学期間を含む。）」とあるのは「修士課程における在学期間に三年を加

えた期間」と、「三年（修士課程に二年以上在学し、当該課程を修了した者にあつては、当該課程

における二年の在学期間を含む。）」とあるのは「三年（修士課程における在学期間を含む。）」と読

み替えて、同項の規定を適用する。  

３  第一項及び前項の規定にかかわらず、学校教育法施行規則 （昭和二十二年文部省令第十一

号）第七十条の二 の規定により大学院への入学資格に関し修士の学位若しくは専門職学位（学

位規則 （昭和二十八年文部省令第九号）第五条の二 に規定する専門職学位をいう。）を有する

者と同等以上の学力があると認められた者又は専門職学位課程を修了した者が、博士課程の後期

三年の課程に入学した場合の博士課程の修了の要件は、大学院（専門職大学院を除く。以下この

項において同じ。）に三年（専門職大学院設置基準 （平成十五年文部科学省令第十六号）第十八

条第一項 の法科大学院の課程を修了した者にあつては、二年）以上在学し、必要な研究指導を

受けた上、当該大学院の行う博士論文の審査及び試験に合格することとする。ただし、在学期間に

関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に一年（標準修業年限が一年以上二

年未満の専門職学位課程を修了した者にあつては、三年から当該一年以上二年未満の期間を減

じた期間）以上在学すれば足りるものとする。  

第十八条  削除  

   第七章 施設及び設備等  
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（講義室等）  

第十九条  大学院には、当該大学院の教育研究に必要な講義室、研究室、実験・実習室、演習室

等を備えるものとする。  

（機械、器具等）  

第二十条  大学院には、研究科又は専攻の種類、教員数及び学生数に応じて必要な種類及び数の

機械、器具及び標本を備えるものとする。  

（図書等の資料）  

第二十一条  大学院には、研究科及び専攻の種類に応じ、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の

教育研究上必要な資料を系統的に整理して備えるものとする。  

（学部等の施設及び設備の共用）  

第二十二条  大学院は、教育研究上支障を生じない場合には、学部、大学附置の研究所等の施設

及び設備を共用することができる。  

（教育研究環境の整備）  

第二十二条の二  大学院は、その教育研究上の目的を達成するため、必要な経費の確保等により、

教育研究にふさわしい環境の整備に努めるものとする。  

（研究科等の名称）  

第二十二条の三  研究科及び専攻（以下「研究科等」という。）の名称は、研究科等として適当である

とともに、当該研究科等の教育研究上の目的にふさわしいものとする。  

   第八章 独立大学院  

（独立大学院）  

第二十三条  学校教育法第六十八条 に定める大学に置く大学院（以下「独立大学院」という。）の研

究科の種類及び数、教員数その他は、当該大学院の教育研究上の目的に応じ適当な規模内容を

有すると認められるものとする。  

第二十四条  独立大学院は、当該大学院の教育研究上の必要に応じた十分な規模の校舎等の施

設を有するものとする。  

２  独立大学院が研究所等との緊密な連係及び協力の下に教育研究を行う場合には、当該研究所 
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等の施設及び設備を共用することができる。ただし、その利用に当たつては、十分な教育上の配慮

等を行うものとする。  

   第九章 通信教育を行う課程を置く大学院  

（通信教育を行う課程）  

第二十五条  大学院には、通信教育を行う修士課程、博士課程及び専門職学位課程のうち二以上

を併せ置き、又はそのいずれかを置くことができる。  

（通信教育を行い得る専攻分野）  

第二十六条  大学院は、通信教育によって十分な教育効果が得られる専攻分野について、通信教

育を行うことができるものとする。  

（通信教育を併せ行う場合の教員組織）  

第二十七条  昼間又は夜間において授業を行う大学院が通信教育を併せ行う場合においては、通

信教育を行う専攻ごとに、第九条に規定する教員を、教育に支障のないよう相当数増加するものと

する。  

（大学通信教育設置基準 の準用）  

第二十八条  通信教育を行う課程の授業の方法及び単位の計算方法等については、大学通信教

育設置基準 （昭和五十六年文部省令第三十三号）第三条 から第五条 までの規定を準用する。  

（通信教育を行う課程を置く大学院の施設）  

第二十九条  通信教育を行う課程を置く大学院は、添削等による指導並びに印刷教材等の保管及

び発送のための施設について、教育に支障のないようにするものとする。  

（添削等のための組織等）  

第三十条  通信教育を行う課程を置く大学院は、添削等による指導及び教育相談を円滑に処理する

ため、適当な組織等を設けるものとする。  

   第十章 雑則  

（事務組織）  

 18

225

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%98%5a%95%b6%95%94%8f%c8%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%8e%4f%8e%4f&REF_NAME=%91%e5%8a%77%92%ca%90%4d%8b%b3%88%e7%90%dd%92%75%8a%ee%8f%80&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%98%5a%95%b6%95%94%8f%c8%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%8e%4f%8e%4f&REF_NAME=%91%e5%8a%77%92%ca%90%4d%8b%b3%88%e7%90%dd%92%75%8a%ee%8f%80&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%98%5a%95%b6%95%94%8f%c8%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%8e%4f%8e%4f&REF_NAME=%91%e5%8a%77%92%ca%90%4d%8b%b3%88%e7%90%dd%92%75%8a%ee%8f%80&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


第三十一条  大学院を置く大学には、大学院の事務を処理するため、適当な事務組織を設けるもの

とする。  

（医学、歯学、薬学又は獣医学を履修する博士課程に関する特例）  

第三十二条  医学を履修する博士課程、歯学を履修する博士課程、薬学を履修する博士課程（当該

課程に係る研究科の基礎となる学部の修業年限が六年であるものに限る。）又は獣医学を履修す

る博士課程については、第四条第二項中「五年」とあるのは「四年」と、第十七条第一項中「五年

（修士課程に二年以上在学し、当該課程を修了した者にあつては、当該課程における二年の在学

期間を含む。）」とあるのは「四年」と、「三年（修士課程に二年以上在学し、当該課程を修了した者

にあつては、当該課程における二年の在学期間を含む。）」とあるのは「三年」と読み替えて、これら

の規定を適用し、第四条第三項から第五項まで並びに第十七条第二項及び第三項の規定は、適

用しない。  

（外国に設ける組織）  

第三十三条  大学院を置く大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、外国に研究科、専攻そ

の他の組織を設けることができる。  

（段階的整備）  

第三十四条  新たに大学院及び研究科等を設置する場合の教員組織、校舎等の施設及び設備に

ついては、別に定めるところにより、段階的に整備することができる。  

 

   附 則 （抄）  

１  この省令は、昭和五十年四月一日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行す

る。  

２  昭和五十年度に開設しようとする大学院の設置認可の申請に係る審査に当たつては、この省令

の規定の適用があるものとする。  
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１－６ 専門職大学院設置基準（平成１５年３月３１日文部科学省令第１６号） 

 

 学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）第三条 、第八条 、第八十八条 の規定に基づき、

専門職大学院設置基準を次のように定める。  

 第一章 総則（第一条―第三条）  

 第二章 教員組織（第四条・第五条）  

 第三章 教育方法等（第六条―第十四条）  

 第四章 課程の修了要件（第十五条・第十六条）  

 第五章 施設及び設備等（第十七条）  

 第六章 法科大学院（第十八条―第二十五条）  

 第七章 雑則（第二十六条）  

 附則  

    第一章 総則  

（趣旨）  

第一条  専門職大学院の設置基準は、この省令の定めるところによる。  

２  この省令で定める設置基準は、専門職大学院を設置するのに必要な最低の基準とする。  

３  専門職大学院は、この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとよ

り、その水準の向上を図ることに努めなければならない。  

（専門職学位課程）  

第二条  専門職学位課程は、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した

能力を培うことを目的とする。  

２  専門職学位課程の標準修業年限は、二年又は一年以上二年未満の期間（一年以上二年未満の

期間は、専攻分野の特性により特に必要があると認められる場合に限る。）とする。  

（標準修業年限の特例）  

第三条  前条の規定にかかわらず、専門職学位課程の標準修業年限は、教育上の必要があると認

められるときは、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限が二年の課程
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にあっては一年以上二年未満の期間又は二年を超える期間とし、その標準修業年限が一年以上

二年未満の期間の課程にあっては当該期間を超える期間とすることができる。  

２  前項の場合において、一年以上二年未満の期間とすることができるのは、主として実務の経験を

有する者に対して教育を行う場合であって、かつ、昼間と併せて夜間その他特定の時間又は時期

において授業を行う等の適切な方法により教育上支障を生じない場合に限る。  

   第二章 教員組織  

（教員組織）  

第四条  専門職大学院には、研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育上必要な教員を置くも

のとする。  

第五条  専門職大学院には、前条に規定する教員のうち次の各号のいずれかに該当し、かつ、その

担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められる専任教員を、専攻ごとに、

文部科学大臣が別に定める数置くものとする。  

一  専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者  

二  専攻分野について、高度の技術・技能を有する者  

三  専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者  

２  前項に規定する専任教員は、大学設置基準 （昭和三十一年文部省令第二十八号）第十三条 

に規定する専任教員の数及び大学院設置基準 （昭和四十九年文部省令第二十八号）第九条 に

規定する教員の数に算入できないものとする。  

３  第一項に規定する専任教員のうちには、文部科学大臣が別に定めるところにより、専攻分野にお

ける実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者を含むものとする。  

   第三章 教育方法等  

（教育課程）  

第六条  専門職大学院は、その教育上の目的を達成するために専攻分野に応じ必要な授業科目を

開設し、体系的に教育課程を編成するものとする。  

（授業を行う学生数）  
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第七条  専門職大学院が一の授業科目について同時に授業を行う学生数は、授業の方法及び施設、

設備その他の教育上の諸条件を考慮して、教育効果を十分にあげられるような適当な人数とする 

ものとする。  

（授業の方法等）  

第八条  専門職大学院においては、その目的を達成し得る実践的な教育を行うよう専攻分野に応じ

事例研究、現地調査又は双方向若しくは多方向に行われる討論若しくは質疑応答その他の適切

な方法により授業を行うなど適切に配慮しなければならない。  

２  大学院設置基準第十五条 において準用する大学設置基準第二十五条第二項 の規定により多

様なメディアを高度に利用して授業を行う教室等以外の場所で履修させることは、これによって十

分な教育効果が得られる専攻分野に関して、当該効果が認められる授業について、行うことができ

るものとする。  

第九条  専門職大学院は、通信教育によって十分な教育効果が得られる専攻分野に関して、当該

効果が認められる授業等について、多様なメディアを高度に利用する方法による通信教育を行うこ

とができるものとする。この場合において、授業の方法及び単位の計算方法等については、大学

通信教育設置基準 （昭和五十六年文部省令第三十三号）第三条 中面接授業又はメディアを利

用して行う授業に関する部分、第四条並びに第五条第一項第三号及び第二項の規定を準用す

る。  

（成績評価基準等の明示等）  

第十条  専門職大学院は、学生に対して、授業の方法及び内容、一年間の授業の計画をあらかじめ

明示するものとする。  

２  専門職大学院は、学修の成果に係る評価及び修了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を

確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切

に行うものとする。  

（教育内容等の改善のための組織的な研修等）  

第十一条  専門職大学院は、当該専門職大学院の授業の内容及び方法の改善を図るための組織

的な研修及び研究を実施するものとする。  

（履修科目の登録の上限）  
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第十二条  専門職大学院は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、学生が一

年間又は一学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定めるものとする。  

（他の大学院における授業科目の履修等）  

第十三条  専門職大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が専門職大学院の定めるところにより

他の大学院において履修した授業科目について修得した単位を、当該専門職大学院が修了要件

として定める三十単位以上の単位数の二分の一を超えない範囲で当該専門職大学院における授

業科目の履修により修得したものとみなすことができる。  

２  前項の規定は、学生が、外国の大学院に留学する場合、外国の大学院が行う通信教育における

授業科目を我が国において履修する場合及び外国の大学院の教育課程を有するものとして当該

外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定する

ものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合について準用する。  

（入学前の既修得単位等の認定）  

第十四条  専門職大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が当該専門職大学院に入学する前

に大学院において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位を

含む。）を、当該専門職大学院に入学した後の当該専門職大学院における授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。  

２  前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、編入学、転学等の場合を除き、当

該専門職大学院において修得した単位以外のものについては、前条第一項及び第二項の規定に

より当該専門職大学院において修得したものとみなす単位数と合わせて当該専門職大学院が修

了要件として定める三十単位以上の単位数の二分の一を超えないものとする。  

   第四章 課程の修了要件  

（専門職学位課程の修了要件）  

第十五条  専門職学位課程の修了の要件は、専門職大学院に二年（二年以外の標準修業年限を定

める研究科、専攻又は学生の履修上の区分にあっては、当該標準修業年限）以上在学し、当該専

門職大学院が定める三十単位以上の修得その他の教育課程の履修により課程を修了することとす

る。  

 23

230



（専門職大学院における在学期間の短縮）  

第十六条  専門職大学院は、第十四条第一項の規定により当該専門職大学院に入学する前に修得

した単位（学校教育法第六十七条第一項 の規定により入学資格を有した後、修得したものに限

る。）を当該専門職大学院において修得したものとみなす場合であって当該単位の修得により当該

専門職大学院の教育課程の一部を履修したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間

その他を勘案して当該専門職学位課程の標準修業年限の二分の一を超えない範囲で当該専門

職大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし、この場合においても、当該専

門職大学院に少なくとも一年以上在学するものとする。  

   第五章 施設及び設備等  

（専門職大学院の諸条件）  

第十七条  専門職大学院の施設及び設備その他諸条件は、専門職大学院の目的に照らし十分な

教育効果をあげることができると認められるものとする。  

   第六章 法科大学院  

（略）  

   第七章 雑則  

（その他の基準）  

第二十六条  専門職大学院の組織、編制、施設、設備その他専門職大学院の設置に関する事項で、

この省令に定めのないものについては、大学院設置基準 （第九条の二、第十一条、第十三条を 

除く。）の定めるところによる。  

２  この省令又は他の法令に別段の定めのあるものを除くほか、専門職大学院に関し必要な事項に

ついては、文部科学大臣が別に定める。  

 

   附 則 （抄） 

１  この省令は、平成十五年四月一日から施行する。  
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 参考資料 ２ わが国における基準認証機関の概要 

 

２－１ 大学評価学位授与機構 

 

（１） 法人格  独立行政法人 

（独立行政法人大学評価・学位授与機構法 平成１５年法律第８３号） 

（２） 沿革   平成３年７月 学位授与機構設置 

         平成１２年４月 大学評価・学位授与機構へ改組 

         平成１６年４月 独立行政法人化 

         平成１７年１月 認証評価機関として文部科学大臣から認証 

（３） 代表者  木村 孟 

（４） 執行機関 機構長及び理事２ 監事２（非常勤） 評議員２０名 

（５） 組織   評価研究部（３部門）、学位審査研究部（２部門）、管理部（４課）、評価事    

業部（６課）、国際連携ｾﾝﾀｰ、各種委員会 

（６） 職員数  不明    

（７） 事業   ①評価業務、②学位授与業務、③調査研究、④情報の収集、整理及び提供、 

（８） 予算（１８年度） 

   収入 2,270 百万円（うち認証評価手数料 99百万円） 

   支出 2,270 百万円（うち大学評価等経費 99百万円） 

（９） 評価実績 平成17年度 国立大学２、公立大学２ 合計４大学 

 

２－２（財）大学基準協会 

 

（１）法人格  財団法人 

（２）沿革   昭和２２年７月 設立、「大学基準」による改善業務実施  

         平成１６年８月 認証評価機関として文部科学大臣から認証 

（３） 代表者  白井克彦（早稲田大学総長） 

（４） 執行機関 会長１、副会長６、専務理事１、理事２４、監事２ 

（５） 組織   基準委員会他委員会、 大学評価・研究部（企画調査研究系、審査評価系）、  

総務課 

（６） 職員数  ２５名（事務局長以下） 

（７） 事業   ①評価業務、②基準の設定、改定、③調査研究、④特色ある大学教育支援プ 

ログラム、⑤会員等に対する情報の提供、広報 

（８） 予算（１８年度） 

   収入 502 百万円（うち基本判定・評価費 71、会費収入 283） 

   支出 534 百万円（うち事業費 382、管理費111） 

次期繰越収支差額 57 百万円 

（９） 評価実績 平成17年度 加盟判定審査 公立大学５、私立大学６ 計１１ 

               相互評価   国立大学１、私立大学１３ 計１４ 

               合計  ２５大学 
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２－３ (財)日本高等教育評価機構 

 

（１）法人格  財団法人 

（２）沿革   平成１６年１１月 設立（財団法人設立認可）  

         平成１７年７月 認証評価機関として文部科学大臣から認証 

（３）代表者  佐藤登志郎（北里大学名誉学長） 

（４）執行機関 理事長１、副理事長１、専務理事１、理事１５、監事３（非常勤）、        

評議員３３ 

（５）組織   大学評価判定委員会、総務部、評価研究・開発部、評価事業部  

（６）職員数  １２名（事務局長以下） 

（７）事業   ①評価業務、②大学評価員養成事業、③調査研究、④指導支援事業、 

⑤広報、啓発活動 

（８）予算（１８年度） 

  収入（事業活動） 175 百万円（うち事業収入 72、会費収入 63） 

  支出（事業活動） 190 百万円（うち事業費支出 133、管理費支57） 

事業活動収支差  ▲15 百万円 

（９）評価実績 平成17年度 認証評価 私立大学４  

        平成18年度 申請受理 私立大学１６ 
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 ２－４ ３機関の評価項目の比較 

 

図表１ わが国の３認証機関の評価項目の比較 

 

  大学基準協会 大学評価･学位授与機構 日本高等教育評価機構 

 １ １ 理念･目的 １ 大学の目的 １ 建学の精神､使命等 

 ２ ２ 教育研究組織 ２ 教育研究組織（実施体制）２ 教育研究組織 

 ３ ３ 教育内容・方法 ５ 教育内容及び方法 ３ 教育課程 

 ４ ４ 学生の受入れ ６ 教育の成果 ４ 学生 

 ５ ５ 学生生活 ４ 学生の受入れ ５ 教員 

 ６ ８ 教員組織 ７ 学生支援等 ６ 職員 

 ７ ９ 事務組織 ３ 教員及び教育支援者 ９ 教育研究環境 

 ８ ６ 研究環境 ８ 施設・設備 ７ 管理運営 

 ９ 10 施設・設備 11 管理運営 ８ 財務 

１０ 11 図書・電子媒体等 10 財務 10 社会連携 

１１ 12 管理運営 ９ 教育の質向上ｼｽﾃﾑ 11 社会的責務 

１２ 13 財務    

１３ ７ 社会貢献 （選択評価基準）  

１４ 15 情報公開説明責任 Ａ研究活動の状況  

１５ 14 点検・評価 Ｂ正規課程以外ｻｰﾋﾞｽ  

 

（注）全体の順番は、目的（黄色）、教育研究（水色）、学生（黄緑色）、組織・管理・環境（オ

レンジ色）、自己点検など（薄紫色）の順としてある。 

各認証機関の項目番号は、それぞれの機関における評価項目の順番を示す。 
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参考資料 ３ 欧米における基準認証機関の概要 

 

３－１ 米国における認証システム 

 

１ 米国では、高等教育機関の設置認可が比較的緩やか。教育の権限は州にある。州によっ

て教育制度が異なり、設置要件の差が見られることがある。 

 ２ 大学は、自ら独自の組織、基準を作り、この基準に則して評価し、その結果により大学

の質を保証するシステムを形成。全国に６つの「地区基準協会」が設置され、各協会の

「高等教育機関判定委員会（Commission on Institutions of Higher Education ）」が

地区内大学の基準認定を行う。 

３ 高等教育機関全体に対する認定と専門教育課程に対する認定は、別々に実施している。 

 ４ 専門教育課程に対する基準認定は、一般的にその専門分野を代表する「全国的な専門職

団体」が行なう。専門職団体は、専門教育課程の学生が卒業後専門職へ参入できる水準

に達しているか全国統一基準で認定 

    専門教育認定機関（例） 

① ＡＢＡ（米国法律家協会 American Bar Association） 
② ＣＳＷＥ （Council on Social Work Education） 
③ ＡＬＡ (American Libｒary Association) 

 

３－２ ＡＡＣＳＢ 

 

１ The Association to Advance Collegiate Schools of Business 

 ２ １９１６年設立、本部 米国フロリダ州タンパ 

 ３ 教育機関、企業等からなる非営利団体 

  経営管理、会計に関する教育高度化の推進改善に取り組む 

 ４ 会員数 大学 １０２１ （７２ヶ国） 

 企業 １８  学会・公的機関 １９、 維持会員 ４

 ５ 認定大学 ５２８ （２８ヶ国） 

 ６ １９１９年にビジネス管理基準制定、１９８０年に会計基準を追

 ７ ＡＡＣＳＢ基準の骨格 ＜ＡＡＣＳＢ ホームページにより作成

 

図表２ ＡＡＣＳＢの評価基準体系 

戦略ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基準（５） 

Strategic Management Standards 
ビジネス 

認定基準 

（Standards 
関係者基準（９） 

for 
Participants Standards 

Business 

Accreditation)
学習保証基準（７） 

Assurance of Learning Standards 
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加 

＞ 

 



  ８ ＡＡＣＳＢの手続の流れ＜ＡＡＣＳＢホームページにより作成＞ 

 

図表３ ＡＡＣＳＢの手続の流れ

 

認定計画 

（Accreditation Plan） 

の作成提出 

Accreditation Coodinating 

Committee(ACC) 

資格申請 資格審査（Pre Accreditation 

Committee  (PAC)） 

Mentorの委嘱 

加入 

認定計画 認定計画の 認定計画の 

の修正 審査（IAC） 審査（PAC） 

Peer Review Teamの選定（申請者、IAC等） 

自己評価ﾚﾎﾟｰﾄ 

（SER）の作成 

Team Chair 

の指名（IAC） 

認定の承認 

（AACSB Board） 

 認定   
（6年間有効）   

自己評価ﾚﾎﾟｰﾄ等 

の審査（IAC,PRT） 

認定の推薦 

（PRT） 

現地調査 

（PRT） 

認定の推薦 

（IAC） 

 Maintenance   
 

no

年次報告 認定計画の 認定申請書 

の提出 書の提出 審査（IAC） 

自己評価ﾚﾎﾟｰﾄ等 

の審査（IAC,PRT） 
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３－３ 欧州における認証システム 

 

１ 欧州の高等教育機関は、一般に各国政府による厳格な規制の下にあり、各国の認定制度

により質保証が行なわれている。 

２ 各国の制度 

①イギリス―ＱＡＡ（Quality Assurance Agency 高等教育審査機関）等 

②フランス―ＣＮＥ（Comitte national d’evaluation des etablissement publics 

acaractere scientifique, culturel et professionnel）（調査中） 

③オランダ―ＶＳＮＵ (Vereniging van Universiteiten )  

        (Association of Universities in the Netherlands）)等 

 ３ イギリスには、ＱＡＡとＨＥＦＣＥ（Higher Education Funding Councils for England 

高等教育財政審議会）がある。ＱＡＡは学問分野レベルのsubject review（①カリキュ

ラム･デザイン､授業構成と授業内容、②指導方法、学習方法、評価方法、③学生の学習

成果と達成度、④学生へのサポートとガイダンス、⑤学習設備・施設、⑥教育水準の維

持と向上）と機関ﾚﾍﾞﾙの institutional reviewの２種類の評価を行う。 

ＨＥＦＣＥは、ＲＡＥ（Research Assessment Exercise）を行なう。評価結果は補助金

配分にリンクしている。 

４ 各国の特色と共通点 

①イギリス――教育評価と研究評価、分野別点数評価（24 点満点）、財政配分に反映⇒

簡素化、機関評価重点へ 

   ②フランス――４年間の大学と国の契約、全学単位、記述中心⇒選択的・内部評価重視、

簡素化、量的な指標の重視 

   ③オランダ――分野別教育・研究評価、質の改善重視 

④共通点 ――a国家レベルの評価主体、ｂ自己評価の活用、cピア・レビューの実施、     

d結果の公表  

５ 欧州レベルの大学評価の動き 

①マーストリヒト条約（1992）――教育と言語の普及を通じて、教育におけるヨーロッ

パの視点を進展 

   ②ボローニャ宣言(1999)――ヨーロッパ高等教育圏の設立、比較可能な学位、学士・大

学院の２段階課程、比較可能な基準と方法の開発による質の保証 

③欧州版アクレディテーションの動き――米国の世界戦略への対抗、留学生の確保 

  ⇒①教育内容・レベルの共通フォーマット化、②学位の国際認定 など 

  ENQUA(European Association for Quality Assurance in European Higher Education 

Area) ＝欧州のほぼ全評価機関が参加しているといわれる。 

 

 ３－４ ＥＦＭＤ 

 

１ European Foundation for Management Development     

 ２ 1972年設立 本部 ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ﾌﾞﾘｭｯｾﾙ 

 ３ 非営利団体 
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欧州及び世界の経営高度化（management development）に向けた事業を展開 

 ４ 会員数５７８、うちビジネススクール 300 他に大学、企業、コンサルタント会社、公

益事業機関等、６５カ国以上 

 ５ 質向上のため、４つの事業（CEL, CLIP, EPAS, EQUIS）を展開。 

うちビジネススクールの質保証はＥＱＵＩＳ 

 

３－５ ＥＱＵＩＳ 

 

１ The European Quality Improvement System  

２ 目的、特色 

① 国際性（international standards） 
② 「質」の重視    
③ 多様性の尊重（機関、プログラム、地理・文化等） 
④ academicと corporateの連携  
⑤ 戦略、governanceの重視 

３ 実績  

① 認定校 ８９（うち３０は欧州域外） 
② ２００６年３３校ﾚｳﾞｭｰ予定  
③ 年間平均１５校が新規に申請 

 ４ 評価領域＜ＥＦＭＤホームページにより作成＞ 

 

図表４ ＥＱＵＩＳの評価領域 
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５ 手続の流れ ＜J.Herbolich EFMD事務次長講演による＞ 

 

図表５ ＥＱＵＩＳの手続の流れ 

 

 

Strategic Advice 

no 

Guided Development 

Not ready 

申請 資格審査 自己評価 照会 

no 

ﾋﾟｱ・ﾚﾋﾞｭｰ 審査委員会 EQUIS 認定 

Follow-up 
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ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－１　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（１）

在
籍
し
て
お
り
今
後
も

積
極
的
に
採
用

在
籍
し
て
い
る
が
今
後

の
採
用
は
白
紙

在
職
し
て
い
る
が
今
後

採
用
す
る
考
え
は
無
い

在
職
者
は
無
い
が
今
後

は
積
極
的
に
採
用

在
職
者
は
無
く
今
後
の

採
用
も
白
紙

在
職
者
は
無
く
今
後
も

採
用
す
る
考
え
は
無
い

　
無
　
回
　
答

60 3 7     - 14 34 1 1
100.0 5.0 11.7     - 23.3 56.7 1.7 1.7
34 3 7     - 6 18     -     -

100.0 8.8 20.6     - 17.6 52.9     -     -
26      -      -     - 8 16 1 1

100.0      -      -     - 30.8 61.5 3.8 3.8
34 1 4     - 7 21     - 1

100.0 2.9 11.8     - 20.6 61.8     - 2.9
25 2 3     - 7 13     -     -

100.0 8.0 12.0     - 28.0 52.0     -     -
19      -      -     - 8 10     - 1

100.0      -      -     - 42.1 52.6     - 5.3
19 1 1     - 2 15     -     -

100.0 5.3 5.3     - 10.5 78.9     -     -
21 2 6     - 4 9     -     -

100.0 9.5 28.6     - 19.0 42.9     -     -
22 2 3     - 3 13     - 1

100.0 9.1 13.6     - 13.6 59.1     - 4.5
17      - 2     - 7 8     -     -

100.0      - 11.8     - 41.2 47.1     -     -
21 1 2     - 4 13 1     -

100.0 4.8 9.5     - 19.0 61.9 4.8     -
10 3 7     -     -     -     -     -

100.0 30.0 70.0     -     -     -     -     -
49      -      -     - 14 34 1     -

100.0      -      -     - 28.6 69.4 2.0     -
17 3      -     - 14     -     -     -

100.0 17.6      -     - 82.4     -     -     -
41      - 7     -     - 34     -     -

100.0      - 17.1     -     - 82.9     -     -
1      -      -     -     -     - 1     -

100.0      -      -     -     -     - 100.0     -

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他

Q1ビジネススクール出身者の採用について

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　上場企業

　中小企業

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし
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ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－２　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（２）

積
極
的
に
採
用
す
る
も

の
と
予
想

採
用
し
て
期
待
通
り
な

ら
ば
以
後
は
積
極
的
に

採
用
す
る
も
の
と
予
想

採
用
方
針
に
変
化
は
な

い
と
予
想

　
無
　
回
　
答

60 6 38 16     -
100.0 10.0 63.3 26.7     -
34 3 21 10     -

100.0 8.8 61.8 29.4     -
26 3 17 6     -

100.0 11.5 65.4 23.1     -
34 2 23 9     -

100.0 5.9 67.6 26.5     -
25 4 15 6     -

100.0 16.0 60.0 24.0     -
19 2 13 4     -

100.0 10.5 68.4 21.1     -
19 2 12 5     -

100.0 10.5 63.2 26.3     -
21 2 13 6     -

100.0 9.5 61.9 28.6     -
22 3 12 7     -

100.0 13.6 54.5 31.8     -
17      - 14 3     -

100.0      - 82.4 17.6     -
21 3 12 6     -

100.0 14.3 57.1 28.6     -
10 2 5 3     -

100.0 20.0 50.0 30.0     -
49 4 32 13     -

100.0 8.2 65.3 26.5     -
17 4 12 1     -

100.0 23.5 70.6 5.9     -
41 2 25 14     -

100.0 4.9 61.0 34.1     -
1      -     - 1     -

100.0      -     - 100.0     -

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし

分
類
別

　上場企業

　中小企業

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

Q2質の保証と採用について

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

- 2 -241



ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－３　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（３）

大
学
院
在
学
期
間
を
勤

続
年
数
に
加
え
給
与
面

で
処
遇

将
来
の
幹
部
候
補
者
と

し
て
職
務
や
ポ
ス
ト
面

で
配
慮

大
学
院
卒
だ
か
ら
と

い
っ

て
特
別
の
処
遇
は

な
い

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

60 22 7 28 7     -
100.0 36.7 11.7 46.7 11.7     -
34 15 1 14 5     -

100.0 44.1 2.9 41.2 14.7     -
26 7 6 14 2     -

100.0 26.9 23.1 53.8 7.7     -
34 16 3 12 4     -

100.0 47.1 8.8 35.3 11.8     -
25 6 4 15 3     -

100.0 24.0 16.0 60.0 12.0     -
19 3 4 11 1     -

100.0 15.8 21.1 57.9 5.3     -
19 10 2 8 3     -

100.0 52.6 10.5 42.1 15.8     -
21 9 1 8 3     -

100.0 42.9 4.8 38.1 14.3     -
22 7 2 10 4     -

100.0 31.8 9.1 45.5 18.2     -
17 9 1 7     -     -

100.0 52.9 5.9 41.2     -     -
21 6 4 11 3     -

100.0 28.6 19.0 52.4 14.3     -
10 5     - 4 1     -

100.0 50.0     - 40.0 10.0     -
49 17 6 24 6     -

100.0 34.7 12.2 49.0 12.2     -
17 7 4 4 3     -

100.0 41.2 23.5 23.5 17.6     -
41 15 2 23 4     -

100.0 36.6 4.9 56.1 9.8     -
1      -     - 1     -     -

100.0      -     - 100.0     -     -

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし

分
類
別

　上場企業

　中小企業

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

Q3大学院修了者の処遇について

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

- 3 -242



ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－４　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（４）

入
社
後
早
々
に
一
定
の

責
任
あ
る
地
位
で
能
力

発
揮
の
機
会
を
与
え
る

幹
部
候
補
と
し
て
実
力

を
磨
く
機
会
を
与
え
る

特
別
に
機
会
を
与
え
る

こ
と
は
な
い

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

60 10 34 21 4     -
100.0 16.7 56.7 35.0 6.7     -
34 3 17 16 3     -

100.0 8.8 50.0 47.1 8.8     -
26 7 17 5 1     -

100.0 26.9 65.4 19.2 3.8     -
34 7 21 12 1     -

100.0 20.6 61.8 35.3 2.9     -
25 3 13 8 3     -

100.0 12.0 52.0 32.0 12.0     -
19 5 12 4     -     -

100.0 26.3 63.2 21.1     -     -
19 4 13 3 4     -

100.0 21.1 68.4 15.8 21.1     -
21 1 9 13     -     -

100.0 4.8 42.9 61.9     -     -
22 4 10 8 3     -

100.0 18.2 45.5 36.4 13.6     -
17 2 12 5     -     -

100.0 11.8 70.6 29.4     -     -
21 4 12 8 1     -

100.0 19.0 57.1 38.1 4.8     -
10 1 4 5 2     -

100.0 10.0 40.0 50.0 20.0     -
49 8 30 16 2     -

100.0 16.3 61.2 32.7 4.1     -
17 4 13 2 1     -

100.0 23.5 76.5 11.8 5.9     -
41 5 21 18 3     -

100.0 12.2 51.2 43.9 7.3     -
1      -      - 1     -     -

100.0      -      - 100.0     -     -

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし

分
類
別

　上場企業

　中小企業

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

Q4質の保証と処遇について

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

- 4 -243



ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－５　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（５）

法
令
・
基
準
へ
の
適
合

性
の
確
認

人
材
育
成
の
場
と
し
て

社
会
的
に
高
い
評
価
を

受
け
る
こ
と

欧
米
諸
国
と
同
等
以
上

の
教
育
研
究
水
準
を
維

持 　
無
　
回
　
答

60 15 47 17 1
100.0 25.0 78.3 28.3 1.7
34 10 27 10     -

100.0 29.4 79.4 29.4     -
26 5 20 7 1

100.0 19.2 76.9 26.9 3.8
34 10 24 10     -

100.0 29.4 70.6 29.4     -
25 4 22 7 1

100.0 16.0 88.0 28.0 4.0
19 2 14 6 1

100.0 10.5 73.7 31.6 5.3
19 6 15 6     -

100.0 31.6 78.9 31.6     -
21 6 17 5     -

100.0 28.6 81.0 23.8     -
22 3 15 12     -

100.0 13.6 68.2 54.5     -
17 6 12 2 1

100.0 35.3 70.6 11.8 5.9
21 6 20 3     -

100.0 28.6 95.2 14.3     -
10 2 8 5     -

100.0 20.0 80.0 50.0     -
49 13 39 11 1

100.0 26.5 79.6 22.4 2.0
17 3 15 5     -

100.0 17.6 88.2 29.4     -
41 11 31 11 1

100.0 26.8 75.6 26.8 2.4
1 1 1     -     -

100.0 100.0 100.0     -     -

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし

分
類
別

　上場企業

　中小企業

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

Q5質保証システムの目的・役割

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

- 5 -244



ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－６　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（６）

教
育
研
究
の
あ
り
方

大
学
組
織
の
管
理
運
営

の
あ
り
方

社
会
や
企
業
と
の
連
携

の
あ
り
方

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

60 19 3 33 4 1
100.0 31.7 5.0 55.0 6.7 1.7
34 12 2 17 2 1

100.0 35.3 5.9 50.0 5.9 2.9
26 7 1 16 2     -

100.0 26.9 3.8 61.5 7.7     -
34 14 2 15 2 1

100.0 41.2 5.9 44.1 5.9 2.9
25 5 1 17 2     -

100.0 20.0 4.0 68.0 8.0     -
19 5 1 12 1     -

100.0 26.3 5.3 63.2 5.3     -
19 6 1 10 2     -

100.0 31.6 5.3 52.6 10.5     -
21 8 1 10 1 1

100.0 38.1 4.8 47.6 4.8 4.8
22 6 2 10 3 1

100.0 27.3 9.1 45.5 13.6 4.5
17 5 1 11     -     -

100.0 29.4 5.9 64.7     -     -
21 8     - 12 1     -

100.0 38.1     - 57.1 4.8     -
10 4     - 5 1     -

100.0 40.0     - 50.0 10.0     -
49 15 3 28 2 1

100.0 30.6 6.1 57.1 4.1 2.0
17 6     - 10 1     -

100.0 35.3     - 58.8 5.9     -
41 13 3 22 2 1

100.0 31.7 7.3 53.7 4.9 2.4
1      -     - 1     -     -

100.0      -     - 100.0     -     -

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし

分
類
別

　上場企業

　中小企業

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

Q6質保証の範囲について

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

- 6 -245



ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－７　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（７）

相
互
評
価
方
式

有
識
者
委
員
会
方
式

外
部
評
価
方
式

　
無
　
回
　
答

60 5 22 32 1
100.0 8.3 36.7 53.3 1.7
34 5 16 12 1

100.0 14.7 47.1 35.3 2.9
26      - 6 20     -

100.0      - 23.1 76.9     -
34 4 10 19 1

100.0 11.8 29.4 55.9 2.9
25 1 12 12     -

100.0 4.0 48.0 48.0     -
19      - 4 15     -

100.0      - 21.1 78.9     -
19 3 8 8     -

100.0 15.8 42.1 42.1     -
21 2 10 8 1

100.0 9.5 47.6 38.1 4.8
22 3 9 9 1

100.0 13.6 40.9 40.9 4.5
17 2 6 9     -

100.0 11.8 35.3 52.9     -
21      - 7 14     -

100.0      - 33.3 66.7     -
10 1 5 4     -

100.0 10.0 50.0 40.0     -
49 4 17 27 1

100.0 8.2 34.7 55.1 2.0
17 2 5 10     -

100.0 11.8 29.4 58.8     -
41 3 17 20 1

100.0 7.3 41.5 48.8 2.4
1      -     - 1     -

100.0      -     - 100.0     -

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし

Q7評価方法について

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　上場企業

　中小企業

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他

- 7 -246



ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－８　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（８）

日
本
で
評
価
を
受
け
た

場
合
に
欧
米
で
も
評
価

を
受
け
ら
れ
る
制
度

無
理
の
な
い
範
囲
で
シ

ス
テ
ム
の
連
携
を
進
め

て
い
く
べ
き

外
国
の
シ
ス
テ
ム
と
の

連
携
は
当
面
必
要
な
い

　
無
　
回
　
答

60 32 23 3 2
100.0 53.3 38.3 5.0 3.3
34 17 14 2 1

100.0 50.0 41.2 5.9 2.9
26 15 9 1 1

100.0 57.7 34.6 3.8 3.8
34 17 13 2 2

100.0 50.0 38.2 5.9 5.9
25 14 10 1     -

100.0 56.0 40.0 4.0     -
19 11 6 1 1

100.0 57.9 31.6 5.3 5.3
19 10 8 1     -

100.0 52.6 42.1 5.3     -
21 10 9 1 1

100.0 47.6 42.9 4.8 4.8
22 13 6 1 2

100.0 59.1 27.3 4.5 9.1
17 11 5 1     -

100.0 64.7 29.4 5.9     -
21 8 12 1     -

100.0 38.1 57.1 4.8     -
10 5 4 1     -

100.0 50.0 40.0 10.0     -
49 27 19 2 1

100.0 55.1 38.8 4.1 2.0
17 12 5     -     -

100.0 70.6 29.4     -     -
41 19 18 3 1

100.0 46.3 43.9 7.3 2.4
1 1     -     -     -

100.0 100.0     -     -     -

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし

Q8海外との連携について

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　上場企業

　中小企業

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他

- 8 -247



ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－９　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（９）

建
設
業

製
造
業

卸
売
業

小
売
業

金
融
、

証
券
、

保
険
業

不
動
産
業

運
輸
、

通
信
業

電
力
、

ガ
ス
、

水
道
業

サ
ー

ビ
ス
業

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

60 6 34 7 1 3     - 2     - 2 4 1
100.0 10.0 56.7 11.7 1.7 5.0     - 3.3     - 3.3 6.7 1.7
34 1 19 7 1 3     - 2     - 1     -     -

100.0 2.9 55.9 20.6 2.9 8.8     - 5.9     - 2.9     -     -
26 5 15     -     -     -     -     -     - 1 4 1

100.0 19.2 57.7     -     -     -     -     -     - 3.8 15.4 3.8

34.0      - 34.0     -     -     -     -     -     -      -     -     -
100      - 100     -     -     -     -     -     -      -     -     -
25.0 6.0      - 7.0 1.0 3.0     - 2.0     - 2.0 4.0     -
100 24      - 28 4 12     - 8     - 8 16     -
19.0 2.0 12.0     -     -     -     -     -     - 1.0 4.0     -
100 10.5 63.2     -     -     -     -     -     - 5.3 21.1     -
19.0 3.0 9.0 5.0     - 2.0     -     -     -      -     -     -
100 15.8 47.4 26.3     - 10.5     -     -     -      -     -     -
21.0 1.0 13.0 2.0 1.0 1.0     - 2.0     - 1.0     -     -
100 4.8 61.9 9.5 4.8 4.8     - 9.5     - 4.8     -     -
22.0      - 12.0 5.0     - 2.0     - 1.0     - 1.0 1.0     -
100      - 54.5 22.7     - 9.1     - 4.5     - 4.5 4.5     -
17.0 1.0 11.0 2.0 1.0     -     - 1.0     -      - 1.0     -
100 5.9 64.7 11.8 5.9     -     - 5.9     -      - 5.9     -
21.0 5.0 11.0     -     - 1.0     -     -     - 1.0 2.0 1.0
100 23.8 52.4     -     - 4.8     -     -     - 4.8 9.5 4.8
10.0      - 5.0 2.0 1.0 2.0     -     -     -      -     -     -
100      - 50 20 10 20     -     -     -      -     -     -
49.0 6.0 28.0 5.0     - 1.0     - 2.0     - 2.0 4.0 1.0
100 12.2 57.1 10.2     - 2     - 4.1     - 4.1 8.2 2
17.0      - 8.0 3.0     - 1.0     - 1.0     - 2.0 2.0     -
100      - 47.1 17.6     - 5.9     - 5.9     - 11.8 11.8     -
41.0 6.0 25.0 4.0 1.0 2.0     - 1.0     -      - 2.0     -
100 14.6 61 9.8 2.4 4.9     - 2.4     -      - 4.9     -
1.0      -      -     -     -     -     -     -     -      -     - 1.0
100      -      -     -     -     -     -     -     -      -     - 100

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし

分
類
別

　上場企業

　中小企業

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

F1貴社の業種

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

- 9 -248



ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－10　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（１０）

５
０
人
以
下

５
１
〜

９
９
人

１
０
０
〜

２
９
９
人

３
０
０
〜

４
９
９
人

５
０
０
〜

９
９
９
人

１
０
０
０
〜

１
９
９
９

人 ２
０
０
０
〜

４
９
９
９

人 ５
０
０
０
〜

９
９
９
９

人 １
０
０
０
０
人
以
上

　
無
　
回
　
答

60 17 2 6 8 5 8 9 2 2 1
100.0 28.3 3.3 10.0 13.3 8.3 13.3 15.0 3.3 3.3 1.7
34      -     - 2 6 5 8 9 2 2     -

100.0      -     - 5.9 17.6 14.7 23.5 26.5 5.9 5.9     -
26 17 2 4 2     -     -     -      -     - 1

100.0 65.4 7.7 15.4 7.7     -     -     -      -     - 3.8
34 10 2 2 5 2 5 7      - 1     -

100.0 29.4 5.9 5.9 14.7 5.9 14.7 20.6      - 2.9     -
25 7     - 4 3 3 3 2 2 1     -

100.0 28.0     - 16.0 12.0 12.0 12.0 8.0 8.0 4.0     -
19 17 2     -     -     -     -     -      -     -     -

100.0 89.5 10.5     -     -     -     -     -      -     -     -
19      -     - 6 8 5     -     -      -     -     -

100.0      -     - 31.6 42.1 26.3     -     -      -     -     -
21      -     -     -     -     - 8 9 2 2     -

22 4     - 1 5 4 3 3 1 1     -
100.0 18.2     - 4.5 22.7 18.2 13.6 13.6 4.5 4.5     -
17 6     - 1     - 1 3 5 1     -     -

100.0 35.3     - 5.9     - 5.9 17.6 29.4 5.9     -     -
21 7 2 4 3     - 2 1      - 1 1

100.0 33.3 9.5 19.0 14.3     - 9.5 4.8      - 4.8 4.8
10      -     - 1     - 1 3 4      - 1     -

100.0      -     - 10.0     - 10.0 30.0 40.0      - 10.0     -
49 16 2 5 8 4 5 5 2 1 1

100.0 32.7 4.1 10.2 16.3 8.2 10.2 10.2 4.1 2.0 2.0
17 7 1 1     - 2 2 1 1 2     -

100.0 41.2 5.9 5.9     - 11.8 11.8 5.9 5.9 11.8     -
41 9 1 5 8 3 6 8 1     -     -

100.0 22.0 2.4 12.2 19.5 7.3 14.6 19.5 2.4     -     -
1      -     -     -     -     -     -     -      -     - 1

100.0      -     -     -     -     -     -     -      -     - 100.0

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし

F2貴社全体の従業員数

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　上場企業

　中小企業

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他

- 10 -249



ビジネススクールの質保証システム調査（企業編）(06.12)

資料３－23－11　　アンケート調査クロス集計表（企業調査）（１１）

北
海
道

東
北

関
東

中
部

近
畿

中
国

四
国

九
州

沖
縄

　
無
　
回
　
答

60      - 4 22 9 17 3 1 3 1     -
100.0      - 6.7 36.7 15.0 28.3 5.0 1.7 5.0 1.7     -
34      - 1 18 4 11     -     -      -     -     -

100.0      - 2.9 52.9 11.8 32.4     -     -      -     -     -
26      - 3 4 5 6 3 1 3 1     -

100.0      - 11.5 15.4 19.2 23.1 11.5 3.8 11.5 3.8     -
34      -     - 12 7 11 1 1 1 1     -

100.0      -     - 35.3 20.6 32.4 2.9 2.9 2.9 2.9     -
25      - 3 10 2 6 2     - 2     -     -

100.0      - 12.0 40.0 8.0 24.0 8.0     - 8.0     -     -
19      - 2 4 3 6 1     - 2 1     -

100.0      - 10.5 21.1 15.8 31.6 5.3     - 10.5 5.3     -
19      -     - 10 3 2 2 1 1     -     -

100.0      -     - 52.6 15.8 10.5 10.5 5.3 5.3     -     -
21      - 1 8 3 9     -     -      -     -     -

100.0      - 4.8 38.1 14.3 42.9     -     -      -     -     -
22      -     - 22     -     -     -     -      -     -     -

100.0      -     - 100.0     -     -     -     -      -     -     -
17      -     -     -     - 17     -     -      -     -     -

100.0      -     -     -     - 100.0     -     -      -     -     -
21      - 4     - 9     - 3 1 3 1     -

100.0      - 19.0     - 42.9     - 14.3 4.8 14.3 4.8     -
10      - 1 5 2 2     -     -      -     -     -

100.0      - 10.0 50.0 20.0 20.0     -     -      -     -     -
49      - 3 16 7 15 3 1 3 1     -

100.0      - 6.1 32.7 14.3 30.6 6.1 2.0 6.1 2.0     -
17      - 2 5 1 7     -     - 1 1     -

100.0      - 11.8 29.4 5.9 41.2     -     - 5.9 5.9     -
41      - 1 16 8 10 3 1 2     -     -

100.0      - 2.4 39.0 19.5 24.4 7.3 2.4 4.9     -     -
1      - 1     -     -     -     -     -      -     -     -

100.0      - 100.0     -     -     -     -     -      -     -     -

在
籍
別

Ｂ
Ｓ

　在籍している

　在籍していない

採
用
意
向

Ｂ
Ｓ

　積極採用

　採用は白紙

　採用意向なし

F3貴社の本社所在地

従
業
員
数

　299人以下

　300～4999人

　5000人以上

業
種

　製造業

　非製造業

　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　上場企業

　中小企業

所
在
地

　首都圏

　近畿圏

　その他
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資料３－20 

２００６年１０月７日 

ビジネス研究科 

 

ビジネススクールの質保証システムに関する調査の実施について 

 

 

１ 名称 ビジネススクールの質保証システムに関する調査 

 

２ 目的 ビジネススクールにおける教育研究の質を保証するシステムを構築

するため、認証制度のあり方等について全国のビジネス系大学院及

び企業に対してアンケート調査を実施し、基礎的なデータを収集す

るとともに関係者の意向を把握する。 

 

３ 対象 調査対象は、次の通りとする。 

（１）ビジネス系の大学院及び専門職大学院（約５０校） 

（２）企業の人事担当部門（約３００社） 

 

４ 期間 ２００６年１０月～１１月 

  （１）１０月上旬  調査準備、調査表作成、対象者リスト作成 

  （２）１０月中旬  調査会社へ発注 

  （３）１０月２０日～１１月５日  調査実施 

  （４）１１月上旬～ 調査結果の分析取りまとめ 

 

５ 調査項目 別紙 

 

６ 予算措置 

   平成１７年度「法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム形成支援

補助金のうち、○○万円程度 

 

７ 担当者 

   中田哲雄教授、井村祥子係長、前澤千晶職員 

 

 

以 上 
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別紙 

 

（質保証システムの目的・役割） 

   問１ 新たに構築すべき質保証システムは､次の項目のどれを目指すべきでし

ょうか。適切な項目の番号を○で囲んで下さい。 

      １ 設置認可基準の達成状況その他ビジネススクールの設置、運営に関

する法令、基準への適合性の確認 

      ２ ２１世紀におけるビジネス人材育成の場として社会的に高い評価を

受けることのできる条件を備えていることの確認 

      ３ 欧米諸国におけるビジネススクールと同等以上の教育研究水準を維

持していることの確認（欧米諸国の質保証システムとの相互連携が

可能なシステム） 

 

（質保証の範囲） 

   問２ 質保証システムの審査対象は、どのような範囲とするのが適切でしょう

か。次の項目のうち適切な項目の番号を○で囲んで下さい。 

   １ 教育研究体制（入学、教育科目、教育手法、修了要件、研究体制等） 

   ２ 管理運営体制（組織、教職員、意思決定システム、施設、予算等） 

   ３ １と２の両方を等分に対象とする。 

   ４ １と２の両方。ただし、１が中心 

   ５ １と２の両方。ただし、２が中心 

 

（評価項目） 

問３ 質保証システムの評価項目として、どのようなものが必要でしょうか。

次の項目のうち必要と思われる項目の番号を○で囲んで下さい。 

なお、既存の大学認証制度において設定されている評価項目と類似の項

目には、それぞれ大学評価学位授与機構（Ａ）、大学基準協会（Ｂ）、日

本高等教育評価機構（Ｃ）、米国ビジネススクール協会（AACSB）（Ｄ）、

欧州経営改善協会（EFMD）（E）の表示をしています。 

１ 理念、目的、使命（ABCDE） 

２ 教育研究組織（ABCDE） 

３ 教育内容、方法、教育課程（ABCDE） 

４ 教育水準（DE） 

４ 教育の成果、達成目標（AD） 

５ 学生の受入（ABCDE） 
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６ 学生支援、学生生活（ABCDE） 

７ 教員、職員（事務組織）（ABCDE） 

８ 教育研究環境（ABCDE） 

９ 施設・設備（ABDE） 

10 管理運営（BCDE） 
11 図書・電子媒体等（BDE） 
12 財務（ABCDE） 
13 社会貢献、社会連携、社会的責務（BCDE） 
14 情報公開・説明責任（BDE） 
15 教育の質向上システム、点検・評価（ABDE） 

 

問４ ビジネススクールの独自性による評価項目として、次のようなものを想

定することができますが、必要と思われる項目の番号を○で囲んで下さ

い。 

   １ 企業、地域社会との連携 

   ２ Executive 教育 

   ３ 国際性 

   ４ その他 （ ）内に必要項目を記述して下さい。 

     （                           ） 

 

（評価基準） 

問５ 評価基準としては定性的な基準と定量的な基準を想定することができま

すが、適切と思われる項目の番号を○で囲んで下さい。 

   １ 定性的基準による 

   ２ 定量的基準による 

   ３ 評価項目の内容により定性的基準、定量的基準のいずれか又は両方

を設定する。 

   ４ ３によるが、可能な限り定性基準を設定する。 

   ５ ３によるが、可能な限り定量基準を設定する。 

 

（資料の作成） 

問６ 評価を受けるための資料の作成には、相当のマンパワーが必要と思われ

ますが、適切と思われる項目の番号を○で囲んで下さい。 

   １ 評価を受ける大学が自主点検を行い、その結果に基づいて必要な資

料を作成する。 

   ２ 大学の公開資料と評価者によるヒアリングにより評価を進めること
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を原則とし、資料作成は最小限に止める。 

   ３ 大学の協力の下に専門調査会社などに調査を委託し、資料(報告書) 

     を取りまとめる。 

   ４ その他 （ ）内に資料の作成方法を記述して下さい。 

     （                            ） 

 

（評価方法） 

問７ 評価の実施方法としては、次のような方式を想定することができますが、

適切と思われる項目の番号を○で囲んで下さい。 

   １ 質保証システムに参加するビジネススクールの教員によるピア･レ

ビューを基本とする。（相互評価方式） 

   ２ 大学関係者（参加大学外を含む）経済界、言論界など幅広い有識者

による評価を基本とする。（有識者委員会方式） 

   ３ 大学関係者以外の幅広い有識者による評価を基本とする。（外部評価

方式） 

 

（海外の質保証システムとの連携） 

問８ ビジネススクールの歴史の古い欧米においては、質保証を行うための認

証評価システムが運営されています。これらの認証評価システムとの関

係について、適切と思われる項目の番号を○で囲んで下さい。 

   １ ビジネスはますますグローバル化しつつある以上ビジネススクール

においても国際的な連携を深めていくべきである。日本の質保証シ

ステムにおいて適切な評価を受けた場合に、欧米における質保証シ

ステムにおいても一定の条件の下に認証評価を受けることができる

など制度的なマッチングを考えるべきである。 

   ２ 日本のビジネススクールと欧米諸国のビジネススクールとでは、歴

史も教育内容も異なっているので、無理のない範囲で連携を進めて

いくべきである。 

   ３ 国内の質保証にエネルギーを注ぐべきであり、外国との連携は当面

必要ない。 

 

（ご意見・ご要望など） 

 ビジネススクールの質保証システムに関してご意見・ご要望などがありまし 

たら、次ページにご記入下さい。 
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以 上 

○ ビジネススクールの質保証システムについて、ご意見ご要望などがありま 

したら自由にご記入下さい。 
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資料１－４ 

 

 

質保証システム研究会 開催日程 

 

 

   ２００６年 

１月１３日 第１回ビジネススクールの質保証システム検討会 

      （第１回ビジネススクール長会議） 

      同志社大学 寒梅館 

① 本プロジェクトのキックオフ会合として、プロジェ
クトの構想、全体スケジュール等について、共通理

解を促進した。 

② ３研究会をスタートさせる。各研究会の目的、研究
テーマ、スケジュール、運営方法等について各研究

会幹事校から説明し、意見交換を行った。 

③ 質保証研究会についても、３回のワークショップの
開催を含むスケジュールを決定した。 

 

     ９月１４日 第１回質保証システム研究会（ワークショップ）開催 

           同志社大学 寒梅館 

① 今後の検討項目とスケジュールについて意見交換
した。 

② 欧米における大学の質保証システムの特色と近年
の動向について検討した。とくにＥＦＭＤ

（European Foundation for Management 

Development）およびＡＡＣＳＢ（The Association to 

Advance Collegiate Schools of Business）の評価基準、

評価手続について分析した。 

 

    １２月１４日 第２回質保証システム研究会（ワークショップ）開催 

           筑波大学 東京キャンパス 

① アンケート調査の結果について報告した。特に企業
と大学の回答に大きな差がある評価の実施方式（企

業は大学関係者の入らない第３者評価を重視、大学

は有識者委員会方式やピアレビューを重視）につい
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て意見交換した。 

② 質保証のための基準認証システムの基本的視点及
び枠組みについて討議した。 

③ 主要な評価項目、評価基準のあり方について討議し
た。 

 

 ２００７年 

     １月１８日 第３回質保証システム研究会（ワークショップ）開催 

           同志社大学 寒梅館 

① 第２回ワークショップにおける検討結果を踏まえ、
評価指針案について検討した。 

② 評価指針案の主要論点（基本的視点、評価組織、評
価の構造、主要評価項目など）について討議した。 

 

     １月２９日 第４回質保証システム研究会（合同ワークショップ）

開催 

           青山学院大学 総研ビル 

① 第３回研究会の討議結果を踏まえて、評価指針案に
ついて検討した。 

② 評価指針案について、一部追加・修正の上研究会と
して了承した。 

 

     ２月１９日 第２回ビジネススクール長会議開催 

           筑波大学 東京キャンパス 

① ３研究会の研究経緯、各指針案について報告した。 
② ３研究会の指針案について、了承された。 

 

 

 

以 上 
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調査時期　２００６年１１月15日～３０日 調査者 同志社大学ビジネス研究科
対象企業数 ５００社（上場企業 400社、中小企業 １００社）、回答者 ６０社（回答率１２％）

◆ビジネススクール出身者の在籍と採用について ◆教育の質が保証された場合の採用について ◆大学院修了者の処遇について

◆質を保証するシステムが整備された場合の処遇について ◆質保証システムの目的・役割について ◆質保証システムの審査の重点分野について

◆評価の実施方法について ◆海外の質保証システムとの連携について

資料１－５　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ビジネススクールの質保証システムに関するアンケート調査（企業編）
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２１世紀におけるビジネス人材育成の場と
して社会的に高い評価を受けることので
きる条件を備えていることの確認

大学院の設置認可基準の達成状況その
他ビジネススクールの設置、運営に関す
る法令、基準への適合性の確認

教育研究のあり方
31.7%

その他
6.7%

無回答
1.7%

大学組織の管理運
営のあり方
5.0%
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外国のシステムとの連携は当面必要ない
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調査時期 2006年11月20日～12月5日 調査者 同志社大学ビジネス研究科
対象大学数 ５０校 　回答者 ２８校（回答率５６％）

◆質保証システムの目的・役割について ◆質保証システムの審査対象について ◆評価基準について

◆質保証システムに必要な評価項目について ◆ビジネススクールに特有な評価項目について

◆評価を受けるための資料の作成について ◆評価の実施方法について ◆海外の質保証システムとの連携について

資料１－６　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ビジネススクールの質保証システムに関するアンケート調査（大学編）
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資料１－７ 

２００７．０３．１０ 

       

平成１７年度専門職大学院形成支援プログラム 

ビジネススクール教育の質保証システム開発 

米国調査報告書 

 

 

１ 目的 

  平成１７年度専門職大学院形成支援プログラム「ビジネススクール教育の

質保証システム開発」において、当研究科が分担実施した「質保証システム」

の研究開発及びその成果として「ビジネススクール教育の評価指針」の取り

まとめに資するため、これらの分野で多くの知見と実績を有する米国のビジ

ネススクール評価制度の実態及び運用のあり方について下記の通り調査し、

別紙の通り報告する。 

 

２ 実施時期  ２００７年２月１５日(木) 
 
３ 調査地域及び調査機関 
  アメリカ合衆国 フロリダ州 タンパ市 
    全米ビジネススクール協会（AACSB The Association to Advance 

Collegiate Schools of Business） 
  回答者  Jerry Trapnell      Executive Vice President and  

Chief Accreditation Officer 
              Lucienne Mochel   Assistant Vice President  

Accreditation Services 
   
４ 調査者   同志社大学大学院 ビジネス研究科 教授 洪水啓次 
        大学基準協会 大学評価・研究部 蔦美和子 
 
５ 調査結果  別紙の通り 
 
６ 予算措置  平成１７年度大学改革推進等補助金（大学改革推進事業） 
        （平成１８年度予算分） 

 
以 上 
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（別紙） 
 

調査項目（Items of Survey） 
 
１ 機関別アクレディテーションとの関係  
 
（１）AACSB（以下「協会」という。）によるアクレディテーションと全米の６

地区協会によるアクレディテーションとの間に、評価の基本的考え方に

は差があり、地区協会の評価は政府から学生奨学金を受領する資格を得

るなどの為に大学としての最低限の基準を満たしているか否かを評価す

るものであるが、当協会の評価はビジネススクールの固有の評価思想と

評価哲学に基づき評価基準を設定し、その基準を満たしているか否かを

評価するものである。 
（２）当協会と地区協会のアクレディテーションにおいて、評価項目、評価基

準には差があり、地区協会の評価基準は各地区協会相互間で調整して評

価項目、評価基準を設けているが、当協会はビジネススクール固有の評

価項目、評価基準を設けている。 
（３）地区協会のアクレディテーションに合格していても、当協会からはアク

レディットされなかった事例は多く、アクレディットされなかった要因

の主なものは教授陣の不備や財務上の問題などである。 
（４）評価項目・基準や評価手続について地区協会と協議したり、調整するこ

とはない。当協会は全く自主的且つ政府から独立した団体であり、米国

では、法科大学院、医科大学院、教育大学院などそれぞれの専門大学院

の協会が多数存在していて、それぞれが独自の評価基準を設定している。 
 
２ 当協会への加盟 
 
（１）当協会にアクレディットされるためには当協会へ加盟することが前提で

はあるが、当協会加盟の資格要件は必ずしも厳しいものではない。地区

協会でアックレデイットされていたり、ヨーロッパなどの外国の政府が

認可している大学は基本的には加盟を拒否されることはない。 
（２）当協会加盟は、地区委員会においてアクレディットされていることを条

件としているが、当協会加盟大学が、地区委員会から警告されたり、適

正化を指導された場合に、当協会の会員資格に必ずしも影響があること

にはならない。当協会の会員は、当協会が開催する会議に参加したり、

セミナーに参加する事ができる資格を有している。当協会の会員数は１
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０００校を超えているが、アクレディットされた会員数は約５００校で

ある。今後は約１７０校がアクレディットの手続き又は検討中である。 
（３）米国外の大学からの加盟申請については、何の加盟要件の加重または軽

減はない。日本の大学が評価を受ける為には提出書類や閲覧書類を英語

で作成する必要がある。 
 
３ 評価システム 
 
（１）評価調整委員会（Accreditation Coordinating Committee）、事前評価委員会

（Pre Accreditation Committee）、初回評価委員会（Initial Accreditation 
Committee）、主査（Team Chair）、メンテナンス評価委員会（Maintenance 
Accreditation Committee）のメンバーはアクレディットされたビジネスス
クールのスクール長（Dean）や元スクール長であり、協会の執行機関
（Board of Directors）の下部組織であり、デレクター及び委員長は当協会
から永年アクレディットされているビジネススクールのスクール長が選

任される。従って、当協会の構成員は大学関係者（協会会員大学）のみ

によって構成されておりボランティア活動によるものである。ただし、

会議やセミナーの開催、出版物の発行などを担当する事務職員は本部に

約４０名が雇用されている。各委員会は兼務することなく１４~１５名の
委員から構成されており、任期は２~３年で交替するが再任される事も多
い。各委員会は全米だけでなく、ヨーロッパやカナダで開催する事もあ

る。ボードオブディレクター（Board of Directors）は２７名のデレクター
で構成されているが、３０名まで増員し米国以外から５名のデレクター

の就任を予定している。このボードオブデレクターがアクディットの権

限を持っている。 
（２）Mentorや Peer Review Team の要員もスクール長や元スクール長から、そ

の都度選任される。これらの要員は評価の同一性とバランスを確保する

ためにセミナーやビデオなどで研修を受ける。 
（３）認定計画（Accreditation Plan）、年次報告書、自己評価報告書（SER）は当

協会が開発したフォームやテンプレートなど一定の様式があり、これら

の様式を使う事により統一的かつ効率的に認証作業を行う事ができる。

また、詳細なハンドブックやガイドラインが準備されており、認証を受

ける側にも大変有益な資料がある。 
（４）評価チームはアカンティングスクールもある場合には５名が２日半、ビ

ジネススクールのみの場合には３名が２日半の日程で現地を訪問し、ス

クール長や教授陣との面談、キャンパスの視察、授業参観などを行うが、
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学生、修了生、企業等に対して直接に（大学を経由せずに）アンケート

調査やインタビュー調査を実施することは原則としてない。 
（５）評価チームの評価レポートの原稿は訪問後１０日以内に委員会に提出さ

れるが、その前に評価を受けるスクールにレポートの原稿を提示して事

実関係の正否を確認することはある。評価チームが指摘した改善勧告事

項については評価チームと各担当委員会の協議の上決定される。改善勧

告事項が改善できない場合には認証されないこととなる。 
（６）評価チームの評価報告書の内容は改善勧告事項で、当協会は大学サイド

の了解なしに内容を公開することはない。 
（７）評価に関する１件当たりのコストは会員の年会費として２，２００ドル        

と初回評価を受けるまでの事前評価期間中は毎年３，８００ドルの合計

６，０００ドル及び初回評価の申請の際に評価料１１，０００ドルの支

払いが必要である。また、メンターや評価チームの旅費は申請者の負担

となるため、外国の大学の場合には相当の費用支出となる。事前評価期

間は１年から最大５年間と初回評価作業が１年から最大２年間で合計２

年から最大７年間を必要とする場合がある。その後はアクレディットさ

れた大学の年会費（２，２００ドル）とメンテナンス評価の評価料とし

て毎年３，８００ドルの合計６，０００ドルの支払が必要である。但し、

メイテナンス評価の為のレビューを受ける時には評価料の支払の必要は

ない。会員の年会費は８００ドルから２，２００ドルに値上げされた。 
 
４ 事前評価（Pre Accreditation） 
 
（１）当協会への加盟申請は評価を受けるか否かにかかわらず行う事ができる。

アクレディテーションの事前評価のための申請は当協会の会員である事

が必要で、加盟申請と評価申請は同時に行うことができる。 
（２）事前評価委員会（PAC）における申請書審査および認証計画（Accreditation 

Plan）は協会の所定の様式に申請者とメンターが記載して作成する。事前
評価の審査項目、審査基準は当協会が設定した評価基準で公開されてい

る。事前評価は事前評価委員会が申請書の審査を行うと共に、メンター

が申請者を訪問し認証を受ける為に障害となる事項、即ち、評価基準に

合致していない問題点を指摘し、事前に問題点を改善させる事を目的に

行うもので、初回評価の準備期間である。この事前審査に数年が必要と

なる場合がある。メンターは申請者に対するコンサルタントの役割を持

っている。 
（３）申請大学の同一キャンパス内に、申請者とは別のビジネス系の学部や研        
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究科がある場合には、これらについても一緒に事前評価を受けなければ

ならないとのことであるが、その理由は認証を受けた範囲が外部の関係

者に誤解を与えない為である。即ち、ＭＢＡの称号をビジネススクール

だけでなく、アカンティングスクールに与える場合には、一緒に事前評

価の対象となる。ＭＢＡと商学修士、商学修士と商学士の称号を与える

組織の独立性が認められるか否は我々の判断の問題である。 
 
５ 評価基準（Standards for Business Accreditation） 
 
 ５－１ 経営戦略基準（Strategic Management Standards） 
 
（１）ミッション・ステートメント（Mission Statement）やビジョンに関し、日

本の多くの大学は大学全体について定めており、各学部や研究科のミッ

ションやビジョン等については簡素な記述にとどめていても問題はなく、

ビジネススクールのミッションが大学のミッションステートメントと合

致しており、ビジネス教育を行う事を記述していればよい。（Section２－
１） 

（２）ミッション・ステートメントの作成に参加するステークホルダーの範囲

はスクール長、教授陣、学生、卒業生の雇用者、スポンサーなどで、参

加の方法はそれらの意見をよく聴取する機会があることが重要である。

具体的な方法には各スクールの判断に任されている。（２－１） 
（３）ミッション・ステートメントの適切性（Mission Appropriateness）に関し、

教員の知的貢献について、「教授陣の知的貢献の質の判断基準を明確にす

る」（第３部）旨の記述があるが、具体的には論文の雑誌への投稿や著書

の出版などの要求を明確に規定することである。（２－２） 
（４）学生に関する使命（Student Mission）に関し、「対象とする学生像を明文

化する」ことを求めているが、学生の多様性を重視している大学につい

ては、育成すべきいくつかの学生のパターンを示すことでよい。（２－３） 
（５）財務計画（Financial Strategies）に関し、実施するプログラムの維持または

新事業に必要な資金の源泉が明確である事が必要である。特に新しい建

物や教授に必要な資金の調達の可能性が明確であることが要求される

（２－５） 
 
 ５－２ 構成者基準（Participants Standards） 
 
（１）教員の管理と支援（Faculty Management and Support）に関し、「教員とし
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ての責務がシステマティックに個々の教員に割り当てられていること」

の内容として、仕事量が各教員間でバランスが保たれるように割り当て

なければならないと解説されているが、「バランスが保たれる」と言うこ

とは、教員の教育と研究の責務を処理するための時間がほぼ均等となっ

ている状態を意味する。（２－１１） 
（２）教職員全体の責任（Aggregate Faculty and Staff Educational Responsibility）

に関し、教育指導の効果及び教育指導の改善を適切に評価することが求

められる。このため、「体系的なプログラム」を有していなければならな

いと解説されているが、具体的な例としては学生からのアンケートなど

により教育指導の効果や改善についてのルールが文書化されていること

が推奨される。（２－１２） 
（３）各教員の教育責任（Individual Faculty Educational Responsibility）に関し、

教員の「知的資本の維持」は、論文の雑誌への投稿や著書の出版などの

要求により方針と手続きが規定されていることで評価可能である。（２－

１３） 
 
 ５－３ 学習保証基準（Assurance of Learning Standards） 
 
（１）カリキュラムの管理（Management of Curricula）に関し、システマティッ

クなプロセスにより運営されることが求められているが、カリキュラム

の内容そのものについては基準に示されている能力を習得させる学習目

標が明示され、かつ、到達目標が示されていると共に、その目標に到達

した事を実証することが必要である。（２－１５、２－１６、２－１８、

２－１９、２－２０） 
（２）学習目標（Learning Goals）に関し、到達目標に到達している事を実証す

るための例示としての基礎（key general）、専門（management-specific）、
特定科目（appropriate discipline-specific）の定義は学習目標により異なる。
（２－１６、２－１８） 

（３）教育レベル（Educational Level）に関し、「十分な時間」、「学習範囲」、「学
生の努力」、「学生と教員の対話」の４点が示されているが、学部レベル

と修士課程、専門課程修士レベルの間に修業年限、１学級の学生数に差

が有る事などを想定している。 
 
６ メンテナンス評価（Maintenance Accreditation） 
 
（１）メンテナンス評価の評価項目・評価基準は、基本的に初回評価と同様で
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ある。初回評価以降も毎年報告書を提出し、改善勧告事項の改善措置が

維持されているか否かを報告する必要が有る。 
（２）メインテナンス評価の改善勧告は、当協会の評価基準に合致しているか

否かによりなされるが、５年毎の認証の更新のためには、３年目以降に

要改善事項が改善されるように指導され、認証の取消しがないように問

題が解決されるよう努力する必要が有る。 
（３）改善勧告に対する異議申し立て手続はあるが、評価チームの改善勧告事

項に対する異議を認めるか否かは担当委員会の判断で決定する。 
（４）メンテナンス評価の内容及び改善勧告は公開されない。メインテナンス

評価の為の現地調査は１日半の短い日程である。 
（５）改善勧告を受けた大学は、改善措置の実行について極力改善の努力を行

う必要が有るが、実行できない場合には認証の取消となる場合がある。 
 
７ 国際的なアクレディテーション・システムの構想 
 
（１）ISO等により、大学のアクレディテーション・システムを国際標準化する

動きについて、当協会としては国際標準化することは当面考えていない

が、共通する問題についての意見交換は行っている。 
（２）欧州やアジア諸国のアクレディテーション･システムとの連携について

は当面考えておらず、競争相手と考えている。EFMD や日本の機関と提
携する可能性はないが意見交換は行っている。 

 
 

以 上 
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５－２ 第 1回ビジネススクール長会議 資料 
 
 
 
    資料２－１ カバーペーパー（資料） 
    資料２－２ 議事次第 
    資料２－３ 参加者名簿 
    資料２－４ 案内状 

資料２－５ 文部科学省浅田和伸専門教育課長講演レジメ 
（ビジネススクールの在り方と質保証システム） 

資料２－６ 筑波大学プレゼン資料１（趣旨説明） 
    資料２－７ 筑波大学プレゼン資料２ 

（Core Competencies required of Professional  
Business Managers） 

資料２－８ 同志社大学プレゼン資料（質保証研究会） 
    資料２－９ 報道記事 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料２－１ 
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第１回ビジネススクール教育の質保証システム検討会 

ビジネススクール長会議  

２００６．１．１３ 
同志社大学寒梅館 

 
 

                   筑波大学大学院ビジネス科学研究科 
青山学院大学大学院国際マネジメント研究科 

同志社大学大学院ビジネス研究科 
 
 

１ 議事次第 
 
２ 参加者名簿 
 
３ レジュメ 
 
４ 寒梅館地下１Ｆフロアマップ 
 

 

資料２－２ 

第１回ビジネススクール教育の質保証システム検討会 
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ビジネススクール長会議  

 

議事次第 

 

 

                                  ＜敬称略＞ 
13:30     開会 
13:30～13:40 歓迎のことば 
         学校法人 同志社 総長       大谷  實 
13:40～14:10 趣旨説明 
         筑波大学大学院ビジネス科学研究科長  鈴木 久敏 
14:10～15:10 基調講演 
         文部科学省高等教育局専門教育課長   浅田 和伸 
         「ビジネススクールのあり方と質保証システム」 
15:10～15:30 コーヒーブレイク 
15:30～17:00 今後の研究の進め方（討論） 

(1) 育成人材像研究会 
    筑波大学大学院ビジネス科学研究科国際経営 

プロフェッショナル専攻長 
             ジョン・ウィリアム・ベンソン 

(2)制度設計研究会 
     青山学院大学大学院国際マネジメント研究科長  

伊藤 文雄 
(3)質保証システム研究会 

同志社大学大学院ビジネス研究科長  
中田 哲雄 

17:00          閉会 
 
17:15～19:00 レセプション 
       Hamac de Paradis 寒梅館１Ｆ 
 
資料２－３ 
 

第１回ビジネススクール教育の質保証システム検討会 
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ビジネススクール長会議 参加者名簿  

 
 

                        ＜敬称略 あいうえお順＞ 
文部科学省 

所属機関名 部課名 役職 出席者名 

文部科学省 高等教育局 専門教育課長 浅田 和伸 

文部科学省高等教育専門教育課 専門職大学院室 専門職大学院室係長 君塚  剛 

評価機関 

所属機関名 部課名 役職 出席者名 

独立行政法人大学評価・学位授与機構 評価事業部 部長 加藤 敏雄 

独立行政法人大学評価・学位授与機構 評価事業部 企画調整課課長補佐 馬場 伸郎 

財団法人大学基準協会 大学評価・研究部 部長 前田 早苗 

財団法人大学基準協会 大学評価・研究部 部員 横山  妙 

大学 

所属機関名 部課名 役職 出席者名 

青山学院大学大学院 国際マネジメント研究科 国際マネジメント研究科長 伊藤 文雄 

青山学院大学大学院 国際マネジメント研究科 国際マネジメント研究科教授 高橋 文郎 

青山学院大学大学院   専門職大学院事務室 岡部 美賀子 

ＬＣＡ大学院大学 企業経営研究科 企業経営研究科長 住吉 和司 

株式会社ＬＣＡ－Ｉ   常務取締役 西野 敦雄 

株式会社ＬＣＡ－Ｉ   執行役員 長崎 慎司 

大阪大学大学院 経済学研究科 経済学研究科副研究科長 竹田 英二 

大阪大学大学院 経済学研究科 経済学研究科教授 田畑 吉雄 

小樽商科大学大学院 商学研究科 アントレプレナーシップ専攻教授 中村 秀雄 

小樽商科大学大学院   学務課 大学院係長 蔵重 治 

香川大学大学院 地域マネジメント研究科 地域マネジメント副研究科長 宍戸 榮徳 

グロービス経営大学院大学   学長 堀  義人 

グロービス経営大学院大学   企画室室長 鈴木 健一 

産能大学大学院 経営情報学 ＭＢＡコース主任教授 城戸 康彰 

事業創造大学院 事業創造研究科 事業創造研究科長 原  敏明 

専修大学大学院 経済学部 経済学部教授 平尾 光司 

多摩大学大学院 経営情報研究科 経営情報研究科研究科長 河村 幹夫 

筑波大学大学院 システム工学研究科  経営・政策科学専攻長 古川 俊一 
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筑波大学大学院 ビジネス科学研究科 ビジネス科学研究科教授 鈴木 久敏 

筑波大学大学院 ビジネス科学研究科 国際経営プロフェッショナル専攻長 ジョン・ウイリアム・ベンソン

筑波大学大学院 ビジネス科学研究科 国際経営プロフェッショナル専攻 シュ ファ 

筑波大学大学院 ビジネス科学等支援室 支援室長補佐 高橋 義宏 

東京工業大学大学院 イノベーションマネジメント研究科 ディレクター教授 田辺 孝二 

同志社   総長 大谷 實 

同志社大学大学院 ビジネス研究科 ビジネス研究科長 中田 哲雄 

同志社大学大学院 ビジネス研究科 ビジネス研究科教授 林 廣茂 

同志社大学大学院 ビジネス研究科 ビジネス研究科教授 洪水 啓次 

同志社大学大学院 ビジネス研究科 プログラムディレクター 大神 正寿 

同志社大学大学院 ビジネス研究科 事務長 福島 紀雄 

同志社大学大学院 ビジネス研究科 係長 井村 祥子 

同志社大学大学院 ビジネス研究科 事務員 前澤 千晶 

新潟大学大学院 自然科学研究科 自然科学研究科教授 桝田 正美 

日本大学大学院 グローバルビジネス研究科 ヘルス＆ソーシャル・ケア・コース主任 高橋 進 

法政大学大学院   学事顧問 清成 忠男 

桃山学院大学大学院 経営学研究科 経営学研究科長 片岡 信之 

桃山学院大学大学院 経営学研究科 経営学研究科教授 朴 大栄 

横浜国立大学大学院 国際社会科学研究科 経営学部長・経営系委員長 山倉 健嗣 

立教大学大学院 ビジネスデザイン研究科 ビジネスデザイン研究科委員長 亀川 雅人 

立命館大学大学院 経営管理研究科 経営管理研究科副研究科長 肥塚 浩 

早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 国際経営学専攻主任・教授 永井 猛 

早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 事務長 岡本 宏一 

早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 主任 大渕 靖之 

 
参加者 
 文部科学省、２機関、２２大学、１企業 ４８名 
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資料２－２ 
２００５年１２月１２日 

 
 経営系大学院研究科長 殿 

 
 

第 1回ビジネススクール教育の質保証システム検討会  
ビジネススクール長会議の開催について（案） 
 

筑波大学ビジネス科学研究科長     鈴木久敏 
青山学院大学国際マネジメント研究科長 伊藤文雄 
同志社大学ビジネス研究科長      中田哲雄 

 
時下益々ご清祥のこととお喜び申し上げます。 
わが国の高等教育のあり方につきましては、各方面で活発な議論が行われ、

大学改革が急速に進行しつつあります。その一環として高度の実践教育により

ビジネス・リーダーやビジネス・プロフェッショナルを育成するビジネススク

ールが全国で開設されつつあります。私達３大学のビジネススクールは、この

ような状況の下でビジネススクールの質を保証するシステムの確立が今後のビ

ジネススクールの発展の鍵を握るものと認識し、全国のビジネススクールの皆

様とともに、このシステム構築のための研究開発事業を進めてまいりたいと考

えております。 
幸い本事業は、平成１７年度大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）に

よる法科大学院等専門職大学院形成支援プログラムの一環として採択され、本

年度及び明年度の２年間にわたり事業を実施する運びとなりました。 
つきましては、本事業のキック・オフ ミーティングとして、別紙によりビ

ジネススクール長会議を開催し、今後の事業の進め方についてご相談申し上げ

たいと存じます。 
年末年始を控え、ご多忙のこととは存じますが、なにとぞご出席賜りますよ

うお願い申し上げます。 
なお、別紙参加申込書によりご連絡いただければ幸甚に存じます。 

 
別紙 １  会議概要及び議事次第（略） 
 別紙 ２  事業概要 
 別紙 ３  参加申込書 

以 上 

272



別紙 

 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

 

経営系専門職大学院３校が幹事を分担し、全国のビジネススクール

の参加、協力を得てビジネススクールの教育とその修了生の専門職と

しての質を保証する新たなシステムの制度設計を行う。このために、

経営専門職の理念と専門職に必要な力量、経営専門職を系統育成する

教育制度設計、経営系専門職大学院の評価の仕組み等を検討する研究

会を組織し、広く活用可能な「ビジネススクール教育の質保証指針」

を作成する。 

  

２ 事業の内容及び事業計画 

 

（１）事業の内容 

 

   我が国のビジネススクール（ＭＢＡまたはそれに準ずる学位を授与

する専門職大学院、一般大学院）は、育成すべき人材、教育理念を各

校個別に掲げ、立ち上げられてきた。このため、教育の質保証システム、

特に第３者評価のあり方を統一的に議論する機会がなかった。本事業で

は、国際化の進んだビジネス環境の中で、ビジネススクールの教育の

質保証に必要な、 

 

① Ｐｌａｎ（教育目標設定）: 必要な経営専門職とは、どのような
  コンピテンシーを有する人材か 

② Ｄｏ（教育実施方法）: それを系統的に育成する専門職大学院、
  大学院（ビジネススクール）教育プログラムには、どのような要

  件が求められているのか 

③ Ｃｈｅｃｋ（教育評価方法）: ビジネススクールにおける教育の質
  を保証するシステムとは、どのようなものであるか 

 

の３つの要素について、全国のビジネススクールの参加を得てコンセ

ンサスの所在を探り、我が国ビジネススクール教育の質の総合的な保

証につながる「ビジネススクール教育の質保証指針」を作成する。本
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指針は、我が国のビジネススクール関係者並びにその評価に関係する

専門家が広く活用可能なものとなることを目指す。 

 

（２） 研究会の設置 

 

  以上の事業を的確に実施するため、全国のビジネススクールの代表者に

よる全体会議（「ビジネススクール教育の質保証システム検討会」以下「全

体検討会」という。）及び以下の３研究会を設ける。各研究会は、全体検討

会参加校の教員、職員、修了生、産業界の実務家などの参画を求め、各テ

ーマ毎に指針案を作成する。また、指針作成の過程で、複数のビジネスス

クールにおいて指針案の有効性を検証する実証研究を試行する。 

 

① 育成人材像研究会（幹事校：筑波大学） 

    グローバル化したビジネスを実践する我が国経営系専門職のコン

ピテンシーを明確にし、我が国ビジネススクールが全体として輩

出すべき人材像について指針を示す。特に、会計、税務、ファイ

ナンスなどの専門技能に特化した専門家の育成と総合的経営能力

の育成の差異を明確にする。このため、国内外の産業界のニーズ

並びに国内外のビジネススクールカリキュラムから導かれる人材

像、ビジネス界で活躍するビジネススクール出身経営者の技能分

析などを行なう。 

 

  ② 制度設計研究会（幹事校：青山学院大学） 

    我が国ビジネススクールが共有すべき仕組み、総合的な教育体系、

教育方法について指針を示す。育成人材増研究会におけるビジネ

ススクール育成人材の明確化を前提に、その専門性と総合的な経

営能力を体系的に育成するために必要なコアカリキュラムとそこ

で要求される知識の水準、更にはコアカリキュラムを支える専門

教育体系など我が国ビジネススクールが備えてなければならない

要件を明らかにする。更に、この要件を満たすために必要な教員

の専門性・実務経験の水準、必要な技能獲得に適した教材・教育

方法をも含めて検討し、国内ビジネススクールの要件を指針とし

て取りまとめる。このため国内外のビジネススクールの実態調査

と国内ビジネススクール関係者などの集中討議を行う。 

 

  ③ 質保証システム研究会（幹事校：同志社大学） 
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    上記、２研究会が作成する指針案を基に、ビジネススクールにおける

教育の質保証システムについて、評価（成績評価、授業評価、自

己評価・第３者評価）の基準とプロセス、並びにビジネススクー

ルが備えているべき要件への適合性を客観的に評価する組織の制

度設計についても指針を示す。このために、認証評価組織の専門

家、海外ビジネススクールなどの専門家を招聘し、質保証システ

ム専門家などとの討議を行う。 

 

（３）評価体制の整備 

 

   ビジネス界における人材ニーズ等を踏まえた助言及び評価を行う

ため、国内外の企業経営者からなる研究評価グループを設置し、事業

方針、中間プロセス、最終成果のレビュー等を行う。 

 

（４）事業計画 

 

   ２年度にわたり、次のような事業の実施を予定する。 

   

① 平成１７年度  
１月に全国のビジネススクールの参加を得て全体検討会を開催し、事

業全体の枠組み、研究会別の主要検討事項、参加校の分担、スケジュ

ール等について決定する。 

  また、１～３月に育成人材像研究会及び制度設計研究会の全体ワーク

ショップを開催し、指針案を検討する。併せて欧米におけるビジネス

スクールの教育システムに関する調査を行う。 

  この間、研究評価グループを立ち上げ、事業の進め方について助言を

得る。 

 

② 平成１８年度 
４～６月に育成人材の指針及び教育システムの指針を策定する。 

７～８月に質保証システム研究会の全体ワークショップを開催し、指

針案を検討する。また、欧米におけるビジネススクールの認証制度等

について調査を行うとともに、指針を踏まえた実証研究を行う。 

９月に各研究会合同の全体ワークショップを開催し、指針案の調整を

行う。この結果を全体検討会において報告する。その後、指針案の試

行実施、モニタリング等を行い、指針案の成案を得る。 
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１９年１月に全体検討会及び全体ワークショップの合同会議を開催

し、成果の報告を行う。３月までに指針を出版する等により全国のビ

ジネススクールの共有の財産として指針を活用する環境を整える。 

 

 

以 上 
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別紙 ３ 

 

下記の参加申込書に必要事項を記載し、２００６年１月７日までに  

次の連絡先までＦＡＸにてご連絡下さい。 

 同志社大学ビジネス研究科 事務室 

  ＦＡＸ番号 ０７５－２５１－４７１０ 

 

 

 

参加申込書 

 

 

 １ 名称            大学         研究科

 

 ２ ご連絡先  電話番号                                 

         e-mailアドレス                            

 

 ３ 参加者 

 

ご出席予定（○） 

氏  名 

 

 

所 属・職 名 
会議 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝ
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  資料２－３ 
 

 
演題：「ビジネススクールの在り方と質保証システム」 

文部科学省高等教育局専門教育課長  浅田和伸 

 

 

 

１． 我が国の高等教育の将来像 

 
 
 
 
 

２． 専門職大学院の課題 

 
 
 
 

 

３． ビジネススクール教育の質保証システムの確立への期待 

 
 
 
 
 

４． 質疑応答 
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ビジネススクール教育の質保証システム検討会ビジネススクール教育の質保証システム検討会

趣旨説明趣旨説明

筑波大学大学院筑波大学大学院
ビジネス科学研究科ビジネス科学研究科
研究科長研究科長 鈴木鈴木 久敏久敏

2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
22

背景背景

新たな経営能力が必要とされる時代新たな経営能力が必要とされる時代
–– グローバル化、情報化等の急激な経営環境の変化グローバル化、情報化等の急激な経営環境の変化

国内ビジネススクールの現状国内ビジネススクールの現状
–– 育成人材、教育理念を各校が個別に掲げる育成人材、教育理念を各校が個別に掲げる
–– 国内国内ビジネススクール全体でコンセンサスがないビジネススクール全体でコンセンサスがない
–– 産業界から見ると産業界から見ると修了生の専門職としての能力が修了生の専門職としての能力が不鮮明不鮮明
–– 国内ＭＢＡ修了生国内ＭＢＡ修了生にに対する評価が低い対する評価が低い

海外有力ビジネススクールの日本進出、競争激化海外有力ビジネススクールの日本進出、競争激化

⇒⇒ 国内国内ビジネススクールビジネススクールとしても、自らの教育としても、自らの教育の質保証の質保証
システムシステムをを構築構築する必要性が増大する必要性が増大

⇒⇒ 国内ＭＢＡ修了生の社会的地位向上を目指す国内ＭＢＡ修了生の社会的地位向上を目指す
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2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
33

全体構想全体構想

筑波大学

青山学院大学

同志社大学

3大学が共同で 議論・連携の場

国内ビジネス
スクール

呼掛け

法科大学院等
専門職大学院
形成支援経費

申請

海外ビジネス
スクール

国内外の
企業・団体

＋ ＋

2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
44

プロジェクトのプロジェクトの目的目的

国内国内経営系大学院経営系大学院（ＭＢＡ相当の学位を（ＭＢＡ相当の学位を
授与する大学院）授与する大学院）をメンバーとする検討グをメンバーとする検討グ
ループを設立ループを設立

ビジネススクールのビジネススクールの「「教育教育の質」の質」とと「「修了修了
生の専門職としての質生の専門職としての質」」を保証する新たを保証する新た
なシステムの制度設計なシステムの制度設計

280



3

2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
55

プロジェクトの内容プロジェクトの内容

①① PlanPlan（教育目標設定）（教育目標設定）: : 必要な経営専門職と必要な経営専門職と

は、どのようなコンピテンシーを有する人材かは、どのようなコンピテンシーを有する人材か

②② DoDo（教育実施方法）（教育実施方法）: : それを系統的に育成すそれを系統的に育成す

るビジネススクールるビジネススクールのの教育プログラムには、教育プログラムには、
どのような要件が求められているのかどのような要件が求められているのか

③③ CheckCheck（教育評価方法）（教育評価方法）: : ビジネススクールにビジネススクールに

おける教育の質を保証するシステムとは、どおける教育の質を保証するシステムとは、ど
のようなものであるかのようなものであるか

2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
66

プロジェクトのプロジェクトの最終成果物最終成果物

育成人材、教育システム、評価システムについ育成人材、教育システム、評価システムについ
てて指針を指針を策定策定
国内国内ビジネススクール教育の質の総合的保証ビジネススクール教育の質の総合的保証
を目指を目指し、し、将来の将来のAction(Action(質保証システムの構質保証システムの構
築と運営築と運営))につながる「ビジネススクール教育のにつながる「ビジネススクール教育の
質保証指針」として公表質保証指針」として公表

⇒⇒ 国内ビジネススクールの教育に活用国内ビジネススクールの教育に活用
⇒⇒ 認証評価機関による第三者評価の基準認証評価機関による第三者評価の基準制定制定
に活用に活用
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2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
77

本プロジェクト推進組織
（ＱＡＳ検討グループの概要）

ＱＡＳ検討グループ総会
プロジェクトの意思決定

国内ビジネススクール代表者

質保証システム研究会

幹事校：同志社大学

メンバー推薦

制度設計研究会

幹事校：青山学院大学

メ
ン
バ
ー
推
薦

育成人材像研究会

幹事校：筑波大学

メン
バ
ー
推
薦

事務局

筑波大学

支援

支援

支援

成果伝達 成果伝達

成
果
報
告

成
果
報
告

成果報告

研究評価グループ
内外の経営者経営

ニー
ズか
ら見
た

助言
と活
動評
価

海外ビジネススクールなど

国内ビジネススクール
指針案有効性の
実証研究

プロジェクト外組織
視察対象・専門家招聘

2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
88

育成人材像研究会育成人材像研究会

研究目標研究目標
–– グローバル化したビジネスを実践する経営系専門職のコンピテンシーグローバル化したビジネスを実践する経営系専門職のコンピテンシー
を明確化を明確化

–– 会計、税務、ファイナンスなどの専門職大学院とビジネススクールで会計、税務、ファイナンスなどの専門職大学院とビジネススクールで、、
開発すべき総合的経営能力との差異を明確化開発すべき総合的経営能力との差異を明確化

–– 国内国内ビジネススクールが全体として輩出すべき人材像について指針ビジネススクールが全体として輩出すべき人材像について指針
策定策定

研究方法研究方法
–– 国内外の産業界のニーズ並びに国内外のビジネススクールカリキュ国内外の産業界のニーズ並びに国内外のビジネススクールカリキュ
ラムから導かれる人材像の抽出ラムから導かれる人材像の抽出

–– ビジネス界で活躍するビジネススクール出身経営者の技能分析ビジネス界で活躍するビジネススクール出身経営者の技能分析

研究成果研究成果
–– 国内ビジネススクール並びに修了生採用組織が参照すべき、「ビジネ国内ビジネススクール並びに修了生採用組織が参照すべき、「ビジネ
ススクール育成人材の指針」ススクール育成人材の指針」((第一次案第一次案))

–– 制度設計研究会、質保証システム研究会の議論へ反映制度設計研究会、質保証システム研究会の議論へ反映
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2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
99

制度設計研究会制度設計研究会

研究目標研究目標
–– 経営専門職の技能を系統的に育成するコアカリキュラム体系、要求さ経営専門職の技能を系統的に育成するコアカリキュラム体系、要求さ
れる知識水準、コアカリキュラムを支える専門教育体系など、ビジネれる知識水準、コアカリキュラムを支える専門教育体系など、ビジネ
ススクールが具備すべき要件の明確化ススクールが具備すべき要件の明確化

–– 必要な教員の専門性・実務経験の水準、必要な技能獲得に適した教必要な教員の専門性・実務経験の水準、必要な技能獲得に適した教
材・教育方法の明確化材・教育方法の明確化

–– 我が国我が国ののビジネススクールが共有すべき仕組み、総合的な教育体系、ビジネススクールが共有すべき仕組み、総合的な教育体系、
教育方法について指針を策定教育方法について指針を策定

研究方法研究方法
–– 国内外のビジネススクールの実態調査国内外のビジネススクールの実態調査

–– 国内ビジネススクール関係者の集中討議国内ビジネススクール関係者の集中討議

研究成果研究成果
–– 国内ビジネススクールが参照すべき、「ビジネススクール教育システ国内ビジネススクールが参照すべき、「ビジネススクール教育システ
ムの指針」ムの指針」((第一次案第一次案))

–– 質保証システム研究会の議論へ反映質保証システム研究会の議論へ反映

2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
1010

質保証システム研究会質保証システム研究会

研究目標研究目標
–– 質保証システムを構成する評価基準（成績評価、授業評価、自己点質保証システムを構成する評価基準（成績評価、授業評価、自己点
検、第三者評価）と評価プロセスの明確化検、第三者評価）と評価プロセスの明確化

–– 「ビジネススクール教育システムの評価指針」「ビジネススクール教育システムの評価指針」((第一次案第一次案))を策定を策定

–– 第三者の立場で評価する組織の制度設計に関する指針を策定第三者の立場で評価する組織の制度設計に関する指針を策定

研究方法研究方法
–– 他専門職大学院、海外ビジネススクールなど、質保証システムの専他専門職大学院、海外ビジネススクールなど、質保証システムの専
門家との集中討議門家との集中討議

研究成果研究成果
–– ビジネススクールの自己点検・評価並びに第三者評価において参照ビジネススクールの自己点検・評価並びに第三者評価において参照
すべき「ビジネススクール教育システムの評価指針」すべき「ビジネススクール教育システムの評価指針」((第一次案第一次案))

–– 国内国内ビジネススクール、認証評価機関、産業界において活用を期待ビジネススクール、認証評価機関、産業界において活用を期待
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2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
1111

指針の共有部分と固有部分指針の共有部分と固有部分

Ａ大学Ａ大学

の特徴の特徴

Ｂ大学Ｂ大学

の特徴の特徴

Ｃ大学Ｃ大学

の特徴の特徴
固有の特徴固有の特徴

国内ビジネススクールの共通基準国内ビジネススクールの共通基準 共有指針共有指針

2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
1212

平成１７年度事業計画平成１７年度事業計画

平成１７年９月平成１７年９月((平成１８年１月１３日実施平成１８年１月１３日実施))：：
‒‒ 第第11回ＱＡＳ検討グループ総会を同志社大学ビジネス研究科にて開催回ＱＡＳ検討グループ総会を同志社大学ビジネス研究科にて開催
‒‒ プロジェクトの方針、活動に必要な仕組みを整備プロジェクトの方針、活動に必要な仕組みを整備

平成１７年１２月平成１７年１２月((平成１８年１月２８日実施予定平成１８年１月２８日実施予定))：：
–– 第１回全体ワークショップを筑波大学ビジネス科学研究科にて開催第１回全体ワークショップを筑波大学ビジネス科学研究科にて開催
–– 育成人材像研究会から「ビジネススクール育成人材の指針」育成人材像研究会から「ビジネススクール育成人材の指針」((第一次案第一次案))をを
報告報告

–– 国内ビジネススクール関係者、経営者などを招き議論。改訂点の明確化国内ビジネススクール関係者、経営者などを招き議論。改訂点の明確化

平成１８年３月平成１８年３月：：
–– 第２回全体ワークショップを青山学院大学国際マネジメント研究科にて開第２回全体ワークショップを青山学院大学国際マネジメント研究科にて開
催催

–– 制度設計研究会から「ビジネススクール教育システムの指針制度設計研究会から「ビジネススクール教育システムの指針」」((第一次案第一次案))
をを報告報告

–– 国内ビジネススクール関係者、修了生で産業界幹部を招き議論。改訂点国内ビジネススクール関係者、修了生で産業界幹部を招き議論。改訂点
の明確化の明確化
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2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
1313

平成１８年度事業計画平成１８年度事業計画 (1)(1)

平成１８年７月平成１８年７月：：
‒‒ 第３回全体ワークショップを同志社大学マネジメント研究科にて開催第３回全体ワークショップを同志社大学マネジメント研究科にて開催
‒‒ 質保証システム研究会から「ビジネススクール教育システムの評価指質保証システム研究会から「ビジネススクール教育システムの評価指
針」（第一次案）を報告針」（第一次案）を報告

‒‒ 海外ビジネススクール認証評価機関や国内外の海外ビジネススクール認証評価機関や国内外のQuality AssuranceQuality Assuranceシシ
ステムの専門家を招き議論。改訂点の明確化ステムの専門家を招き議論。改訂点の明確化

平成１８年９月平成１８年９月：：
–– 第４回全体ワークショップを合宿形式で開催第４回全体ワークショップを合宿形式で開催
–– ３つの研究会が全体ワークショップの議論を踏まえた指針３つの研究会が全体ワークショップの議論を踏まえた指針((第二次案第二次案))を報告を報告

–– 国内ビジネススクールの国際評価向上に繋がる可能性、阻害要件・加速要件国内ビジネススクールの国際評価向上に繋がる可能性、阻害要件・加速要件
を、産業界トップ・海外ビジネススクール・認証評価機関の専門家を招き討論を、産業界トップ・海外ビジネススクール・認証評価機関の専門家を招き討論

–– 最終指針案作成と指針を具現化する組織を立ち上げる際の留意点の明確化最終指針案作成と指針を具現化する組織を立ち上げる際の留意点の明確化

–– 同時に第２回ＱＡＳ検討グループ総会を開催同時に第２回ＱＡＳ検討グループ総会を開催

–– 第三者評価のパイロット事業計画案を確定第三者評価のパイロット事業計画案を確定

2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
1414

平成１８年度事業計画平成１８年度事業計画 (2)(2)

平成１８年１０月－１１月平成１８年１０月－１１月：：
‒‒ 指針指針((第二次案第二次案))の有効性の有効性・適用可能性を検証するため、全国で２－３・適用可能性を検証するため、全国で２－３
の経営系専門職大学院を抽出し、実証研究（パイロット事業）を実施の経営系専門職大学院を抽出し、実証研究（パイロット事業）を実施

–– 質保証システムの専門家ならびに国内ビジネススクール教員を招き、質保証システムの専門家ならびに国内ビジネススクール教員を招き、
指針のインプリメンテーション状況や運用可能性の実証をモニタリン指針のインプリメンテーション状況や運用可能性の実証をモニタリン
グさせ、問題点を抽出グさせ、問題点を抽出

–– 実証研究結果から摘出される問題点の抽出を加味して指針の最終実証研究結果から摘出される問題点の抽出を加味して指針の最終
改訂改訂

平成１９年１月平成１９年１月：：
–– 第５回全体ワークショップを筑波大学ビジネス科学研究科にて開催。第５回全体ワークショップを筑波大学ビジネス科学研究科にて開催。
本プロジェクトの成果を報告本プロジェクトの成果を報告

–– 第３回ＱＡＳ検討グループ総会を開催。第３回ＱＡＳ検討グループ総会を開催。指針指針((最終案最終案))の承認の承認
–– 産業界トップ・ビジネススクール修了生・ビジネススクール責任者を招産業界トップ・ビジネススクール修了生・ビジネススクール責任者を招
き、「き、「国内国内ビジネスススクール修了生の専門職としての地位向上」をビジネスススクール修了生の専門職としての地位向上」を
論点にパネル討論論点にパネル討論
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討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
1515

平成１８年度事業計画平成１８年度事業計画 (3)(3)

平成１９年３月：平成１９年３月：

–– 取りまとめた３指針の出版取りまとめた３指針の出版

指針を国内ビジネススクール関係者に配付指針を国内ビジネススクール関係者に配付

国内ビジネススクールにおける教育の質保証に活用国内ビジネススクールにおける教育の質保証に活用

–– 要約版（日英２言語）の作成要約版（日英２言語）の作成

海外ビジネススクール関係者、海外認証評価機関関係者、国内上場企海外ビジネススクール関係者、海外認証評価機関関係者、国内上場企
業経営者等に配付業経営者等に配付

我が国のビジネス教育を代表するポリシー・ステートメントと位置づけ我が国のビジネス教育を代表するポリシー・ステートメントと位置づけ

–– これら一連の活動を通じて国内ビジネススクール質保証に資するこれら一連の活動を通じて国内ビジネススクール質保証に資する

2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
1616

プロジェクトのプロジェクトの外部外部評価体制評価体制

本プロジェクトに対して経営ニーズから見本プロジェクトに対して経営ニーズから見
た第三者的助言・評価を行うため、国内た第三者的助言・評価を行うため、国内
外の国際企業経営者（国内２社、海外１外の国際企業経営者（国内２社、海外１
社）からなる研究評価グループを設置社）からなる研究評価グループを設置

実施方針、中間プロセス、最終成果のレ実施方針、中間プロセス、最終成果のレ
ビューをビューを担当担当
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討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
1717

研究評価の実施計画研究評価の実施計画

平成平成1717年年99月月((平成１８年１月平成１８年１月予定予定)) ：：
–– 経営ニーズからみた助言・評価を担当する産業界関係者の専門家を選出、就経営ニーズからみた助言・評価を担当する産業界関係者の専門家を選出、就
任依頼任依頼

平成平成1717年年1212月月((平成１８年１月２８日実施予定平成１８年１月２８日実施予定)) ：：
–– 第１回全体ワークショップ終了直後に、第１回研究評価グループ会議を開催第１回全体ワークショップ終了直後に、第１回研究評価グループ会議を開催

–– 本プロジェクトの実施方針全般並びに本プロジェクトの実施方針全般並びに｢｢ビジネススクール育成人材の指針ビジネススクール育成人材の指針｣｣（（第第
一次案一次案））についてレビュー、改善についてレビュー、改善点を点を助言助言

平成平成1818年年33月月：：
–– 第２回全体ワークショップ終了直後に、第２回研究評価グループ会議を開催第２回全体ワークショップ終了直後に、第２回研究評価グループ会議を開催

–– 「ビジネススクール教育システムの指針」「ビジネススクール教育システムの指針」（（第一次案第一次案））をレビューをレビュー、、改善改善点点を助を助
言言

平成平成1919年年11月月：：
–– 第５回全体ワークショップ終了直後に第５回全体ワークショップ終了直後に、、第３回研究評価グループ会議を開催第３回研究評価グループ会議を開催

–– プロジェクトの最終成果である３つの指針の妥当性、有効性プロジェクトの最終成果である３つの指針の妥当性、有効性ををレビューレビュー、、改善改善
点点を助言を助言

2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
1818

自己自己点検点検・評価と相互評価・評価と相互評価

３３幹事校幹事校

–– ワークショップ時にワークショップ時に教育実践活動教育実践活動をを公開公開

–– 参加各校による参加各校による相互評価活動相互評価活動

パイロット事業パイロット事業

–– ２２～～３の専門職大学院３の専門職大学院の協力を得て、の協力を得て、実証実証
研究研究

–– 全国ビジネススクール関係者によるモニタ全国ビジネススクール関係者によるモニタ
リングリング
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2006/1/132006/1/13 第第11回ビジネススクール教育の質保証システム検回ビジネススクール教育の質保証システム検

討会ビジネススクール長会議討会ビジネススクール長会議
1919

ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。

本プロジェクトへの参加をお待ちしています。本プロジェクトへの参加をお待ちしています。
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Core Competencies 
required of 

Professional Business Managers

Part of a Larger Project

Competencies required of business 
professionals
Effective education system for business 
professionals
Quality assurance
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Objectives of Competency 
Project

Clarify/define the competencies of business professionals
Develop a clear image of the types of business professionals 
we need to train in Japan
Differentiate between the needs of the highly specialized 
areas (accounting, taxation, finance) and the needs of the 
more general management fields
Establish what skills the domestic and international business 
world requires of management personnel
Identify the ideal types of business professionals produced 
by domestic and international business schools
Analyze the competencies of business school graduates who 
are successful in the business world  

Strategies 

Provide forum for discussion
Input from a variety of sources
Gather information
Basis for interim report
Guidance for later survey
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Activities
(January – March 2006)

Domestic workshop
Visit US Business School’s
International workshop
Preparation of report

Domestic Workshop
(English)

Aim: 
To gather information from other member 
schools and external advisors

Date: 
Saturday 28 January, 2006

Location: 
University of Tsukuba (Tokyo Campus)

Time: 
1200 – 1600
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Program for Domestic 
Workshop

1200-1300: Welcome Reception

1300-1345: Business Competencies: A Practitioner’s 
Perspective  (Mr. Roger Marshall (Partner and 
Managing Director, Ray & Barnston)

1345-1430: Competencies of Business School 
Graduates (Professor John Benson)

1430-1500: Project Presentation (Professor H. Nagai)

1500-1545: Panel Discussion ( MC: Professor T.

US Business School

University of Hawaii
Discussion with key educators
Collect material
February 6 – 10, 2006
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International Workshop

Aim: 
To allow input from overseas experts
To allow time for more detailed discussion

Date: 
Saturday 4 March, 2006

Location: 
Bunkyo Ward Civic Centre (Korakuen)

Time: 
1250 – 1650

Program for International Workshop 
(Japanese and English)

1250-1300: Welcome and Introduction (Professor 
John Benson)
1300-1400: Professor Stephen Marble (University of 
Hawaii, USA)
1400-1500: Professor Chris Brewster (Henley 
Management College, UK)
1500-1515: Coffee Break
1515-1615: Mr. Mike Berkins (President, Berkins
Consulting Group, USA)
1615-1700: Panel Discussion (MC: Professor John 
Benson)
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Proposed Research

April 2006 – March 2007
Survey of HR practitioners in global 
companies 
Expected competencies and knowledge of 
business school graduates

Research Timetable

April – June 2006: 
Develop research model and design questionnaire
July- September 2006: 
Conduct questionnaire survey
September – October 2006: 
Analyse the results
October 2006: 
Workshop to present results
December 2006 to March 2007: 
Prepare and submit report
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Doshisha Business School

質保証システム研究会

第1回ビジネススクール長会議

２００６．１．１３

同志社大学 ビジネス研究科長

中田 哲雄

Copyright © 2005 Nakata tetsuo,  Professer,  Doshisha Business School 1

Doshisha Business School

研究会の目的

１ ビジネススクール教育の質保証システムのあり方を検

討し、 「ビジネススクール教育システムの評価指針」を

とりまとめる。

２ 問題意識

（１）ビジネススクール教育は、社会的にどのような質

保証システムを求められているのか。

（２）望ましい質保証システムの枠組み、内容は何か。

（３）海外のビジネススクールの認証評価システムとど

のように連携すべきか。
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Doshisha Business School

研究会の構成

１ 幹事校 同志社大学

２ メンバー ①筑波大学、青山学院大学、同志社大学及
び全国のビジネススクールで参加を希望す
るもの
②認証評価機関
③学識経験者

３ 経済界、海外ビジネススクール関係者を適宜招請

４ １０名から１５名程度を想定するが、多くなってもよい。

Copyright © 2005 Nakata tetsuo,  Professer,  Doshisha Business School 3

Doshisha Business School

主要検討項目

１ 評価項目

（１）目的・理念 （２）組織 （３）入試、科目体系、教

育方法、成果の把握（成績・授業評価）、修了要件

（４）教員、ＦＤ、職員、学生、卒業生 （５）管理、財務、

施設関係 （６）社会貢献、社会的責任、産学連携、

情報発信・情報公開、 （７）自己点検・評価 等

２ 評価基準－最低基準、望ましい基準、相互認証基準

３ 評価手続・体制

１ 評価項目

（１）目的・理念 （２）組織 （３）入試、科目体系、教

育方法、成果の把握（成績・授業評価）、修了要件

（４）教員、ＦＤ、職員、学生、卒業生 （５）管理、財務、

施設関係 （６）社会貢献、社会的責任、産学連携、

情報発信・情報公開、 （７）自己点検・評価 等

２ 評価基準－最低基準、望ましい基準、相互認証基準

３ 評価手続・体制
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Doshisha Business School

スケジュール

１～３月 ワークショップ及び調査準備

４～９月 ワークショップ ３回程度開催
この間適宜国内・海外調査実施

９月 全体ワークショップ 指針案検討・調整

９～１１月 評価委員会 評価の実施

１０～１１月 実証研究、指針案調整

１月 ビジネスｽｸｰﾙ長会議 指針案承認、公表

Copyright © 2005 Nakata tetsuo,  Professer,  Doshisha Business School 5

Doshisha Business School

大学評価プロセス（基準協会ﾓﾃﾞﾙ）

自己点検・評価
報告書提出

書面審査

実地審査

評価結果（案）の提示 評価結果の提示・公表

大学による意見申立

大学
異議
申立

改善報告
書作成

改善報告
書検討

大学

協会
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Doshisha Business School

大学評価基準（１）

１ 建学の精神､使命等１ 大学の目的１ 理念･目的１

９ 教育研究環境３ 教員及び教育支援者９ 事務組織７

６ 職員７ 学生支援等８ 教員組織６

５ 教員４ 学生の受入れ５ 学生生活５

４ 学生６ 教育の成果４ 学生の受入れ４

３ 教育課程５ 教育内容及び方法３ 教育内容・方法３

２ 教育研究組織（実施体制）２ 教育研究組織２ ２ 教育研究組織

日本高等教育評価機構大学評価･学位授与機構大学基準協会

Copyright © 2005 Nakata tetsuo,  Professer,  Doshisha Business School 7

Doshisha Business School

大学評価基準（２）

10 社会連携10 財務11 図書・電子媒体等１０

Ｂ正規課程以外ｻｰﾋﾞｽ14 点検・評価１５

Ａ研究活動の状況15 情報公開説明責任１４

（選択評価基準）７ 社会貢献１３

13 財務１２

11 社会的責務９ 教育の質向上ｼｽﾃﾑ12 管理運営１１

８ 財務11 管理運営10 施設・設備９

７ 管理運営８ 施設・設備６ 研究環境８

日本高等教育評価機構大学評価･学位授与機構大学基準協会
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Doshisha Business School

研究会参加申込

○ 質保証システム研究会へご参加いただける大学・

団体・機構は、下記へご連絡下さい。

同志社大学大学院ビジネス研究科（同志社ビジネ

ススクール）事務室（担当 井村、前澤）

電話 ０７５－２５１－４６７９

電子メール＜ji-bs08@mail.doshisha.ac.jp＞

○ 有難うございました。
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ビジネススクールの質保証プロジェクト
－これまでの取組と検討課題－

２００６年１２月1４日

同志社大学 ビジネス研究科 教授

中田 哲雄

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 2

外部評価委員会
プロジェクトの概要

１ 「ビジネススクール教育の質保証システム開発」

２ 目的

ビジネススクールの「教育の質」と「修了生のプロ

フェッショナルとしての質」を保証する新たな評価

システムの制度設計

３ 背景

①厳しい時代を生き抜く経営能力の必要性

②経営系大学院の新設ラッシュ

③国際的な競争と協調の急速な進展
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外部評価委員会
プロジェクトの実施体制

１ 幹事
筑波大（ﾋﾞｼﾞﾈｽ科学研究科）、青山学院大学（国
際ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科）、同志社大学（ﾋﾞｼﾞﾈｽ研究科）

２ 全国の経営系大学院の参加
３ 研究会

①育成人材像研究会（筑波）＝育成すべき人材像
②制度設計研究会（青山）＝教育体系、教育方法
③質保証ｼｽﾃﾑ研究会（同志社）＝評価基準、評
価ﾌﾟﾛｾｽ

４ 専門職大学院形成支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる助成
2000万円×２年

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 4

外部評価委員会
MBAとは

１ ビジネススクール≒経営系大学院
個別の経営関連分野に関する高度の知識・能力
の上に、総合的な経営力を養成
⇔個別分野ーー法務、会計、財務、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ等

２ MBA＝「Master of Business Administration」
経営修士、経営学修士、経営修士（専門職）等

３ 日本のビジネススクール（ＭＯＴ、地域経営等を含
む） 約５０校
うち、専門職大学院約３０校

４ 専門職大学院としては、他に法科（ﾛｰｽｸｰﾙ）、会計
（ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞｽｸｰﾙ）、公共政策など
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外部評価委員会

ﾄﾞｲﾂ商業教育の導入

ﾍﾟﾝｼﾙﾍﾞﾆﾔ大学
ｳｫｰﾄﾝｽｸｰﾙ設立
（1881）

ﾀﾞｰﾄﾏｽ大経営
大学院（1900）

ｶｰﾈｷﾞｰﾒﾛﾝﾓﾃﾞﾙ
（1950年代）ー管理
工学、行動科学

ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞMBA
（1908）

現在のMBA

MBA
低迷（30-40）
発展（50-60）

ｹｰｽﾒｯｿﾄﾞ教育

過剰設立 ｴﾝﾛﾝ事件

米国におけるﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙの発展過程

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 6

外部評価委員会

組
織
論
・リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
論

起業経営

経営戦略

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

法律

経営管理

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

会計

ＩＴ

企業金融

管理工学

数学・統計学心理学
経済学社会学

歴史 人類学哲学

企業倫理

ビジネススクールの教育体系
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外部評価委員会

2010301030ｲﾝｾｱﾄﾞ

14

10

15

20

10

15

－

－

10

5

ﾁｰﾑ･ﾌﾟﾛ

9536828ｹﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ

10451025ｲｴｰﾙ

10301035ﾍﾟﾝｼﾙﾍﾞﾆﾔ

10251530ﾐｼｶﾞﾝ

23251050ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ・ﾊﾞｰｸﾚｰ

101010550ｽﾀﾝﾌｫｰﾄﾞ

33－33－33ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ工科大

10－10－80ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ

－1550－25ｶｰﾈｷﾞｰ･ﾒﾛﾝ

555575ﾎﾞﾌﾞｿﾝ

その他ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ講義経験ｹｰｽ大学名

教育手法(2004.12現在)
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外部評価委員会どんな人材を育成するのか？

厳しい事業環境
に対応できる
ビジネスリーダー

高度の専門性
をもった

プロフェッショナル

事業創造に
チャレンジする
アントレプレナー
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外部評価委員会
従来の評価制度

１ 学校教育法に基づく基準認証
①大学院 １回/７年 専門職大学院 １回/５年
②国の認証を受けた評価機関

２ 評価機関
①大学評価・学位授与機構
②大学基準協会
③日本高等教育評価機構 その他

３ 米欧
①ＡＡＣＳＢ（The Association to Advance Collegiate Schools of 
Business ）

②ＥＦＭＤ（European Foundation for Management Development）

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 10

外部評価委員会

１ 建学の精神､使命等１ 大学の目的１ 理念･目的１

９ 教育研究環境３ 教員及び教育支援者９ 事務組織７

６ 職員７ 学生支援等８ 教員組織６

５ 教員４ 学生の受入れ５ 学生生活５

４ 学生６ 教育の成果４ 学生の受入れ４

３ 教育課程５ 教育内容及び方法３ 教育内容・方法３

２ 教育研究組織（実施体制）２ 教育研究組織２ ２ 教育研究組織

日本高等教育評価機構大学評価･学位授与機構大学基準協会

大学評価基準（１）
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外部評価委員会

10 社会連携10 財務11 図書・電子媒体等１０

Ｂ正規課程以外ｻｰﾋﾞｽ14 点検・評価１５

Ａ研究活動の状況15 情報公開説明責任１４

（選択評価基準）７ 社会貢献１３

13 財務１２

11 社会的責務９ 教育の質向上ｼｽﾃﾑ12 管理運営１１

８ 財務11 管理運営10 施設・設備９

７ 管理運営８ 施設・設備６ 研究環境８

日本高等教育評価機構大学評価･学位授与機構大学基準協会

大学評価基準（２）
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外部評価委員会

自己点検・評価
報告書提出

書面審査

実地審査

評価結果（案）の提示 評価結果の提示・公表

大学による意見申立

大学
異議
申立

改善報告
書作成

改善報告
書検討

大学

協会

大学評価プロセス（基準協会ﾓﾃﾞﾙ）

（ス
タ
ー
ト
）
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外部評価委員会

１ 米国では、「高等教育機関全体に対する認定」と「専門
教育課程に対する認定」は、別々に実施

２ 専門教育課程に対する基準認定は、一般的にその専
門分野を代表する「全国的な専門職団体」が行なう。

３ 専門職団体は、専門教育課程の学生が卒業後専門職
へ参入できる水準に達しているか全国統一基準で認定

４ 専門教育認定機関（例）

①ABA（米国法律家協会 American Bar Association）

②CSWE （Council on Social Work Education）

③ALA (American Libｒary Association)

米国における質保証システム

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 14

外部評価委員会

１ The Association to Advance Collegiate 
Schools of Business

２ 1916年設立、本部 米国ﾌﾛﾘﾀﾞ州ﾀﾝﾊﾟ

３ 教育機関、企業等からなる非営利団体
経営管理、会計に関する教育高度化の推進改善に
取り組む

４ 会員数 大学 １０２１ （７２ヶ国）、 企業 １８
学会・公的機関 １９、 維持会員 ４

５ 認定大学 ５２８ （２８ヶ国）

６ 1919年にﾋﾞｼﾞﾈｽ管理基準制定、1980年に会計基準
を追加

ＡＡＣＳＢの概要

＜ＡＡＣＳＢﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによる＞
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外部評価委員会ＡＡＣＳＢ基準の骨格

戦略ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基準（５）
Strategic Management Standards

ビジネス
認定基準
（Standards
for

Business
Accreditation)

学生・教職員基準（９）
Participants Standards

学習保証基準（７）
Assurance of Learning Standards

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 16

外部評価委員会

１ European Foundation for Management Development

２ 1972年設立 本部 ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ﾌﾞﾘｭｯｾﾙ

３ 非営利団体、欧州及び世界の経営高度化

（management development）に向けた事業を展開

４ 会員数５７８、うちﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙ300 他に大学、企業、

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社、公益事業機関等、６５カ国以上

５ 質向上のため、４つの事業（CEL, CLIP, EPAS, 

EQUIS）を展開̶うちﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙの質保証はEQUIS

ＥＦＭＤの概要

＜J.Herbolich EFMD事務次長講演による＞
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外部評価委員会

１ The European Quality Improvement System

２ 目的、特色
①国際性（international Dimension）
②企業社会との連携(Connections with the Corporate World)
③academicとcorporateの連携
④戦略、governanceの重視

３ 実績
①認定校 ８９（うち３０は欧州域外）
②2006年３３校ﾚｳﾞｭｰ予定 ③年間平均１５校が新規
に申請

ＥＱＵＩＳの概要

＜J.Herbolich EFMD事務次長講演による＞
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外部評価委員会
新評価システムの視点（試案）

１ ビジネススクールの実態の正確な反映

教育研究の質の着実な向上

２ 法令、ルール、制度との整合性

３ 産業界その他経済社会の人材育成に関する要請

への対応、教育効果等についての信頼獲得

４ 教育研究に関するグローバル化への対応

５ 人材育成や組織マネジメントに関する最新の知見

の採用

６ 簡素で最小のコスト
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外部評価委員会
３層構造モデル（試案）

法定評価

質保証評価

国際的相互認証
のｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ

大学間の自主的合意
による「より望ましい」
条件の充足の確認

大学設置基準の
必要条件の充足
を確認

相互認証評価

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 20

外部評価委員会
主要な評価項目（試案）

１ 使命と戦略
①目的、育成すべき人材像の明示、②ﾋﾞｼﾞｮﾝとｱｸ
ｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ（ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰの参画）、③独自性、④国
際性、⑤企業・社会との連携・協働

２ 組織管理
①自律性（権限配分）、②意思形成ｼｽﾃﾑ（迅速
性・柔軟性）、③情報化と管理、④人事ｼｽﾃﾑ（合
理的な評価制度等）

３ 教育研究
①ｶﾘｷｭﾗﾑ編成、②授業評価、③修了要件

４ 改革ﾌﾟﾛｾｽ
①制度化と条件整備、②実績の検証、③歯止め
とﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
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外部評価委員会
質保証システムアンケート調査の概要

１ 企業調査
調査期間 11月15日～30日 郵送方式
総数 500社（うち、上場400社、中小企業100社）
回答者 60社
（うち、上場34社（56.7%）、中小企業26社（43.3%））
（うち、首都圏22社(36.7%)、近畿圏17社(28.3%)）

２ 大学調査
調査期間 11月20日～12月5日 e-mail方式
総数 校
回答者 28校
（うち、専門職大学院12校、大学院16校）

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 22

外部評価委員会
質保証システムの目的・役割（大学）

17.5

75 .0

42 .9

32 .1

0 20 40 60 80

その他

欧米諸国におけるビジネススクールと

同等以上の教育研究水準を維持してい

ることの確認

２１世紀におけるビジネス人材育成の

場として社会的に高い評価を受けること

のできる条件を備えていることの確認

大学院の設置認可基準の達成状況そ

の他ビジネススクールの設置、運営に

関する法令、基準への適合性の確認
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外部評価委員会
評価の実施方式(企業)

8 .3

53 .3

36 .7

0 20 40 60

質保証システムに参加するビジネススクール
の教員によるピア･レビュー（相互評価方式）

大学関係者、経済界、言論界など有識者によ
る評価（有識者委員会方式）

大学関係者以外の幅広い有識者による評価
（外部評価方式）
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外部評価委員会
評価の実施方式(大学)

35.7

10.7

42.9

0 20 40 60

質保証システムに参加するビジ

ネススクールの教員によるピア･

レビュー（相互評価方式）

大学関係者、経済界、言論界な

ど有識者による評価（有識者委

員会方式）

大学関係者以外の幅広い有識者

による評価（外部評価方式）
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資料１－３

     基準認証機関の評価基準体系

   ４－１ 大学評価・学位授与機構
   ４－２ 大学基準協会
   ４－３ ＡＡＣＳＢ
   ４－４ ＥＦＭＤ

ビジネススクール教育システムの評価指針（案）

参考資料 ２

２００７．2．19

質保証システム研究会
第２回ビジネススクール長会議

1313



参考資料　４－１

大学評価学位授与機構ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 「大学評価基準 機関別評価」により作成

　１ 目的  １ 大学の目的 １－１　大学の目的（教育研究活動を行うに当たっての基本的な方針，達成しようとしている
　　 組織 　　　　 基本的な成果等）が明確に定められており，その内容が，学校教育法に規定された，
　　 管理運営 　　　　 大学一般に求められる目的に適合するものであること。

１－２　目的が，大学の構成員に周知されているとともに，社会に公表されていること。

 ２ 教育研究組織 ２－１　大学の教育研究に係る基本的な組織構成（学部及びその学科，研究科及びその専攻，
      （実施体制） 　　　　 その他の組織並びに教養教育※）の実施体制）が，大学の目的に照らして適切なもの

　　　　 であること。

２－２　教育活動を展開する上で必要な運営体制が適切に整備され，機能していること。

 ８ 施設・設備 ８－１　大学において編成された教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備が整備され，
　　　　 有効に活用されていること。

８－２  大学において編成された教育研究組織及び教育課程に応じて，図書，学術雑誌，視聴
　　　　 覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備されていること。

 10 財務 10－１　大学の目的を達成するために，教育研究活動を将来にわたって適切かつ安定して遂行
　　　    できるだけの財務基盤を有していること。

10－２　大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係る計画等が
　　　　　策定され，履行されていること。

大学評価･学位授与機構の評価基準体系

大項目 中項目 小項目

2314



　１ 目的 10－３　大学の財務に係る監査等が適正に実施されていること。
　　 組織
　　 管理運営  11 管理運営 11－１　大学の目的を達成するために必要な管理運営体制及び事務組織が整備され，機能
    （続き） 　　　　　していること。

11－２　管理運営に関する方針が明確に定められ，それらに基づく規定が整備され，各構成員
　　　　　の責務と権限が明確に示されていること。

11－３　大学の目的を達成するために，大学の活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が
　　　　　行われ，その結果が公表されていること。

　２ 教職員と学生  ３ 教員及び教育支援者 ３－１　教育課程を遂行するために必要な教員が適切に配置されていること。

３－２　教員の採用及び昇格等に当たって，適切な基準が定められ，それに従い適切な運用が
　　　　 なされていること。

３－３　教育の目的を達成するための基礎となる研究活動が行われていること。

３－４　教育課程を遂行するために必要な教育支援者の配置や教育補助者の活用が適切に行
　　　　 われていること。

 ４ 学生の受入 ４－１　教育の目的に沿って，求める学生像や入学者選抜の基本方針が記載されたアドミッショ
　　　 　ン・ポリシーが明確に定められ，公表，周知されていること。

４－２　アドミッション・ポリシーに沿って適切な学生の受入が実施され，機能していること。

４－３　実入学者数が，入学定員と比較して適正な数となっていること。

大項目 中項目 小項目

3315



　２ 教職員と学生  ７ 学生支援等 ７－１　学習を進める上での履修指導が適切に行われていること。また，学生相談・助言
　　（続き） 　　　　 体制等の学習支援が適切に行われていること。

７－２　学生の自主的学習を支援する環境が整備され，機能していること。また，学生の
　　　　 活動に対する支援が適切に行われていること。

７－３　学生の生活や就職，経済面での援助等に関する相談・助言，支援が適切に行われ
　　　　 ていること。

　３　教育内容  ５ 教育内容及び方法 （大学院課程）
５－４　教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており，その内容，水準，授与
　　　　 される学位名において適切であること。

５－５　教育課程を展開するにふさわしい授業形態,学習指導法等が整備されていること。

５－６　研究指導が大学院教育の目的に照らして適切に行われていること。

５－７　成績評価や単位認定，修了認定が適切であり，有効なものとなっていること。

（専門職大学院課程）
５－８　教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており，その内容，水準，授与
　　　　 される学位名において適切であること。

５－９　教育課程が当該職業分野における期待にこたえるものになっていること。

５－10　教育課程を展開するにふさわしい授業形態,学習指導法等が整備されていること。

小項目大項目 中項目
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　３　教育内容 ５－11　成績評価や単位認定，修了認定が適切であり，有効なものとなっていること。
  　(続き)

 ６ 教育の成果 ６－１　教育の目的において意図している，学生が身に付ける学力，資質・能力や養成しよう
　　　　 とする人材像等に照らして，教育の成果や効果が上がっていること。

 ９ 教育の質の向上及 ９－１　教育の状況について点検・評価し，その結果に基づいて改善・向上を図るための体制
　　び改善のためのシ 　　　 　が整備され，取組が行われており，機能していること。
　　ステム

９－２　教員，教育支援者及び教育補助者に対する研修等，その資質の向上を図るための
　　　　 取組が適切に行われていること。

 ＜選択的評価基準＞ 大学の目的に照らして，正規課程の学生以外に対する教育サービスが適切に行われ，成果
を上げていること。

大項目 中項目 小項目
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参考資料　４－２

　　　　　　　　　　　　　　大学基準協会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　「修士・博士課程基準」により作成

　１ 目的  １ 使命および目的 １－１  使命および目的  
　　 組織 　  教育目標 　「広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性
　　 管理運営 　

１－２  教育目標
　①　教育研究上の到達目標を明確に定めるとともに、その中でいかなる人材を育成しようとす
　　　るのかを具体的に示す。
　②　設定された教育目標は、公的刊行物、ホームページなどを通じ、学内に浸透させるととも
　　 　に、社会一般の人々に対しても明らかにする。
　③　学術研究・文化の発展や社会的要請の変化等を視野に入れながら教育目標の適切性を
　　　 不断に検証する。

 ２ 教育研究組織 　①　目的を遂行し達成するにふさわしい教育研究を行えるような人的・物的環境を整える。
　　　 とりわけ一定規模以上の学生を擁する専攻、独立大学院等においては専任の教員や専用
　　　の施設・設備を設ける。
　②　教育目標を達成するためにどのような組織形態をとるのが望ましいか不断に検証する。

 ７ 社会貢献 　①　社会との交流を促進するシステムの構築、情報発信、教育研究成果の社会還元が必要
　②　学外の教育研究機関、企業・団体、地域との連携協力の促進が必要。
　③　研究成果の国際学術誌等への速やかな公開、研究者・留学生との情報交換と交流、
        途上国への知識・技術の供与等に努めることが期待。

１０ 施設・設備等 　①　必要かつ十分な施設・設備、機器・備品等の整備、これらの更新拡充とその有効活用を図
　　　 る必要がある。サテライト式キャンパス、夜間開講の場合には施設・設備の充実に特に配
　　 　慮する必要がある。
　②　コンピュータその他の情報機器の整備に十分配慮する必要がある。
　③　維持管理の責任体制の確立、衛星・安全を確保するためのシステムの整備も必要

大学基準協会の評価基準体系（修士・博士課程基準）

大項目 中項目 小項目
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 １１ 図書館等 　①　必要な図書・電子媒体等の資料を体系的、計画的に整備し、保管及び利用のために固有
　　　 の施設を設けることが望ましい。
　② 夜間開講の場合は開館時間についての配慮が必要。
　③　データベースの構築に努めるとともに、電子図書館の開設をも考慮することが望ましい。

 １２ 管理運営 　①　明文化された規定に従った管理運営を適切、公正に行う必要がある。　
　②　規定整備、運用に当っては、理念・目的の実現、民主的かつ効率的な意思決定、学問の
　　　自由等に十分配慮
　③　研究科委員会は、他の学部教授会、全学的審議機関との連携のもと、教育研究の推進
　　　寄与するよう努める必要がある。
　④　研究科長の任免は、規定に従って、公正かつ妥当な方法で行わなければならない。

 １３ 財務 　①　明確な将来計画のもと、必要な経費を支弁する財源を確保しこれを適切に運用する必要
　　　がある。
　②　研究科等の安定的な財源の確保には、特段の配慮が必要である。
　③　学外からの資金を受け入れるための組織・体制を整備し、その受け入れに積極的に取り
　　　組むことが重要。

 １４ 点検・評価等 １４－１  自己点検・評価
　①　自らの活動を不断に点検し評価する必要がある。
　②　自己点検・評価の固有の組織体制を整備し、評価の手続・方法等を確立するとともに、適
　　　切な評価項目を設定し、実施する必要がある。とりわけ、自己点検・評価の結果を将来の
　　　改善・向上に結び付けていくためのシステムを整備する必要がある。
　③　自己点検・評価の結果を広く社会に公表する責任がある。

１４－２　第三者評価等
　①　学外者による第三者評価を定期的に受ける必要がある。
　②　第三者評価の結果を、自らの改善・向上に結び付けていくためのシステムを整備する必要
　　　がある。

大項目 中項目 小項目
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 １５ 情報公開・説明 　①　組織・運営と諸活動について積極的に情報公開し、社会に対する説明責任を果たすよう
　　　責任 　　　努める必要がある。

　②　要請を受けて情報公開する場合の適切な規定と組織を整える必要がある。

　２ 教職員と学生  ４ 学生の受入 ４－１　学生の受入方法
　①　教育目標を適切に反映させた学生の受け入れ方針を定め、適切な体制を整えた上で、
　　　適切かつ公正な受け入れを行う必要がある。
　②　入学希望者の意欲・適性等も多面的に評価することも重要。
　③　受入方法の多様化、入学資格の多様化。
　④　学生の受入のあり方を恒常的かつ系統的に検証する体制の整備が必要。
　⑤　合格判定基準の公表、合否理由の開示による責任体制の確立に配慮する。
４－２　学生の受入時期
　①　受入時期を適切に決定する必要がある。
　②　他入学等との間を学生が円滑に移動できるように配慮することが重要。
４－３　定員ならびに在籍学生数の適正化
　①　諸条件を基礎に収容定員を決定し、これに基づいて適正な数の学生を受け入れる。
　②　恒常的に著しい欠員や定員超過が生じている場合は、その原因を把握し、適正化に向
　　　けた速やかな対処が必要。

 ５ 学生生活 　①　大学独自の奨学金を設置し、これを適切に運用するほか、学外の奨学金の受給に関
　　　わる相談や取り扱い業務を充実させることが重要。
　②　ティーチング・アシスタント制度やリサーチ・アシスタント制度を採用する場合は、採用
　　　の基準、職務内容、報酬等を予め明文化するほか、学生に過度の負担がかからないよ
　③　カウンセリング制度や課程終了後の進路選択指導などの体制を整備する。う配慮する。　　
　④　学生の人権に十分配慮する。

 ８ 教員組織等 ８－１　教員組織
　①　教育研究上必要な内容と規模の教員組織を設けるとともに、教員を適切に配置する必

大項目 中項目 小項目
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　　　要がある。
　②　教育研究上の必要に応じて兼任教員を適切に配置することが重要。
　③　適切な教育研究体制を維持するとともに、教員の年齢構成を適切に保つことも重要。

 ８ 教員組織等 ８－２　教員の資格と責務
　　（続き） 　①　教員には、教育と研究という職務が課される。教員は自らの教育研究能力を普段に高め

　　　ていく必要がある。
　②　教員には、高度の教育研究上の指導能力や顕著な研究業績、専門分野によっては高度
　　　の技術技能、実務能力が要求される。
　③　教員の資格判定にあたっては、人格、国内外における教育業績、研究業績、関連分野に
　　　おける実務経験などに配慮する必要がある。また、教員は、教育研究に関わる管理活動
　　　を主体的に分担することも必要である。
８－３　教員の任免、昇任等と身分保障
　①　教員の任免、昇任等に際しては本人の教育研究上の能力の実証を基礎に、明文化された
　　　基準と手続に従い、公正かつ適正な方法で行う必要がある。
　②　教員には、その職責にふさわしい身分が保障されるとともに、適切な待遇が与えられなけ
　　　ればならない。任期制度においても同様である。
８－４　教員の教育研究活動の評価
　①　教員の教育研究能力の向上を図るために様々な評価法を開発し、これを活用の上、評
　　　価結果を公表する必要がある
　②　評価に当たっては、各教員の教育研究指導上の実績、研究成果の発表状況、学会活
　　　動、国内外の共同研究や国際プロジェクトへの参加状況、学術賞の受賞状況、学外での
　　　社会的活動等の実状等、多面にわたる考慮が期待される。
　　　教育目標を達成するために、専門性に沿って、教育課程を適切、かつ、体系的に編成
　　　することが重要。学術研究の進歩、文化の多様化、科学技術の高度化にも配慮。

　３ 教育内容 　３ 教育内容・方法等 ３－１　教育課程等
　①教育課程の編成
　　　

大項目 中項目 小項目
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　　　倫理観の養成に留意し、実践力を涵養する授業科目を適切に配置する。
　②授業科目の設定と単位
　　　研究科等の教育目標や学問分野、専攻領域の体系性等を考慮することが重要。
　　　単位制の持つ本来の趣旨に十分留意し、具体的な単位計算に当っては、各授業科目
　　　の特徴、内容、履修形態などを考慮し、学生の学修負担等も見極める必要がある。
　③単位互換
　　　大学院間の単位互換や他の研究科等における学修の単位認定を推進し、遠隔授業

　３ 教育内容  ３ 教育内容・方法等 　　　を含む多様な学習機会を提供する。単位認定の方針、要件、手続を明文化する。
　　　（続き） 　④導入教育

　　　必要に応じて導入教育や留学生に対する日本語教育を実施することも重要。
３－２　教育方法等
　①学生に対する履修指導
　　　開設している授業科目の意義・内容を十分理解させるために、入学時のオリエンテー
　　　ション、個々の学生に対して履修指導を行う教職員の配置、電子媒体などによる情報
　　　提供も重要。シラバスを作成し、学修目標、授業方法、授業計画、準備の指示、成績
　　　評価基準等を明確にする。シラバスの内容は毎年度刷新されるよう努める。
　②教育・研究指導の方法等
　　　体系的カリキュラムによる授業を行うとともに、少人数教育や双方向的授業形式を基本
　　　とする。特に論文指導や実技指導は、個別による指導が不可欠。
　　　複数指導制の採用も有効だが、指導上の責任の明確化、一貫性に配慮が必要。
　③教育内容の組織的な改善
　　　教員の教育研究に関わる指導能力の向上を不断に図ることが重要。このため、学生に
　　　よる授業評価の導入と活用、研修会の開催、ファカルティ・ディベロプメントに関わる組
　　　織的な取組みを促進する。
　④教育上の効果
　　　教育効果の不断の検証が重要。そのために有効な種々の方法を開発・活用する。
　　　また、学位の授与状況や進路状況を調査・検討し、その結果を活用することが重要。
３－３　学位授与・課程修了の認定
　①研究科等の固有の理念と目的に則って学位授与に関わる柔軟で多様なシステムを確
　　　立し、適切に運用することが重要。そのために学位授与の可否に関する実体的な判
　　　断基準や審議手続等を明文化するとともに、その適切性について不断に検証する。
　　

大項目 中項目 小項目
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参考資料　４－３

　　　　　　　AACSB　：　The Association to Advance Collegiate Schools of Business
　　　　　　　AACSBﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　「STANDARDS FOR BUSINESS ACCREDITATION」により作成

 １　経営戦略  １ ﾐｯｼｮﾝ･ｽﾃｰﾄﾒﾝﾄ 1-1　スクールは、意思決定の方向性を定めたミッション・ステートメントを公表している。
　（STRATEGIC  （Mission Statement） 　　　ミッション・ステートメントはさまざまな利害関係者の意見を反映している。
　MANAGEMENT 　　　スクールは、ミッション・ステートメントを定期的に見直し、改定している。
  STANDARDS） 　　　見直しには利害関係者が参加している。

 ２ ﾐｯｼｮﾝ･ｽﾃｰﾄﾒﾝﾄの 2-1　ミッション・ステートメントは、経営に関する高等教育に相応しいものである。
　　適切性 　　　また、所属する全組織の使命に合致している。
 （MISSION 　　　ミッションには、ﾋﾞｼﾞﾈｽと経営に関する知識と実践を進歩させる知的貢献を生み出すこと
 APPROPRIATENESS） 　　　（the production of intellectual contributions）が含まれている。

 ３ 学生に関する使命 3-1　学生の定員数（the student populations）が明示されている。
 （STUDENT MISSION）

 ４ 継続的改善目標 4-1　スクールは、継続的な改善努力について高い優先順位を与える行動計画　（action items）
 （CONTINUOUS       を明示している。
 IMPROVEMENT 
 OBJECTIVES）
 5 財務戦略 5-1　スクールは、使命と行動計画を実践するために適切でかつ十分な経営資源を供給
 （FINANCIAL 　　　する財務戦略をもっている。
 STRATEGIES）

　２　学生､教職員  6 入学許可 6-1　入学に関する方針が明確であり、かつ、使命と合致している。
 （PARTICIPANTS  （STUDENT 
 STANDARDS）  ADMISSION）

AACSBの評価基準体系

大項目 中項目 小項目
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 ２　学生、教職員  ７ 学生の保持 7-1　スクールは、高いレベルの修了者を出せる学術基準と学生保持の実践活動
　　(続き)  （STUDENT 　　　（academic standards and retention practices）を有すること。

 RETENTION） 　　　それらがスクールの使命に合致していること。

 ８ 十分な職員数 8-1　スクールは、学生支援活動が安定的に、かつ、継続する質の改善を実施されるように
　 と学生のサポート       必要な職員を確保している。
 (STAFF SUFFICIENCY 　　　学生支援活動がスクールの使命、履修課程、学生の特性に合致する。
  STUDENTSUPPORT）
 ９ 十分な教員 9-1　スクールは、提供する教育プログラムが安定性と継続する質の改善を伴って実施され
 （FACULTY       るために十分な数の教員を確保している。
 SUFFICIENCY） 　　　教員の配置がスクールの使命と教育プログラムにそったたものであること。

　　　学生は、参加課程、専攻、分野、キャンパスにかかわらず適切な資格のある教員から
      指導を受ける機会を有する。

 10 教員の資格 10-1　教員は、使命を果たし又それを保証するため、知的資格と最新の専門知識を有し、維持
 （FACULTY         している。
 QUALIFICATIONS） 　　　　スクールは、各教員のスクールの使命を果たすための貢献を評価する明確なプロセス

        を有する。

 11 教員の管理 11-1　スクールは、教員のキャリア発展を支援するための、文書化し周知されたプロセスを有
　　と支援      する。それらには以下の項目が含まれる。
 （FACULTY 　　　①授業の割振り、学術研究その他の仕事量の決定
 MANAGEMENT 　　　②使命遂行のための活動を支援するため、職員その他の提供
 AND SUPPORT） 　　　③オリエンテーション、ガイダンス、メンタリング

　　　④定期的評価、昇進、報奨ﾌﾟﾛｾｽの実施
　　　⑤職員の全体人事計画の保持

 12 教職員全体 12-1　スクールの教員、管理者、職員は以下の責任を共同で負う。
　　の教育責任 　　　①全ての教員及び学生に学習活動をするための十分な時間を保証する。
 （AGGREGATE  　　　②教員と学生の十分な接触を保証する。
 FACULTY AND 　　　③学術成果の高い目標を設定し、その実現のために指導力を発揮する。
 STAFF EDUCA-
 TIONAL 　 
 RESPONSIBILITY）

大項目 中項目 小項目
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 ２　学生、教職員 　 　　　④指導の効果と学生の成績評価を評価する。
　　(続き) 　　　⑤継続的に指導プログラムを改善する。

　　　⑥指導プロセスを改革する。

 13 各教員の教育 13-1　各教員は以下の責任を持つ。
　　責任 　　　①学生･同僚へ誠実に対応する。
 （STUDENT 　　　②科目の継続的な開発を行い、最新の知識を維持する。
 EDUCATIONAL 　　　③学生を積極的な参加へ仕向ける。
 EDUCATIONAL 　　　④参加者間の協働と協力を奨励する。
 RESPONSIBILITY） 　　　⑤成績へのきめ細かく、かつ、迅速なフィードバックを保証する。

 14 学生の責任 14-1　各学生は以下の責任を有する。
 （STUDENT 　　　①教員や他の学生へ誠実に対応する。
 EDUCATIONAL 　　　②学習教材へ適切な関心と熱意をもって取り込む。
 RESPONSIBILITY） 　　　③困難な学習活動に直面したときも取組みを維持する。

　　　④他の学生の学習に貢献する。
　　　⑤教員の設定した基準に従う。

 ３　学習の保証  15　カリキュラム 15-1　スクールは、カリキュラムの内容及び実施方式を開発し、監視し、評価し、改定するため、
　（ASSURANCE 　　の管理         また、カリキュラムの学習効果を測定するため、文書化されたシステマティックなプロセス
　 OF LEARNING  （MANAGEMENT         を用いる。
 　STANDARDS)  OF CURRICULA） 　　　　カリキュラムの管理運営が、幅広い関係者の声を反映して行われる。

　　　　学部レベルの学習標準（略）
 16 学部生の学習目標
 （UNDERGRADUATE 16-1　略
 LEARNING
 GOALS）

 17 学部生の教育ﾚﾍﾞﾙ 17-1　略
 （UNDERGRADUATE 
 EDUCATIONAL
 LEVEL）

大項目 中項目 小項目
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 ３　学習の保証  18 修士課程・一般 18-1　一般修士課程の知識とｽｷﾙ習得される能力は、以下を含む。
　　（続き） 　　経営の学習目標 　　　①組織の状況をリードする能力

 （MASTER’S 　　　②関連する科目の構想力のある理解（conceptual understanding）により、新しい未知
 LEVEL GENERAL          の状況に対しても知識を応用する能力
 MANAGEMENT 　　　③問題を解決するために状況に適応し、新たなものを創り出す（adapt and innovate to 
 LEARNING GOALS） 　　　　solve problems）能力、さらには予期せぬ出来事に対処し、予見できない環境において

    　　対応する能力
18-2　スクールは、学習目標を明示し、知識・ｽｷﾙの到達目標を例示する。

 19 専門課程修士 19-1　専門課程修士レベルの学生によって示される知識レベルは以下のようなものである。
　　ﾚﾍﾞﾙの学習目標 　　　①専門科目の構想力のある理解（conceptual understanding） による未知の状況に知識
 （SPECIALIZED 　　　　を応用する能力　
 MASTER’S  　　　②問題解決のために、状況に適応し新たなものを生み出す能力
 DEGREE 　　　③専門領域において、批判的に分析し、疑問を発する能力
 LEARNING  GOALS） 

19-2　学生は、専門分野における理論、モデル、ツールの知識を示し、応用することができる。
　　　
19-3　スクールは、使命と伝統に応じて学習目的を明示し、それぞれの専門課程毎の学習
　　　目標の達成度を示す。

 20 修士課程の教育 20-1　学習目標到達のために十分な時間、学習範囲、学生の努力、学生と教員の対話を確
　　ﾚﾍﾞﾙ 　　　保すること。
 （MASTER’S 
 EDUCATIONAL 略
 LEVEL）

 21 博士課程の 略
　　学習目標
 （DOCTORAL 
 LEARNING GOALS）

大項目 中項目 小項目
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参考資料　４－４

　　　　　　　　　　　　　　EFMD : The European Foundation for Management Development
　　　　　　　　　　　　　　EQUIS: The European Quality Improvement System

　１　一般質基準  １ 大学の地位 1-1　スクールは、国内で公的機関により承認されている。
 (General Quality  （National standing） 　　　また、学外でmajor quality institution とみなされている。
 Criteria)

 ２ ﾐｯｼｮﾝ 2-1　スクールは、学内で理解され共有されている明快なミッションを有する。
 （Mission） 　　　また、ミッションは、学外でも正統なものと認められている。

 ３ ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ 3-1　スクール活動を管理する効率的で統一された組織の存在
 （Governance）
 ４ 活動領域 4-1　次の１または２以上の教育活動を行っている。
 (Scope) 　　　①学士課程　②修士課程（MBAを含む）　③Executive Education　　

 ５ 戦略 5-1　経営資源や制約条件を現実的に反映している明確で、信頼性の高い、首尾一貫した
 (Strategy) 　　　戦略を有する。

 ６ 資源 6-1　財政的可能性と組織的永続性、質の高い学習環境を提供するための物的資産や設
 (Resources) 　　　備について具体的に示すことができる。

 ７ 教員 7-1　戦略目標に従って教員を募集し、養成し、管理する。また、主要科目を担当するコア
 （Faculty） 　　　教員を十分確保し、深い専門性を実現できる体制を構築する。

 ８ 学生 8-2　学生を募集し、質の高い学生を選抜する。　また、修了生の就職先の質の高さを示す
 （Students） 　　　ことができる。

 ９ 学生支援 9-1　スクールは、入試、国際関連事項、就職（Careers）、カウンセリング等の分野で効率的、
 （Student Services） 　　　かつ、専門的な学生支援を行う。

EFMDの評価基準体系（EQUIS）

小項目大項目 中項目
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　　一般質基準  １０ 個人の成長支援 10-1　スクールは、知識の習得に止まらず、経営技術、価値観、倫理、リーダーシップ等の
　　(続き) （Personal 　　　領域における参加者個人の成長を明確に、かつ、効率的に支援する。

 Development）

 １１ 教育課程 11-1 顧客や学生とのフィードバックと学生の進歩に関する厳格な評価プロセスを組み込ん
 （Programmes） 　　　だ人事、業務管理、評価が統合された教育課程の構想を持つ。

 １２ 研究 12-1  スクールは、教員が独自の専門分野を深化させていくことができるよう、研究と出版に
 （Research） 　　　関する明確な政策をもつ。

　２　国際的側面  １３ 学生の国際化 13-1　スクールは、学生の国際化についてコミットメントを示す。（次の証拠を示す）
 （International  （Internationalsation 　　　①　他国からの学生の募集
  Dimension）  of the studentbody） 　　　②　学生の派遣、受入を行う交換プログラムの存在

　　　③　教室における異文化間交流に対する関心
　　　④　国境をまたぐインターンシップやプロジェクトの準備
　　　⑤　修了者の国際的な就職
　　　⑥　修了者の語学能力
　　　

 １４ 教員の国際化 14-1 スクールは、教員の国際化についてコミットメントを示す。（次の証拠を示す）
 (Internationalization of 　　　①　同国人以外の者の教員への採用
  the faculty) 　　　②　教員の国際経験

　　　③　教員の英語で教える能力
　　　④　教員の外国語のスキル
　　　⑤　客員教授の任用
　　　⑥　教員の外国において客員教授として働く機会
　　　⑦　教員の国際ネットワークへの参加
　　　⑧　国際会議への参加
　　　⑨　国際的な研究・出版

 １５ 教育課程の国際化 15-1　スクールは、教育課程の国際化についてコミットメントを示す。（次の証拠を示す）
 （Internationalisation 　　　①　欧州と世界のビジネス環境に焦点を当てた教育指導
　of programmes)
 

大項目 中項目 小項目
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　　国際的側面  １５ 教育課程の国際化 　　　②　英語によるコース
　　（続き）     （続き） 　　　③　全ての主要職務領域における国際的な視点

 （Internationalisation 　　　④　外国の提携校と共同で設計し、教育されるコース
  of programmes) 　　　⑤　教育課程の不可欠の部分（必修？）とされている外国でのインターンシップと学習

　　　⑥　国際的な教材

　３　企業社会と  １６ 企業社会と 16-1　スクールは、企業社会との関係について明快な政策を持っている。
　　の連携       の連携
  (Connections  (Connections with 16-2　スクールは、とくに企業（Corporate Clients)との関係において強い顧客指向を示せる。
  with the  the Corporate
  Corporate  World) 16-3　スクールの運営に関する法的な規制が許すときは常に企業社会のメンバーがスクー
  World) 　　　　ルの組織管理（governance)に参画する。

16-4　スクールは、企業社会との関係全体のバランス（a portfolio of contacts)を管理する。
　　　　その主要部分は国内又は国際的環境における主要企業との関係である。

16-5　企業社会のニーズは、教育課程設計の基礎（be inherent）である。

16-6　スクールは、修了者の質についての採用担当者の満足度をモニターする。

16-7　教育課程は、インターンシップ、フィールド･ワーク、企業トップの大学訪問等を通じて、
　　　　履修者が企業社会に対する直接の経験を得ることが出来るよう、組織的な機会を組
　　　　込んでいる。

16-7　教育課程(programme delivery)は、実務家からのインプットを含む。

16-8　教員はビジネスの経験を有し、今日の最良の経営について行く（keep abreast of）。

16-9  教員はコンサルタントとなる機会を有する。

大項目 中項目 小項目
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５－３ 質保証システム研究会資料 

 

 

 

（第 1回ワークショップ） 

資料３－１ 議事次第、参加者名簿等 

資料３－２ 会議案内状 

 資料３－３ 今後の進め方（プレゼン） 

 資料３－４ 欧米における質保証システム（プレゼン） 

 

（第２回ワークショップ） 

 資料３－５ 議事次第、参加者名簿等 

資料３－６ ビジネススクールの質保証システムの構築に関する基本的視点と制度

の枠組み（試案） 
資料３－７ 大学評価学位授与機構の評価基準体系 

 資料３－８ 大学基準協会の評価基準体系（修士・博士課程基準） 

 資料３－９ ＡＡＣＳＢの評価基準体系 

 資料３－10 ＥＦＭＤの評価基準体系（ＥＱＵＩＳ） 

 資料３－11 ビジネススクールの質保証評価基準体系（案） 

 資料３－12 アンケート調査結果（企業・大学）（プレゼン） 

 

（第３回ワークショップ） 

 資料３－13 議事次第、参加者名簿等 

資料３－14 ビジネススクール教育システムの評価指針（案） 
 資料３－15 評価指針の主要論点（プレゼン） 

 

（第４回・合同ワークショップ） 

資料３－16 ビジネススクール教育システムの評価指針（案） 
資料３－17 ビジネススクール教育の評価指針（プレゼン） 

 資料３－18 ビジネススクール教育システムの評価指針（案）参考資料１（略） 

 資料３－19 ビジネススクール教育システムの評価指針（案）参考資料２（略） 

 

（アンケート調査） 

資料３－20 ビジネススクールの質保証システムに関する調査の実施について 
資料３－21 アンケート調査票（企業調査） 

 資料３－22 アンケート調査票（大学調査） 

 資料３－23 アンケート調査クロス集計表（企業調査） １～１１ 

 資料３－24 アンケート調査クロス集計表（大学調査） １～９ 
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資料３－１ 

 ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

質保証システム研究会第１回ワークショップ  

 
２００６．９．１４ 
同志社大学寒梅館 

 
 

                   
同志社大学大学院ビジネス研究科 

 
 

１ 議事次第 
 
２ 参加者名簿 
 
３ レジュメ 
 
 
 
 

      
 

 

 2
331



 3

２００６年９月１４日 

                          同志社大学寒梅館 

 

ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

第１回質保証システム研究会（ワークショップ） 

議事次第 

 

 

１、 開会（１３:００） 
 

２、 ビジネススクールを巡る最近の動向 

            文部科学省高等教育局専門教育課専門職大学院室 

 

３、 教育人材像研究会における検討状況 

                 筑波大学大学院ビジネス科学研究科 

 

４、 制度設計研究会における検討状況及びアジア太平洋地域における 

新たなビジネススクール認定構想 

               青山学院大学大学院国際マネジメント研究科 

    討議 

 

      コーヒーブレーク 

 

５、 わが国における大学認定制度の実態 

（１） 独立行政法人大学評価・学位授与機構 

（２） 財団法人大学基準協会評価・研究部 

 

６、 米国及び欧州におけるビジネススクール評価システム 

                      同志社大学大学院ビジネス研究科 

 

 討議 

 

７、 今後の検討の進め方 

                  同志社大学大学院ビジネス研究科 

 討議 

 

８、 閉会（１６:００） 

 

以 上 
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ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

第１回質保証システム研究会 参加者名簿 

〈敬称略 あいうえお順〉

所属機関名 部課名・役職名 出席者名 

文部科学省 高等教育局専門教育課専門職大学院室長 佐藤 光次郎 

大学評価・学位授与機構 評価事業部企画調整課長 吉田 勇人 

大学基準協会 大学評価・研究部審査・評価系第２主幹 日永 龍彦 

LCA 大学院大学 企業経営研究科長 住吉 和司  

株式会社 LCA-I 執行役員 長崎 慎司 

香川大学大学院 地域マネジメント研究科教授 宍戸 榮徳 

金沢大学  大学教育開発支援センター副センター長・教授 早田 幸政 

関西学院大学大学院 経営戦略研究科 経営戦略専攻 助教授 中野 勉 

関西学院大学大学院 経営戦略研究科 経営戦略専攻 専任講師 児島 幸治 

慶應義塾大学大学院 経営管理研究科教授 青井 倫一 

九州大学大学院 経済学研究院教授 出頭 則行 

神戸大学大学院 経営学研究科教授 松尾 博文 

事業創造大学院大学 事業創造研究科長 原 敏明 

成蹊大学大学院 経営学研究科長 新村 秀一 

中央大学 副学長 経済学研究科長 小口 好昭 

南山大学大学院 ビジネス研究科ビジネス専攻主任教授 湯本 祐司 

日本大学大学院 グローバル・ビジネス研究科教授 亀谷 祥治 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾌﾞﾚｰｸｽﾙ－大学院大学 副学長 伊藤 泰史 

一橋大学大学院 大学教育研究開発センター 専任講師 福留 東土 

法政大学大学院 イノベーションマネジメント研究科イノベーションマネジメント専攻主任教授 岡本 吉晴 

桃山学院大学大学院 経営学研究科長 片岡 信之 

山口大学大学院 技術経営研究科研究科長 上西 研 

立命館大学大学院 経営管理研究科教授 奥村 陽一 

立命館大学大学院 プロフェッショナルスクール事務室課員 池田 真 

筑波大学大学院 ビジネス科学国際経営プロフェッショナル専攻長 椿 広計 

筑波大学大学院 ビジネス科学国際経営プロフェッショナル専攻教授 徐 驊 

筑波大学大学院 ビジネス科学国際経営プロフェッショナル専攻助教授 渡邉 聡 

筑波大学大学院 ビジネス科学経営システム科学専攻教授・大学研究センター長 鈴木 久敏 

筑波大学大学院 ビジネス科学等支援室支援室長 中山 幸男 

筑波大学大学院 ビジネス科学等支援室支援室長補佐 高橋 義宏 

筑波大学大学院 ビジネス科学等支援室教務係長 石濱 悟 
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所属機関名 部課名・役職名 出席者名 

青山学院大学大学院 国際マネジメント研究科長 伊藤 文雄 

同志社大学大学院 ビジネス研究科教授 洪水 啓次 

同志社大学大学院 ビジネス研究科教授 中田 哲雄 

同志社大学大学院 ビジネス研究科教授 林 廣茂 

同志社大学大学院 ビジネス研究科助教授 藤原 浩一 

同志社大学大学院 ビジネス研究科事務長 福島 紀雄 
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資料３－２ 

2006 年 8 月７日 

 

ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

質保証システム研究会第 1回ワークショップの開催について 

 

幹事校 同志社大学大学院 

ビジネス研究科 

 

 暑い日が続いておりますが、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、平成 18 年度大学改革推進等補助金による法科大学院等専門職大学院形成支援プ

ログラムの一環として「質保証システム研究会第 1回ワークショップ」を下記要領にて

開催いたします。ご多忙のところ恐縮でございますが、ご出席頂きたくご案内申し上げ

ます。 

ご出欠は、Fax または e-mail により 9 月 4 日（月）までに下記６．宛にご返信頂けれ

ば幸甚でございます。 

 

1．名称   質保証システム研究会第 1回ワークショップ 

 

2. 趣旨   別紙１をご参照下さい。 

 

3．日時   2006 年 9 月 14 日（木）13：00～16：00 

 

4．場所   同志社大学 寒梅館 Ｂ１ 大会議室 

       京都市上京区今出川通烏丸上る（別添図参照） 

 

5．検討事項（案）（正式の議事次第は別途お送りします） 

       （1）わが国及び海外におけるビジネススクール教育の質保証システム 

の実態と課題 

       （2）今後の検討の進め方 

          

６．連絡先  同志社大学大学院ビジネス研究科事務室 

        Tel  ０７５－２５１－４５８５(担当 井村・前澤) 

        Fax  ０７５－２５１－４７１０ 

        E-mail〈ji-bs08@mail.doshisha.ac.jp〉 

       （別紙２により出欠のご連絡をお願いいたします。） 
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以 上 

別紙 １ 

 

 

ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

事業概要 

 

 

１ 担当大学（幹事校）  

筑波大学ビジネス科学研究科、青山学院大学国際マネジメント研究科、同志社

大学ビジネス研究科 

 

２ 支援措置 

   平成１８年度大学改革推進等補助金（法科大学院等専門職大学院形成支援

プログラム）（平成１７年度採択） 

 

３ 趣旨 

全国のビジネススクールの参加、協力を得てビジネススクールの教育とそ

の修了生の専門職としての質を保証する新たなシステムの制度設計を行う。

このために、経営専門職の理念と専門職に必要な力量、経営専門職を系統育

成する教育制度設計、経営系専門職大学院の評価の仕組み等を検討する研究

会を組織し、広く活用可能な「ビジネススクール教育の質保証指針」を作成

する。 

  

４ 事業の内容及び事業計画 

 

（１） 事業の内容 

 

   我が国のビジネススクール（ＭＢＡまたはそれに準ずる学位を授与する専

門職大学院、一般大学院）は、育成すべき人材、教育理念を各校個別に掲げ

て教育研究を進めており、これまで教育の質保証システム、特に第３者評価の

あり方を統一的に議論する機会がなかった。本事業では、国際化の進んだビジ

ネス環境の中で、ビジネススクールの教育の質保証に必要な、 

 

① Ｐｌａｎ（教育目標設定）: 必要な経営専門職とは、どのようなコンピ
  テンシーを有する人材か 
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② Ｄｏ（教育実施方法）: それを系統的に育成する専門職大学院、大学院
 （ビジネススクール）教育プログラムには、どのような要件が求められて

  いるか 

③ Ｃｈｅｃｋ（教育評価方法）: ビジネススクールにおける教育の質を保 
  証するシステムは、どのようなものであるべきか 

 

の３つの要素について、全国のビジネススクールの参加を得てコンセンサス

の所在を探り、我が国ビジネススクール教育の質の総合的な保証につながる

「ビジネススクール教育の質保証指針」を作成する。本指針は、我が国のビ

ジネススクール関係者並びにその評価に関係する専門家が広く活用可能な

ものとなることを目指す。 

 

（２） 研究会の設置 

 

  以上の事業を的確に実施するため、全国のビジネススクールの代表者による全

体会議（「ビジネススクール教育の質保証システム検討会」以下「全体検討会」と

いう。）及び以下の３研究会を設ける。各研究会は、全体検討会参加校の教員、職

員、修了生、産業界の実務家などの参画を求め、各テーマ毎に指針案を作成する。

また、指針作成の過程で、複数のビジネススクールにおいて指針案の有効性を検

証する実証研究を試行する。 

 

① 育成人材像研究会（幹事校：筑波大学） 

    グローバル化したビジネスを実践する我が国経営系専門職のコンピテン

シーを明確にし、我が国ビジネススクールが全体として輩出すべき人材

像について指針を示す。特に、会計、税務、ファイナンスなどの専門技

能に特化した専門家の育成と総合的経営能力の育成の差異を明確にする。

このため、国内外の産業界のニーズ並びに国内外のビジネススクールカ

リキュラムから導かれる人材像、ビジネス界で活躍するビジネススクー

ル出身経営者の技能分析などを行なう。 

 

  ② 制度設計研究会（幹事校：青山学院大学） 

    我が国ビジネススクールが共有すべき仕組み、総合的な教育体系、教育

方法について指針を示す。育成人材増研究会におけるビジネススクール

育成人材の明確化を前提に、その専門性と総合的な経営能力を体系的に

育成するために必要なコアカリキュラムとそこで要求される知識の水準、

更にはコアカリキュラムを支える専門教育体系など我が国ビジネススク
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ールが備えてなければならない要件を明らかにする。更に、この要件を

満たすために必要な教員の専門性・実務経験の水準、必要な技能獲得に

適した教材・教育方法をも含めて検討し、国内ビジネススクールの要件

を指針として取りまとめる。このため国内外のビジネススクールの実態

調査と国内ビジネススクール関係者などの集中討議を行う。 

 

  ③ 質保証システム研究会（幹事校：同志社大学） 

    上記、２研究会が作成する指針案を基に、ビジネススクールにおける教育

の質保証システムについて、評価（成績評価、授業評価、自己評価・第

３者評価）の基準とプロセス、並びにビジネススクールが備えているべ

き要件への適合性を客観的に評価する組織の制度設計について指針を示

す。このために、認証評価組織の専門家、海外ビジネススクールなどの

専門家を招聘し、質保証システム専門家などとの討議を行う。 

    （今回のワークショップは、この研究会の活動の一環です） 

 

（３）評価体制の整備 

 

   ビジネス界における人材ニーズ等を踏まえた助言及び評価を行うため、国

内外の企業経営者からなる研究評価グループを設置し、事業方針、中間プロ

セス、最終成果のレビュー等を行う。 

 

（４）事業計画 

 

   ２年度にわたり、次のような事業を実施する。 

   

① 平成１７年度（実施済み。ただし一部未了あり。）  
１月に全国のビジネススクールの参加を得て全体検討会を開催し、事業全

体の枠組み、研究会別の主要検討事項、参加校の分担、スケジュール等に

ついて決定する。 

  また、１～３月に育成人材像研究会及び制度設計研究会の全体ワークショッ

プを開催し、指針案を検討する。併せて欧米におけるビジネススクールの教

育システムに関する調査を行う。 

  この間、研究評価グループを立ち上げ、事業の進め方について助言を得る。 

 

② 平成１８年度（予定） 
  ４月以降、各研究会においてワークショップを開催する等により、それぞれ
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の研究会が分担する課題について検討を進める。 

４～６月に育成人材の指針及び教育システムの指針を策定する。 

７～８月に質保証システム研究会の全体ワークショップを開催し、指針案

を検討する。また、欧米におけるビジネススクールの認証制度等について

調査を行うとともに、指針を踏まえた実証研究を行う。 

９月に各研究会合同の全体ワークショップを開催し、指針案の調整を行う。

この結果を全体検討会において報告する。その後、指針案の試行実施、モ

ニタリング等を行い、指針案の成案を得る。 

１９年１月に全体検討会及び全体ワークショップの合同会議を開催し、成

果の報告を行う。３月までに指針を出版する等により全国のビジネススク

ールの共有の財産として指針を活用する環境を整える。 

 

 

以 上 
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別紙  

 

下記の参加申込書に必要事項を記載し、２００６年９月４日（月）までに

次の連絡先までＦＡＸまたはE－mailにてご連絡下さい。 

 

 同志社大学ビジネス研究科 事務室 

  ＦＡＸ番号    ０７５－２５１－４７１０ 

    Ｅ-mail アドレス ＜ji-bs08@mail.doshisha.ac.jp＞

 

 

参加申込書 

 

 

 １ 名称            大学         研究科

 

 ２ ご連絡先  電話番号                                 

         e-mailアドレス                            

 

 ３ 参加者 

 

 

氏  名 

 

 

所 属・職 名 

  

  

  

  

  

  

 
 

以 上 
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

今後の検討の進め方

２００６年９月１４日

同志社大学 ビジネス研究科 教授

中田哲雄

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 1

２００６．０９．１４
質保証システム研究会

○質保証システム研究会（第１回ワークショップ）

①ビジネススクールにおいて育成すべき人材像、カリ

キュラム・教育手法の検討
②日本及び欧米における質保証システムの実態理解

○内外の質保証システムの分析評価

○アンケート調査準備

対象：全国のビジネススクール、学識経験者

経済界その他

今後の検討日程（１）

９月
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

○アンケート調査の実施

①認定システムのあり方

②評価・認定手続、評価項目と基準 その他

○アンケート調査結果の分析評価

○質保証システムの概念設計・調整

今後の検討日程（２）

１０月

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 3

２００６．０９．１４
質保証システム研究会

○質保証システムの詳細設計

①評価手続

②評価項目

③評価基準

④実施機関 その他

○協議・調整

○質保証研究会（第２回ワークショップ）

質保証システム案の検討

今後の検討日程（３）

１１月
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

○質保証研究会（第３回ワークショップ）

質保証システムに関する指針案のとりまとめ

○外部評価の実施

○テスト･ラン

○プログラム全体とりまとめ

○報告書作成、シンポジュウム開催

今後の検討日程（４）

１２月

１～３月
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

欧米における質保証システム

２００６年９月１４日

同志社大学 ビジネス研究科 教授

中田 哲雄

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 1

２００６．０９．１４
質保証システム研究会

１ 欧州の高等教育機関は、一般に各国政府による厳格な
規制の下にあり、各国の認定制度により質保証が行な
われている。

２ イギリスーQAA（Quality Assurance Agency 高等教育審
査機関）等

３ フランスーCNE（Comite national d’evaluation des 
etablissement publics a caractere scientifique, culturel
et professionnel）

４ オランダーVSNU (Vereniging van Universiteiten

(Association of Universities in the Netherlands）)等

欧州における大学の質保証ｼｽﾃﾑ
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

１ QAAとHEFCE（Higher Education Funding Councils 

for England 高等教育財政審議会）がある。

２ QAAは学問分野ﾚﾍﾞﾙのsubject review（①ｶﾘｷｭﾗﾑ･

ﾃﾞｻﾞｲﾝ､授業構成と授業内容、②指導方法、学習方

法、評価方法、③学生の学習成果と達成度、④学生

へのｻﾎﾟｰﾄとｶﾞｲﾀﾞﾝｽ、⑤学習設備・施設、⑥教育水

準の維持と向上）と機関ﾚﾍﾞﾙのinstitutional reviewの

２種類の評価を行う。

３ HEFCEは、RAE（Research Assessment Exercise）を

行なう。評価結果は補助金配分にリンク

英国の認定制度

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 3

２００６．０９．１４
質保証システム研究会

１ イギリス＝教育評価と研究評価、分野別点数評価（24
点満点）、財政配分に反映⇒簡素化、機関評価
重点へ

２ フランス＝４年間の大学と国の契約、全学単位、記述
中心⇒選択的・内部評価重視、簡素化、量的な
指標の重視

３ オランダ＝分野別教育・研究評価、質の改善重視

４ 共通点
①国家レベルの評価主体
②自己評価の活用
③ピア・レビューの実施 ④結果の公表

特色と共通点

＜中教審資料、慶応大米澤彰純教授資料などによる＞
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

１ マーストリヒト条約（1992）＝教育と言語の普及を通じ

て、教育におけるﾖｰﾛｯﾊﾟの視点を進展

２ ボローニャ宣言(1999)＝ﾖｰﾛｯﾊﾟ高等教育圏の設立、

比較可能な学位、学士・大学院の2段階課程、比

較可能な基準と方法の開発による質の保証

３ 欧州版ｱｸﾚﾃﾞｨﾃｰｼｮﾝの動き

＝米国の世界戦略への対抗、留学生の確保

⇒①教育内容・ﾚﾍﾞﾙの共通ﾌｫｰﾏｯﾄ化、②学位の

国際認定 など

欧州ﾚﾍﾞﾙの大学評価の動き

＜中教審資料、慶応大米澤彰純教授資料などによる＞

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 5

２００６．０９．１４
質保証システム研究会

１ European Foundation for Management Development

２ 1972年設立 本部 ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ﾌﾞﾘｭｯｾﾙ

３ 非営利団体、欧州及び世界の経営高度化

（management development）に向けた事業を展開

４ 会員数５７８、うちﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙ300 他に大学、企業、

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社、公益事業機関等、６５カ国以上

５ 質向上のため、４つの事業（CEL, CLIP, EPAS, 

EQUIS）を展開̶うちﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙの質保証はEQUIS

ＥＦＭＤの概要

＜J.Herbolich EFMD事務次長講演による＞
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

１ The European Quality Improvement System

２ 目的、特色
①国際性（international standards）
②「質」の重視
③多様性の尊重（機関、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、地理・文化等）
④academicとcorporateの連携
⑤戦略、governanceの重視

３ 実績
①認定校 ８９（うち３０は欧州域外）
②2006年３３校ﾚｳﾞｭｰ予定 ③年間平均１５校が新規
に申請

ＥＱＵＩＳの概要

＜J.Herbolich EFMD事務次長講演による＞

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 7

２００６．０９．１４
質保証システム研究会

ＥＱＵＩＳの手続

照会 自己評価

Strategic Advice

no

Guided Development

Not readyno

資格審査

ﾋﾟｱ・ﾚﾋﾞｭｰ

申請

＜J.Herbolich EFMD事務次長講演による＞

Follow-up

EQUIS 認定 審査委員会
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

ＥＱＵＩＳの評価領域

CORPORATE CONNECTIONS               

INTERNATIONAL ISSUES                  

教員
職員

物的
資源

学生
入試

沿革
使命

Executive教育

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの質

個人啓発

研究開発

社会貢献

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 9

２００６．０９．１４
質保証システム研究会

１ 米国では、高等教育機関の設置認可が比較的緩やか。

２ 教育の権限は州にある。州によって教育制度が異なり、

設置要件の差が見られることがある。

３ 大学は、自ら独自の組織、基準を作り、この基準に則し

て評価し、その結果により大学の質を保証するシステ

ムを形成。

４ 全国に６つの「地区基準協会」が設置され、各協会の

「高等教育機関判定委員会（Commission on Institutions of 

Higher Education ）」が地区内大学の基準認定を行う。

米国における大学の質保証システム
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

１ 米国では、高等教育機関全体に対する認定と専門教育
課程に対する認定は、別々に実施

２ 専門教育課程に対する基準認定は、一般的にその専
門分野を代表する「全国的な専門職団体」が行なう。

３ 専門職団体は、専門教育課程の学生が卒業後専門職
へ参入できる水準に達しているか全国統一基準で認定

４ 専門教育認定機関（例）

①ABA（米国法律家協会 American Bar Association）

②CSWE （Council on Social Work Education）

③ALA (American Libｒary Association)

専門教育の質保証システム

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 11

２００６．０９．１４
質保証システム研究会

１ The Association to Advance Collegiate 
Schools of Business

２ 1916年設立、本部 米国ﾌﾛﾘﾀﾞ州ﾀﾝﾊﾟ

３ 教育機関、企業等からなる非営利団体
経営管理、会計に関する教育高度化の推進改善に
取り組む

４ 会員数 大学 １０２１ （７２ヶ国）、 企業 １８
学会・公的機関 １９、 維持会員 ４

５ 認定大学 ５２８ （２８ヶ国）

６ 1919年にﾋﾞｼﾞﾈｽ管理基準制定、1980年に会計基準
を追加

ＡＡＣＳＢの概要

＜ＡＡＣＳＢﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによる＞
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

ＡＡＣＳＢの手続（１）

認定計画
（Accreditation
Plan）の作成
提出

Accreditation Coodinating
Committee(ACC)

資格審査（PreAccreditation
Committee(PAC)）

資格申請

＜AACSBﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによる＞

認定計画の
審査（PAC）

Mentorの委嘱

認定計画の
審査(IAC）

(PreAccreditation)

加入

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 13

２００６．０９．１４
質保証システム研究会

ＡＡＣＳＢの手続（２）

自己評価ﾚﾎﾟｰﾄ
（SER）の作成

(Initial Accreditation)

認定計画
審査（IAC）

自己評価ﾚﾎﾟｰﾄ等
の審査（IAC,PRT）

Peer Review Team
の選定（申請者、IAC等）

認定計画
の修正

認定申請書
の提出

認定計画
審査（IAC）

no

Team Chair
の指名（IAC）

年次報告
書の提出
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会

ＡＡＣＳＢの手続（３）

認定の承認
（AACSB Board）

認定
（6年間有効）

自己評価ﾚﾎﾟｰﾄ等
の審査（IAC,PRT）

認定の推薦
（PRT）

現地調査
（PRT）

認定の推薦
（IAC）

Maintenance
（6年間有効）

＜AACSBﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより作成＞

(Initial Accreditation⇒Maintenaｎce)

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 15

２００６．０９．１４
質保証システム研究会ＡＡＣＳＢ基準の骨格

戦略ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基準（５）
Strategic Management Standards

ビジネス
認定基準
（Standards
for

Business
Accreditation)

関係者基準（９）
Participants Standards

学習保証基準（７）
Assurance of Learning Standards
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会ＡＡＣＳＢの基準（１）

Ⅰ Strategic Management Standards

１ Mission Statement

２ Mission Appropriateness

３ Student Mission

４ Ｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ Iｍｐｒｏｖｅｍｅｎｎｔ Ｏｂｊｅｃｔｉｖｅｓ

５ Ｆｉｎａｎｃｉａｌ Statement

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 17

２００６．０９．１４
質保証システム研究会ＡＡＣＳＢの基準（２）

Ⅱ Participants Standards

６ Student Admission

７ Student Retention

８ Staff Sufficiency ‒ Student Support

９ Faculty Sufficiency

10 Ｆａcuｌｔｙ Qualification

(cont.)
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会ＡＡＣＳＢの基準（３）

（Ⅱ Participants Standards）

11 Faculty Management and Support

12 Aggregate Faculty and Staff Educational 
Responsibility

13 Individual Faculty Educational 
Responsibility

14 Student Educational Responsibility

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 19

２００６．０９．１４
質保証システム研究会ＡＡＣＳＢの基準（４）

Ⅲ Assurance of Learning Standards 

15 Management of Curricula

16 Undergraduate Learning Goals

17 Undergraduate Educational Level

18 Master’s Level General Management 
Learning Goals

(cont.)
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２００６．０９．１４
質保証システム研究会ＡＡＣＳＢの基準（５）

（Ⅲ Assurance of Learning Standards）

21 Doctoral Learning Goals

20 Master’s Educational Level

19 Specialized Master’s Degree Learning Goals
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資料３－５ 

ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

第２回質保証システム研究会（ワークショップ）  

筑波大学東京キャンパス 

２００６．１２．１４ 
 

                   
同志社大学大学院ビジネス研究科 

 

１ 議事次第 

 

２ 参加者名簿 

 

３ レジュメ 
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           ２００６年１２月１４日 

                       筑波大学東京キャンパス 

 

 

ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

 

第２回質保証システム研究会（ワークショップ） 

 

議事次第 
 

 

 

 

１ 開 会（１４:００） 

 

２ アンケート調査結果について 

 

３ 質保証のための基準認証システムの基本的視点及び枠組みについて（討議） 

 

４ コーヒーブレイク（１５：１５～１５：３０） 

 

５ 主要評価項目と評価手続きについて（討議） 

 

６ 閉 会（１６:３０） 

 

 

 

以 上 
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ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

第 2 回質保証システム研究会 参加者名簿  

   

〈あいうえお順 敬称略〉 

所属機関名             部課名・役職名 出席者名 

財団法人大学基準協会 大学評価・研究部 審査・評価系第二主幹 日永 龍彦 

九州大学大学院  経済学研究院産業マネジメント専攻 専攻長 中村 裕昭 

中央大学 ビジネススクール設立準備委員会事務室 坂田 範夫 

中央大学 学事部調査資料課 滝本 隆二 

東京工科大学 事務局広報課 諸石 安美 

宝塚造形芸術大学専門職大学院 デザイン経営研究科 研究科長 菅原 正博 

名古屋商科大学 教授 栗本 宏 

名古屋商科大学大学院 事務局長 早川 京子 

日本大学大学院 グローバル・ビジネス研究科 助教授 小林 世治 

日本大学大学院 グローバル・ビジネス研究科 教授 坂田 壽衛 

筑波大学大学院 ビジネス科学経営システム科学専攻教授・大学研究センター長 鈴木 久敏 

筑波大学大学院 ビジネス研究科国際経営プロフッショナル専攻長 椿 広計 

筑波大学大学院 ビジネス研究科国際経営プロフェッショナル専攻教授 永井 裕久 

筑波大学大学院 ビジネス研究科経営システム科学専攻長 吉田 健一 

筑波大学大学院 ビジネス研究科国際経営プロフッショナル専攻助教授 渡邉 聡 

同志社大学大学院 ビジネス研究科 教授 洪水 啓次 

同志社大学大学院 ビジネス研究科 教授 中田 哲雄 

同志社大学大学院 ビジネス研究科 教授 Philippe Byosiere 
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資料３－６ 

                  ２００６年１２月１４日 

第２回ワークショップ資料 

 

ビジネススクールの質保証システムの構築 

 に関する基本的視点と制度の枠組み（試案） 

（フリートーキング用メモ） 

 

 

１ 基本的視点 

 

ビジネススクールにおける教育研究の質を保証するため、次のような基本的

視点の下に適正な評価制度を構築する。 

 

（１）ビジネススクールの実態を正確に把握し、教育研究の質を着実に向上

させていくことを保証するものであること。 

（２）我が国の大学に関する法令、基準その他のルール（学校教育法・同施

行令・施行規則、大学設置基準、大学設置審査基準要領等）に整合す

るものであること。 

（３）産業界その他経済社会の人材育成に関する要請に応え、教育効果等に

ついて信頼感を醸成するものであること。 

（４）教育研究に関するグローバル化の動向を踏まえ、海外諸国の基準認証

システムと連携することのできるものであること。 

（５）人材育成や組織マネジメントに関する最新の知見を積極的に取り入れ

ること。 

（６）評価手続は可能な限り簡素なものとし、評価を受ける者の資料作成等

の事務的負担及び評価者側の実施コストがともに最小限のものとなる

こと。 

 

２ 枠組み 

 

（１）目的 

    ２１世紀の経済社会において活躍することのできる高度の職業能力

を有する人材を育成するため、ビジネススクールにおける教育研究

の質を評価し、その向上を図る。 
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（２）評価者 

    全国のビジネススクールが教育研究の質向上に関する情報交換、

Faculty Development 等を目的とする組織（以下「協議会」という。）

をつくり、ここが既存の教育評価機関、民間調査研究機関などに評

価業務を委託して実施する。 

    （注１）協議会は、全国のビジネススクールに開かれた簡素な組織

とし、制度の熟成をまって適切な法人格を取得する。 

 

（３）被評価者 

    協議会の構成員であるビジネススクール（経営系の大学院または専

門職大学院）  

（注２）「経営系」にはＭＯＴ、地域経営等を含む。 

 

（４）評価の構造 

３層の評価システムを想定する。第 1層は学校教育法第第６９条の

３の規定に基づき実施される評価（以下「法定評価」という。）、第

２層は第 1層の評価に適合したものに対して実施されるより高度の

教育研究の質の確保を目指す評価（以下「質保証評価」という。）、

第３層は海外のビジネススクールとの相互認証のために必要な評価

（以下「相互認証評価」という。）とする。 

（注３）第１層の「法定評価」は、法令に基づき国の認証を受けた評

価機関が国が認めた大学評価基準への適合性を評価するもので

あり、いわば「必要条件」の評価であるのに対し、第２層、第３

層の「質保証評価」および「相互認証評価」は、大学間の自主的

合意による「より望ましい条件」または「海外ビジネススクール

との連携のための条件」についての評価であるといえる。 

 

（５）評価手続（質保証評価） 

① 協議会構成員からの評価申請に応じて、協議会内に評価委員会を設置
する。 

（注４）評価委員会は、１０～２０名程度で構成し、うち半数は構成

員大学教職員から、半数は大学関係者以外の有識者から選任する。

いわばピア・レビュ－と外部評価の混合形態とする。 

② 評価委員会は、評価チームのメンバーを指名する。 
（注５）評価チームは５～６名程度により構成し、うち半数は申請者

以外の構成員大学教員から、また半数は実務家の有識者から選任
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する。 

③ 評価チームのメンバーは、評価の統一性、公平性を確保する観点から、
原則として一定の評価者研修を受講する。 

④ 評価申請者は、評価申請書その他必要な資料を評価委員会へ提出する。 
⑤ 協議会は、評価チーム及び評価基準等を示して、評価の実施に関する
業務を教育評価機関等へ委託する。委託を受けた機関は、評価申請者

に関する資料の収集・整理、評価チームの支援、アンケート調査の実

施、評価に関する日程調整、経費処理その他の事務処理等の業務を行

う。 

⑥ 評価チームは、評価項目について、評価申請書の書面審査、教職員及
び学生からのヒアリング、学生及び修了生の就職先企業・団体等への

アンケート調査等を実施し、評価基準に従って評価を行なう。 

⑦ 評価チームは、評価報告書を評価委員会へ提出する。 
⑧ 評価委員会は、評価報告書について審議し、評価結果を定める。評価
結果は評価申請者へ提示するとともに、公開する。 

 

（６）評価項目と評価基準（質保証評価――別紙資料参照） 

① 評価項目のうち、法定評価において適切である旨評価された評価項
目・評価基準と同一または類似の評価項目・評価基準については、評

価チームの判断により評価を省略することができる。 

② 評価項目については、教育研究の自律性、教育目的と教育内容の整合
性、教育効果の把握、自主改善システムの運営を重視する。 

③ 評価項目、評価基準、評価手法等については、協議会に評価システム
委員会を設置し、毎年改善措置を講ずる。 

 

（７）評価の経費 

① 評価システムに関する共通経費については、協議会の会費収入により
支出し、個々の評価申請に係る評価費については、実費の申請者負担

を原則とする。 

② 協議会の会費及び評価費については、公平性を旨とした合理的な算定
基準により定める。 

 

（８）相互認証評価 

① 北米、欧州、アジア太平洋地域等のビジネススクールとの教育研究の
交流を活発化させるため、評価システムのハーモナイゼーションを進

める。 
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② このため、評価組織間で評価項目、評価基準、評価手法・手続等につ
いて同一または同水準と認定できる場合は、他の評価組織の評価を自

らの評価と同一に取扱い（相互認証）、独自項目についてのみ評価する

という方式について海外の評価組織と協議を進め、所要の協定（相互

認証協定）を締結する。 

③ さらに、独自項目についても評価組織間で相互に評価を代行する等の
措置を協議し、包括的な相互認証協定へ改定する。 

④ 最終的には、統一性・普遍性と多様性・独自性のバランスの取れたグ
ローバルな評価ネットワークの形成を目指す。 

⑤ 以上の調整の進捗を前提に、相互認証評価（第３層評価）においては、
評価申請があった場合に評価チームが相互認証項目の確認、独自項目

の確認または代行評価を行い、その結果について評価委員会において

審議・決定の上海外の評価組織へ通報する。海外の評価組織は、通報

の内容を審査して、所要の認証を行う。海外の評価組織から同様の通

報があった場合には、上記と同様の審査をして評価結果を示す（認証

する）。 

 

 

以 上 
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資料３－7

大学評価学位授与機構ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　「大学評価基準 機関別評価」により作成

　１ 目的  １ 大学の目的 １－１　大学の目的（教育研究活動を行うに当たっての基本的な方針，達成しようとしている
　　 組織 　　　　 基本的な成果等）が明確に定められており，その内容が，学校教育法に規定された，
　　 管理運営 　　　　 大学一般に求められる目的に適合するものであること。

１－２　目的が，大学の構成員に周知されているとともに，社会に公表されていること。

 ２ 教育研究組織 ２－１　大学の教育研究に係る基本的な組織構成（学部及びその学科，研究科及びその専攻，
      （実施体制） 　　　　 その他の組織並びに教養教育※）の実施体制）が，大学の目的に照らして適切なもの

　　　　 であること。

２－２　教育活動を展開する上で必要な運営体制が適切に整備され，機能していること。

 ８ 施設・設備 ８－１　大学において編成された教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備が整備され，
　　　　 有効に活用されていること。

８－２  大学において編成された教育研究組織及び教育課程に応じて，図書，学術雑誌，視聴
　　　　 覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備されていること。

 10 財務 10－１　大学の目的を達成するために，教育研究活動を将来にわたって適切かつ安定して遂行
　　　    できるだけの財務基盤を有していること。

10－２　大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係る計画等が
　　　　　策定され，履行されていること。

大学評価学位授与機構の評価基準体系

大項目 中項目 小項目
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　１ 目的 10－３　大学の財務に係る監査等が適正に実施されていること。
　　 組織
　　 管理運営  11 管理運営 11－１　大学の目的を達成するために必要な管理運営体制及び事務組織が整備され，機能
    （続き） 　　　　　していること。

11－２　管理運営に関する方針が明確に定められ，それらに基づく規定が整備され，各構成員
　　　　　の責務と権限が明確に示されていること。

11－３　大学の目的を達成するために，大学の活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が
　　　　　行われ，その結果が公表されていること。

　２ 教職員と学生  ３ 教員及び教育支援者 ３－１　教育課程を遂行するために必要な教員が適切に配置されていること。

３－２　教員の採用及び昇格等に当たって，適切な基準が定められ，それに従い適切な運用が
　　　　 なされていること。

３－３　教育の目的を達成するための基礎となる研究活動が行われていること。

３－４　教育課程を遂行するために必要な教育支援者の配置や教育補助者の活用が適切に行
　　　　 われていること。

 ４ 学生の受入 ４－１　教育の目的に沿って，求める学生像や入学者選抜の基本方針が記載されたアドミッショ
　　　 　ン・ポリシーが明確に定められ，公表，周知されていること。

４－２　アドミッション・ポリシーに沿って適切な学生の受入が実施され，機能していること。
　　　　　
４－３　実入学者数が，入学定員と比較して適正な数となっていること。

大項目 中項目 小項目
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　２ 教職員と学生  ７ 学生支援等 ７－１　学習を進める上での履修指導が適切に行われていること。また，学生相談・助言
　　（続き） 　　　　 体制等の学習支援が適切に行われていること。

７－２　学生の自主的学習を支援する環境が整備され，機能していること。また，学生の
　　　　 活動に対する支援が適切に行われていること。

７－３　学生の生活や就職，経済面での援助等に関する相談・助言，支援が適切に行われ
　　　　 ていること。

　３　教育内容  ５ 教育内容及び方法 （大学院課程）
５－４　教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており，その内容，水準，授与
　　　　 される学位名において適切であること。

５－５　教育課程を展開するにふさわしい授業形態,学習指導法等が整備されていること。

５－６　研究指導が大学院教育の目的に照らして適切に行われていること。

５－７　成績評価や単位認定，修了認定が適切であり，有効なものとなっていること。

（専門職大学院課程）
５－８　教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており，その内容，水準，授与
　　　　 される学位名において適切であること。

５－９　教育課程が当該職業分野における期待にこたえるものになっていること。

５－10　教育課程を展開するにふさわしい授業形態,学習指導法等が整備されていること。

小項目大項目 中項目
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　３　教育内容 ５－11　成績評価や単位認定，修了認定が適切であり，有効なものとなっていること。
  　(続き)

 ６ 教育の成果 ６－１　教育の目的において意図している，学生が身に付ける学力，資質・能力や養成しよう
　　　　 とする人材像等に照らして，教育の成果や効果が上がっていること。

 ９ 教育の質の向上及び改善 ９－１　教育の状況について点検・評価し，その結果に基づいて改善・向上を図るための体制
　　 のためのシステム 　　　 　が整備され，取組が行われており，機能していること。

９－２　教員，教育支援者及び教育補助者に対する研修等，その資質の向上を図るための
　　　　 取組が適切に行われていること。

 ＜選択的評価基準＞ 大学の目的に照らして，正規課程の学生以外に対する教育サービスが適切に行われ，成果
を上げていること。

大項目 中項目 小項目

4365



資料３－８

　　　　　　　　　　　　　大学基準協会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 「修士・博士課程基準」により作成

　１ 目的 　 １ 使命および目的 １－１  使命および目的  
　　 組織 　　  教育目標 　「広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性
　　 管理運営 　

１－２  教育目標
　①　教育研究上の到達目標を明確に定めるとともに、その中でいかなる人材を育成しようとす
　　　るのかを具体的に示す。
　②　設定された教育目標は、公的刊行物、ホームページなどを通じ、学内に浸透させるととも
　　 　に、社会一般の人々に対しても明らかにする。
　③　学術研究・文化の発展や社会的要請の変化等を視野に入れながら教育目標の適切性を
　　　 不断に検証する。

　 ２ 教育研究組織 　①　目的を遂行し達成するにふさわしい教育研究を行えるような人的・物的環境を整える。
　　　 とりわけ一定規模以上の学生を擁する専攻、独立大学院等においては専任の教員や専用
　　　の施設・設備を設ける。
　②　教育目標を達成するためにどのような組織形態をとるのが望ましいか不断に検証する。

　 ７ 社会貢献 　①　社会との交流を促進するシステムの構築、情報発信、教育研究成果の社会還元が必要
　②　学外の教育研究機関、企業・団体、地域との連携協力の促進が必要。
　③　研究成果の国際学術誌等への速やかな公開、研究者・留学生との情報交換と交流、
        途上国への知識・技術の供与等に努めることが期待。

　１０ 施設・設備等 　①　必要かつ十分な施設・設備、機器・備品等の整備、これらの更新拡充とその有効活用を図
　　　 る必要がある。サテライト式キャンパス、夜間開講の場合には施設・設備の充実に特に配
　　 　慮する必要がある。
　②　コンピュータその他の情報機器の整備に十分配慮する必要がある。

大学基準協会の評価基準体系（修士・博士課程基準）

大項目 中項目 小項目
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　③　維持管理の責任体制の確立、衛星・安全を確保するためのシステムの整備も必要

　１１ 図書館等 　①　必要な図書・電子媒体等の資料を体系的、計画的に整備し、保管及び利用のために固有
　　　 の施設を設けることが望ましい。
　② 夜間開講の場合は開館時間についての配慮が必要。
　③　データベースの構築に努めるとともに、電子図書館の開設をも考慮することが望ましい。

　１２ 管理運営 　①　明文化された規定に従った管理運営を適切、公正に行う必要がある。　
　②　規定整備、運用に当っては、理念・目的の実現、民主的かつ効率的な意思決定、学問の
　　　自由等に十分配慮
　③　研究科委員会は、他の学部教授会、全学的審議機関との連携のもと、教育研究の推進
　　　寄与するよう努める必要がある。
　④　研究科長の任免は、規定に従って、公正かつ妥当な方法で行わなければならない。

　１３ 財務 　①　明確な将来計画のもと、必要な経費を支弁する財源を確保しこれを適切に運用する必要
　　　がある。
　②　研究科等の安定的な財源の確保には、特段の配慮が必要である。
　③　学外からの資金を受け入れるための組織・体制を整備し、その受け入れに積極的に取り
　　　組むことが重要。

　１４ 点検・評価等 １４－１  自己点検・評価
　①　自らの活動を不断に点検し評価する必要がある。
　②　自己点検・評価の固有の組織体制を整備し、評価の手続・方法等を確立するとともに、適
　　　切な評価項目を設定し、実施する必要がある。とりわけ、自己点検・評価の結果を将来の
　　　改善・向上に結び付けていくためのシステムを整備する必要がある。
　③　自己点検・評価の結果を広く社会に公表する責任がある。

１４－２　第三者評価等
　①　学外者による第三者評価を定期的に受ける必要がある。
　②　第三者評価の結果を、自らの改善・向上に結び付けていくためのシステムを整備する必要
　　　がある。

大項目 中項目 小項目
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　１５ 情報公開・説明責任 　①　組織・運営と諸活動について積極的に情報公開し、社会に対する説明責任を果たすよう努
　　　める必要がある。
　②　要請を受けて情報公開する場合の適切な規定と組織を整える必要がある。

　２ 教職員と学生 　 ４ 学生の受入 ４－１　学生の受入方法
　①　教育目標を適切に反映させた学生の受け入れ方針を定め、適切な体制を整えた上で、適切
　　　かつ公正な受け入れを行う必要がある。
　②　入学希望者の意欲・適性等も多面的に評価することも重要。
　③　受入方法の多様化、入学資格の多様化。
　④　学生の受入のあり方を恒常的かつ系統的に検証する体制の整備が必要。
　⑤　合格判定基準の公表、合否理由の開示による責任体制の確立に配慮する。
４－２　学生の受入時期
　①　受入時期を適切に決定する必要がある。
　②　他入学等との間を学生が円滑に移動できるように配慮することが重要。
４－３　定員ならびに在籍学生数の適正化
　①　諸条件を基礎に収容定員を決定し、これに基づいて適正な数の学生を受け入れる。
　②　恒常的に著しい欠員や定員超過が生じている場合は、その原因を把握し、適正化に向けた
　　　速やかな対処が必要。

　５ 学生生活 　①　大学独自の奨学金を設置し、これを適切に運用するほか、学外の奨学金の受給に関わる相
　　　談や取り扱い業務を充実させることが重要。
　②　ティーチング・アシスタント制度やリサーチ・アシスタント制度を採用する場合は、採用の基準
　　　職務内容、報酬等を予め明文化するほか、学生に過度の負担がかからないよう配慮する。　　
　③　カウンセリング制度や課程終了後の進路選択指導などの体制を整備する。
　④　学生の人権に十分配慮する。

　 ８ 教員組織等 ８－１　教員組織
　①　教育研究上必要な内容と規模の教員組織を設けるとともに、教員を適切に配置する必要
　　　がある。
　②　教育研究上の必要に応じて兼任教員を適切に配置することが重要。
　③　適切な教育研究体制を維持するとともに、教員の年齢構成を適切に保つことも重要。

大項目 中項目 小項目
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　８ 教員組織等 ８－２　教員の資格と責務
　　（続き） 　①　教員には、教育と研究という職務が課される。教員は自らの教育研究能力を普段に高め

　　　ていく必要がある。
　②　教員には、高度の教育研究上の指導能力や顕著な研究業績、専門分野によっては高度
　　　の技術技能、実務能力が要求される。
　③　教員の資格判定にあたっては、人格、国内外における教育業績、研究業績、関連分野に
　　　おける実務経験などに配慮する必要がある。また、教員は、教育研究に関わる管理活動
　　　を主体的に分担することも必要である。
８－３　教員の任免、昇任等と身分保障
　①　教員の任免、昇任等に際しては本人の教育研究上の能力の実証を基礎に、明文化された
　　　基準と手続に従い、公正かつ適正な方法で行う必要がある。
　②　教員には、その職責にふさわしい身分が保障されるとともに、適切な待遇が与えられなけ
　　　ればならない。任期制度においても同様である。
８－４　教員の教育研究活動の評価
　①　教員の教育研究能力の向上を図るために様々な評価法を開発し、これを活用の上、評
　　　価結果を公表する必要がある
　②　評価に当たっては、各教員の教育研究指導上の実績、研究成果の発表状況、学会活動、
　　　国内外の共同研究や国際プロジェクトへの参加状況、学術賞の受賞状況、学外での社会的
　　　活動等の実状等、多面にわたる考慮が期待される。

　３ 教育内容 　３ 教育内容・方法等 ３－１　教育課程等
　　　①教育課程の編成
　　　②授業科目の設定と単位
　　　③単位互換
　　　④導入教育
３－２　教育方法等
　　　①学生に対する履修指導
　　　②教育・研究指導の方法等
　　　③教育内容等の組織的な改善
　　　④教育上の効果
３－３　学位授与・課程修了の認定

大項目 中項目 小項目
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資料３－９

　　　　　　AACSB ：　The Association to Advance Collegiate Schools of Business
　　　　　　AACSBﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　「STANDARDS FOR BUSINESS ACCREDITATION」により作成

 １　経営戦略  １　ミッション・ステートメント 1-1　スクールは、意思決定の方向性を定めたミッション・ステートメントを公表している。
　（STRATEGIC 　　（Mission Statement） 　　　ミッション・ステートメントはさまざまな利害関係者の意見を反映している。
　MANAGEMENT 　　　スクールは、ミッション・ステートメントを定期的に見直し、改定している。
  STANDARDS） 　　　見直しには利害関係者が参加している。

 ２　ミッション・ステートメントの適切性 2-1　ミッション・ステートメントは、経営に関する高等教育に相応しいものである。
　（MISSION APPROPRIATENESS） 　　　また、所属する全組織の使命に合致している。

　　　ミッションには、ﾋﾞｼﾞﾈｽと経営に関する知識と実践を進歩させる知的貢献を生み出すこと
　　　（the production of intellectual contributions）が含まれている。

 ３　学生に関する使命 3-1　学生の定員数（the student populations）が明示されている。
　（STUDENT MISSION）

 ４　継続的改善目標 4-1　スクールは、継続的な改善努力について高い優先順位を与える行動計画　（action items）
　（CONTINUOUS IMPROVEMENT       を明示している。
　 OBJECTIVES）

 5　財務戦略 5-1　スクールは、使命と行動計画を実践するために適切でかつ十分な経営資源を供給
　　（FINANCIAL STRATEGIES） 　　　する財務戦略をもっている。

　２　学生､教職員  6　入学許可 6-1　入学に関する方針が明確であり、かつ、使命と合致している。
 （PARTICIPANTS 　（STUDENT ADMISSION）
 STANDARDS）

AACSBの評価基準体系

大項目 中項目 小項目
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 ２　学生、教職員  ７　学生の保持 7-1　スクールは、高いレベルの修了者を出せる学術基準と学生保持の実践活動
　　(続き) 　（STUDENT RETENTION） 　　　（academic standards and retention practices）を有すること。

　　　それらがスクールの使命に合致していること。

 ８　十分な職員数と学生のサポート 8-1　スクールは、学生支援活動が安定的に、かつ、継続する質の改善を実施されるように
　(STAFF SUFFICIENCY STUDENT       必要な職員を確保している。
　 SUPPORT） 　　　学生支援活動がスクールの使命、履修課程、学生の特性に合致する。

 ９　十分な教員 9-1　スクールは、提供する教育プログラムが安定性と継続する質の改善を伴って実施され
　（FACULTY SUFFICIENCY）       るために十分な数の教員を確保している。

　　　教員の配置がスクールの使命と教育プログラムにそったたものであること。
　　　学生は、参加課程、専攻、分野、キャンパスにかかわらず適切な資格のある教員から
      指導を受ける機会を有する。

 10　教員の資格 10-1　教員は、使命を果たし又それを保証するため、知的資格と最新の専門知識を有し、維持
　（FACULTY QUALIFICATIONS）         している。

　　　　スクールは、各教員のスクールの使命を果たすための貢献を評価する明確なプロセス
        を有する。

 11　教員の管理と支援 11-1　スクールは、教員のキャリア発展を支援するための、文書化し周知されたプロセスを有
　（FACULTY MANAGEMENT AND      する。それらには以下の項目が含まれる。
　　SUPPORT） 　　　①授業の割振り、学術研究その他の仕事量の決定

　　　②使命遂行のための活動を支援するため、職員その他の提供
　　　③オリエンテーション、ガイダンス、メンタリング
　　　④定期的評価、昇進、報奨ﾌﾟﾛｾｽの実施
　　　⑤職員の全体人事計画の保持

 12　教職員全体の教育責任 12-1　スクールの教員、管理者、職員は以下の責任を共同で負う。
　（AGGREGATE FACULTY AND 　　　①全ての教員及び学生に学習活動をするための十分な時間を保証する。
　 STAFF EDUCATIONAL 　　　②教員と学生の十分な接触を保証する。
　 RESPONSIBILITY） 　　　③学術成果の高い目標を設定し、その実現のために指導力を発揮する。

大項目 中項目 小項目
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 ２　学生、教職員 　 　　　④指導の効果と学生の成績評価を評価する。
　　(続き) 　　　⑤継続的に指導プログラムを改善する。

　　　⑥指導プロセスを改革する。

 13　各教員の教育責任 13-1　各教員は以下の責任を持つ。
　（STUDENT EDUCATIONAL 　　　①学生･同僚へ誠実に対応する。
 　EDUCATIONAL RESPONSIBILITY） 　　　②科目の継続的な開発を行い、最新の知識を維持する。

　　　③学生を積極的な参加へ仕向ける。
　　　④参加者間の協働と協力を奨励する。
　　　⑤成績へのきめ細かく、かつ、迅速なフィードバックを保証する。

 14　学生の責任 14-1　各学生は以下の責任を有する。
　（STUDENT EDUCATIONAL 　　　①教員や他の学生へ誠実に対応する。
 　RESPONSIBILITY） 　　　②学習教材へ適切な関心と熱意をもって取り込む。

　　　③困難な学習活動に直面したときも取組みを維持する。
　　　④他の学生の学習に貢献する。
　　　⑤教員の設定した基準に従う。

 ３　学習の保証  15　カリキュラムの管理 15-1　スクールは、カリキュラムの内容及び実施方式を開発し、監視し、評価し、改定するため、
　（ASSURANCE 　（MANAGEMENT OF CURRICULA）         また、カリキュラムの学習効果を測定するため、文書化されたシステマティックなプロセス
　 OF LEARNING         を用いる。
 　STANDARDS) 　　　　カリキュラムの管理運営が、幅広い関係者の声を反映して行われる。

　　　　学部レベルの学習標準（略）

 16　学部生の学習目標 16-1　略
　（UNDERGRADUATE LEARNING
 　GOALS）

 17　学部生の教育レベル 17-1　略
　（UNDERGRADUATE EDUCATIONAL
 　LEVEL）

小項目大項目 中項目
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 ３　学習の保証  18　修士課程・一般経営の 18-1　一般修士課程の知識とｽｷﾙ習得される能力は、以下を含む。
　　（続き） 　　　学習目標 　　　①組織の状況をリードする能力

　（MASTER’S LEVEL GENERAL 　　　②関連する科目の構想力のある理解（conceptual understanding）により、新しい未知
　 MANAGEMENT LEARNING GOALS）          の状況に対しても知識を応用する能力

　　　③問題を解決するために状況に適応し、新たなものを創り出す（adapt and innovate to 
　　　　solve problems）能力、さらには予期せぬ出来事に対処し、予見できない環境において
    　　対応する能力
18-2　スクールは、学習目標を明示し、知識・ｽｷﾙの到達目標を例示する。

 19　専門課程修士レベルの 19-1　専門課程修士レベルの学生によって示される知識レベルは以下のようなものである。
　　　学習目標 　　　①専門科目の構想力のある理解（conceptual understanding） による未知の状況に知識
　（SPECIALIZED MASTER’S DEGREE 　　　　を応用する能力　
　 LEARNING GOALS） 　　　②問題解決のために、状況に適応し新たなものを生み出す能力

　　　③専門領域において、批判的に分析し、疑問を発する能力

19-2　学生は、専門分野における理論、モデル、ツールの知識を示し、応用することができる。
　　　
19-3　スクールは、使命と伝統に応じて学習目的を明示し、それぞれの専門課程毎の学習
　　　目標の達成度を示す。

 20　修士課程の教育レベル 20-1　学習目標到達のために十分な時間、学習範囲、学生の努力、学生と教員の対話を確
　（MASTER’S EDUCATIONAL LEVEL） 　　　保すること。

 21　博士課程の学習目標 略
　（DOCTORAL LEARNING GOALS）

大項目 中項目 小項目
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資料３－１０

　　　　　　　　　　　　　　EFMD : The European Foundation for Management Development
　　　　　　　　　　　　　　EQUIS: The European Quality Improvement System

　１　一般質基準 　１　大学の地位 1-1　スクールは、国内で公的機関により承認されている。
 (General Quality 　　（National standing） 　　　また、学外でmajor quality institution とみなされている。
 Criteria)

　２　ミッション（Mission） 2-1　スクールは、学内で理解され共有されている明快なミッションを有する。
　　　また、ミッションは、学外でも正統なものと認められている。

　３　ガバナンス（Governance） 3-1　スクール活動を管理する効率的で統一された組織の存在

　４　活動領域(Scope) 4-1　次の１または２以上の教育活動を行っている。
　　　①学士課程　②修士課程（MBAを含む）　③Executive Education　　

　５　戦略(Strategy) 5-1　経営資源や制約条件を現実的に反映している明確で、信頼性の高い、首尾一貫した
　　　戦略を有する。

　６　資源(Resources) 6-1　財政的可能性と組織的永続性、質の高い学習環境を提供するための物的資産や設
　　　備について具体的に示すことができる。

　７　教員（Faculty） 7-1　戦略目標に従って教員を募集し、養成し、管理する。また、主要科目を担当するコア
　　　教員を十分確保し、深い専門性を実現できる体制を構築する。

　８　学生（Students） 8-2　学生を募集し、質の高い学生を選抜する。　また、修了生の就職先の質の高さを示す
　　　ことができる。

　９　学生支援（Student Services） 9-1　スクールは、入試、国際関連事項、就職（Careers）、カウンセリング等の分野で効率的、
　　　かつ、専門的な学生支援を行う。

大項目 中項目 小項目

EFMDの評価基準体系（EQUIS）
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　　一般質基準 　１０　個人の成長支援 10-1　スクールは、知識の習得に止まらず、経営技術、価値観、倫理、リーダーシップ等の
　　(続き)  （Personal Development） 　　　領域における参加者個人の成長を明確に、かつ、効率的に支援する。

　１１　教育課程（Programmes） 11-1 顧客や学生とのフィードバックと学生の進歩に関する厳格な評価プロセスを組み込ん
　　　だ人事、業務管理、評価が統合された教育課程の構想を持つ。

　１２　研究（Research） 12-1  スクールは、教員が独自の専門分野を深化させていくことができるよう、研究と出版に
　　　関する明確な政策をもつ。

　２　国際的側面 　１３　学生の国際化 13-1　スクールは、学生の国際化についてコミットメントを示す。（次の証拠を示す）
 （International   （Internationalsation of  the student 　　　①　他国からの学生の募集
  Dimension）    body） 　　　②　学生の派遣、受入を行う交換プログラムの存在

       　　　③　教室における異文化間交流に対する関心
　　　④　国境をまたぐインターンシップやプロジェクトの準備
　　　⑤　修了者の国際的な就職
　　　⑥　修了者の語学能力
　　　

　１４　教員の国際化 14-1 スクールは、教員の国際化についてコミットメントを示す。（次の証拠を示す）
  (Internationalization of the faculty) 　　　①　同国人以外の者の教員への採用

　　　②　教員の国際経験
　　　③　教員の英語で教える能力
　　　④　教員の外国語のスキル
　　　⑤　客員教授の任用
　　　⑥　教員の外国において客員教授として働く機会
　　　⑦　教員の国際ネットワークへの参加
　　　⑧　国際会議への参加
　　　⑨　国際的な研究・出版

　１５　教育課程の国際化 15-1　スクールは、教育課程の国際化についてコミットメントを示す。（次の証拠を示す）
 （Internationalisation of programmes) 　　　①　欧州と世界のビジネス環境に焦点を当てた教育指導

大項目 中項目 小項目
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　　国際的側面 　１５　教育課程の国際化（続き） 　　　②　英語によるコース
　　（続き）  （Internationalisation of programmes) 　　　③　全ての主要職務領域における国際的な視点

　　　④　外国の提携校と共同で設計し、教育されるコース
　　　⑤　教育課程の不可欠の部分（必修？）とされている外国でのインターンシップと学習
　　　⑥　国際的な教材

　３　企業社会と 　１６　企業社会との連携 16-1　スクールは、企業社会との関係について明快な政策を持っている。
　　の連携  (Connections with the Corporate
  (Connections  World) 16-2　スクールは、とくに企業（Corporate Clients)との関係において強い顧客指向を示せる。
  with the 
  Corporate 16-3　スクールの運営に関する法的な規制が許すときは常に企業社会のメンバーがスクー
  World) 　　　　ルの組織管理（governance)に参画する。

16-4　スクールは、企業社会との関係全体のバランス（a portfolio of contacts)を管理する。
　　　　その主要部分は国内又は国際的環境における主要企業との関係である。

16-5　企業社会のニーズは、教育課程設計の基礎（be inherent）である。

16-6　スクールは、修了者の質についての採用担当者の満足度をモニターする。

16-7　教育課程は、インターンシップ、フィールド･ワーク、企業トップの大学訪問等を通じて、
　　　　履修者が企業社会に対する直接の経験を得ることが出来るよう、組織的な機会を組
　　　　込んでいる。

16-7　教育課程(programme delivery)は、実務家からのインプットを含む。

16-8　教員はビジネスの経験を有し、今日の最良の経営について行く（keep abreast of）。

16-9  教員はコンサルタントとなる機会を有する。

大項目 中項目 小項目
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資料３－１１

　１ 目的  １ 大学の目的・使命 １－１　大学の目的・使命が現在ビジネスの人材ニーズに適合しているか。また、弾力的に見直
　　 経営戦略 　　　　すシステムが制度化されているか。

１－２　育成する人材像（ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ）が文書により明確に示され、学内外に周知されているか。
　　　　（ガイドライン＝人材像研究会指針）

 ２ 経営戦略 ２－１　中長期のビジョン（注）を策定しているか。策定には、主要なステークホルダーが参加
　　　 　しているか。見直しの周期や手続が文書で明らかにされているか。
　　　　 ビジョンを実現するために必要な人材、資金等の調達・配分を含むアクション・プランが定
　　　　 められているか。
　　　　  (注)　ビジネススクールとしての発展の方向とそれを実現するためのプロセスを明らかに
　　　　　　　   した文書

２－２　どのような独自性（他のビジネススクールと異なる特色）を有するか。その独自性は、学
　　　 　内で共通価値として認識されているか。独自性を発展させるための具体的な取組を示す
　　　　 ことができるか。

２－３　教育研究の国際化について、スクール内で方向性が明らかにされているか。
　　　　 国際化にどのように取組んでいるか。今後どのように取り組むか。

２－４　スクール外との連携について、スクール内で方向性が明らかにされているか。
　　　　 ビジネス界、各種団体、地域社会、行政、学内他研究科・学部、他大学等との協働につ
　　　　 いて、どのように取り組んでいるか。今後どのように取り組むか。

　（その他）

ビジネススクールの質保証評価基準体系（案）

大項目 中項目 小項目

フリー･トーキング用メモ
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　２ 組織管理 　３ 自律性 ３－１　スクールの重要事項について意思決定するために、学内の権限配分が合理的になされ、
　　　　 文書により周知されているか。

　４ 意思形成 ４－１　意思形成のための合理的なシステムが構築され、文書により周知されているか。
　　　　 とくに、国際化や企業その他の外部機関との連携・協働を進めるための協定、契約等の
　　　　 決定・承認や資金の授受・管理に関し、迅速、かつ、柔軟に対応することの出来るシステ
　　　　 ムが形成されているか。

　５ 情報化と管理 ５－１　スクールにおいて最新の情報システムの活用に積極的に取り組んでいるか。今後どの
　　　　 ように取り組んでいくか。

５－２　教育研究および企業その他の機関との交流・提携・協働にあたって、個人情報や知的
　　　　 財産権を保護するためのシステムが文書化され、周知されているか。

　６　人事システム ６－１　教職員の採用、昇任その他の処遇に関し、国籍、年齢、学位その他の学内規制がある
　　　　 か。今後の改革の見通しはどうか。

６－２　教職員の勤務に関して合理的な評価システムが確立され、処遇に反映されているか。

(その他)

大項目 中項目 小項目
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　３ 教育研究  ７ カリキュラム編成 ７－１　育成すべき人材像に適合したカリキュラム編成になっているか。適合したものとする
　　　　 ためどのような措置がとられているか。

７－２　カリキュラム編成に際して、ビジネス界その他の外部の意見・要望はどのように反映
　　　　 されているか。意見反映のための手続は文書により制度化されているか。

７－３　ビジネススクールに必須と考えられる科目は整備されているか。
　　　　（制度研究会の指針）

　 ７－４　実践教育を充実させるため、適切な教育手法が適切なウェイトで採用されているか。
　　　　（ケーススタディ、ゲーム・シミュレーション、インターンシップ等　制度研究会指針）

　８ 授業評価 ８－１　授業は合理的な方法により評価されているか。学生による評価は実施され、公表され
　　　　 ているか。

８－２　評価結果は、適切に授業の改善に結びついているか。そのための制度的な保証は
　　　　 あるか。

　９ 修了要件 ９－１　修了生のビジネスにおける能力を総合的に実証するためどのような取組がなされて
　　　　 いるか。

 １０　改革プロセス １０－１　スクールにおける教育研究の質を高めるために合理的なシステムが構築されてい
　　　　　るか。　改革を進めるための目的、手順等が文書により制度化されているか。

１０－２　改革を進めるための組織、研修機会、マニュアル等が整備されているか。

　４　その他 その他の項目については、可能な限り「法定評価」の評価結果に依拠する。

(その他)

小項目大項目 中項目
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アンケート調査結果

（企業・大学）

ビジネススクールの質保証プロジェクト

２００６年12月13日

同志社大学 ビジネス研究科 教授

中田 哲雄

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 2

質保証ｼｽﾃﾑ研究会
質保証システムアンケート調査の概要

１ 企業調査
調査期間 11月15日～30日 郵送方式
総数 500社（うち、上場400社、中小企業100社）
回答者 60社
（うち、上場34社（56.7%）、中小企業26社（43.3%））
（うち、首都圏22社(36.7%)、近畿圏17社(28.3%)）

２ 大学調査
調査期間 11月20日～12月5日 e-mail方式
総数 50校
回答者 28校
（うち、専門職大学院12校、大学院16校）
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会

企業調査

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 4

質保証ｼｽﾃﾑ研究会ビジネススクール出身者の在籍と採用

在職者は無く今後
も採用する考えは

無い
1.7%

無回答
1.7%

在籍しており今後
も積極的に採用

5.0%

在職者は無いが
今後は積極的に

採用
23.3%

在職者は無く今後
の採用も白紙
56.6%

在籍しているが今
後の採用は白紙

11.7%

在職しているが今
後採用する考え

は無い
0.0%
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会教育の質が保証された場合の採用について

採用方針に変
化はないと予

想
26.7%

採用して期待
通りならば以
後は積極的に
採用するもの
と予想
63.3%

無回答
0.0%

積極的に採用
するものと予

想
10.0%
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会質保証システムが整備された場合の処遇
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会質保証システムの目的・役割

28.3

25.0

78.3

0 20 40 60 80

欧米諸国におけるビジネススクール

と同等以上の教育研究水準を維持

していることの確認

２１世紀におけるビジネス人材育成

の場として社会的に高い評価を受け

ることのできる条件を備えているこ

との確認

大学院の設置認可基準の達成状況

その他ビジネススクールの設置、運

営に関する法令、基準への適合性

の確認

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School 8

質保証ｼｽﾃﾑ研究会審査の重点事項

社会や企業との
連携のあり方
54.9%

大学組織の管理
運営のあり方

5.0%

無回答
1.7%その他

6.7%
教育研究のあり

方
31.7%
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会
評価の実施方式(企業)
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質保証システムに参加するビジネススクール
の教員によるピア･レビュー（相互評価方式）

大学関係者、経済界、言論界など有識者によ
る評価（有識者委員会方式）

大学関係者以外の幅広い有識者による評価
（外部評価方式）
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会

大学調査
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会質評価システムの評価対象（大学）
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会評価基準（大学）
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会
質保証システムの目的・役割（大学）

17.5

75 .0

42 .9

32 .1

0 20 40 60 80

その他

欧米諸国におけるビジネススクールと

同等以上の教育研究水準を維持してい

ることの確認

２１世紀におけるビジネス人材育成の

場として社会的に高い評価を受けること

のできる条件を備えていることの確認

大学院の設置認可基準の達成状況そ

の他ビジネススクールの設置、運営に

関する法令、基準への適合性の確認
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会質保証システムに必要な評価項目（大学）
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会ビジネススクールに特有な評価項目（大学）
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会評価用資料の作成方式
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会
評価の実施方式(大学)
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質保証システムに参加するビジ

ネススクールの教員によるピア･

レビュー（相互評価方式）

大学関係者、経済界、言論界な

ど有識者による評価（有識者委

員会方式）

大学関係者以外の幅広い有識者

による評価（外部評価方式）
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質保証ｼｽﾃﾑ研究会
海外の質保証ｼｽﾃﾑとの連携(大学)
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資料３－１３ 

ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

第３回質保証システム研究会（ワークショップ）  

 

同志社大学寒梅館 

２００７．１．１８ 
 

 
同志社大学大学院ビジネス研究科 

 

１ 議事次第 

 

２ 参加者名簿 

 

３ レジュメ 
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                 ２００７年１月１８日 

                    同志社大学今出川キャンパス 

 

 

ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

 

第３回質保証システム研究会（ワークショップ） 

 

議事次第 
 

 

 

１ 開 会（１４:００） 

 

２ ビジネススクール教育システムの評価指針（案）について 

 

３ コーヒーブレイク（１５：１５～１５：３０） 

 

４ その他 

 

５ 閉 会（１７:００） 

 

 

 

 

以 上 
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ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

第３回質保証システム研究会 参加者名簿  

 

 

   〈あいうえお順 敬称略〉 

所属機関名 部課名・役職名 出席者名 

財団法人大学基準協会 大学評価・研究部 審査・評価系第二主幹 日永 龍彦 

ＬＣＡ大学院大学 企業経営研究科長 住吉 和司 

香川大学大学院 地域マネジメント研究科教授 宍戸 栄徳 

九州大学大学院 経済学研究院産業マネジメント専攻長  中村 裕昭 

成蹊大学  経営学研究科長 新村 秀一 

宝塚造形芸術大学専門職大学院 デザイン経営研究科長 菅原 正博 

中央大学 学事部調査資料課 瀧本 隆二 

名古屋商科大学 学長 栗本 宏 

名古屋商科大学大学院 事務局長 早川 京子 

立命館大学 プロフェッショナルスクール事務室課長補佐 藤田 直孝 

筑波大学 ビジネス科学等支援室教務係主任 石川 敏和 

筑波大学大学院 ビジネス科学研究科経営システム科学専攻教授・大学研究センター長 鈴木 久敏 

筑波大学大学院 ビジネス科学研究科国際経営プロフェッショナル専攻教授 永井 裕久 

同志社大学大学院 ビジネス研究科教授 洪水 啓次 

同志社大学大学院 ビジネス研究科教授 藤原 浩一 

同志社大学大学院 ビジネス研究科教授 中田 哲雄 

同志社大学大学院 ビジネス研究科教授 林 廣茂 
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資料３－１４ 

２００７年１月１８日 

第３回質保証システム研究会 

 

 

ビジネススクール教育システムの評価指針（案） 

 

 

 

１ 基本的視点 

 

ビジネススクールにおける教育研究の質を保証するため、次のような基本的視点の下に適

正な評価制度を構築する。 

 

（１） ビジネススクールの実態を正確に把握し、教育研究の質を着実に向上させていくこ

とを保証するものであること。 

（２） 我が国の大学に関する法令、基準その他のルール（学校教育法・同施行令・施行規

則、大学設置基準、大学設置審査基準要領等）に整合するものであること。 

（３） 産業界その他経済社会の人材育成に関する要請に応え、教育効果等について信頼感

を醸成するものであること。 

（４） 教育研究に関するグローバル化の動向を踏まえ、海外諸国の基準認証システムと連

携することのできるものであること。 

（５） 人材育成や組織マネジメントに関する最新の知見を積極的に取り入れること。 

（６） 評価手続は可能な限り簡素なものとし、評価を受ける者の資料作成等の事務的負担

及び評価者側の実施コストがともに必要最小限のものとなること。 

 

２ 枠組み 

 

（１） 目的 

    ２１世紀の経済社会において活躍することのできる高度の職業能力を有する人材を

育成するため、ビジネススクールにおける教育研究の質を評価し、その向上を図る。 

 

（２） 評価者 

    全国のビジネススクールが教育研究の質向上に関する情報交換、Faculty 

Development 等を目的とする組織（以下「協議会」という。）をつくり、ここが既存

の教育評価機関、民間調査研究機関などに評価業務を委託して実施する。 

    （注１）協議会は、全国のビジネススクールに開かれた簡素な組織とし、制度の熟

成をまって適切な法人格を取得する。 

 

（３） 被評価者 

    協議会の構成員であるビジネススクール（経営系の大学院または専門職大学院）  

（注２）「経営系」にはＭＯＴ、地域経営等を含む。 
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（４） 評価の構造 

３層の評価システムを想定する。第1層は学校教育法第第６９条の３の規定に基づ

き実施される評価（以下「法定評価」という。）、第２層は第1層の評価に適合した

ものに対して実施されるより高度の教育研究の質の確保を目指す評価（以下「質保

証評価」という。）、第３層は海外のビジネススクールとの相互認証のために必要な

評価（以下「相互認証評価」という。）とする。 

（注３）第１層の「法定評価」は、法令に基づき国の認証を受けた評価機関が国が

認めた大学評価基準への適合性を評価するものであり、いわば「必要条件」の

評価であるのに対し、第２層、第３層の「質保証評価」および「相互認証評価」

は、大学間の自主的合意による「より望ましい条件」または「海外ビジネスス

クールとの連携のための条件」についての評価と位置づけられる。 

 

（５） 評価手続（質保証評価） 

① 評価申請者は、評価申請書その他必要な資料を協議会へ提出する。 
② 協議会は、評価申請に応じて、協議会内に評価委員会を設置する。評価委員会の委
員は、協議会の執行機関（理事会等）により選任されるものとするが、執行機関か

ら質保証評価に関する業務について授権された独立性を有する組織とする。 

（注４）評価委員会は、１０～２０名程度で構成し、うち概ね半数は協議会構成員

大学教職員から、半数は構成員大学関係者以外の有識者から選任する。いわば

ピア・レビュ－と外部評価の混合形態とする。 

③ 評価委員会は、評価チームを設置し、そのメンバーを指名する。 
（注５）評価チームは５～６名程度により構成し、うち半数は申請者以外の大学教

員から、また半数は実務家の有識者から選任する。 

④ 評価チームのメンバーは、評価の統一性、公平性を確保する観点から、原則として
一定の評価者研修を受講する。 

⑤ 協議会は、業務上の指示を行う者（評価チームメンバー）及び評価基準等を示して、
評価の実施に関する業務を教育評価機関等へ委託する。委託を受けた機関は、評価

申請者に関する資料の収集・整理、評価チームの支援、アンケート調査に関する調

査票の作成、発送、回収等の業務、評価に関する日程調整、経費処理その他の事務

処理等の業務を行う。 

⑥ 評価チームは、評価項目について、評価申請書の書面審査、教職員及び学生からの
ヒアリング、学生及び修了生の就職先企業・団体等へのアンケート調査等を実施し、

評価基準に従って評価を行なう。 

⑦ 評価チームは、評価報告書を評価委員会へ提出する。 
⑧ 評価委員会は、評価報告書について審議し、評価結果を定める。評価結果は協議会
の執行機関の承認を得て、評価申請者へ提示するとともに、公開する。 

 

（６） 評価項目と評価基準 

① 評価項目及び評価基準は、次章において示すところによる。 
② 評価項目のうち、法定評価において適切である旨評価された評価項目・評価基準と
同一または類似の評価項目・評価基準については、評価チームの判断により評価を

393



省略することができる。 

③ 評価項目については、教育研究の自律性、教育目的と教育内容の整合性、教育効果
の把握、自主改善システムの運営を重視する。 

④ 評価項目、評価基準、評価手法等については、協議会に評価システム委員会を設置
し、毎年改善措置を講ずる。 

 

（７） 評価の経費 

① 評価システムに関する共通経費については、協議会の会費収入により支出し、個々
の評価申請に係る評価費については、実費の申請者負担を原則とする。 

② 協議会の会費及び評価費については、公平性を旨とした合理的な算定基準により定
める。 

 

（８） 相互認証評価 

① 北米、欧州、アジア太平洋地域等のビジネススクールとの教育研究の交流を活発化
させるため、評価システムのハーモナイゼーションを進める。 

② このため、評価組織間で評価項目、評価基準、評価手法・手続等について同一また
は同水準と認定できる場合は、他の評価組織の評価を自らの評価と同一に取扱い（相

互認証）、独自項目についてのみ評価するという方式について海外の評価組織と協議

を進め、所要の協定（相互認証協定）を締結する。 

③ さらに、独自項目についても評価組織間で相互に評価を代行する等の措置を協議し、
包括的な相互認証協定への発展を図る。 

④ 最終的には、統一性・普遍性と多様性・独自性のバランスの取れたグローバルな評
価ネットワークの形成を目指す。 

⑤ 以上の調整の進捗を前提に、相互認証評価（第３層評価）においては、評価申請が
あった場合に協議会として相互認証項目および独自項目の確認、独自項目の代行評

価等を行い、その結果について審議、決定の上海外の評価組織へ通報する。海外の

評価組織は、通報の内容を審査して、所要の認証を行う。海外の評価組織から同様

の通報があった場合には、上記と同様の審査をして評価結果を示す（認証する）。 

 

３ 評価項目、評価基準 

 

 （１）目的、基本方針 

 

1-1 目的・使命 

ビジネススクールの目的、使命が現在及び想定される将来のビジネスの人材ニーズ

に適合しているか。 

1-2 育成すべき人材像（「ビジネススクール育成人材の指針」をガイドラインとする） 

ビジネススクールにおいて育成すべき人材の力量（コンピテンシー）が文書により

明確に示され、学内外に周知されているか。育成すべき人材の力量には、スクール

の目的、使命に応じて育成する知識、技能、資質が適切な形で示されているか。そ

の際、高い倫理性や誠実さ、優れた識見など学生の人格形成に関する配慮がなされ

ているか。 
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1-3 ビジョンとアクション・プラン 

中長期のビジョン（注）を策定しているか。策定には、主要なステークホルダー（経

済界などの学外関係者、学生、教職員等）が参加しているか。見直しの周期や手続

が文書で明らかにされているか。ビジョンを実現するために必要な人材、資金等の

調達・配分を含むアクション・プランが定められ、実行されているか。 

(注) ビジネススクールとしての発展の方向とそれを実現するためのプロセスを

明らかにした文書  

1-4 独自性 

どのような独自性（他のビジネススクールと異なる特色）を有するか。その独自性

は、学内で共通価値として認識されているか。独自性を発展させるための具体的な

取組を示すことができるか。  

1-5 国際化 

教育研究の国際化について、スクール内で方向性が明らかにされているか。国際化

を進めるための具体的なプログラムは定められているか。取組みの実績はあるか。

今後どのように取り組むか。 

1-6 経済社会との連携 
経済界や地域社会など学外との連携について、方向性が明らかにされているか。 経

済界、各種団体、地域社会、行政、学内他研究科・学部、他大学等との協働につい

て具体的なプログラムは定められているか、取組みの実績はあるか。今後どのよう

に取り組むか。  

 

（２） 組織管理 

 

2-1 組織と人員 

質の高い教育を提供し、またその基礎となる研究活動が適切に行われるよう、スク

ールの運営に必要な教職員の組織と人員が確保されているか。 

2-2 意思形成システム 

スクールの重要事項について適正かつ迅速に意思決定するために、学内の権限配分

が合理的になされ、文書により周知されているか。また、意思形成のための合理的

なシステムが構築され、文書により周知されているか。とくに、国際化や企業その

他の外部機関との連携・協働を進めるための協定、契約等の決定・承認や資金の授

受・管理に関し、迅速、かつ、適正に対応することの出来るシステムが形成されて

いるか。 

2-3 情報システム 

スクールにおいて最新の情報システムの活用に積極的・計画的に取り組んでいるか。

今後どのように取り組んでいくか。 

2-4 情報の管理 

教育研究および企業その他の機関との交流・提携・協働にあたって、個人情報や著

作権をはじめとする知的財産権を保護するためのシステムが文書化され、周知され

ているか。 

2-5 教職員の処遇 

教職員の採用、昇任その他の処遇に関し、合理的な任用システムが確立しているか。
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国籍、年齢、学位その他に関する学内規制があるか。今後の改革の見通しはどうか。 

2-6 教職員の評価 
教職員の勤務に関して合理的な評価システムが確立され、処遇に反映されているか。

教員の授業担当科目について、教育指導能力が実証され、情報提供されているか。 

  2-7 教育研究環境 

スクールの目的・使命に沿った優れた人材を育成するために必要な教育研究環境は

整備されているか。教育研究環境について学生や教職員の意見要望を把握し、施設

の改善等に結び付けていくシステムが設けられているか。 

 2-7 法令等の遵守 

    スクールにおいて行なう教育研究や学生への対応、企業その他の関係者との接触そ   

の他スクールにおけるあらゆる業務、事業において、法令を遵守し、社会正義に反

する行動を規制する制度が構築されているか。また、その制度が教職員、学生その

他の関係者に十分周知徹底されているか。問題が生じたときに適正に処置するため

のシステムが設けられているか。 

 2-8 社会的責任の遂行と社会貢献 

    教職員、学生その他スクール関係者が、スクールに求められる社会的責任を自覚し、

これを的確に果たしていくために必要な組織的な対応がされているか。また、社会

貢献を積極的に行なうための具体的なプログラムは設定されているか。社会貢献の

実績はあるか。取組みを向上させるための工夫がなされているか。 

 

（３） 教育研究（「ビジネススクール教育システムの指針」をガイドラインとする。） 

 

3-1 アドミッション・ポリシー 

   スクールの目的、使命、育成すべき人材に従って適正なアドミッション・ポリシー

（入学者受入方針）が定められ、公表されているか。 

3-2 教育課程 

1-2で明らかにされた育成すべき人材像に適合し、企業経営者や高度の専門的職業

人を養成することのできる体系的な教育課程になっているか。教育課程の体系と個

別の授業科目が適合したものとなっているか。 

3-3 教育課程・教育水準への外部意見の反映 

教育課程の編成に際して、ビジネス界その他の外部の意見・要望が適切に反映され

ているか。意見反映のための手続は文書により制度化されているか。 

3-4 科目の整備 

ビジネススクールに必須と考えられる授業科目は設定されているか。時間割や履修

条件は学生の就学実態やキャリア形成上の意欲に配慮したものとなっているか。ま

た、年間授業計画、授業内容、評価方法等を記載した適切なシラバスが配布されて

いるか。 

  3-5 適切な教育手法の採用 

実践教育を充実させるため、適切な教育手法が適切なウェイトで採用されているか。

（討論、ケーススタディ、ゲーム・シミュレーション、インターンシップ等） 

  3-6 授業の評価と改善 

授業は合理的な方法により評価されているか。学生による評価は実施され、公表さ
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れているか。評価結果は、適切に授業の改善に結びついているか。そのための制度

的なフォローアップはあるか。 

3-7 学生の指導 

   個々の学生のニーズにあわせ、履修指導やキャリア形成に関する指導、相談が適切

に行われるよう、組織的な対応がなされているか。指導、相談の実績を示すことが

できるか。学生からのクレームについて適正に処理するシステムが構築されている

か。実績と今後の取組みの方針はどのようなものか。 

3-8 エグゼクティブ・コース等（注） 

   学外者のための学習機会の提供について、基本的な取組方針や具体的なプログラム

が定められているか。エグゼクティブ・コースまたはこれに準ずるビジネス人材育

成のための学習機会を設定しているか。今後の取組みの方針はどのようなものか。 

    （注）企業の経営幹部などを対象とする体系的な学習プログラムでノン・ディグ

リーのものとする。 

3-9 成績評価と修了要件 

成績評価や修了認定について、明確な基準は設定されているか。また、修了生のビ

ジネスにおける能力を総合的に実証するため適切な修了要件が設定されているか。 

  3-10 情報発信 

     教育研究や各種事業の成果について、広く社会に対して積極的に情報発信している

か。また、これを推進し、支援する制度は整備されているか。特に国際社会や国際

的な学会などに対する情報発信は適切に行なわれているか。 

 

（４） 教育の質向上のための自主的取組み 

 

  4-1 制度的な対応 

教育研究の質を高めるために合理的なシステムが構築されているか。 質向上シス

テムの目的、手順、実施方式等が文書により制度化されているか。質向上システム

のあり方について、広くステークホルダーの意見、要望を反映する場が設置されて

いるか。また、意見、要望は適切にフィードバックされているか。 

4-2 推進体制の整備 
質向上のための改善措置の実施に必要な組織、予算、マニュアル等が整備されてい

るか。 

  4-3 自己点検 

     学生の受入、教育課程、研究体制やこれを支える組織、施設等スクールの運営全般

について計画的に点検・評価を行い、必要な改善策を早急に策定・実施する体制が

整備されているか。また、改善措置の実施状況と効果について適正に把握するとと

もに、改善努力が継続的に行われ、成果が定着するように組織的な対応がなされて

いるか。自己点検・評価の結果は、学内及び社会に対して広く公開されているか。 

4-4 ファカルティ・ディベロプメント 

   教員の資質の向上を図るため、組織として体系的なファカルティ・ディベロプメン

トへの取組みがなされているか。ファカルティ・ディベロプメントに学生や教職員

の意見・要望が反映されているか。ファカルティ・ディベロプメントや自己点検、

学生による授業評価の結果等が、個々の教員の教育内容、授業運営方法、教材など
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に適切に反映されているか。また、反映の状況を把握する措置がとられているか。 

4-5 情報公開 

教育研究の質向上のための措置の実施状況、成果、問題点などが社会に対して適切

に公開されているか。 

 

４ 手続 

 

  下図のような手続の流れを想定する。 

 

図表 想定される手続の流れ 

評価申請書の提出

（ﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙ） 

評価報告書の 

評価結果の 

委託業務の実施 

 
 

 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成（評価ﾁｰﾑ） 

通知・公表 

（委託先） 
評価計画の策定 

（評価ﾁｰﾑ） 

申請の受理 

（協議会） 

委託先の選定 

委託契約締結 

評価結果の報告・ 

決定（理事会） 

評価委員会の 

設置（理事会） 

資料情報の収集 

ﾋｱﾘﾝｸﾞ・ｱﾝｹｰﾄ実施 

（評価ﾁｰﾑ・委託先） 

評価ﾁｰﾑの設置 

（評価委員会） 

評価結果の審議 

（評価委員会） 
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２００７．０１．１８
第３回ワークショップ

１ 議題 （１４：００～１７：００）

「ビジネススクール教育システムの評価指針」について

２ 資料

（１） ビジネススクール教育システムの評価指針（案）

（２） 参考資料 １

①関係法令 ②わが国における基準認証機関の

概要 ③欧米における基準認証機関の概要

（３） 参考資料 ２

基準認証機関の評価基準体系
①学位授与機構 ②基準協会 ③AACSB ④EFMD

本日の議題と資料
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２００７．０１．１８
第３回ワークショップ

１ 基本的視点は適切か

（１）実態の正確な把握・反映、問題の摘出＜将来の改善

（２）現在のシステムとの整合性

（３）経済社会のニーズへの適合、BSに対する信頼感の

醸成

（４）諸外国の基準認証システムとの連携可能性

（５）最新の知見の導入

（６）簡素、最小限のコスト（人的、資金的、時間的）

主要論点１
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２００７．０１．１８
第３回ワークショップ

２ 目的は適切か？

３ 評価の実施主体として、何らかの組織は必要か？

既存の認証機関による実施を前提とするか？

（参考）法科大学院の認証評価機関

財団法人日弁連法務研究財団、学位機構、

基準協会（申請中）

（法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律）

主要論点２
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２００７．０１．１８
第３回ワークショップ

４ 評価対象は適切か？（MBA、MOT、地域経営）

５ 評価の構造は、３層構造を基本としてよいか？

第１層は法律に基づく義務評価であるのに対し、第２層

は、より望ましい状況を実現するための「任意評価」とし

ているが、義務化すべきとの意見もある（経済界）

６ 評価手続

（１）評価委員会、評価チームの独立性

（２）業務の委託方式の是非 （つづく）

主要論点３
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２００７．０１．１８
第３回ワークショップ

（３）異議申立て手続を準備すべきか

（４）業務の委託方式の是非

７ 評価項目と評価基準

（１）法定項目・基準との整合性、差別化の範囲、程度

（２）定量評価の採用

（３）４つの柱の妥当性

①目的・基本方針、②組織管理、③教育研究、

④自主的取組

主要論点４
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２００７．０１．１８
第３回ワークショップ

（４）ステークホルダーの意見・要望の反映

７－１ 目的・基本方針

（５）力量（ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ）の位置づけ、倫理性、人格形成の

取扱い（ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰの一部か別掲するか）

（６）独自性、国際化、経済社会との連携

７－２ 組織管理

（７）教職員の評価

（８）法令等遵守、社会的責任、社会貢献

主要論点５
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２００７．０１．１８
第３回ワークショップ

７－３ 教育研究

（９）教育研究の項目、評価基準

(10)学生の指導、ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞ･ｺｰｽ

７－４ 教育の質向上のための自主的取組み

(11)自主的取組の項目、評価基準

主要論点６
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資料３－１６ 

                         ２００７年１月２９日 

質保証システム研究会 

合同ワークショップ 

 

ビジネススクール教育システムの評価指針（案） 

（修正後） 

 

 

１ 基本的視点 

 

ビジネススクールにおける教育研究の質を保証するため、次のような基本的視点の下に適

正な評価制度を構築する。 

 

（１） ビジネススクールの実態を正確に把握し、教育研究の質を着実に向上させていくこ

とを保証するものであること。 

（２） 我が国の大学に関する法令、基準その他のルールと整合性があり、かつ、透明性お

よび公平性が確保されているものであること。 

（３） 産業界その他経済社会の人材育成に関する要請に応え、教育効果等について信頼感

を醸成するものであること。 

（４） ビジネススクールの多様性、独自性を尊重するものであること。 

（５） 教育研究に関するグローバル化の動向を踏まえ、海外諸国の基準認証システムと連

携することのできるものであること。 

（６） 人材育成や組織マネジメントに関する最新の知見を積極的に取り入れること。 

（７） 評価手続は可能な限り簡素なものとし、評価を受ける者の資料作成等の事務的負担

及び評価者側の実施コストがともに必要最小限のものとなること。 

 

２ 枠組み 

 

（１） 目的 

    ２１世紀の経済社会において活躍することのできる高度のビジネス遂行能力を有す

る人材を育成するため、ビジネススクールにおける教育研究の質を評価し、その向

上を図る。 

 

（２） 評価組織 

評価組織（評価の主体）については、次の組織のうち、制度の適正な運営が確保さ

れ、かつ、実現可能性と長期的な安定性があると認められるものを選択する。    

なお、①又は②の組織の場合には、基本的視点（７）の観点から、評価の実施に伴う

業務を教育評価機関、民間調査研究機関などに委託して実施する。 

   ① 全国のビジネススクールにより設置される自主的な組織 

② ビジネススクールと経済界が協力して設置する自主的な組織 

 1
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③ 法律に基づき文部科学省の認証を受けた認証評価機関 
④ 上記以外の組織であって、ビジネススクールの評価を適切に行うことが可能と認め
られるもの 

 

（３） 被評価者 

    評価を希望するビジネススクール（経営系の大学院または専門職大学院） 

（注１）「経営系」にはＭＯＴ、地域経営等を含む。 

 

（４） 評価の構造 

３層の評価システムを想定する。第1層は学校教育法第第６９条の３の規定に基づ

き実施される評価（以下「法定評価」という。）、第２層は第1層の評価に適合した

ものに対して実施されるより高度の教育研究の質の確保を目指す評価（以下「質保

証評価」という。）、第３層は海外のビジネススクールとの相互認証のために必要な

評価（以下「相互認証評価」という。）とする。 

（注２）第１層の「法定評価」は、法令に基づき大学、大学院および専門職大学院

が一定の期間ごとに国の認証を受けた評価機関による認証評価をうけることを

義務付けられているものであり、いわば「必要条件」の評価であるのに対し、

第２層、第３層の「質保証評価」および「相互認証評価」は、大学が自主的に

「より望ましい条件」または「海外ビジネススクールとの連携のための条件」

についてうける評価と位置づけられる。 

（注３）第１層の「法定評価」と第２層の「質保証評価」の境界は、必ずしも明確

に区切られるものではないが、「法定評価」における評価項目・評価基準を定め

る「大学評価基準」は、「大学設置基準」、「大学院設置基準」、「専門職大学院設

置基準」へ適合するものであることと定められているところから、設置基準お

よびその適用実態から乖離した評価基準の設定・適用はできないものと理解で

きる。（そうでないと設置基準は満たしているが、評価基準上は問題があるとい

った矛盾が生ずる。） 

また、認証評価機関の申請は、大学院については「学校の種類」に応じ、専

門職大学院についてはこれに加え「課程に係る分野」ごとに行うこととされて

いるが、大学評価基準が適合すべき「大学院設置基準」は学問分野共通の基準

であり、「専門職大学院設置基準」についても法科大学院を除き各分野共通の基

準となっている。これらの点から大学評価基準も、分野共通の基礎的な基準と

して想定されているものと考えられる。ちなみに大学評価基準には「特色ある

教育研究の進展に資する観点からする評価項目」を定めることとされており、

共通的・基礎的評価基準という本質に独自性（特色）に関する評価を加え、バ

ランスに配慮しているものと思われる。 

以上の「法定評価」に対して「質保証評価」の評価項目・評価基準は、必要

に応じて設置基準にない評価項目を設定したり、より高い評価基準を設定する

ことができる。また、大学の独自性に応じて評価項目の選択をすることのでき

る制度設計なども可能であろう。 
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（５） 評価手続（質保証評価） 

質保証評価の評価手続は、次の通りとする。 

① 評価申請者は、評価申請書その他必要な資料を評価組織へ提出する。 
② 評価組織は、評価を適性に実施するため、評価委員会を設置する。評価委員会の委
員は、評価組織の執行機関（理事会等）により選任されるものとするが、執行機関

から質保証評価に関する業務について授権された独立性を有する組織とする。 

（注４）評価委員会は、１０～２０名程度で構成し、うち概ね半数は大学教職員か

ら、半数は大学関係者以外の有識者から選任する。いわばピア・レビュ－と外

部評価の混合形態とする。 

③ 評価委員会は、評価申請ごとに評価チームを設置する。評価チームのメンバーは、
評価申請者の専門性、独自性に配慮して適切な者を指名する。 

（注５）評価チームは５～６名程度により構成し、うち半数は申請者以外の大学教

員から、また半数は実務家の有識者から選任する。 

④ 評価チームのメンバーは、評価の統一性、公平性を確保する観点から、原則として
一定の評価者研修を受講する。 

⑤ 評価組織は、必要に応じて、評価の実施に関する業務を教育評価機関等へ委託する。
委託を受けた機関は、評価申請者に関する資料の収集・整理、評価チームの支援、

アンケート調査に関する調査票の作成、発送、回収等の業務、評価に関する日程調

整、経費処理その他の事務処理等の業務を行う。 

⑥ 評価チームは、評価項目について、評価申請書の書面審査、教職員及び学生からの
ヒアリング、学生及び修了生の就職先企業・団体等へのアンケート調査等を実施し、

評価基準に従って評価を行なう。 

⑦ 評価チームは、評価報告書をとりまとめ、評価委員会へ提出する。 
⑧ 評価委員会は、評価報告書について審議し、評価結果を定める。評価結果は評価組
織の執行機関の承認を得て、評価申請者へ提示する。 

⑨ 評価申請者は、評価結果について異議がある場合は、評価組織に対し異議を申し立
てることが出来る。 

⑩ 異議の申し立てがあったときは、評価委員会において審議し結論を得る。評価委員
会が特に必要と認めるときは、別に裁定委員会を設置し審議することが出来るもの

とする。 

⑪ 異議申立てが無い場合または異議申立てについて結論を得た場合には、評価結果を
公開する。 

 

（６） 評価の時期、評価の準備とフォローアップ 

① ビジネススクールは、概ね５年～７年に１度質保証評価を受けるものとする。 
② 評価組織は、評価を受ける準備を円滑に進めるため、評価システムに関する説明会
の開催、メンターの派遣など必要な支援を行なう。 

③ 評価をうけたビジネススクールは、適切な時期（概ね評価の３年後）に評価結果を
フォローしその結果を公表するものとする。 

④ 評価結果のフォローは、教育研究の質向上システムの一環として実施するものとし、
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評価において課題が明らかになった項目や改善の方向が示された項目を中心に進め

る。 

⑤ 評価組織は、必要に応じてメンターや専門家によるチームを設置する等により、評
価をうけたビジネススクールの自主的な改善への取組みが円滑に進められるよう、

支援体制を整備する。 

⑥ 改善措置の実施状況や課題、効果等についてビジネススクール間で情報共有を進め
るとともに、教育研究の質向上を進めるための効果的な手法などについて、共同で

研究する場を設ける。 

 

（７） 評価項目と評価基準 

① 評価項目及び評価基準は、次章において示すところによる。 
② 評価項目のうち、法定評価において適切である旨評価された評価項目・評価基準と
同一または類似の評価項目・評価基準については、評価チームの判断により評価を

省略することができる。 

③ 評価項目については、教育研究の自律性、教育目的と教育内容の整合性、教育効果
の把握、自主的な改善を重視する。 

④ 評価項目、評価基準、評価手法等については、評価組織に評価システム委員会を設
置し、毎年改善措置を講ずる。 

 

（８） 評価の経費 

① 評価システムに関する共通経費については、評価組織の一般財源から支出し、個々
の評価に係る経費については、評価申請者による実費負担を原則とする。 

② 評価に係る経費については、公平性を旨とした合理的な算定基準により定める。 
 

（９） 相互認証評価 

① 北米、欧州、アジア太平洋地域等のビジネススクールとの教育研究の交流を活発化
させるため、評価システムのハーモナイゼーションを進める。 

② このため、評価組織間で評価項目、評価基準、評価手法・手続等について同一また
は同水準と認定できる場合は、他の評価組織の評価を自らの評価と同等に取扱い（相

互認証）、独自項目についてのみ評価するという方式について海外の評価組織と協議

を進め、所要の協定（相互認証協定）を締結する。 

③ さらに、独自項目についても評価組織間で相互に評価を代行する等の措置を協議し、
包括的な相互認証協定への発展を図る。 

④ 最終的には、統一性・普遍性と多様性・独自性のバランスの取れたグローバルな評
価ネットワークの形成を目指す。 

⑤ 以上の調整の進捗を前提に、相互認証評価（第３層評価）においては、評価申請が
あった場合に評価組織として相互認証項目および独自項目の確認、独自項目の代行

評価等を行い、その結果について審議、決定の上海外の評価組織へ通報する。海外

の評価組織は、通報の内容を審査して、所要の認証を行う。海外の評価組織から同

様の通報があった場合には、上記と同様の審査をして評価結果を示す（認証する）。 
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３ 評価項目、評価基準 

 

 （１）目的、基本方針 

 

1-1 目的・使命 

ビジネススクール（以下「スクール」という。）の目的、使命が現在及び想定され

る将来のビジネスの人材ニーズに適合しているか。 

1-2 育成すべき人材像（「ビジネススクール育成人材の指針」をガイドラインとする） 

スクールにおいて育成すべき人材の力量（コンピテンシー）が文書により明確に示

され、学内外に周知されているか。育成すべき人材の力量には、スクールの目的、

使命に応じて育成する知識、技能、資質が適切な形で示されているか。 

また、企業倫理の重要性や個人としての高い倫理性、誠実さ、優れた識見など学生

の人格形成の必要性について、適切に示されているか。 

1-3 ビジョンとアクション・プラン 

中長期のビジョン（注６）を策定しているか。策定には、主要なステークホルダー

（経済界などの学外関係者、学生、教職員等）が参加しているか。見直しの周期や

手続が文書で明らかにされているか。ビジョンを実現するために必要な人材、資金

等の調達・配分を含むアクション・プランが定められ、実行されているか。 

(注６) スクールとしての発展の方向とそれを実現するためのプロセスを明らかに

した文書  

1-4 独自性 

どのような独自性（他のビジネススクールと異なる特色）を有するか。その独自性

は、学内で共通価値として認識されているか。独自性を発展させるための具体的な

取組を示すことができるか。  

  1-5 多様性への対応 

     ビジネスの目的やビジネスモデル、ビジネス人材の多様性とこれらの背後にある文

化、価値観などの多様性を認め、受容することの重要性が学内で十分認識されてい

るか。多様性を尊重し、受容する取組みがなされているか。 

1-6 国際化 

教育研究の国際化について、スクール内で方向性が明らかにされているか。国際化

を進めるための具体的なプログラムは定められているか。取組みの実績はあるか。

今後どのように取り組むか。 

1-7 経済社会との連携 

経済界や地域社会など学外との連携について、方向性が明らかにされているか。 経

済界、各種団体、地域社会、行政、学内他研究科・学部、他大学等との協働につい

て具体的なプログラムは定められているか、取組みの実績はあるか。今後どのよう

に取り組むか。  

 

（２） 組織管理 
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2-1 組織と人員 

質の高い教育を提供し、またその基礎となる研究活動が適切に行われるよう、スク

ールの運営に必要な教職員の組織と人員が確保されているか。研究者教員と実務家

教員、専任と非常勤などのバランスがとれているか。 

2-2 意思形成システム 

スクールの重要事項について適正かつ迅速に意思決定するために、学内の権限配分

が合理的になされ、文書により周知されているか。また、意思形成のための合理的

なシステムが構築され、文書により周知されているか。とくに、国際化や企業その

他の外部機関との連携・協働を進めるための協定、契約等の決定・承認や資金の授

受・管理に関し、迅速、かつ、適正に対応することの出来るシステムが形成されて

いるか。 

2-3 情報システム 

スクールにおいて最新の情報システムの活用に積極的・計画的に取り組んでいるか。

今後どのように取り組んでいくか。 

2-4 情報の管理 

教育研究および企業その他の機関との交流・提携・協働にあたって、個人情報や著

作権をはじめとする知的財産権を保護するためのシステムが文書化され、周知され

ているか。 

2-5 教職員の処遇 

教職員の採用、昇任その他の処遇に関し、合理的な任用システムが確立しているか。

国籍、年齢、学位その他に関する学内規制があるか。今後の改革の見通しはどうか。 

2-6 教職員の評価 
教職員の勤務に関して合理的な評価システムが確立され、処遇に反映されているか。

教員の授業担当科目について、教育指導能力が実証され、情報提供されているか。 

  2-7 教育研究環境 

スクールの目的・使命に沿った優れた人材を育成するために必要な教育研究環境は

整備されているか。教育研究環境について学生や教職員の意見要望を把握し、施設

の改善等に結び付けていくシステムが設けられているか。図書、教材、情報環境、

教育研究施設・設備などハード面の整備とともに、研究費、リサーチ･リーブ、教育

研究支援スタッフの配置などソフト面の整備について取組みがなされているか。 

これらを総合的に管理する事業計画は策定・実施されているか 

 2-8 法令等の遵守 

    スクールにおいて行なう教育研究や学生への対応、企業その他の関係者との接触そ   

の他スクールにおけるあらゆる業務、事業において、法令を遵守し、社会正義に反

する行動を規制する制度が構築されているか。また、その制度が教職員、学生その

他の関係者に十分周知徹底されているか。問題が生じたときに適正に処置するため

のシステムが設けられているか。 

 2-9 社会的責任の遂行と社会貢献 

    教職員、学生その他スクール関係者が、スクールに求められる社会的責任を自覚し、

これを的確に果たしていくために必要な組織的な対応がされているか。また、社会

貢献を積極的に行なうための具体的なプログラムは設定されているか。社会貢献の
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実績はあるか。取組みを向上させるための工夫がなされているか。 

 

（３） 教育研究（「ビジネススクール教育システムの指針」をガイドラインとする。） 

 

3-1 アドミッション・ポリシー 

   スクールの目的、使命、育成すべき人材に従って適正なアドミッション・ポリシー

（入学者受入方針）が定められ、公表されているか。 

3-2 教育課程 

1-2で明らかにされた育成すべき人材像に適合し、企業経営者や高度の専門的職業

人を養成することのできる体系的な教育課程になっているか。教育課程の体系と個

別の授業科目が適合したものとなっているか。 

3-3 教育課程・教育水準への外部意見の反映 

教育課程の編成に際して、ビジネス界その他の外部の意見・要望が適切に反映され

ているか。意見反映のための手続は文書により制度化されているか。 

3-4 科目の整備 

スクールに必要と考えられる授業科目は設定されているか。学習内容に企業倫理の

確立や学生の人格形成に資する内容が含まれているか。時間割や履修条件は学生の

就学実態やキャリア形成上の意欲に配慮したものとなっているか。また、年間授業

計画、授業内容、評価方法等を記載した適切なシラバスが配布されているか。 

  3-5 適切な教育手法の採用 

実践教育を充実させるため、適切な教育手法が適切なウェイトで採用されているか。

（討論、ケーススタディ、ゲーム・シミュレーション、インターンシップ等） 

理論と実務を架橋する取組みが進められているか。 

  3-6 授業の評価と改善 

授業は合理的な方法により評価されているか。学生による評価は実施され、公表さ

れているか。評価結果は、適切に授業の改善に結びついているか。そのための制度

的なフォローアップはあるか。 

3-7 学生の指導・支援 

   個々の学生のニーズにあわせ、履修指導やキャリア形成に関する指導、相談が適切

に行われるよう、キャリアカウンセラーの設置、オフィス・アワーの開設など、組

織的な対応がなされているか。指導、相談の実績を示すことができるか。学生から

のクレームについて適正に処理するシステムが構築されているか。実績と今後の取

組みの方針はどのようなものか。 

3-8 通学環境への配慮 

   奨学金などの学生の通学支援措置（環境）が整備されているか。また、夜間・休日

開講等社会人学生に対する配慮がなされているか。 

3-9 産学連携プログラム等の実施 

   学外者のための学習機会の提供について、基本的な取組方針や具体的なプログラム

が定められているか。エグゼクティブ・プログラム（注７）などビジネス人材育成

のための具体的な学習機会を設定しているか。今後の取組みの方針を定めているか。 

   （注７）企業の経営幹部などを対象とする体系的な学習プログラムでノン・ディグ
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リーのものをいう。 

3-10 成績評価と修了要件 

成績評価や修了認定について、明確な基準は設定されているか。また、修了生のビ

ジネスにおける能力を総合的に実証するため適切な修了要件を設定し、実施してい

るか。 

  3-11 情報発信 

     教育研究や各種事業の成果について、広く社会に対して積極的に情報発信している

か。また、これを推進し、支援する制度は整備されているか。特に国際社会や国際

的な学会などに対する情報発信は適切に行なわれているか。 

 

（４） 自主的取組み 

 

  4-1 制度的な対応 

教育研究の質を継続的に高めていくための合理的なシステムが構築されているか。 

質向上システムの目的、手順、実施方式等が文書により制度化されているか。質向

上システムのあり方について、広くステークホルダーの意見、要望を反映する場が

設置されているか。また、意見、要望は適切にフィードバックされているか。 

4-2 推進体制の整備 
質向上のための改善措置の実施に必要な組織、予算、マニュアル等が整備されてい

るか。 

  4-3 自己点検 

     学生の受入、教育課程、研究体制やこれを支える組織、施設等スクールの運営全般

について計画的に点検・評価を行い、必要な改善策を早急に策定・実施する体制が

整備されているか。また、改善措置の実施状況と効果について適正に把握するとと

もに、改善努力が継続的に行われ、成果が定着するように組織的な対応がなされて

いるか。自己点検・評価の結果は、学内及び社会に対して広く公開されているか。 

4-4 ファカルティ・ディベロプメント 

   教員の資質の向上を図るため、組織として体系的なファカルティ・ディベロプメン

トへの取組みがなされているか。ファカルティ・ディベロプメントに学生や教職員

の意見・要望が反映されているか。ファカルティ・ディベロプメントや自己点検、

学生による授業評価の結果等が、個々の教員の教育内容、授業運営方法、教材など

に適切に反映されているか。また、反映の状況を把握する措置がとられているか。 

4-5 情報の共有と公開 

教育研究の質向上のための措置の実施状況、成果、問題点などが学内で適切に情報

共有されているか。また、社会に対して適切に公開されているか。 

4-6 評価への参加とフォローアップ 
教育研究の質向上のため、法的評価および質保証評価を適切な時期にうけ、必要な

フォローアップを行うことが、文書により制度化されているか。評価をうけるため

の体制が整備されているか。 
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４ 手続 

 

  次図のような手続の流れを想定する。 

 

 

図表 評価手続の流れ 

 

 
 

以 上 

評価申請書の提出

（申請者） 

評価報告書の 

作成（評価ﾁｰﾑ） 

委託業務の実施 

（委託先） 

評価計画の策定 

（評価ﾁｰﾑ） 

申請の受理 

（評価組織） 

委託先の選定 

委託契約締結 

評価委員会の 

設置（理事会） 

資料情報の収集 

ﾋｱﾘﾝｸﾞ・ｱﾝｹｰﾄ実施 

（評価ﾁｰﾑ・委託先 

申請者） 

評価ﾁｰﾑの設置 

（評価委員会） 

評価結果の審議 

（評価委員会） 

異議申立てに係る 

審査（評価委員会） 

評価結果の取りまと

め（評価委員会） 

評価結果の通知 

（評価委員会） 

異議申立て 

（申請者） 

公表 

（評価組織） 

評価結果の決定 

（理事会） 

異議申立てなし 

（申請者） 

フォローアップ 

（大学・評価組織） 

 

 

 9

412



2007/3/13

1

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
0

２００７．０１．２９
合同ワークショップ

ビジネススクール教育の評価指針

合同ワークショップ

２００７年１月２９日

幹事校 同志社大学

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
1

２００７．０１．２９
合同ワークショップ

１ 「ビジネススクール教育システムの評価指針」について

２ 資料

（１） ビジネススクール教育システムの評価指針（案）

（２） 参考資料 １

①関係法令 ②わが国における基準認証機関の

概要 ③欧米における基準認証機関の概要

（３） 参考資料 ２

基準認証機関の評価基準体系

①学位授与機構 ②基準協会 ③AACSB ④EFMD

テーマと資料
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Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
2

２００７．０１．２９
合同ワークショップ

評価指針（案）の構成

評価指針 ３評価項目・評価基準

２枠組み

１基本的視点

４手続の流れ

７つのポイント

評価組織、評価の構造 等

①目的、基本方針、②組織管理
③教育研究、④自主的取組み

申請⇒評価⇒ﾌｫﾛｰ

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
3

２００７．０１．２９
合同ワークショップ

１ 実態の正確な把握・反映、着実な質の向上

２ 現在のシステムとの整合性、透明性、公平性

３ 経済社会のニーズへの適合、信頼感の醸成

４ 多様性、独自性の尊重（追加）

５ 諸外国の基準認証システムとの連携可能性

６ 最新の知見の導入

７ 簡素、最小限のコスト（人的、資金的、時間的）

基本的視点
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Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
4

２００７．０１．２９
合同ワークショップ

○ ４つのオプション

（１）ビジネススクールによる自主的組織

（２）ビジネススクールと経済界との連携による自主的

組織

（３）認証評価機関

（４）その他の評価能力のある団体

（参考）法科大学院の認証評価機関＝（財）日弁連法務研究財

団 、学位機構、基準協会（申請中）

評価の実施主体

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
5

２００７．０１．２９
合同ワークショップ

○ 評価対象＝ビジネススクール

経営系大学院、専門職大学院＝MBA、MOT、

地域経営など

（参考）

経営系大学院 ？

専門職大学院 １４０

①ビジネス・MOT ２８ ②会計１４

③公共政策 ７ ④公衆衛生 ２ ⑤知的財産 ２

⑥法務 ７４ ⑦その他 １３

評価対象

＜中教審大学分科会制度部会資料 ２００６，６．３０＞
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

評価の構造

○ ３層構造の評価

法定評価（学校教育法69条の３）
認証評価機関が実施
評価基準は、「大学院設置基準」
「専門職大学院設置基準」へ適合
７年、5年周期の義務

質向上評価（任意）
自主的向上による社会的評価の
獲得

相互認証評価（任意・海外連携）
国際化（単位互換等）への対応第3層

第２層

第１層

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
7

２００７．０１．２９
合同ワークショップ

法定評価と質向上評価の関係

専門職
大学院

大学院 大学 短大

経営系

法定評価（認証評価）
①共通的・基盤的
②組織・管理中心
③必要最小限（国民へ
義務を課す規制）

法69条の3
第3項

法69条の3
第2項

質保証評価（任意）
①共通性+独自性・
多様性の重視
②教育内容中心
③より高い水準へ
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

１ 第3層評価は、海外ﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙとの交流を活発化

させるため、自国における評価をもって相手国の評

価の全部又は一部を代替させ、相手国の評価認証

を受けやすくするもの

２ 歴史的・地域的な独自性・多様性を認めつつ、世界

的なﾊｰﾓﾅｲｾﾞｰｼｮﾝを進める（⇔特定のｼｽﾃﾑのﾃﾞ

ﾌｧｸﾄ･ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ化）

３ 制度運用の成熟化、相互の信頼感の醸成をまって、

協議を進める。

第3層評価（相互認証評価）

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
9

２００７．０１．２９
合同ワークショップ

１ 全体の流れ⇒評価指針（案）ｐ９

２ 評価委員会

①独立性（評価組織の執行機関との関係）

②構成（大学：経済界等＝１：１）

③機能

３ 評価チーム⇒構成、機能

４ 業務委託⇒委託先の役割

５ 異議申立て⇒裁定手続

評価手続
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

１ 実施周期＝５～７年

２ ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

①概ね３年で問題点の再ﾁｪｯｸ

②自主改革

③経験の共有

④ﾒﾝﾀｰやｹｱ･ﾁｰﾑによるｻﾎﾟｰﾄ体制の構築

３ 評価ｼｽﾃﾑの改善評価組織内に評価ｼｽﾃﾑ改善の

ための委員会を設置し、継続的に改善を進める。

実施周期とフォローアップ

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

評価項目１

経済社会との連携

国際化

多様性への対応

独自性

ﾋﾞｼﾞｮﾝとｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ

育成すべき人材像

目的・使命評価項目・評価基準

目的、基本方針

組織管理

自主的改善

教育研究
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

評価項目２

教育研究環境

教職員の評価

教職員の処遇

情報の管理

情報ｼｽﾃﾑ

意思形成ｼｽﾃﾑ

評価項目・評価基準

１目的、基本方針

４ 自主的改善

３ 教育研究

法令等の遵守

社会的責任の
遂行と社会貢
献

２ 組織管理

組織と人員

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

評価項目３

授業の評価と改善

適切な教育手法
の採用

科目の整備

外部意見の反映

教育課程

ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ･ﾎﾟﾘｼｰ評価項目・評価基準

目的、基本方針

組織管理

自主的改善

教育研究

学生の指導
・支援

情報発信

成績評価
と修了要件

産学連携ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ等の実施

通学環境へ
の配慮
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

評価項目４

情報の共有と公開

ﾌｧｶﾙﾃィ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛﾌﾟﾒﾝﾄ

自己点検

推進体制の整備

制度的な対応

評価項目・評価基準

目的、基本方針

組織管理

自主的取組み

教育研究

評価への参加とﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

認証評価（法定評価）項目（参考資料１ ｐ8）

①教育研究上の基本となる組織に関すること。

②教員組織に関すること。

③教育課程に関すること。

④施設及び設備に関すること。

⑤事務組織に関すること。

⑥財務に関すること。

⑦前各号に掲げるもののほか、教育研究活動等に

関すること。 ＜平成１６年文科省令第７号＞

評価項目 参考１
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

AACSB（参考資料２ p11）

①経営戦略(Strategic Management Standards)

②学生教職員(Participants Standards)

③学習の保証(Assurance of Learning Standards)

EFMD （参考資料２ p15）

①一般質基準(General Quality Criteria)

②国際的側面（International Dimension）

③企業社会との連携(Connections with the 

Corporate World)

評価項目 参考２
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

（総論）

１ ４本柱の過不足

２ 法定評価項目・評価基準との整合性、差別化

（目的・基本方針）

１ 力量（ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ）の位置づけ、倫理性等の取扱い

２ 「独自性」、「多様性」、「国際化」、「経済社会との連

携」の位置付け、内容

３ 「戦略」を明らかにする項目を設定すべきか

評価項目・基準の論点１
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

（組織管理）

１ 教職員の処遇、評価

２ 法令等遵守、社会的責任、社会貢献の位置付け、

内容

（教育研究）

１ 教育課程等に対する外部意見の反映

２ 具体的な科目、教育手法の明示

３ 学生の指導、支援、産学連携ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの内容

評価項目・基準の論点２

Copyright © 2006 NAKATA tetsuo，Professer，Doshisha Business School
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

（自主的取組み）

１ 自己点検、FDの位置付け、内容

２ 評価への参加とﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

評価項目・基準の論点３
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２００７．０１．２９
合同ワークショップ

ご清聴有難うございました。
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資料３－21 

「ビジネススクールの質保証システムに関する調査」 

（企業調査） 

 

《ご記入際してのお願い》 

 

 

■ ご記入は，人事ご担当の方にお願いいたします。なお、ご回答の内容については、

必ずしも会社としての見解である必要はなく、ご担当者限りのご意見でも結構で

す。 

■ ご記入は、最初のページから順番に各質問の質問文に沿って、あてはまる番号に

○印をつけたり、ご意見を記入する形式でご回答ください。 

■ ご回答いただきましたアンケートは，11月 日（木）までに，同封の返信用封筒

（切手不要）に入れて，ご返送下さいますようお願い申し上げます。 

■ アンケートにご回答いただきました方全員に，調査結果の要約版を後日お送りい

たします。つきましては，同封の「謝礼発送用紙」に，会社名，ご住所，お名前

をご記入の上，アンケートとともにご送付下さい。 

■ 最後に，本アンケートの内容や実施上のご質問，ご連絡などがございましたら，

下記までご連絡下さい。 

 

 

2006年11月 

 

【調査に関するお問合せは下記までお願いいたします。】 

同志社大学大学院ビジネス研究科 

〒602-8580 京都市上京区今出川烏丸東入 寒梅館３階 

Tel：075-251-4585  Fax：075-251-4710 

E-mail：          

お問合せ受付時間：平日10:00～18:00 

担当：井村・前澤 
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（ビジネススクール出身者の採用について） 

問１ ビジネススクールは、一般の大学院が主として研究者の養成を目指しているのに対し

て、高度の専門能力をもったビジネス人材の養成を目指している経営系の大学院です。

（学位は、ビジネス修士（専門職）、経営学修士などで、欧米ではＭＢＡという学位です。） 

このビジネススクール出身者について、貴社において最も該当する項目の番号を○印

で囲んで下さい。（○印は１つだけ） 

１．すでに在籍しており、今後も積極的に採用したい 

２．すでに在籍しているが、今後の採用は白紙である 

３．すでに在職しているが、今後採用する考えは無い 

４．在職者はいないが、今後は積極的に採用したい 

５．在職者はおらず、今後の採用も白紙である 

６．在職者はおらず、今後とも採用する考えは無い 

    
 

（質の保証と採用について） 

問２ ビジネススクールにおける教育の質が保証された場合、貴社におけるビジネススクー

ル卒業者に対する採用の方針はどのようになると考えられますか。最も該当すると考

えられる項目の番号を○印で囲んで下さい。（○印は１つだけ） 

１．いままでよりも積極的に採用するものと予想される 

２．採用してみて期待通りであれば、以後は積極的に採用するものと予想される 

３．採用方針に変化はないと予想される 

 
 

（大学院修了者の処遇について） 

問３ 貴社では、大学院修士課程（博士課程前期）修了者について、どのように処遇してい

ますか。該当する項目の番号を○印で囲んで下さい。（採用していない場合は、将来

採用した場合を予測してお答え下さい。）（複数回答可） 

１．大学院在学期間（２年間）を勤続年数に加えて給与面で処遇する 

２．将来の幹部候補者として職務やポスト面で配慮する 

３．大学院卒だからといって特別の処遇はしない 

４．その他 ( )内に具体的な処遇の概要をご記入下さい 
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（質の保証と処遇について） 

問４ 米国ではビジネススクールの質を保証するシステムが整備されており、そこで認定を

受けたレベルの高いビジネススクールの修了者は、入社後早い時期にマネジャーなど

一定の責任ある職務につくことが一般的であると言われています。 

日本においてビジネススクールの質を保証するシステムが整備された場合、貴社にお

けるビジネススクール修了者の処遇はどうなると予想されますか。該当する項目の番

号を○印で囲んで下さい。（複数回答可） 

１．入社後早い時期に一定の責任のある地位につけて能力発揮の機会を与える 

２．中長期的な視野の下に幹部候補生として実力を磨く機会を与える 

３．質を保証する認定を受けたレベルの高いビジネススクールの修了者だからと

いって、特別に機会を与えるということはしない 

４．その他 ( )内に具体的に予想される処遇の概要をご記入下さい 

 
 
 

（質保証システムの目的・役割について） 

問５ 日本におけるビジネススクールの質保証システムは､次の項目のどれを目指すべきで

しょうか。適切な項目の番号を○印で囲んで下さい。（複数回答可） 

１．大学院の設置認可基準の達成状況その他ビジネススクールの設置、運営に関

する法令、基準への適合性の確認 

２．２１世紀におけるビジネス人材育成の場として社会的に高い評価を受けるこ

とのできる条件を備えていることの確認 

３．欧米諸国におけるビジネススクールと同等以上の教育研究水準を維持してい

ることの確認（欧米諸国の質保証システムとの相互連携が可能なシステム） 

 
 

（質保証の範囲について） 

問６ 質保証システムの審査において、重点を置くべき分野はどのような点でしょうか。次

の項目のうち最も適切な項目の番号を○印で囲んで下さい。（○印は１つだけ） 

１．教育研究のあり方（教育科目、教育手法、研究体制等） 

２．大学組織の管理運営のあり方（組織、教職員、施設、予算等） 

３．社会や企業との連携のあり方 

４．その他 ( )内に具体的に１～３以外の重点分野の概要をご記入下さい 
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（評価方法について） 

問７ 評価の実施方法としては、次のような方式を想定することができますが、最も適切と

思われる項目の番号を○印で囲んで下さい。（○印は１つだけ） 

１．質保証システムに参加するビジネススクールの教員によるピア･レビューを

基本とする。（相互評価方式） 

２．大学関係者（参加大学外を含む）経済界、言論界など幅広い有識者による評

価を基本とする。（有識者委員会方式） 

３．大学関係者以外の幅広い有識者による評価を基本とする。（外部評価方式） 

 
 
（海外の質保証システムとの連携について 

問８ ビジネススクールの歴史の古い欧米においては、質保証を行うための認証評価システ

ムが運営されています。これらの認証評価システムとの関係について、最も適切と思

われる項目の番号を○印で囲んで下さい。（○印は１つだけ） 

１．ビジネスはますますグローバル化しつつある以上ビジネススクールの評価に

ついても国際的な統合を図っていくべきである。日本の質保証システムにお

いて適切な評価を受けた場合に、欧米における質保証システムにおいても一

定の条件の下に認証評価を受けることができるよう制度的なマッチングを

進めるべきである 

２．日本のビジネススクールと欧米諸国のビジネススクールとでは、歴史も教育

内容も異なっているので、無理のない範囲で認証評価システムの連携を進め

ていくべきである 

３．国内の質保証にエネルギーを注ぐべきであり、外国のシステムとの連携は当

面必要ない 
 
 

以下の設問は、回答いただきましたご意見を分析するために使われるものです。 

結果はすべて数字に置き換え、統計データとしてのみ使用いたしますので貴社にご迷惑を

おかけすることは一切ありません。ご安心してお答えください。 
 
Ｆ１ 貴社の業種は。（代表的なものをひとつだけお選びください。）（○印は１つだけ） 

１．建設業 ５．金融､証券､保険業 ９．サービス業 

２．製造業 ６．不動産業 10．その他       

３．卸売業 ７．運輸、通信業 （具体的に         ） 

４．小売業 ８．電力､ガス､水道業  

 

Ｆ２ 貴社体全体の従業員数は。（○印は１つだけ） 

１．50人以下 ４．300～499人 ７．2000～4999人 

２．51～99人 ５．500～999人 ８．5000～9999人 

３．100～299人 ６．1000～1999人 ９．10000人以上 

427



Ｆ３ 貴社の本社所在地は。（○印は１つだけ） 

１．北海道 ４．中部 ７．四国 

２．東北 ５．近畿 ８．九州 

３．関東 ６．中国 ９．沖縄 

 
 

（ご意見・ご要望など） 

ビジネススクールにおける教育のあり方、教育の質保証システム等について、ご意見ご要望

などがありましたら自由にご記入下さい。 

 

 

ご協力いただき誠にありがとうございました。ご記入済みのアンケート用紙は，11 月 日

（ ）までに、同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 
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ビジネススクールの質保証システムに関する調査  

謝礼（調査結果の要約版）発送用紙 

 
 

拝啓 皆様におかれましてはますますご健勝のこととお喜び申し上げます。 

この度は、同志社大学大学院ビジネス研究科の「ビジネススクールの質保証システムに関

する調査」にご協力頂き有難うございました。 

調査にご協力いただきました企業の方には、後日調査結果の要約版をお送りします。送付

をご希望の場合は、下記枠内に資料送付先をご記入の上で、アンケート用紙とともにご返送

下さい。 

敬  具 

2006年11月 

 

■ 本用紙は、アンケート用紙とともに同封の返信用封筒に入れ、ご投函下さい。（切手は不

要です） 

■ アンケート用紙の投函は11月 日（ ）までにお願いします。 

■ ご記入いただきました情報は、「調査結果の発送」のために利用し、それ以外目的で利用

することはございません。 

 

同志社大学大学院ビジネス研究科 

〒602-8580 京都市上京区今出川烏丸東入 寒梅館３階 

Tel：075-251-4585  Fax：075-251-4710 

E-mail：          

お問合せ受付時間：平日10:00～18:00 

担当：井村・前澤 

 
 

■お手数ですが下記にご記入のほどよろしくお願いします。 

貴社名  ご回答者名  

部署名  お電話番号  

 

ご住所 

〒   － 
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資料３－22                  

「ビジネススクールの質保証システムに関する調査」調査票 

（大学調査） 

《ご記入に際してのお願い》 

 

■ ご記入は、ご担当者（原則として、メールにてご案内を差し上げた

方）にお願いいたします。なお、ご回答の内容については、必ずし

も組織としての見解である必要はなく、ご担当者限りのご意見でも

結構です。 

■ ご記入は、各質問の質問文に沿って、あてはまる番号に○印をつけ

たり、ご意見を入力する形式でご回答下さい。 

■ ご記入いただいた調査票は、１２月５日（火）までに、本メールの

アドレス＜ji-dbs@mail.doshisha.ac.jp＞まで、ご返信下さるよう

お願いいたします。■ 調査票を送信して下さった方全員に、調査

結果を後日お届けいたします。つきましては、下記のご回答者記入

欄に、組織名，ご連絡先等をご記入下さい。 

■ 本調査の内容や実施上のご質問，ご連絡などがございましたら，下

記までご連絡下さい。 

同志社大学大学院ビジネス研究科事務室 担当：井村・前澤 

Tel：075-251-4585  Fax：075-251-4710 

E-mail：＜ji-dbs@mail.doshisha.ac.jp＞          

お問合せ受付時間：平日 10:00～18:00 

 

 

《ご回答者記入欄》 
 

組織の名称  

組織の種別  １ 専門職大学院  ２ 大学院  ３ 大学学部  ４ その他 

修了者の学位  

ご担当者氏名  

ご連絡先 Tel  E-mail  
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（質保証システムの目的・役割について） 

問１ 新たに構築する質保証システムは､次の項目のどれを目指すべきでしょ

うか。適切な項目の番号に○印を付して下さい。（複数回答可） 

 

１．設置認可基準の達成状況その他ビジネススクールの設置、運営

に関する法令、基準への適合性の確認 

２．２１世紀におけるビジネス人材育成の場として、社会的に高い

評価を受けることのできる条件を備えていることの確認 

３．欧米諸国におけるビジネススクールと同等以上の教育研究水準

を維持していることの確認（欧米諸国の質保証システムとの相

互連携が可能なシステム） 

４．その他  （ ）内に具体的にご記入下さい。 

 

 
  
（質保証の範囲について） 

問２ 質保証システムの審査対象は、どのような範囲とするのが適切でしょう

か。次の項目のうち最も適切な項目の番号に○印を付して下さい。（○印

は１つだけ） 

 

１．教育研究体制（入学､教育科目､教育手法､修了要件､研究体制等） 

２．管理運営体制（組織､教職員､意思決定システム､施設､予算等） 

３．１と２の両方を等分に対象とする  

４．１と２の両方。ただし、１が中心 

５．１と２の両方。ただし、２が中心 

６．その他  （ ）内に具体的にご記入下さい。 

 

 
    

 
 

（評価項目について） 

問３ 質保証システムの評価項目として、どのようなものが必要でし

ょうか。次の項目のうち必要と思われる項目の番号に○印を付して下

さい。（複数回答可） 
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１．理念、目的、使命 

２．独立性､自律性 

３．教育研究組織、事務組織 

４．教育内容、方法、教育課程 

５．教育水準 

６．教育の成果、達成目標 

７．学生の受入 

８．学生支援、学生生活 

９．教員、職員（採用、処遇、資質、充足状況等） 

10．教職員の能力開発 

11．教育研究環境 

12．施設・設備 

13．管理・運営 

14．図書、電子媒体等 

15．財務 

16．社会貢献、産学連携、社会的責務 

17．国内・海外の大学、研究機関等との教育研究交流 

18．情報公開・説明責任 

19．教育の質向上システム、自己点検・評価 

20．その他  （ ）内に具体的にご記入下さい。 

 

 

問４ 一般の学部、大学院の評価項目と異なる、ビジネススクールに特有な評

価項目は必要でしょうか、適切と思われる項目の番号に○印を付して下さ

い。（２～６は複数回答可） 

 

１．特有な評価項目は必要でない  

２．企業、地域社会との連携に関する評価項目が必要 

３．Executive 教育に関する評価項目が必要 

４．国際性に関する評価項目が必要 

５．教育の実践性、有効性に関する評価項目が必要 

６．その他  ( )内に具体的にご記入下さい  
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（評価基準について） 

問５ 評価基準として定性的な基準と定量的な基準を想定することができます

が、最も適切と思われる項目の番号に○印を付して下さい。（○印は１つ

だけ） 

 

１．定性的基準による 

２．定量的基準による 

３．評価項目の内容により定性的基準、定量的基準のいずれか又は

両方を設定する 

４．３によるが、可能な限り定性基準を設定する 

５．３によるが、可能な限り定量基準を設定する 

６．その他  ( )内に具体的にご記入下さい。 

 

 
    
 

（資料の作成について） 

問６ 評価を受けるための資料の作成には、相当のマンパワーが必要と思われ

ますが、最も適切と思われる項目の番号に○印を付して下さい。（○印は

１つだけ） 

 

１．客観性、公平性を担保するため、一律に必要な資料を定め、評

価を受ける大学はこれを提出する。 

２．評価を受ける大学が自主点検を行い、その結果に基づいて必要な資料

を作成し、提出する（大学が自主的に必要と判断した資料を提出し、

その範囲内で評価を行う）。 

３．大学の公開資料と評価者によるヒアリングにより評価を進める

ことを原則とし、資料作成は最小限に止める 

４．大学が専門調査会社などに調査を委託し、調査会社が取りまとめ

た資料を大学が提出する。 

５．評価者が専門調査会社などに調査を委託し、調査会社の報告書に

基づき評価を行う。 

６．その他 ( )内に具体的にご記入下さい。 
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（評価方法について） 

問７ 評価の実施方法としては、次のような方式を想定することができますが、

最も適切と思われる項目の番号に○印を付して下さい。（○印は１つだ

け） 

 

１．質保証システムに参加するビジネススクールの教員によるピ

ア･レビューを基本とする。（相互評価方式） 

２．大学関係者（参加大学外を含む）、経済界、言論界など幅広い

有識者による評価を基本とする。（有識者委員会方式） 

３．大学関係者以外の幅広い有識者による評価を基本とする。

（外部評価方式） 

４．その他 ( )内に具体的にご記入下さい。 

 

 

 

（海外の質保証システムとの連携について） 

問８ ビジネススクールの歴史の古い欧米においては、質保証を行うための認

証評価システムが運営されています。これらの認証評価システムとの関

係について、最も適切と思われる項目の番号に○印を付して下さい。（○

印は１つだけ） 

 

１．ビジネスはますますグローバル化しつつある以上、ビジネスス

クールの評価についても国際的な統合を図っていくべきであ

る。日本の質保証システムにおいて適切な評価を受けた場合

に、欧米における質保証システムにおいても一定の条件の下に

認証評価を受けることができるよう制度的なマッチングを進

めるべきである 

２．日本のビジネススクールと欧米諸国のビジネススクールとで

は、歴史も教育内容も異なっているので、無理のない範囲で認

証評価システムの連携を進めていくべきである。 

３．国内の質保証にエネルギーを注ぐべきであり、外国のシ 

ステムとの連携は当面必要ない。 

４．その他 ( )内に具体的にご記入下さい。 
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（ご意見・ご要望など） 

ビジネススクールにおける教育のあり方、教育の質保証システム等について、

ご意見ご要望などがありましたら自由にご記入下さい。 

 

 

ご協力有難うございました。 

 

以 上 
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ビジネススクールの質保証システム調査（大学編）(06.12)

資料３－２４－１　　アンケート調査クロス集計表（大学調査）（１）

設
置
、

運
営
に
関
す
る

法
令
、

基
準
へ
の
適
合

性 ビ
ジ
ネ
ス
人
材
育
成
の

場 欧
米
諸
国
と
同
等
以
上

の
教
育
研
究
水
準
を
維

持
し
て
い
る
こ
と

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

28 12 21 9 5     -
100.0 42.9 75.0 32.1 17.9     -
12 6 9 3 3     -

100.0 50.0 75.0 25.0 25.0     -
16 6 12 6 2     -

100.0 37.5 75.0 37.5 12.5     -
     -      -     -     -     -     -
     -      -     -     -     -     -

Q1質保証システムの目的・役割について
　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　専門職大学院

　大学院

　大学

- 1 -436



ビジネススクールの質保証システム調査（大学編）(06.12)

資料３－２４－２　　アンケート調査クロス集計表（大学調査）（２）

教
育
研
究
体
制

管
理
運
営
体
制

教
育
と
管
理
を
等
分

教
育
と
管
理
の
両
方
、

た
だ
し
教
育
が
中
心

教
育
と
管
理
の
両
方
、

た
だ
し
管
理
が
中
心

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

28 1     - 8 17     - 2     -
100.0 3.6     - 28.6 60.7     - 7.1     -
12      -     - 3 8     - 1     -

100.0      -     - 25.0 66.7     - 8.3     -
16 1     - 5 9     - 1     -

100.0 6.3     - 31.3 56.3     - 6.3     -
     -      -     -     -     -     -     -     -
     -      -     -     -     -     -     -     -

Q2質保証の範囲について
　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　専門職大学院

　大学院

　大学
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ビジネススクールの質保証システム調査（大学編）(06.12)

資料３－２４－３　　アンケート調査クロス集計表（大学調査）（３）

理
念
、

目
的
、

使
命

独
立
性
、

自
律
性

教
育
研
究
組
織
、

事
務

組
織

教
育
内
容
、

方
法
、

教

育
課
程

教
育
水
準

教
育
の
成
果
、

達
成
目

標 学
生
の
受
入

学
生
支
援
・
学
生
生
活

教
員
、

職
員
（

採
用
、

処
遇
、

資
質
、

充
足
状

況
等
）

教
職
員
の
能
力
開
発

教
育
研
究
環
境

施
設
・
設
備

管
理
・
運
営

図
書
、

電
子
媒
体
等

財
務

社
会
貢
献
、

産
学
連

携
、

社
会
的
責
務

国
内
・
海
外
の
大
学
、

研
究
機
関
等
と
の
教
育

研
究
交
流

情
報
公
開
・
説
明
責
任

教
育
の
質
向
上
シ
ス
テ

ム
、

自
己
点
検
・
評
価

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

28 25 8 16 24 20 24 13 14 13 10 15 14 12 12 10 17 9 13 17 3     -
100.0 89.3 28.6 57.1 85.7 71.4 85.7 46.4 50.0 46.4 35.7 53.6 50.0 42.9 42.9 35.7 60.7 32.1 46.4 60.7 10.7     -
12 11 7 8 11 11 10 10 8 7 7 8 6 7 5 6 8 4 6 10 2     -

100.0 91.7 58.3 66.7 91.7 91.7 83.3 83.3 66.7 58.3 58.3 66.7 50.0 58.3 41.7 50.0 66.7 33.3 50.0 83.3 16.7     -
16 14 1 8 13 9 14 3 6 6 3 7 8 5 7 4 9 5 7 7 1     -

100.0 87.5 6.3 50.0 81.3 56.3 87.5 18.8 37.5 37.5 18.8 43.8 50.0 31.3 43.8 25.0 56.3 31.3 43.8 43.8 6.3     -
    -     -      -      -      -     -     -     -     -     -     -     -     -      -      -     -     -     -     -     -     -     -
    -     -      -      -      -     -     -     -     -     -     -     -     -      -      -     -     -     -     -     -     -     -

Q3評価項目について Q3評価項目について
　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　専門職大学院

　大学院

　大学

- 3 -438



ビジネススクールの質保証システム調査（大学編）(06.12)

資料３－２４－４　　アンケート調査クロス集計表（大学調査）（４）

特
有
な
評
価
項
目
は
必

要
で
な
い

企
業
、

地
域
社
会
と
の

連
携
に
関
す
る
評
価
項

目
が
必
要

E
x
e
c
u
t
i
v
e

教
育
に
関
す
る
評
価
項

目
が
必
要

国
際
性
に
関
す
る
評
価

項
目
が
必
要

教
育
の
実
践
性
、

有
効

性
に
関
す
る
評
価
項
目

が
必
要

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

28 1 12 9 11 19 4     -
100.0 3.6 42.9 32.1 39.3 67.9 14.3     -
12      - 6 5 5 10 3     -

100.0      - 50.0 41.7 41.7 83.3 25.0     -
16 1 6 4 6 9 1     -

100.0 6.3 37.5 25.0 37.5 56.3 6.3     -
     -      -     -     -     -     -     -     -
     -      -     -     -     -     -     -     -

Q4ビジネススクールに特有な評価項目は必要か
　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　専門職大学院

　大学院

　大学

- 4 -439



ビジネススクールの質保証システム調査（大学編）(06.12)

資料３－２４－５　　アンケート調査クロス集計表（大学調査）（５）

定
性
的
基
準
に
よ
る

定
量
的
基
準
に
よ
る

評
価
項
目
の
内
容
に
よ

り
定
性
的
か
定
量
的
の

片
方
又
は
両
方
を
設
定

評
価
項
目
の
内
容
に
よ

る
が
可
能
な
限
り
定
性

基
準
を
設
定

評
価
項
目
の
内
容
に
よ

る
が
可
能
な
限
り
定
量

基
準
を
設
定

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

28 2 1 18 3 3 1     -
100.0 7.1 3.6 64.3 10.7 10.7 3.6     -
12      -     - 7 3 1 1     -

100.0      -     - 58.3 25.0 8.3 8.3     -
16 2 1 11     - 2     -     -

100.0 12.5 6.3 68.8     - 12.5     -     -
     -      -     -     -     -     -     -     -
     -      -     -     -     -     -     -     -

Q5評価基準について
　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　専門職大学院

　大学院

　大学

- 5 -440



ビジネススクールの質保証システム調査（大学編）(06.12)

資料３－２４－６　　アンケート調査クロス集計表（大学調査）（６）

客
観
性
、

公
平
性
を
担

保
す
る
為
一
律
に
必
要

な
資
料
を
定
め
提
出

自
主
点
検
を
行
い
、

結

果
に
基
づ
い
て
資
料
を

作
成
、

提
出
す
る
。

公
開
資
料
と
ヒ
ア
リ
ン

グ
を
原
則
と
し
資
料
作

成
は
最
小
限
に
す
る
。

大
学
が
委
託
し
た
調
査

会
社
が
ま
と
め
た
資
料

を
提
出
す
る
。

評
価
者
が
調
査
を
委
託

し
、

報
告
書
に
基
づ
き

評
価
を
行
う
。

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

28 10 5 8     - 1 4     -
100.0 35.7 17.9 28.6     - 3.6 14.3     -
12 4 3 3     -     - 2     -

100.0 33.3 25.0 25.0     -     - 16.7     -
16 6 2 5     - 1 2     -

100.0 37.5 12.5 31.3     - 6.3 12.5     -
     -      -     -     -     -     -     -     -
     -      -     -     -     -     -     -     -

Q6評価を受けるための資料の作成について
　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　専門職大学院

　大学院

　大学

- 6 -441



ビジネススクールの質保証システム調査（大学編）(06.12)

資料３－２４－７　　アンケート調査クロス集計表（大学調査）（７）

相
互
評
価
方
式

有
識
者
委
員
会
方
式

外
部
評
価
方
式

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

28 10 12 3 3     -
100.0 35.7 42.9 10.7 10.7     -
12 4 5 1 2     -

100.0 33.3 41.7 8.3 16.7     -
16 6 7 2 1     -

100.0 37.5 43.8 12.5 6.3     -
     -      -     -     -     -     -
     -      -     -     -     -     -

Q7評価方法について
　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　専門職大学院

　大学院

　大学

- 7 -442



ビジネススクールの質保証システム調査（大学編）(06.12)

資料３－２４－８　　アンケート調査クロス集計表（大学調査）（８）

日
本
で
の
適
切
な
評
価

を
欧
米
で
も
評
価
さ
れ

る
制
度
を
進
め
る
べ
き

無
理
の
な
い
範
囲
で
認

証
評
価
シ
ス
テ
ム
の
連

携
を
進
め
て
い
く
べ
き

外
国
の
シ
ス
テ
ム
と
の

連
携
は
当
面
必
要
な
い

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

28 5 18 3 1 1
100.0 17.9 64.3 10.7 3.6 3.6
12 2 6 3 1     -

100.0 16.7 50.0 25.0 8.3     -
16 3 12     -     - 1

100.0 18.8 75.0     -     - 6.3
     -      -     -     -     -     -
     -      -     -     -     -     -

Q8海外の質保証システムとの連携について
　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　専門職大学院

　大学院

　大学

- 8 -443



ビジネススクールの質保証システム調査（大学編）(06.12)

資料３－２４－９　　アンケート調査クロス集計表（大学調査）（９）

専
門
職
大
学
院

大
学
院

大
学
学
部

そ
の
他

　
無
　
回
　
答

28 12 16     -     -     -
100.0 42.9 57.1     -     -     -
12 12     -     -     -     -

100.0 100.0     -     -     -     -
16      - 16     -     -     -

100.0      - 100.0     -     -     -
     -      -     -     -     -     -
     -      -     -     -     -     -

F組織の種別
　
回
答
者
総
数

　　全　　　体

分
類
別

　専門職大学院

　大学院

　大学

- 9 -444



 
６．評価委員会資料 
６－１ 第 1回評価委員会 
 

ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 
第１回研究評価委員会メモ 

 
１ 日 時  平成 18年 12月 15日（金）17:00～19:30 
 
２ 場 所  筑波大学東京キャンパス第二会議室 
 
３ 出席者  矢嶋、大谷、古屋、熊平、伊藤、中田、鈴木、椿、永井 
 
４ 配付資料 
  ・ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム研究評価委員名簿 
・ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム研究会参加大学等一覧 

  ・平成 17年度「法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム」申請書 
  ・ビジネススクール教育の質保証システムプロジェクト趣旨説明 
  ・ビジネススクールで育成すべき人材の力量に関する指針案に関わる研究活動 
  ・ビジネススクールで育成すべき人材の力量に関する指針（案） 
  ・ビジネススクールの質保証プロジェクト  これまでの取組と検討課題    
 
５ 会議メモ 
 （１）開 会 
     本事業全体の管理責任者の鈴木教授から開会の挨拶があった。 
 
 （２）自己紹介 
     研究評価委員名簿に基づき、自己紹介があった。 
 
 （３）ＱＡＳプロジェクトの趣旨と経緯 
     鈴木教授からパワーポイント及び配付資料に基づき、本プロジェクトの趣旨と

経緯の説明があり、本委員会委員の先生方には、2月まで完成するガイドラインを
企業側から見て評価を行っていただきたいとの意向が示された。 
 その後、矢嶋委員からこのガイドラインを何処へ提出するのかという意見に対

し、鈴木教授から以下の考えが示された。 
①国内ビジネス教育機関に示す。     
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②文部科学省に報告する。 
③企業側にもこれで教育する旨、宣言する。 
④認証機関（学位授与機構、大学基準協会等）に考え方を宣言する。 
 

 また、古屋委員から拘束力がないと機能しないのではないか、ある程度の拘束

力を持つ組織を作ることが良いのではないか、との意見が出された。 
 これに対し、鈴木教授から、現在は公的に作られた評価機関で教育の質の評価

を行うようになっている。文部科学省としては、認証評価を第三者に委ねている。 
それで社会に対して質を担保していることを示している。 

 
（４）委員長選出 
     研究評価委員会委員長には、互選により島津製作所会長矢嶋委員が選出された。 
 
（５）各研究会の活動成果と今後の計画の報告 
  ａ育成人材像研究会について 

椿教授からパワーポイント及び配付資料に基づき、「ビジネススクールで育成す

べき人材の力量に関する指針案に関わる研究活動」の説明があり、併せて育成人

材像研究会の進捗状況について説明があった。 
なお、本指針は、１月 26日までまとめる予定である。 

   ｂ制度設計研究会について 
     伊藤教授から、「現在 30 のビジネス系専門職大学院がある。法科大学院は法務

省が関与し作られたので制度設計がしっかりしている。同じく会計専門職大学院

も制度設計が作られている。マネジメント系にはないので、どんな組織であろう

と、マネジメントを担う優れた設計を考え、どのような教育の質を保証するシス

テムを作るのかを心がけて計画（基準に合わせたカリキュラム作成等）している」

ところである旨、現在までの制度設計研究会の進捗状況について説明があった。 
   ｃ質保証システム研究会について 
     中田教授から、パワーポイント及び配付資料に基づき「ビジネススクールの質

保証プロジェクト」の説明があり、併せて質保証システム研究会の進捗状況につ

いて説明があった。   
  
 （６）質疑 
    各委員から次のような意見があった。 
    矢嶋委員長 

・ ほとんどが金儲けのためにやっているのではないか。 
・ 拘束力がないとだめではないか。 
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・ 日本のMBAは、権威があると思われるものを作る。 
    古屋委員 

・ 企業でなかなか認知されないので社会人が学ぶのは難しい。 
・ 日本の企業は、MBA 取得者であっても多様な部署を経験させ管理職を養成し
ているのが大半である。 

・ 大手の企業からビジネススクールに学生が来るシステムを作らないとだめで

ある。エース級の者が入学しないと、日本のビジネススクールの繁栄はあり得

ない。 
・ 自分の転職のためにMBA取得を目的にしている者が多くいるので、日本の企
業に対し、ビジネススクールをどのように理解させるかが重要である。 

・ アメリカのビジネススクールを出ても日本の企業は受入れないので、受入れて

もらうには「どんなシステムにするか」が重要である。 
 
    大谷委員 

・ 大企業トヨタでは少なくとも 10年の実務経験を踏まない限り、MBA留学を必
要としていない時期があった。 

・ 日本の企業では、多様な部署で経験を積まないまま上層部に行くことはない。 
・ MBAが必要であると認識されるには、どうしたらよいか。 

 
    熊平委員 

・ 企業では企業内で教育等行っているので、企業がライバルである。 
・ 企業から受入れるには、事業部、人事関係役職者に理解を得る。 
・ ガイドライン完成後、どんな結果を出せるのか考えた方が良い。 
・ 学生にとって、学校側がどんな者を求めているかというのも大事である。 
・ 学校で教育を受け、何を持ち帰ってもらうのか、何に役立つのかを明確にする。 

 
    古屋委員 

・ 日本の企業は、学校で学ばせることにより退職するのではと危惧をいだいてい

る。 
・ 外資系と違い、仕事もやらないで何になるという考えが強い。 
・ 日本の企業はMBA取得しても評価の対象にならない。違う業績により役職に
就く。 

・ 認知させるには時間はかかるが、人事関係部署に対し啓蒙活動を行っていく。 
・ 認知されないから会社に隠れて通う者が多い。そのため、大企業からの入学者

が少ないのではないか。 
・ 企業から認知されないままだと、空手形で終わってしまう。その部分をどうす
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るかが課題である。 
・ 啓蒙するしかない。 

 
    鈴木教授 

・ 認証は相手が行うものであり、ある程度のレベルに達した者を送り出すのが大

学院の使命であり、当たり前である。 
・ 修了者を中小企業等にも送り出しその成果を見守ることが、長い目で見れば大

事である。 
・ 大学での能力が企業で発揮できないこともある。 

 
    伊藤教授 

・ 大学院の設置基準は最低条件であり、認証は最低基準である。 
・ 講義は、受講生 15人くらいで行うのが一番良い。 

 
    椿教授 

・ トヨタの社内で 1000人の人材を育成する方針が、我々のライバルになってい
る。 

・ 経営の中で合理的、科学的であること。その点でMBAとトヨタは価値観を共
有していると思われる。が、我々と違う論理である。 

・ トヨタの人材育成はリーダーシップの部分が多いと感じられる。ビジネススク

ールが育成する者には参謀的な人材を含んでいる。 
・ 価値観は近い。流動的になってきた中で、日本の大学がどのように進むかが、

今後の課題である。 
・ 企業の活動の中で、修了者が我々の与えたことを成果として見せるために、イ

ンターンシップやプロジェクトを強く行わなければならない。 
 
    古屋委員 

・ かなり大事な問題なので 1～2 時間の短時間で議論されるべきではない。何回
か継続して行う必要がある。是非、機会を設けてほしい。 

 
     最後に鈴木教授から、幹事校に対して、現時点でのガイドラインを修正し提出

いただきたい旨、依頼があった。 
 
６ 閉 会 
  鈴木教授から外部評価委員に対し、お礼の言葉が述べられた。 
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６－２ 第２回評価委員会 
 

ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 
第２回研究評価委員会メモ 

 
 
１ 日 時  平成 19年 1月 29日（月）16:30～18:00 
 
２ 場 所  青山学院大学青山キャンパス総研ビル大会議室 
 
３ 出席者  矢嶋、大谷、鈴木、中田、椿、伊藤、堀内 
 
４ 配付資料 
・ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム全体会出席者名簿 

  ・ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム研究評価委員名簿 
  ・ビジネススクールで育成すべき人材の力量に関する指針（案） 
  ・ビジネススクール教育課程の制度設計 
  ・ビジネススクール教育システムの評価指針（案） 
  ・ビジネススクール教育システムの評価指針（案）参考資料１ 
  ・ビジネススクール教育システムの評価指針（案）参考資料２ 
 
５ 会議メモ（パネル討論） 
 （１）開 会 
     堀内教授から評価委員の紹介とパネル討論の進め方の説明があった。 
 
（２）各研究会の活動成果の報告 
  ａ育成人材像研究会について 

椿教授からパワーポイント及び配付資料に基づき、ビジネススクール教育にお

いて育成すべき人材が持つべき力量として、経営者のマネージャ行動に資する 10
の力量と 3カテゴリー（「価値・問題の発見の行動」、「意思決定の行動」、「適用の
行動」）が報告された。また、各ビジネススクールの中核となる科目がいかなる力

量を育成するのかを表現するシラバス表記例について紹介があり、これらにより

各ビジネススクールの教育を検証可能になるとの報告があった。 
   ｂ質保証システム研究会について 

中田教授からパワーポイント及び配付資料に基づき、ビジネススクール教育の

質保証のための「基本的視点」、「枠組み」、「評価項目・評価基準」、「手続きの流
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れ」の４つのブロックからなる評価指針が報告された。また、評価の骨格構造と

して提案された三層構造（法定評価、質保証評価、相互認証評価）に関連して、

認証評価と任意評価の仕分けについて、法定評価は範囲を明確にし、望ましい教

育の部分は任意評価にすべきとの報告があった。 
   ｃ制度設計研究会について 

伊藤教授からパワーポイント及び配付資料に基づき、ビジネススクール教育の

制度設計において考慮すべき事項として、高い倫理観と国際的な視野をもって企

業人の育成という観点から「体系的な教育プログラム」、「教育課程編成」、「教員

の資質」の３点について報告があった。 
 
 （３）討論 
    各委員から次のような意見があった。 
    矢嶋委員長 

・ 日本全体のビジネススクール教育を引き上げる教育と、企業経営を直接担う将

来の企業トップを育成する英才教育の２つが必要である。この２つとの関係を

考えて欲しい。 
・ 前者は、MBA 資格の取得者と他の大学院修了者との違い、すなわちより会社
の仕事に近い領域での即戦力を持たせる必要がある。後者は、短期間に高度で

基礎的な経営知識をきちんと教える教育が必要である。 
・ グローバル企業の経営者には、相手国の文化、歴史、習慣、そのベースになる

哲学などを知る「国際性」が不可欠。企業の中では教育しにくいので、大学で

その部分の教育を担って欲しい。 
・ 中小企業は、特定の分野については素晴らしい技術を持っているが、総合的に

生産性を向上させる統合的・技能的な経営能力に欠けていることが多い。これ

を引き上げる教育は日本のビジネススクールの特徴にできると思う。 
・ 日本のビジネススクールは、それぞれのビジネススクールの特徴を出すべきで

ある。そうすれば企業は求める内容に応じて社員を出しやすい。 
 
    大谷委員 

・ 日本のビジネススクールは欧米を追いかける立場だが、遅れを取り戻すには、

整然としたカリキュラム体系だけでなく、先行する欧米のビジネススクールを

上回るプラスαの部分を持たなければならない。 
・ 欧米のビジネススクールが研究に来日するような、日本発のテーマを発掘、固

有のコンテンツとして開発し、教育に持ち込むべきである。それができないと、

学生は欧米のビジネススクールに流れる。 
・ 仕事が国際化した時代には、基礎学力として世界に通用するものを、多くの企
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業人が獲得できる仕組みが必要。 
・ 日本にはトヨタのように自社内で社員を体系的に育てている会社もあるが、そ

れができるのは少数の企業。基礎学力を早急に上げさせ、かつ国際的に通用す

るリーダを排出できるビジネススクール教育を期待したい。 
・ ビジネススクールの質を最低限保証する仕組みは絶対必要である。基本的なか

さ上げをするためにベンチマークによる相互チェックが必要。 
・ MBAについての一つの標準は必要だが、それに加えて各大学の特徴が必要。 

 
    鈴木教授 

・ ビジネススクールの中で実務家教員と理論型教員を２つに分かれてしまうの

が問題。日本の現実では実務家が大学教員になることはあるが、逆方向の人的

交流がない。これが理論と実践の架橋がうまく行かない一つの原因である。 
・ 欧米と比較して日本のビジネススクールの強みは、学生の年代が少し高く、企

業の中で実際に活躍している人材である点。この学生の資質をどう活用するか

が欧米のビジネススクールに追い着く鍵となる。 
・ 日本のビジネススクールが個別に自校のビジネス教育をアピールするだけで

は社会的認知が得にくい。本事業は、日本のビジネススクール全体でビジネス

スクールの基本部分は保証し、その上に各校の個性を開花させる考え方である。 
 
    伊藤教授 

・ 縦軸に教育レベル、横軸に期間を取ったとき、ビジネススクール教育には、履

修期間全体にわたって長期に基礎・基本的なレベルの経営教育を行い、全般的

な教育レベルの引き上げを目指す「MBA 教育」と、短期間でレベルの高い経
営教育を行い、明日の経営者を作る「エグゼクティブMBA (EMBA)」の２つ
がある。一つのビジネススクールの中で MBA と EMBA をうまく有益的に統
合することが重要である。 

・ 日本のビジネススクールは、MBA 取得者が組織の中で実際に力を発揮できる
実力を付けさせないと、企業から相手にされない。 

 
    中田教授 

・ 日本の特色は中小企業大国である。すごく面白い事業を展開している。ビジネ

スモデルとして世界的に通用するので、これを日本のビジネススクールは取り

上げ、発信したい。 
・ 今までは大学が入学者を待っていたが、今後はもっと企業と連携してカスタム

メイドのプログラムをやっていきたい。 
・ ビジネススクールは理論と実践を架け橋し、新しい境地を切り開く必要がある。
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そのためには、理論の担い手(大学)と実践の担い手(企業)がコラボレーション
しなければならない。そのこと自体が大学の本来の仕事であると位置づける必

要がある。 
・ 大学における教育に関して社会に伝わっている情報は非常に偏っている。質保

証システムは、フェアな物差しできちんと測った情報を社会に提供し、マーケ

ットに評価してもらう仕組みであり、そうすることで大学も成長できる。 
 
    椿教授 

・ 産業界の期待に応えるためには、ビジネススクール教育の中で早いサイクルで

PDCAを回さなければならない。質保証はその一つである。 
・ 日本が情報発信力を持っている技術開発分野に関する基礎的な管理技術につ

いて、日本のビジネススクール教育の特徴として教育の中に反映していきたい。 
・ 日本のビジネススクール教育を良い者にしていくためには、産業界とビジネス

スクールの間のコミュニケーションを適切に図るシステムを確立することが

重要である。 
・ 質保証は、社会にとって必要という側面だけでなく、ビジネススクールが自己

成長する仕組みとしても必要である。 
・ 「専門職大学院における成績評価の厳格化」は、「出口に関する管理」という

意味で画期的なことである。 
 
    フロア意見（栗本名古屋商科大学長） 

・ 日本の大学・大学院は単位認定、卒業・修了判定が実にいい加減。学習内容も

より多くのボリュームを課す必要がある。質保証を考える際に、単位認定や卒

業・修了判定を大学教師の権限とせず、各大学が組織としてポリシーを明確に

すべきである。 
 
６ 閉 会 
  堀内教授から閉会の言葉が述べられた。 
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ビジネススクール教育の質保証システム開発プログラム 

第２回研究評価委員会（パネル討論）の発言記録 

 

 

１ 日 時  平成 19年 1月 29日（月）16:30～18:00 
２ 場 所  青山学院大学青山キャンパス総研ビル大会議室 
３ 出席者  矢嶋、大谷、鈴木、中田、椿、伊藤、堀内（司会） 
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司会（堀内） 評価委員会では、この「質保証システム開発プログラム」の研究評価委員

として４名の企業の方にお願いしております。本日はそのうち２名の先生方にお見えいた

だいております。まず外部評価委員のご出席していただいています先生方のご紹介をしま

す。株式会社島津製作所・会長の矢嶋英敏先生です。続きまして株式会社日経ＢＰ・常務

取締役であられます大谷清先生です。きょうはご欠席ですが、お名前だけ研究評価委員の

ほかの先生方も挙げさせていただきます。ＩＧＰネットワーク社・代表取締役社長の古屋

先生、株式会社エイテッククマヒラ・代表取締役の熊平先生、以上４名が研究評価委員で

す。 

 それでは、今日のこの評価委員会の進行ですが、今日いままで発表会、研究発表でやっ

ていただきました幹事校の先生方に、いままでのフロアの話もまとめまして、それぞれ５

分間ぐらいサマライズおよびプレゼンのほうをやっていただきます。そしてそれを受けま

して評価委員の先生方にコメントをいただき、そして最後にフリーディスカッションする

という手順で進めていきたいと思います。 

 それではまず椿先生のほうからプレゼンをよろしくお願いいたします。 

 

椿 筑波大学の椿と申します。座って失礼させていただきます。私どものほうは、本日の

配布資料にございますけれども、「ビジネススクールで育成すべき人材の力量に関する指針

案」というものの第３次案というものに関して背景を説明し、さらにいろいろな議論を重

ねたというのが本日の流れでございました。 

 この指針案というのは、基本的に各大学がそのビジネススクールの教育において、どの

ような経営者のマネージャーとしての行動に資する力量を教育するか、その目標というも

のを明示していただくということが主たる目的になっております。例えばどんなことを各

大学がやるかということですけれども、この指針案の後ろにはいわゆる「付属書」という

もので、こういうことを期待しているということがあるのですが、その「付属書Ｂ」とい

うところに、例えばコアとなる必修とかコアとなる各ビジネススクールの中核となる科目

のシラバス等には、経営者に必要な力量というもので、どういうものを狙っているのかと

いうことを明確に示していただく。この指針の中では、経営者のいわゆるマネージャーと

しての行動というものに関して、一つのかなりシンプルなモデルをつくっておりまして、

いわゆる「価値・問題の発見の行動」、それから「意思決定の行動」、「適用の行動(インプ

リメンテーションの行動)」というのがございまして、それぞれに資すること多いと思われ

る力量として、多様性受容、達成志向、先見性、情報収集力、創造性志向、分析志向、戦

略・立案、リスクマネジメント、組織マネジメント、コミュニケーションといったものを

取り上げております。 

 各カリキュラムを作るにあたって、どういう部分を、授業の中で伸ばすのかということ

を明示して、こういう観点で明示していただくということをお願いしているわけです。さ

らにいわゆる各ビジネススクールに関しましては、この指針の「付属書Ｃ」というのをご
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覧になっていただければと思うのですが、これは最終ページになりますけれども、例えば

10 科目なら 10 科目ですね、いわゆる必修科目というようなものを配置した場合に、これ

は先ほどのシラバスの中に入っているものを単にマトリックスにしただけですけれども、

おおむねこういう 10 のコンピテンシー（力量）というものを支えるに足る必要十分な必修

科目、コア科目を構成しているということを、それなりに押さえていただきたいと思いま

す。そういうふうに考えているわけです。 

 これは当然、まず今回のシンポジウムあるいは一連の２年間の活動の中で議論となった

のは、この種の科目に落とし込んだもの、マーケティングの能力とかアカウンティングの

能力ということになると非常に話は単純でわかりやすいんですが、これをいわゆる「ソフ

トスキル」とか「ソフトコンピテンシー」と言われているものに落とし込んだ、先見性と

か多様性需要というところに落とし込んで、あえて「付属書Ｃ」という形で教育プログラ

ムの妥当性などを検証可能なものにしようとしたという、この観点が妥当かどうかという

ことは常に議論になるかと思います。 

 この 10 のコンピテンシーがどのようにして導かれたかというのは、この２年間の活動の

中のいわゆる調査研究で、国際的にハイ・パフォーマンスと言われているマネージャーの

方が持っている力量、それから特に日本の中である局面局面でどういうコンピテンシーが

実際に有効であったかという、そういう調査研究に基づいて、この種のコンピテンシーが

マネージャー行動にとって重要であろうというふうに考えた次第です。この種のこととい

うのは、もちろん、これが現在スタートラインとして提示するコンピテンシーでございま

すけれども、今後ビジネススクールの中で、どういうコンピテンシーが本当に重要かとい

うことに関する検証活動というものは続けて行って、順次、このリストというものを改善

できればというふうに考えている次第です。 

 本日のフロアの議論の中では、この他に、やはり「リーダーシップ」というようなもの

はどうであろうか、それから今後ＣＳＲというようなものに関しても、やはり経営者とし

てその種の力量ということが問われるのではないか、というようなご意見をちょうだいし

たところでございます。私どもはリーダーシップを構成する要素として、ここの中にコン

ピテンシーはあるという形に説明申し上げましたけれども、先ほど申し上げましたように、

このリスト自体が今後、一定の改善のサイクルに入るべきものだと考えておりますので、

いろいろ貴重なご意見をいただければありがたいと考えている次第です。私のほうからは、

すみませんがこういう形でご説明させていただいた次第です。以上でございます。 

 

司会 はい、どうもありがとうございました。それでは続きまして中田先生、よろしくお

願いいたします。 

 

中田 外部評価委員の先生方には、お手元の「ビジネススクール教育システム評価指針案」

というペーパーがあるのでございますけれども、これをチラチラと眺めながら、お聞きい
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ただきたいと思います。今日のシンポジウムでは、これをベースにしまして、パワーポイ

ントで簡単なご紹介をいたしまして、ご意見を伺った次第でございます。この評価指針の

案は全体として４つのブロックからできております。１つは１ページにございます「基本

的視点」、それから「枠組み」、それから５ページにございます「評価項目・評価基準」、そ

れから最終ページにございます「手続きの流れ」と、この４つのブロックで構成しており

ます。 

 このうちの基本的視点につきましては、１ページ目にございますように７つのポイント

を挙げております。前回のこの研究会の私どものワークショップで「ビジネススクールの

多様性・独自性を尊重するという項目も入れるべきだ」というご意見がございまして、こ

れを（４）のところで補ったりをしておりますけれども、基本的には現状を正確に把握し

て、継続的な改善が図れるようなシステムでなければいかん、それから現状を現在のシス

テムと整合するものでなくてはいかん、それから３番目に、産業界その他の人材育成に関

するニーズにこたえるものでなければならん、そして教育効果等について経済界から信頼

感を持っていただけるようなものでなければいかん、等々の制度設計上の視点を整理して

ございます。 

 それから２番目の枠組みでございますけれども、これは目的それから評価組織というこ

とで、「だれが評価するのか」という点につきまして、１ページの下のほうにございますよ

うに、４つのパターンを考えています。ビジネススクールによる自主的な団体にするのか、

経済界とビジネススクールとのコラボレーションによって設置するような組織がいいのか、

それとも法律に基づく認証評価機関がいいのか、その他の団体がいいのか、というような

ものでございます。それから被評価者につきましてはビジネススクールとしておりますけ

れども、これも相当あいまいな概念でございまして、経営系の大学院または専門職大学院

ということで、ＭＢＡコースだけではなしに、ＭＯＴあるいは地域経営も含むようなもの

で、広く考えてはどうだろうかという提案をしているわけでございます。 

 それから評価の骨格構造ですけれども、これにつきましては三層構造ということで、こ

の前の外部評価委員会でもちょっとご紹介をいたしましたけれども、一番基礎にあるのが

大学・大学院・専門職大学というようにそれぞれに共通の「法定評価」、そしてその上にこ

の指針案で検討しております「質保証評価」、これは任意評価になりますけれどもこの任意

評価があり、そして三層目のところに国際的な連携を図るための「相互認証評価」という、

この３つを組み合わせて運営して行ってはどうか、という提案をしているわけでございま

す。 

 それから評価手続きにつきましては、お手元の資料の一番最後のページに図がついてお

りまして、おおむね申請をしてから実際に評価をし、そして評価結果をまとめ公表しフォ

ローをしていくという流れでどうだろうかということでございます。途中に異議申し立て

の手続きを含むということで。 

 それから一番大事なこの評価の基準・評価項目でございますけれども、これにつきまし
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ては５ページ以下にございます。こちらも全体を４つの大きなグループに分けております。

最初のグループは「目的・基本方針」ということでミッションでございますとか、いま椿

さんのほうからご説明がありました、育成すべき人材像が明確に描かれているかというよ

うな点、それからビジネススクールとしての独自性、多様性、国際化等々がきちんと位置

づけられているかというようなこと、それから２番目に「組織管理」ということでアドミ

ニストレーション関係の項目を盛り込んでおります。それから３番目に「教育研究」とし

て７ページ以下にございます、アドミッションポリシー以下、教育課程や科目の整備につ

いて適切なものになっているかという点でございます。それから最後に８ページにござい

ますが、「自主的な取り組み」ということでございます。この自主的な取り組みにつきまし

ては、これまでの国内の各評価システム、あるいはアメリカのＡＡＣＳＢやヨーロッパの

ＥＦＭＤのような評価システムでも、この自主的取り組みを一つの大きな柱として取り上

げている例がないわけであります。この案では自主的取り組みというということで、ビジ

ネススクールが自分の力で継続的に改革を図っていくのだというのを制度的に担保するよ

うな、それをチェックしようということで、この辺がプレイアップしている点でございま

す。 

 以上のようなことで、おおよその枠組みを、きょうはご説明をして議論をしていただい

たわけでありますけれども、議論としましては、一つは評価を受ける対象がどこまで広が

るのかということがございまして、例えば公共政策の一部も入るということを私申し上げ

たんですけれども、それは地域経営という点で入るということを申し上げたんですけれど

も、その辺の対象者の領域の議論がございます。私どもは、文部省のカテゴリーを必ずし

もよく理解できていないんですけれども、例えば知的財産関係でございますとか、文部省

によりますと「その他」として分類されています中に、いろいろなマネジメントをやる、

先ほどのその地域経営もそうでございますけれども、そういう分野がいろいろ含まれてお

りまして、こういうところも評価の対象として検討に参加していただければありがたいな

というふうに考えているところでございます。 

 それからあと、今日ご議論がございましたのは、認証評価と任意評価との関係の部分で

すけども、認証評価が本当に最低のものだけということになるのかどうなのか、もう少し

膨らみがあるのではないだろうかということ、あるいは一律の評価ということでなしに教

員一人ひとりの評価も含まれてくる、そういった面もあるのではないかというようなこと、

そういうようなご議論がございました。これにつきましては、法的に義務づけられている

ものは、やはり義務づけの内容あるいはどこまで義務づけられているかという範囲が明確

でなければいけないだろうと。そうなりますと、ベター論の部分をどんどん法定評価に取

り組むというのはいかがなものか。むしろそれは、この私どもがいま検討しております質

保証評価という任意評価のほうで位置づけたほうがいいのではないだろうか、というよう

なお話を申し上げました。 

 それから手続きの面で「フォローアップもやっていくんだ」ということにしているわけ
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でありますけれども、評価の前の段階で、評価に入る前にいろいろ情報を交換したり、あ

るいは支援をしたりということも大事なのではないかというようなご意見を、今日はいた

だいたわけであります。大体、今日のところはそのような議論をしてまいりました。 

 

司会 はい、どうもありがとうございました。それでは伊藤先生、よろしくお願いいたし

ます。 

 

伊藤 それでは限られた時間ですので簡潔に申し上げます。お手元の私の資料のスライド

の 13、14、15、この３枚に尽きると思います。やはりビジネススクールの教育にとって、

この制度設計を考えていく場合に大事なことは、「どのようにして体系的な教育プログラム

をつくるか」と。このスライドの左の絵にありますように、まさに教育プログラムが人材

を育成することですから、このように１枚の紙にきれいな絵を描くことであると。この木

は根っこがあって、幹があって、そして枝があると、それが木なんだと。人材を育成する

というのは、苗木からこういう木をつくることである。 

 したがって、この根っこの栄養を幹に与え、幹の栄養を枝に与えていくと。そうします

と人材育成の教育の中で、根っこの部分はやはり基礎的な専門的な、または人間として社

会人にふさわしい倫理観を身につける。そういう教育がまずなされて、そしてそれが今度、

幹に行きまして、幹はまさに専門教育を受けるときの専門の一番基本的な、企業経営にお

いてマネジメントとは何か、企業の組織をどのようにして運営していくのか、またはその

企業の生い立ち、いままでどのようにしてこの企業というのは発展してきたか、そういう

幹の栄養が今度、枝に伝わりまして、そこでそれぞれの企業の持っている職能、マーケテ

ィング、ファイナンス、アカウンティング、情報システム、まだ生産管理とかいろいろあ

るかと思います。そういう各企業の職能について学んで、そして最終的にこれを１枚の絵

にするために、ビジネスとは何か、マネジメントとは何か、どのようにしてこの教育を、

より現実世界の中でその教育ができるようにしていくことが、やはりビジネススクールの

制度設計の中において一番大事なことではないのかと、そういうことを、今日、私の報告

でさせていただきました。 

 それから資料のスライドの 14 で、環境はどんどんどんどん垣根を低くしているグローバ

ル化に進展していると、したがって人材育成の中においても異文化間の価値観の相互理解

を深めていくためには、やはり私たちは、企業人は高い倫理観を身につけていかなければ

いけないし、そして国境の垣根が低くなるにしたがって、国際的な視野というものをも身

につけていかなければいけないと思います。そういうことを報告させていただきました。 

 したがってビジネススクールの制度設計をする場合に、こういう高い倫理観と国際的視

野の観点から、この教育課程の編成というものを考えるべきではないか。特に高い倫理観

と国際的な視野を拡大していくためには、学生の国際化、多様化を図ること。いろいろな

価値観を持った学生と学ぶこと。また教員の国際化、いろいろな価値観を持った教員から
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学んで行くこと。そして文化の国際化、思考様式、いろいろな価値観を持った思考様式を

取り入れて、多面的に現象をとらえていくような文化の国際化を図ること。日本の文化だ

けを知るのではなくて、いろいろ世界の異なる文化圏の価値観を学ぶことによって、この

現実の世界の諸事情を理解し得るだけの力を身につけていく。そして場所の国際化。学生

は積極的に海外研修をしていく。そういう形において、そこの宗教・文化を学んでいく。

いまビジネスマンの教育にとって欠けており、ビジネススクールとして考えていかないと

いけないのは、やはりこの高い倫理観と国際的視野を身につけた教育というものを考えて

いくべきではないかと思います。 

 そうしますとスライドの 15 にいきまして、では「それを担う教員の資質は何か」という

課題になります。やはりそれだけの、いまビジネススクールで一番欠けているのは教員と

教材だと思います。本当にビジネススクールで教えるところの教員が一体どれだけいるの

だろうか。本当に実務的な知識と理論的な知識を持って、そして学生に対してこの高い倫

理観と国際的な視野を広げていくような教員の確保ということが、いまビジネススクール

に一番欠けていると思います。したがって文科省の設置基準では、抽象的でありますけれ

ども研究業績を持っていること、技術を持っていること、といろいろ書いてありますけれ

ども、やはりこれが現実の世界の中で、そこのところの教育研究ができる教員の確保とい

う形のものを考えていかなければならない。 

 したがいまして、時間がまいりましたけれども、制度設計をしていく場合に、究極的に

はやはりどのようにして人材育成のための体系的なカリキュラム、体系的な教育プログラ

ム、ＭＢＡという学位にふさわしい教育をするためには、どのような編成が求められてい

くのか。それがいまビジネススクールに課せられた課題ではないでしょうかということで

す。 

 

司会 はい、どうもありがとうございました。鈴木先生のほうから何かコメントはござい

ますか。 

 

鈴木 いや、結構です。 

 

司会 よろしいですか。いま３人の先生方から、きょうのプレゼンの内容をまとめていた

だき、また論点を整理していただきました。ここから評価委員の先生方のほうから、いま

の研究内容、論点の整理に対してコメントをいただきたいと思います。まず大谷先生、よ

ろしいでしょうか。 

 

大谷 ろくに予備の勉強もしないでこんなことを申し上げるのは大変おこがましいのです

が、それをちょっと割り引いてお聞きいただければ大変ありがたいと思います。３人の先

生方から、かいつまんだご説明をいただきまして、それを拝聴しながら非常に体系だった
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準備作業と言いますか、提案と言いますか、それができ上がっているというふうに私は思

っております。 

が、１つだけ申し上げたいのは非常に乱暴な言い方ですが、日本のビジネススクールと

いうのは欧米に比べますとどうでしょう、100 年、200 年ぐらいのビハインドがあると思い

ます。それだけ追いかける立場ですね、いわば。追いかける立場のビジネススクールのク

オリティーを、先行しているビジネススクールよりさらに上回ると言いますか、その先を

行くという水準に持ち上げるためには、何かリープフロッグするようなものが、伊藤先生

のこの絵でいきますと葉っぱの部分になるのか、枝の部分になるのかわかりませんが、そ

こに必要ではないかなという気がしております。 

 というのは、私どもも２年ぐらい前に「技術経営の分野でジャーナルを発行してみよう」

という挑戦をしたことがありまして、１年ぐらいやってみて、最終的には採算が取れなく

てコマーシャルなパブリケーションとしては断念をしたのですが、そのときに私もいくつ

かハーバードをはじめとしてスタンフォード、それからノースウェスタン、ＭＩＴと回り

ました。彼らが、特に技術経営、マネジメント・オブ・テクノロジー、いろんな言い方が

ありますけれども、それに近い分野でどういうカリキュラムと、どういうテーマでグラジ

ュエイトスクールを運営しているのかというのも、ほんの聞きかじりだけだったのですが、

見て参りました。 

 そのときに驚きましたのは、例えばノースウェスタンですと、トヨタのプロダクション

システム「ＴＰＳ」というのを、日本人の教員ではなくて彼ら自身がトヨタを勉強した、

その結果として教材をつくり、それから教室でディスカッション、ディベートを運営して

いるということだったのです。僕は非常に素朴にびっくりしまして、「これは一体、何なん

だろう」と。本来、例えばトヨタのプロダクションシステムというのは、東大の藤本先生

なんかがやっていらっしゃいますけれども、本来は日本のグラジュエイトスクールから世

界に向けて発信すべき、非常に格好のビジネススクールのテーマであるはずなのに、それ

が日本の大学・大学院では、当時なかなかまだ世界に影響を及ぼすような教材、あるいは

スクールクラスとしては訴え切れていなかったということがございます。これは私の印象

なんですが。 

 何を申し上げたいかと言いますと、非常に断片的な印象で恐縮ですが、体系だって３人

の先生方が、ご尽力ある皆様も含めてご尽力されたシステムに一味つけてリープフロッグ

するとすれば、そういう日本が国際競争力をもっていて、かつ欧米のビジネススクールが

もう十何年も自らこちらにリサーチの要員を寄越して研究し、向こうに、アメリカなりヨ

ーロッパに持ち帰って、そこの生徒を教えているような日本発のテーマを、ぜひ盛り込ん

でいただきたいということです。それはいろんな概念のマトリックスの中には、なかなか

入りきらないと思うんですけれども、だからこそマトリックスにあるような整然としたも

の、プラスαの何かが上手にはめ込まれるようなシステムにできれば、大変ユニークなの

ではないかなという気がします。以上でございます。 
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司会 はい、どうもありがとうございました。矢嶋先生、いかがでしょうか。よろしくお

願いいたします。 

 

矢嶋 矢嶋でございますけれども、本当に皆さん、先生方にいろいろ説明を受けますと、

こういうふうにものの考え方というのはまとめていくのかなと、こういうふうに心底思っ

ているわけでございますが。私自身いままでやってきたことが、いわゆるマーケティング

とセールス、そういう部門からまずいろんな経験をしてきたという中で２つの会社を経験

いたしまして、１つは日本航空機製造という会社で「ＹＳ11」という戦前・戦後を通じて

初めてつくった民間航空機というのを世界中に売るという仕事が１つあったわけでござい

ますけれども。ここで 42 歳までそういう仕事をしてきて、残念ながらＹＳ11 のプロジェ

クトが利益が出ないと、今後ずっとこの販売を続けても利益が出る可能性というのは極め

て少ないということから、一番最初の日本としてのそういう大きなプロジェクトに対する

取り組みだったわけですけれども中止になってしまった、というところで縁があって島津

製作所に課長という形で入って、現在、社長・会長を務めているという。 

 こういう自分の職歴から考えていきますと、人材教育というのは、２つのことがあるの

かなと思います。１つは全体の日本人の教育レベルというものをきちっと引き上げていこ

うというような教育が１つある。これはどうしても必要なんだろうと。それがいま安倍内

閣でおっしゃっているような人材開発ではないかなと思うのですが。２つ目はやはり、い

ま先生方がまさにおっしゃっていらっしゃる英才教育だろうと私は思うんですね。その英

才教育という中で企業が必要な教育というのは一体なんなんだろうかと言うと、いま伊藤

先生がお書きになった、この 14 ページですか、この木の絵が描いてある、この葉っぱ、あ

るいは枝の部分から、どうも企業の人間というものはだんだんだんだん年をとってくるの

ですね。経験を積んでいくわけです。そうすると例えばマーケティングでは非常によく知

識があり経験のある人が、突然会社の経営を全部任されたというときに、ファイナンスの

ことも知らないといけないし、あるいは技術のこともある程度わからなければいけないし、

製造のこともわからないといけない。そういうことになったときに、はたと非常に困る場

合が多々あると思うんですね。 

 私どもの会社なんかでも、分析計測事業というのが大体 60％ぐらいのシェアを占めてお

りまして、20％ぐらいが医療機器なんですね。最後の 20％が何かというと航空機の部品を

つくったり、半導体の製造装置に対する部品をつくったりしている。そういうプロダクト

だけとってもモダリティだけとっても、例えばクロマトグラフだとか、あるいはＴＯＣだ

とかオートグラフだとか、そういうものだけをつくってきた人が「医療機器どうしたらい

いの？」と言ったって、なかなかわかりにくい。ましてや航空機に搭載するような部品な

んていうのは全然わからないというときに、そういうモダリティとは関係なく「経営とは

こういうものだ」ということが、そういう基礎知識がきちんとできていないとトップの経
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営者になり得ない。 

 しかし一方において経営者というのは長くても３期６年とかいって、社長なら社長でお

れる時間というのは６年しかない。そうすると、その間に会社が非常に繁栄している場合

にはさらなる繁栄をさせなければいけないし、危機に面しているときには非常に大きな再

建をしていかなくてはいけないというときに、非常に知識が不足している。ここら辺のと

ころを、どう短期間にそういう候補足りうる人間の教育というものを、トップの地位につ

く前にきちっとしたファンダメンタルな教育というものをしていただくことが、それも非

常に高度なファンダメンタルな教育をしていただくということが、いまの日本企業では一

番必要ではないかなと、こう私は思うんですね。その証拠に、いまお話がございましたよ

うに、アメリカのいまおっしゃったようないろんな大学、あるいはフランスのエラーとい

う大学、そういったところでは、まさにいま私が申し上げているような教育をされている

んじゃないかと思うんですね。 

 もう少し島津の話で恐縮でございますけれども、例えば新入社員を 100 人採るといった

ときに、大体 70 人は大学院の卒業を採るんですね。で 20 人が大学卒、残りの 10 人ぐらい

が技能関係のいわゆる高校卒だとか中学出た人で技能関係、これはいわゆる工員さんにな

られる方ですね。そうすると何で大学院卒をそんなにたくさん採るのと言うと「即、社員

として 100％力を発揮してくれるんじゃないかな」という期待感を持って採るんですが、

多分その期待にこたえられる大学院を卒業した人というのは 10％にも満たないと思うん

です。そうすると、そこでやはり２年なり３年なりというものは、かなり学校を出てから

会社に入って、会社の中で教育をしていかなくてはならない。 

 ところがいま、そういうところの部分を、最初に申し上げました全体の日本の教育レベ

ルを上げていくことが大変な大命題だというお考えの範疇で考えれば、会社に入る前にそ

ういうビジネススクールも出ていただいてＭＢＡの資格をとっていただければ、あるいは

もっと大学院を卒業して入ってきた人よりも、会社の仕事に近い範囲でそういう採用がで

きるのではないかなと思う。 

 したがって英才教育というのと、いまの全体の日本の教育レベルをいかに上げるかとい

うのと、２つの大きな課題があるのではないかなというところで、いま説明していただい

たようなことをもう少し掘り下げていただくと、われわれ企業側としては大変期待できる

ような人間を採用することができるし、またかつ自分のところの社員の教育をある期間任

せることができるという、この２つの狙いというものをぜひお考えいただいたらありがた

いなと、こんなふうに思います。以上です。 

 

司会 はい、どうもありがとうございました。ここからフリーディスカッションにしてい

きたいと思うんですが、いま大谷先生のほうからは、非常に欧米に比べて遅れた日本のビ

ジネススクールが、欧米に追いつくあるいはそれより先に行くためには何かリープフロッ

グが必要だろう、あるいは日本発のテーマを発掘することが必要だろうというご指摘だっ
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たと思います。それから矢嶋先生のほうは、ボトムアップというか全体的なレベルを上げ

るというのと英才教育と２つあるけれども、企業にとってそれをうまくシステム化してく

れると、即戦力として役に立つとか、トップになる前にいろんな基盤技術を基盤技能を修

得してくる、こういったものをうまくシステム化できればという２つのご指摘があったか

と思います。その視点から各先生方、いかにお考えかお伺いしてよろしいでしょうか。鈴

木先生、まずいまのお二人の先生に対するコメントをお願いいたしたいと思います。 

 

鈴木 お二人の話に実は共通して私が感じていたのは、１つは私ども教員の立場から見て、

いまのビジネススクールの教員構成がどうなっているんだろうという、いまのというより

もこれまでのビジネススクールの教員構成がどうなっているんだろうというふうに考えて

しまいます。実は先ほど伊藤先生がつくってくださったスライドでいうと 12 ページのスラ

イドになるのでしょうか、専門職大学院というものが、あるいは専門大学院というものが

できる以前は、どちらかと言うと理論的教育をする先生たち、いわゆる大学の中で育って

きた先生たちが自分の専門分野を持ち寄って「ビジネススクール」というような形の教育

をしていた。この理論的教育の部分を担っているのが、それぞれの個別の研究者の先生方

であって、この中がさらに分野ごとに細分化されていると、そういう教育、別の言い方を

すると先ほどの枝葉の一番先端のところを教育することをずっとやってきていたのが、い

ままでの形なんではないかと思っています。 

 それに対して今回の専門職大学あるいは専門大学院のころから、あるいは社会人教育と

いうものを始めたころから、「それだけではまずいね」ということで、企業経験のある方が

「実務家教員」というふうな形で入ってきたのですが、まだ伊藤先生のお話のように、あ

る意味で文部科学省も、教員を実務家教員、理論型教員という形でパッと２つに分けてし

まうというような議論が先ほどありましたけれども、この間が実ははっきり分かれていて、

しかも実務家教員の方が大学の教員にはなるのですけれども、大学の教員が実務家に行く

という反対方向の人的な交流が実はないのが、日本の社会なんだろうと思うんですね。 

 一人の教員の中で実務と理論の架橋ができていない。ここのところがないために、実は

大学教育の中になかなか実務教育の部分、あるいは実践教育の部分が入ってこない。それ

で、いま一生懸命「実務家教員」というのを入れることで、そこを埋め合わそうとはして

いるんですが、それでもやはり十分ではないというか、いわゆる現実の実務の世界の話が、

すぐ大学の中の教育にそのままつながってこない。ここを何とかしなければいけない。 

 では日本はそういう意味で、そこのところがないので弱いから 100 年ビハインドがある

のではないかという議論なんですが、逆に日本の強さをもし言えるとすると、欧米のビジ

ネススクールですと大体、学生が将来のキャリアアップを目指して 20 台半ばかもうちょっ

と遅いぐらい、30 までいく前の 26、7 ぐらいのところで、それまでに大学を出てお金をた

めてビジネススクールに通う費用を自分で生み出して、それでビジネススクールに来ると

いうパターンが非常に多いわけですね。ところが日本の場合はもうちょっと年代が高いん
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ですね。企業の中である程度仕事をやってきて問題を自分なりに抱え始めた層、この人た

ちが大学院でもう一度「大学院に行けば何かあるんじゃないか」と思って、いまいろんな

ビジネススクールに来ている状況だと思うんですね。この層がある意味で、教員と同じ意

味で別の役割を果たすのではないかと思う。これをどう活用するかが多分、日本のビジネ

ススクールとして欧米に追いつく一つの要素になるのではないか。それがどう活用できる

か、その活用の仕方を各大学がどう工夫するかなんだろうというふうに私は思っておりま

す。 

 

司会 はい、どうもありがとうございました。ほかの先生方、いかがですかね。伊藤先生、

いかがでしょうか。 

 

伊藤 矢嶋会長のお話を聞いて、ビジネスプログラムは２つ必要であるとのご意見だと思

いました。いま、縦軸にレベル、横軸に期間を取ると、そうすると全体の教育レベルを高

めるということは、高いレベルのものを全体的に上げるということはできないから、した

がって基礎・基本的なレベルで期間を長く取ると、そして英才教育をすると、これは先ほ

どのお話で、短期間でレベルの高いものをやるということになります。そうするとこれは

Ｌ字型になるのですね。そうするとビジネススクールというのは、いまこの英才教育とい

うのは具体的にＭＢＡ教育の中では「ＥＭＢＡ（エグゼクティブＭＢＡ）」という形で、短

期に明日の経営者をつくるような形のプログラムを、いままで以上に開発していく必要が

あるということになります。 

 それからもう一方は、いま教育全体、特にビジネススクールの中におかれましては、全

体的な教育レベルを引き上げるという形ですが、いま社会人に対してもっともっと基礎的

な基本的なそういう教育、すなわちＭＢＡというプログラムをそこに持っていって、１つ

のビジネススクールの中でＭＢＡ、ＥＭＢＡこれをうまく有益的に統合すれば問題は解決

されていくのかなと思いました。 

 

司会 はい、どうもありがとうございました。いまのは通常のＭＢＡは全体のレベルを上

げるようなところであり、ＥＭＢＡが英才教育的な形なのではないかというお話だったと

思います。中田先生、いかがでしょうか。 

 

中田 大変いいお話を伺ったと思います。最初の大谷先生のお話について、ちょっと一言

申し上げますと、ビジネスという面からみますと、日本の特色の１つは日本は中小企業大

国だということがあると思うんですね。私も自分の担当の科目でもあるものですから大変

関心を持っていまして、日本の中小企業というのはものすごくいろんなおもしろい事業を

展開していて、それがあるビジネスモデルとしても世界的に通用するものがたくさんある

と思うんです。もう１つ、中小企業だけでなしに、いわゆるコミュニティビジネスといい
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ますか、地域起こし的なものも非常にユニークなもので、アジアあるいは欧米にいろんな

参考になるものがたくさんあると思うんです。 

 だからこういうものが１つ、悪戦苦闘してケーススタディの教材を手作りでいま作って

おりますけれども、これを作り溜めして世界に発信していくということが１つあるのかな

というふうに思っております。逆に欧米のほうは中小企業のケースでいいものがあまりな

いんですね。もともと中小企業のデータがないということもあるんですけれども、いいも

のがない。日本ではたくさんいろんなものがあり得るので、そのへん少し一味つける１つ

のポイントになるかなという感じがしているんです。 

 それから矢嶋会長のおっしゃった高度な基礎というのはなかなか難しいんですけれども、

１つはそのＭＢＡの体系の中でもちろんそれに正面から取り組まなきゃいかんというふう

に思っておりますけれども、もう 1つは産学連携プログラム、これは私どもの評価指針の

議論の中でも出てきたのですけれども、企業と大学が連携をして、いわゆるエグゼクティ

ブコースみたいなノンディグリーのものも含めて、そういうプログラムが非常にこれから

先、大事になるのではないだろうか。 

 いままでは大学が座って入学者を待っていたわけですけれども、もっと外に出て企業と

連携をしてカスタムメイドのプログラムをどんどんやっていくということが、一つ大事な

のではないだろうか。それをビジネススクールの評価の１つの項目に入れてはどうかとい

う、そういう提案をこの案ではしているところでございます。以上でございます。 

 

司会 はい、どうもありがとうございました。日本の中小企業なんかのいろいろケースが

どんどん開発できるのではないかということとか、それから産学連携のプログラムをどん

どん開発して、もっと産学密着でやっていけばいいのではないかというお話だったと思い

ます。では椿先生、いかがでしょうか。 

 

椿 まず日本のビジネススクールが、ある意味で日本の産業界なんかの期待にこたえるた

めには、本日いろいろな意味の質保証ということの活動があるわけですけれども、その教

育の中にやはり実際のもう少し速いサイクルのＰＤＣＡが回らなければならないと思うん

ですね。 

 具体的にはやはりある程度、もうビジネススクールの教育という場合には、先ほどあり

ましたように実態としては有職の方がビジネススクールに来ているということが圧倒的に

多いわけで、あるいは企業の派遣の方という場合もあるわけですが、そういう方々が実際

の問題解決といいますか、そういう企業の中の問題を教育の場に持ってくる、あるいは適

切なインターンシップあるいはプロジェクトといったもので、実際にそのビジネススクー

ルで行われている教育を、むしろ実業の現場のほうへ持ち込むということを、教育の中で

実践するということが非常に大きなウエイトを持つのではないかと考えております。 

 実際にいまの専門職大学院等では、その種の実習というものの意義というものを相当強
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く強調しているのではないかと思うので、私どももまだ専門職大学院という制度を立ち上

げてごくわずかなんですけれども、むしろわれわれの教育を最も評価してくれているのは

学生さんというような、その種のプロジェクトをやったときの上司の方とか、そういう方々

に評価をちょうだいすることがあるわけで、そういうものの中で逆に厳しい評価、われわ

れが教えたことを「ピントが外れているのではないか」ということを忌憚なく言ってくだ

さる方もいらっしゃいますので、そういうものの中で、日本のビジネススクールの一つの

ピントが合ってくるということも期待できるのではないかということがまず第一点ござい

ます。 

 それからあと先ほど、日本の中で日本発の発信したいろいろな管理技術・経営技術があ

るということで、これは全くそのとおりだと思います。現在、いわゆる技術経営という形

の大学院等というものも、そういう活動がわが国で活発になっているということも承知し

ておりますけれども、むしろ技術経営の大学院ではなくて、われわれのようなごく普通の

ＭＢＡにおいてもあるいは国際経営のＭＢＡにおいても、日本が情報発信力を持っている

という技術開発分野に関する基礎的な管理技術というものをきちっと押さえていく、それ

を教育の中に反映していくというのは当然、そういう特徴性を持っていくということは必

要なことだと理解しています。 

 実際に先ほどご指摘があったとおり、ＭＩＴのスローンスクールなどは 1987、8 年の段

階にかなり日本の競争力の源泉というものをきちんと調査した上で、そういうものをリー

ダーズ・フォ・エンジニアズのコースの中に取り込んできていたわけですので、われわれ

はその段階ではどちらかと言うと、大学にあった管理技術のノウハウを企業と共同でいろ

いろな形の事業をやったということはあったかもしれないんですけれど、一方でそれを教

育のシステムの中に取り込むという努力は怠っていたかと思います。この意味でもむしろ

「何が本来のニーズであるか」というものを、産業界とビジネススクールの間のコミュニ

ケーションというものを適切に図るサイクルというものを確立していくということが必要

なのだろうと思っております。 

 

司会 はい、どうもありがとうございました。もう少し産業界とうまく連携を取っていこ

うというお話だったと思いますが、いまのような諸先生のお話に対しまして、大谷先生、

矢嶋先生、いかがでしょうか。 

 

矢嶋 皆さんおっしゃっていることの一つひとつが「そのとおりだな」と私は思って、い

ま伺っているんでございますけれども。例えば「グローバル」という言葉をよく使うんで

すけれども、「グローバル、グローバル」って言うけれど、それはあくまでもロジスティッ

クな面でしかないんじゃないかなと私は思っているんですよ。例えば一番いい例で言いま

すと、先ほどもちょっと申し上げました「飛行機を売る」というようなときに、それでは

相手の国の文化とか、歴史だとか、習慣だとか、そういったようなことを１つも知らない
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でそこに国境がないから、例えば「ドル建てでもって売れれば、すぐ売れるんじゃないか」

なんて考えること自体が大変な間違いで、やはり航空機を使うとか、あるいは中国で今度

走り出した新幹線を中国に引くとか、そういうような輸送手段に使われるような商品とい

うものは、やはり、いま申し上げたような、その国のいろんな文化というものを理解して

いかないと、その商談すらできないという部分を、私の場合にはそういう商売を大体 12、

3 年やりましたものですから、つくづく感じているわけですね。 

 そのときにそういう、例えばある程度の西洋式なもの、あるいは統一的なもの、あるい

はベースになるもの哲学、そういったものを全然知らないでいると、多分外国の人は相手

にしてくれないんじゃないかと思うんですね。それを全部称して、こういうふうに「国際

性」というふうに伊藤先生などはおっしゃっているのだと思うんですが、そういう国際性

みたいなものというものを会社でもって勉強しろと言っても、これはなかなかできないの

ですね。しかしある、例えば会社に入って 10 年もたちますと、ある程度、幹部候補生かど

うかなんてことは、これはどこの会社でもわかると思うので、そうなったときに平行して

そういうような教育を身につけていくと、かなり日本人のそういう経営レベルというもの

に対しての、ものの考え方が上がってくるのではないかなと思いました。 

 先ほどちょっと偉そうなことを申し上げましたけれども、一般的な教育水準というのは

諸外国に比べて日本はそれほど劣っていないと思うんですね。ただ英才教育という部分に

ついては、非常に残念ながら経営能力も含めて言いますと、何十年と遅れているのではな

いかなという気がするんです。そこをどう補完していくかというところで、いま中田さん

がおっしゃっているような、そういう中小企業が持っているような「匠の技術」というよ

うなものを一つの道具として海外に輸出していくということも、もちろん大変立派なこと

ではないかと思うんですが。 

 ただ例えば京都工業会なんていうところの会長をいま私はやっているんですけれども、

京都工業会というところは 260 社でもってメンバーがあるわけでございますけれども、そ

のほとんどが中小企業なんですね。よく会社でもって「京都企業は元気だ」と言っても、

例えば数えるほどしかない。村田製作所さんだとか、京セラさんだとか、オムロンさんだ

とか、島津とか、ロームさんだとか、「あと５つ挙げてください」と言うと、みんな「どこ

かな」と思うぐらいで、250 社は中小企業なんですよね。 

 その中小企業はどういうものかというと２つに分かれていて、伝統企業とそれから大企

業に結びついている中小企業なんですね。そうすると、例えば板金なら板金という技術に

ついて、ものすごいノウハウを持っているというところは確かにございますけれども、そ

ういう一つの工程でのノウハウということに対しては大変立派な技術を持っておられるけ

れど、総合的に生産性をグッと上げるような統合的な技能的な能力を持っている会社が中

小企業の中にあるかというと、これもまた非常に少ない。そうするとやはり何かこう、い

まの日本の産業界の状態というのは非常にいびつになっているのではないかと思うんです。

「いびつ」という言い方は悪いんですが、非常にいいところと悪いところが混在している
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ような気がするのですね。これを何とか引き上げていくような方法がないものかなという

ふうに、先ほどからちょっと感じております。 

 

司会 どうもありがとうございました。いまの日本の企業は「現場ではいびつじゃないか」

という一言でまとめてしまいますけれど、グローバルといっても社内ではなかなか文化理

解とか理解しにくいとか。それから中小企業なんかでは、やはりなかなか偏った知識しか

ない。そういった意味で日本の企業のいびつさみたいなものがある。それに対してＭＢＡ

に期待されるというお話だと思うんですが、そのへんに対して諸先生方のほうからコメン

トございますでしょうか。どなたでも結構ですが。伊藤先生、いかがですか。 

 

伊藤 いま私たちのところでＥＭＢＡというプログラムをやっているのです。職業経験 15

年以上で部長クラスの人で、しかも人事部長の推薦する方、それはもう本当に短期でやる

という形で、年に 10 週の期間を３回取りまして金・土・金・土とやるんですね。その中で

必ず最後に上海研修をやるんです。そうすると私、驚いたことに初めて行く方が多いんで

すね。「なかなか先生、こういう機会がないと行けないし」、「これから 21 世紀は中国の時

代で皆さんの会社は中国に進出しているじゃないですか」と。なかなかだけども、皆さん

のこれから将来の取締役になろうとしている方が、上海に行ったことがないというのにち

ょっと僕はびっくりでしたね。それで「これは、百聞は一見にしかずだから、１週間行き

ましょう」と 15 人、夏の一斉休暇の期間を使って行きました。 

 そこで日系の工場、現地の工場、それからヨーロッパ系の工場、そしてそこへ行って、

あと復旦大学で、この中国の伝統と文化、中国の政治システム、中国の経済システム、そ

れから中国のビジネス環境ですね、これらを学んだんです。それでやはり見にいって帰っ

たときには、「先生、本当に見る目が変わりました」というので、いまのグローバル化とい

うのは、頭の中でグローバル化を考えて体で感じとっていないから、いま会長がおっしゃ

ったように、何か交渉とかするときにそれが出てこない。いつも頭の中で、言葉でグロー

バルを考えてしまっているので。そんなことをちょっと感じます。 

 

司会 はい、大事なことだと思います。ありがとうございました。では、先生よろしいで

しょうか。では大谷先生、ちょっとまたコメントいただければと思います。 

 

大谷 日本のビジネススクールがビハインドしていると申し上げたのは、それは歴史的に

そうなのであって、そこに唯一の原因があるだけの話を私はしたかっただけで、そのＭＢ

Ａを含めたグラジュエイトスクールのディグリーというものが、日本の経営にそんなに必

要なかったこともあるのでしょうし、いろんな要因があったのでしょうけれど、ただもう

これだけ仕事が国際化した時代に、かつ特にファイナンスの分野あるいはアカウンティン

グの分野というのは、もう世界共通語ができてしまっているわけですから、それを矢嶋さ
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んのお話ですと、とにかく基礎学力として世界に通用するものを、まずできるだけたくさ

んの人が獲得をしないと日本の企業の、あるいは日本の社会の底力は上がっていかないと

いうことになります。これを、それこそ皆様がいま、ご提案なさっているようなこの体系

で、１日も早く実現していただきたいというのが、そういう希望については全く異論はご

ざいません。 

 それから私が申し上げたかったのは、そういう何かせっかく日本にＭＢＡの質の保証を

担保しながら、質を担保しながら先生方のご努力でやっていらっしゃるだろうとするわけ

ですから、それはそれなりに何か有望な学生をハーバードやスタンフォードに取られない、

まず日本の大学のグラジュエイトスクールで学ぶというようなその戦略的な観点からすれ

ば、何か固有のコンテンツといいますかノウハウといいますか、それが学生に訴えられな

いと、相変わらず日本を離れて欧米のビジネススクールに行ってしまうということがある

のかなという懸念を申し上げただけでございます。 

 前も申し上げましたけれども、例えばいま伊藤先生の言葉、お話と、多分一緒だと思う

んですけど、トヨタは入社して４、５年の社員は絶対にＭＢＡコースには送らない。少な

くとも 10 年はトヨタの工場なり現場で、トヨタの、あるいは自動車というその産業特有の、

経験なり、何か本質的なものをつかませた上で、新しい知識を獲得させるためにハーバー

ドなり、スタンフォードなりに送るということを聞きましたし、いまも多分、その方針は

トヨタで変わっていないのだろうと思うんですがね。 

 それは何を物語っているかというと、足元に実は、実践的な、日本の特にトヨタのよう

な会社には、実践的なトヨタスクールがあるのだということです。だから何もわざわざア

カデミアがつくったビジネススクールに行かなくとも、自分たちは入ってきた社員を 10

年間で体系的に、基礎学力ともに、トヨタの中で育て上げられるという自信と体系がある

からだろうと思うんですね。ただそういう会社は、矢嶋さんの言葉ではないけど 250 社の

うち 10 社ぐらいで、やはり 240 社は本当に基礎学力を一日も早く上げて、かつその中から

国際的に通用するリーダーを日本は輩出していかなければいけない。それが日本の情報を

発信するメディアになってくるんだということで言えば、何かプラスαの加わったビジネ

ススクールというものを、ぜひ先生方のご努力で一日も早く、そういうビジネススクール

にしていただきたいというのが希望でございます。勝手なことを申し上げてすみません。 

 

司会 どうもありがとうございます。先生方、何かそれに対してはコメントございますで

しょうか。司会がちょっといろんなことを言うとまずいのかもしれませんが、わざわざち

ょっとかき回すために言いますと、今回の評価委員の先生方にお伺いしたいのですが、今

回のこのプログラムというのは、日本でビジネススクールというのが何年か前からできた。

これに対してビジネススクールがいくつもできたから、それの質を保証するためにあるい

はアカウンタビリティのために「みんなで集まっていろんな評価のシステムを考えましょ

う」ということなのですが。 
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 ここで質問なんですが、いまのトヨタさんの話がありましたけれど、日本の企業という

のは割合とカンパニー・スペスフィックというか、企業独自性のものがあって、案外共通

ということはしないわけです。その意味で、こういうビジネススクールも、青山方式もあ

ってもいいじゃないか、同志社方式もあってもいいじゃないか、と思うのです。これはみ

んなバラバラで、もちろん各大学が各ビジネススクールが質保証はしないと、あるいはア

カウンタビリティはしないといけないけれども、こんな共通なものが必要なのかどうか。

だからそういうふうなことがやはりやるべき時代なのか、あるいはそれも産業界の要請み

たいなものがあるのか。むしろそれは各大学の各ビジネススクールのそれぞれのアカウン

タビリティで、淘汰されるところは淘汰されていけばいいじゃないかという両方の極端な、

ちょっと極端に言っているところはあるんですが、極端な考え方があると思うんですが、

そのへんでは矢嶋先生、大谷先生いかがでしょうかね。 

 

矢嶋 私はもう歯に絹を着せずに申し上げれば、いままさにおっしゃったように青山方式

があったって同志社方式があったって、それぞれのビジネススクールの特徴というのが出

てくれば、それを企業が求める内容によって、「こういう人間を育てたいときには青山ビジ

ネススクールに行こう」「こういう人間を育てたいときには同志社へ行こう」というわけで、

何もそこがずっと共通になる必要は全くないと思うのですね。それと同じように世界のい

ま、先ほどおっしゃられたような有名な大学というのは、それぞれの特徴がございますか

ら、それと同じように考えていったら私はいいのではないかと思うのですね。 

 

 だから例えば非常に変な話ですけれども、飛行機の床材があったんですけれど、その床

材をアルミのハニカムでもってはさんで強度を保っていたんですが、あるときスチュワー

デスさんが客室にお客さんが乗る前に、いろんな食べ物なんかをチェックしに入ってきた

ら、ハイヒールの底がそのハニカムに入っちゃって、それで表面のアルミが傷んだという

ケースがございましたんですけれども、それではハイヒールの加重が、「体重が例えば 50kg

ぐらいのスチュワーデスさんがかける加重が１点に集中されたらどれぐらいかかるのか

な」という計算をしていないんですよね。ただしかし、そこでへっこんでしまったから「こ

れはいかん」ということで、「バルサ」という模型に使う木があるわけですけれど、バルサ

材にインナーをかえて貼り合わせをしたとか。 

 それからちょうど乗降口のところに大きなちょっとした荷物入れがあるんですが、その

かぎの閉め方が日本人は「こういうふうにやれば閉まる。こういうふうにやれば開く」と

いう習慣なんだけれど、アメリカ人はそれが反対だという形で、乗降口で「いらっしゃい

ませ、いらっしゃいませ」と言う形でお辞儀をしていたスチュワーデスの頭の上に、ふた

が落っこちてきて 250 万ドルの訴訟になったとかね。あるいは、くずかごを床下に置いて

あるんですけれど、普通はめくらぶたしてあるんですが、整備のときは外して中に入って

いるごみを捨てに行くわけですね。その間にまたスチュワーデスが入ってきてそこに落っ
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こちて足を折ったとか。もう本当にバカみたいなことが経験としては出てくるのですね。 

 だけどそういうようなことというのは、先ほどもチラッと申し上げた習慣とか、それか

ら文化とか、そういう何か右脳で考えるような範囲内の話が非常に多いので、こういった

ものというのはある程度、企業のそういった経験を積み重ねていかないと、なかなか、い

くら勉強しても出てこないところではないかなとも思うのですが、その反面、やはり底辺

になる基礎知識といいますか、そういったものについてはかなりレベルを上げて考えない

と、いわゆる国際性のある民族として日本人が認められるという時期が、かなり遠くのほ

うにあるんじゃないかなというふうに考えるわけでございます。 

 

司会 ということは、いまのはビジネススクールは必要であるというご意見でしょうか。

しかし、こういうふうにみんなが一緒になって同じクライテリアを「日本のビジネススク

ールはこうである」ということはあまり必要ではないと、まとめてよろしいでしょうか。 

 

矢嶋 それと同時に、それぞれのレベルを上げる。 

 

司会 上げる、というご意見をいただいたのですが、大学の先生方、いかがでしょうか。

ビジネススクールの先生方、どうぞお願いします。 

 

鈴木 一応、今回のこの仕掛けをしたほうの立場からすると、やはりどうしても日本の企

業経営者の方々は、「国内のビジネススクールって役に立たないよね」と最初から思ってい

らっしゃるところが非常に強いわけですね。われわれもそれを非常に感じるわけですね。

そして欧米、特にアメリカのビジネススクールは役に立つかもしれないと半分思いながら、

一方で、社員を送ると二度と自分の会社に戻ってこないとか、そういう問題点を実際感じ

ていらっしゃる。 

 では日本のビジネススクールがそれぞれの大学が、「私たちはこういう教育をしていま

す」と各大学が個別に言っていても、実は「社会的には認知は得られないのではないか」

というのが、実は私の今回このプロジェクトを始めた１つの理由なんですね。やはり日本

のビジネススクール全体として「われわれは基本はこういうことは保証していきますよ」

とそのことは認めて、その上で各大学の個性はちゃんと担保していこうという発想なんで

すが。企業は特定のビジネススクールとだけ関係をもっていく形を将来の姿として意識し

ているのか、それともやはり日本全体の底上げをビジネススクールに期待するのか、その

へんがどっちなんだろうなという気がしているんですが。 

 

司会 少し核心に入ってきたと思うんですが、いかがでしょかね、実務の方で。はい、伊

藤先生、お願いします。 
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伊藤 私はさっきの私の話しの中で「ベンチマークを求められますか」と言ったときに、

「いや、私はもうベンチマークは求めません。唯一頼れるのはそのビジネススクールのミ

ッションしかありません」と言いました。私はやはり、いまの日本の中で産業界でビジネ

ススクールを認知させるためには、やはりそれぞれのビジネススクールは実力を持たない

限りは無理だと思うんですね。企業としてはやはり高いコストパフォーマンスをお考えで

すから、ただＭＢＡをとったから使い物になるというものではなくて、本当にその人がそ

の組織の中でそれだけのものを発揮していくかというので、やはりこれは一つのもう少し

日本のビジネススクールが発展していくための試練かもしれませんけれども、ビジネスス

クール自身が本当に鍛えていくというか、実力を身につけていくということがないと、い

くらこちらがアピールしても産業界から受け入れられないのではないかという感じは持っ

ています。 

 

司会 というお話なんですが、中田先生、椿先生、いかがでしょうか。何かご意見ありま

すでしょうか。 

 

中田 ２点あるのかなと思っているんですけれども、１つは先ほどのセッションでも議論

がありましたけれども、やはりビジネススクールというのは理論と実践の橋をかけるのだ

と、そして新しい境地を開いていくということがあるんですけれども、そのためにはやは

り理論の担い手と実践の担い手がコラボレーションをしなければいけないと思います。そ

ういう意味で企業と大学との新しい関係をつくっていくというとちょっと大げさんですけ

れども、これまでになかった関係をつくっていく、それが大学の本来の仕事だということ

に位置づけていくというのが一つ大事なのかなと思います。その企業と大学の新しい関係

の中には、多分、日本流と言いますか、日本の企業風土、産業風土を反映したものもある

のだろう、それが一つ世界に対する発信の元にもなるかもしれないなと考えています。「と

にかくやってみないと」というのが一つあると思うんですよ。 

 

 それからもう１つ「大学の評価はマーケットに任せればいいじゃないか、余計な評価制

度をつくらなくても」という議論があるんですね。それにつきましては、「マーケットに任

せるためにはやはり情報がちゃんとなければいけないですよね」と言いたい。ところが実

際に大学の中の話ということについては、情報が非常に偏在していると言えます。経済界

が大学の内情をよく知っているということでは必ずしもない。むしろフェアな物差しでき

ちんと計ったものを情報提供する、評価をして情報提供をする。そうするとマーケットは

もっとよく動くようになりますし、取捨選択が正しく行われるようになりますし、それか

らまたそれが翻って大学のお尻をたたく改革のきっかけにもなってくる。大学も自分で必

死で努力して改革するようにもなるということで、「マーケットで判断すればいいよ」とい

うことからしても、やはり評価制度はあったほうがいいのかなというふうに考えているの
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です。 

 

司会 大谷先生なんかはジャーナリズムというか、そういう世界から見ていまのお話はい

かがでしょうか。理論と実践の新しいコラボレーションをしていけばいい、これも非常に

言うは易しで、難しいところはあると思うのですが、新しい日本の企業と大学との関係を

つくっていくとか、それからもう１つはやはり情報をフェアに、どこかが自分たちがある

面マーケットに任せるだけではなくて、もっと基本的な情報を公開していったほうがいい

のではないかと。そういういまのお考えはいかがでしょうか。 

 

大谷 私は矢嶋さんがおっしゃったように、日本の企業というのはトヨタとかソニーとか、

それぞれ、例えば「ソニー・ユニバーシティ」なんていう制度を持っていて、それこそ人

事部が推薦するような、あるいは事業部が推薦するような人たちを年に１回か２回集めて、

一種の英才教育を施していくというそういう仕組みを持っている会社も大会社もあります

けれども、大半の会社はそういうものがないわけですよね。それで学部４年終わってポッ

と入ってくるという、これではとても矢嶋さんがおっしゃるように即戦力にはなりません

し、という意味で言えばビジネススクールのクオリティーを最低限保証するという、そう

いう仕組みは僕は絶対いると思います。 

 それがないと全体のレベルが上がっていかないと思うんですが、それだけではいつまで

たっても恐らく欧米のビジネススクールの後追いをするだけであって、日本的な、つまり

青山にしろ、慶応にしろ、同志社にしろ、何にしろ、あるいは東大にしろ、何か世界に発

信するのだというものがなければ、単なるコピーあるいはフォローで終わってしまいます

ので、そういう意味で基本的なかさ上げをするための相互のベンチマークを持ったチェッ

クというのですか、それは必要だと思います。それは異論ございません。 

 

司会 はい、わかりました。椿先生。 

 

椿 フロアからも。 

 

司会 よろしいですか。椿先生、よろしいですか。 

 

椿 われわれは、ある意味で質保証システムというのは、もちろん社会にとって必要かと

いうこともありますけれど、ビジネススクールが自分たちで成長する仕組みとして必要だ

ということがあると思うのです。われわれのガイドラインの中でもビジネススクール自身

の多様性ということは認めていただいた上で、われわれがどう成長していくかということ

かと思います。 

 それから中田先生がおっしゃられたことに私も賛成なのですけれども、私は技術経営分
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野といいますか、技術の管理分野ということに関しては、日本は戦後「日本科学技術連盟」

とかそういうところに産学連携の基盤があって、まさに海外が注目するような、ＭＩＴの

いろいろなレポートに書かれたような管理技術を、産学協同で生み出してきたのだと思い

ます。それがいまのトヨタの中にも根づいて、そしてトヨタの中では、今やその管理技術

に基づく独自の大規模な社内教育体制が確立しているのだと思います。その種の我が国独

自の方法論を導入することは、我が国でビジネススクールを作る意義にも適っていると思

います。 

 

栗本 私は実際、本学でビジネススクールをやった経験で、日本のビジネススクールには

限らず大学院あるいは大学も含めて、一番問題点は卒業あるいは単位の認定が実にいい加

減だということですね。特に大学院では、いままで「研究者養成」という色彩が強かった

ので、そういう意思を持って大学院の門をくぐった人には、いろんな形で救ってやるとい

う温情的な先生が非常に多かったわけです。私もそういう経験をしましたけれども。しか

し、これからの問題を考えると、卒業単位の認定はよほど厳しくやる。そして学習内容に

ついても量的にも非常にタフなものを課さなければ、これからの日本のビジネススクール

は、いくら制度的に立派なものをつくっても心が入っていないと、魂が入っていないとい

うことになるのではないかと、こう思っているんです。 

 けさ、たまたま電車の中でこの日経新聞を見ましたときに、教育欄のところにある先生

が日本の大学の卒業の質の保証で「資格試験導入」ということを書いておられるのですが、

この中に「世間では大学教師が単位の認定権というものを絶対的な権限として持っている

と考えている。しかしその権限が実際は実に弱いものだ。いろいろ学生からプレッシャー

をかけられると先生はいい加減な単位の認定をしてしまう」と、こういうことがずっと書

いてある。「一方で産業界は、非常に品質の保証に対して厳格な基準を課せられている。こ

れから比較すると、もう雲泥の差だ」と。こういう記事があるんですけれども、やはり私

は、これからの質の保証という問題は、この単位の認定あるいは卒業あるいは学習のボリ

ューム、これをどうしっかり守っていくか。それをある一人ひとりの先生に任せるのでは

なくて、それぞれの学校の組織としてのきちっとしたポリシーでやっていかないと、これ

はいくらビジネススクールの制度をつくってみても、恐らくこれは企業のほうが相手にし

ない。企業がその卒業生を価値ある人材として受け入れられないのではないかと、私はそ

ういうふうに思うのですが、いかがでございますか。 

 

司会 はい。いまの栗本先生のご質問は、どなたに答えていただければいいのか一番ちょ

っと、大学の中の人間はものすごいよくわかっているのですが、このへんは外部の評価委

員の先生にお答えいただいたほうがいいのか、どなたにお答えいただいたらいいのか、何

かありますでしょうか。 
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大谷 おっしゃっている意味が、私の解釈ではほんの少ししかわからないんですけれども、

わからないという意味は、先ほどから申し上げているようにビジネススクールそのものの、

単位を取るとか取らないというようなところが私ちょっとよくわからないんですが、ビジ

ネススクールそのものの特色というものがそれぞれ出て、それの評価した人が企業で受け

入れたときに、「非常にこれはすばらしい教育をしてくれた人だな」という話がどんどん積

み重なっていけば、そこのビジネススクールそのものの信頼度というのはずっと高まって

くるわけですね。 

 だからそのときに、確かに「ＭＢＡというのはこういうことを知っていないと許可を与

えないんだ」という一つの標準というのはもちろん必要なのでしょうけれども、それプラ

ス、やはり「青山ビジネススクールでは、こういうことだったらものすごく信用できるビ

ジネススクールだ」、「同志社ビジネススクールだったら、こういうことだったらものすご

い信頼できる」。それが経済であったり、文化であったり、あるいは技術であったり、それ

はそれぞれのビジネススクールの特徴があっていいのではないかなと思います。そうでな

いとビジネススクールというものが、非常に広範囲の先生方を準備されないといけないで

しょうし、かつここにも書いてあるように、非常にレベルの高い先生をたくさん集めると

いうことは大変難しいのではないかなと、こんなふうに思ったりしているんですけれども、

間違いでしょうか。 

 

栗本 いま大学院がＭＢＡのディグリーを与えるためには、大学によって違いますけれど、

ミニマム 30 単位以上の単位を履修しないと学位が与えられないわけです。だから基本はそ

の科目を取ってそこで何単位の単位を履修して、それが卒業の要件になっていくわけです

ね。これがいまの日本の制度になっているわけです。ところがそれぞれの科目の単位を認

定するか、しないかというのは、それぞれ担当された先生の考えによるわけです。したが

って、よほどしっかりとした統一した学校の基準を保っていかないと、この質の保証とい

うのは難しいわけです。非常にドラスティックな言い方をすると、教育の世界は不良品を

出していると、あえてそれを知らん顔していると、そういう言い方もできるわけです。だ

からこれは…… 

 

司会 どうもありがとうございます。一言ありですか。はい、よろしく。 

 

椿 私も専門職大学院に勤める前の 10 年間は、大学院の講義でＡ以外の評定をつけること

には、正直言って非常にストレスを感じました。ただ、この専門職大学院を始めて２年間

に関しては、「専門職大学院における成績評価の厳格化」というような大変なことを始めま

した。逆に個人的にはストレスですけれども。基本的にわれわれの専攻の場合はＡ、Ｂ、

Ｃランクの中のＢ＋ぐらいの平均値＋3.3 ぐらいの平均を狙って、ある程度ＣもつけるＡ

もつけるという。この相対評価がいいか悪いかという問題はまたじっくり議論する必要が
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あるのですけれど、私自身非常にストレスも感じますが、ただそういうことをやった上で、

実際に各科目の平均が 3.3 で平均が 3.0 を割った人間はもう修了できませんので、そうい

う意味では専門職大学院制度というのは、その種の「出口に対する管理」という意味では

非常に画期的になっておりまして、それに慣れていない私のような教員は非常にドキドキ

しながらやっているというのが事実ではないかというふうにも思いますけれども。 

 

司会 はい、どうもありがとうございました。だんだんだんだんエンジンがかかってきて、

ここからがディスカッションにすべきなのですが、ちょっと時間がきてしまいましたので、

一応ここの評価委員会としてはこれで終わらせていただきます。長時間どうもありがとう

ございました。 

 やはり物足りないと思いますので、ここから懇親会のほうに移らせていただきますが、

皆さんのほうに地図をお渡ししていますが、１階まで下りていただいて大学の中を通って

いただいて東門から出ていただければ、まだ東門は開いていますので、ずっと遠くを回ら

なくても行けますので、それが一番早いと思いますので、ぜひとも時間の許す限りはお出

でいただきたいと思います。熊平先生も、この懇親会からはご参加いただけるということ

ですので、いままだ議論がちょっと未消化なところがあると思いますが、そこでやってい

ただけると思います。１時から長時間、どうもお疲れ様でした。どうもありがとうござい

ました。 

 

（録音終了） 
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